
（別添１）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　新アクションプログラムに基づく個別の取組みの進捗状況
１．事業再生・中小企業金融の円滑化
     (1) 創業・新事業支援機能等の強化
銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年９月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題

北海道

１．産学官・金融連携に向け、仕組みづくりの一翼を担
う。政府系金融機関等との連携も強化しながら、リレバ
ン強化に努める。
２．金融学習公開講座の開催
３．ベンチャー企業向けファンドの活用

１．道立工業試験場・道立食品加工研究センター・北海道中小企業総
合支援センター、政府系金融機関等との連携深め、技術評価の必要な
案件等を紹介し、事業拡大支援・需資発掘に努める。
２．道内私立大学との金融学習公開講座を１０月より開講。
３．「道銀どさんこ１号ファンド」「札幌元気ファンド」での投資を
継続し、ベンチャー企業等支援に取り組む。

○産学官・金融連携
・産学官ネットワークについては、体系化を継続実施。ベンチャービジネス支援
での技術評価、市場性評価等につきネットワークを活用中。
・「北海道産業クラスターサポート金融会議」へ参画。また、中小企業のＩＴ活
用のための「北海道ＩＴコーディネーター協議会」にも参画（17年6月）。
・ノーステック財団に対する人的派遣を16年2月に実施し継続。
・北海道ＴＬＯ（技術移転機関）に対する人的派遣を16年7月に実施し継続。
・日本政策投資銀行と、創業、新事業機能強化を目的とした業務協力協定を17年
9月に締結。
・国民生活金融公庫と、新規開業支援等の相互協力を目的とした業務連携・協力
協定を17年12月に締結。
○金融学習公開講座
・道内私立大学にて金融学習公開講座「秋の産学連携口座～金融・証券初級口座
～」を全５回実施。
○ベンチャー企業向けファンドの活用
･「道銀どさんこ1号ファンド」投資実績22件／745百万円。
18年1月には「道銀どさんこ2号ファンド」も設立し、3件／70百万円の投資実
績。
・18年8月､札幌元気チャレンジファンドに参画。必ずしも IPOを前提としない投
資ファンドで、総額560百万円のLLP形式となった。

○産学官・金融連携
・産学官での情報交換でより多くの企業と接することが出来ており、企業支援に結びつ
いている。
○金融学習公開講座
・金融学習公開講座については、来春以降の継続要望あり、検討していく。
○ベンチャー企業向けファンドの活用
・ベンチャー企業の IPO指向は高まっており、投資対象先はいまだ増加傾向にある。ただ
し、必ずしもIPOを目指さないベンチャー企業もあり、今後は「道銀どさんこファンド」
と「LLP札幌元気チャレンジファンド」の双方で提案していく。

みちのく

① ベンチャー企業、中小企業技術開発等の新事業を支
援するために本部態勢を再構築し、支援機能の整備を図
る。
② 地場の基幹産業である農業経営に新規参入する法人
に対して、円滑な情報提供・資金供給を行える態勢を構
築し、バイオ関連を含めた農業ビジネスに対する支援機
能の整備を図る。

① 当行関連会社｢みちのくキャピタル（株）｣、業務提携先の日本政
策投資銀行、商工組合中央金庫、中小企業金融公庫及び（財）２１あ
おもり産業総合支援センター等と連携し、案件発掘に取組んでいく。
② 地場産品に関わるビジネスマッチング事業を展開し販路拡大支援
等に取組む。
③ 農業金融、専門的審査ノウハウの蓄積等を含め、業務提携先の農
林漁業金融公庫と連携し、審査・情報提供態勢を構築する。

・ 農業金融については、１７年９月、審査部内に農業審査担当者を新たに設置
し、本部組織の見直しを実施した。
・ １７年１２月にみちのくキャピタル（株）との連携のもと、（財）２１あお
もり産業総合支援センターが実施する「グローカル産業創出・集積支援プロジェ
クト事業」に関するフォーラムに参加し、案件の実現性についての具体的な検討
を開始。

・ 国内ビジネスマッチング事業については１８年度下期中での事業展開に向け具体的検
討に着手している。

岩手

・  新産業育成、大学の研究事業ビジネス化に対する一
層の支援強化により、大学との共同研究による事業化を
実現する。また、岩手県と共同して産学官連携に取組
む。
・ 「リエゾン－Ｉ」について連携の枠の拡大について
検討する。

・ 「リエゾン－Ｉ」設立後１年が経過したことから、県内他大学お
よび他金融機関に連携の輪を広げることを検討する。
・ 岩手県と共同による新たな「目利き評価システム」を構築する。
・ 「リエゾン－Ｉ研究開発事業化育成資金（いわぎん特別奨励
金）」の贈呈により、新産業育成、大学の研究成果のビジネス化支援
を強化する。
（大学のシーズと民間企業のニーズとをマッチングさせることによ
り、新事業の創出を図ることを目的に、１６年５月に、当行・岩手大
学・日本政策投資銀行の三者で「いわて産学連携推進協議会（リエゾ
ン－Ｉ）」を設立しているが、その活動の一環として、１６年１１月
に、大学との共同研究によって、「事業の多角化」や「新たなビジネ
ス創出」を目指している企業に対する助成金として「リエゾン－Ｉ研
究開発事業化育成資金（いわぎん特別奨励金）」を創設した。）

・ １７年１１月に「リエゾン－Ｉマッチングフェア」を他金融機関・他大学と
共同で開催した。相談件数は２７件、うち２件が共同研究開始、相談継続１３件
の実績であった。
・ １７年４月に岩手県と共同で目利きシステムとしての「いわて研究開発評価
委員会」を設置し、「いわぎん特別奨励金」の審査を実施している。
・「いわぎん特別奨励金」は、これまで、１２先に対し合計１７，５００千円を
贈呈している。
・ リエゾン－Ｉの活動として、研究機関が有するシーズを集めた「研究シーズ
集」を発行し、民間企業のニーズとのマッチングに活用した。
・ 「リエゾン－Ｉ」の組織拡大に向けた活動を展開した結果、１８年７月に新
たに金融機関３先、研究機関８先が加入となり、岩手県全体の産学連携組織に発
展した。

・ 「リエゾン－Ｉ」は組織拡大が実現し、岩手県全体の産学連携組織に発展した。今後
も地域活性化に向け、組織内の連携を図りながら「シーズ集」の発行や「マッチング
フェア」の開催を継続していく。
・ 「いわぎん特別奨励金」は引き続き贈呈を行っていくが、「リエゾン－Ｉ」の組織拡
大後は他金融機関からも資金を拠出し、「リエゾン－Ｉ研究開発事業化育成資金」とし
て継続する。
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年９月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題

七十七

<取組方針>
［融資審査能力（「目利き」能力の向上）］
・創業・新事業支援に関する融資審査能力（「目利き」
能力）の一層の向上
［起業・新事業展開に資する情報の提供］
・「東北６県産業クラスターサポート金融会議」の継続
開催
［創業・新事業の成長段階に応じた適切な支援］
・成長段階に応じたコンサルティング機能の強化
・ベンチャー企業向け融資制度の拡充や産学官連携ファ
ンドとの連携強化等による創業・新事業の成長段階に応
じた各種支援制度の拡充
<目標>
・ベンチャー企業向け融資実行件数  年間４０件以上

［融資審査能力（「目利き」能力の向上）］
・創業・新事業支援関連融資案件にかかる関係各部との連携および事
業特性等を勘案した案件審査の実施と審査ノウハウ等の蓄積
［起業・新事業展開に資する情報の提供］
・「東北６県産業クラスターサポート金融会議」の継続開催
［創業・新事業の成長段階に応じた適切な支援］
・「宮城県産業技術総合センター」との連携や「中小企業支援セン
ター」の活用促進による成長段階に応じたコンサルティング機能の強
化
・産学官連携ファンドとの連携および創業・新事業支援関連融資制度
の拡充

［融資審査能力（「目利き」能力）の向上］
・関係各部との連携による案件審査を実施するとともに、創業・新事業にかかる
案件についての審査ノウハウ等の蓄積を継続。
［起業・新事業展開に資する情報の提供］
・「宮城県産業技術総合センター」や「中小企業･ベンチャー総合支援セン
ター」等の外部の専門機関との連携強化。
・中小企業基盤整備機構との覚書締結による情報交換ならびに行内研修実施。
・「東北６県産業クラスターサポート金融会議」の開催、産学官連携強化と実効
性ある金融支援方策の検討実施。
・「産学官連携ファンド」への取引先企業紹介等による連携強化。
・ （社）東北ニュービジネス協議会等主催「東北７県ビジネスマッチ２００
６」の開催に「東北６県産業クラスターサポート金融会議」として協力。
［創業・新事業の成長段階に応じた適切な支援］
・ ｢宮城県産業技術総合センター｣や｢中小企業･ベンチャー総合支援センター｣等
の外部専門機関との連携強化。
・ベンチャー企業の育成を目指す地域ファンド「東北グロース投資事業有限責任
組合」へ出資。
＜目標に対する実績＞
・ベンチャー企業向け融資実行件数
１７年４月～１８年３月　５４件
１８年４月～１８年９月　１１件

［融資審査能力（「目利き」能力）の向上］
・計画どおりの進捗状況。
・今後は、関係各部との連携による案件審査と創業・新事業案件にかかる審査ノウハウ
の蓄積継続および営業店への還元を実施。
［起業・新事業展開に資する情報の提供］
・計画どおりの進捗状況。
・今後は、「東北６県産業クラスターサポート金融会議」の開催等を通じた産学官連携
の強化と実効性のある金融支援方策の検討を実施。
［創業・新事業の成長段階に応じた適切な支援］
・目標に対する実績を含め、進捗状況は順調。
・今後、コンサルティング機能の強化に向けた、外部機関との連携強化を継続実施。

北都

○ 創業支援メニューの拡充を図る。（創業・新事業支
援ファンド組成、新事業育成に関する連携）
○ 産学官の各関係機関との連携強化に取組む。
○ 営業店での新事業支援体制の強化を目的とした戦略
的な人員の再配分。

○ 創業・新事業支援ファンドの組成。
○ エリアサポートチームを配置し営業店の新事業支援機能を強化す
る。
○ 審査部内に福祉・医療、環境・衛生事業の事業別担当者を配置、
エリアサポートチームと連携し新規融資案件の発掘を強化する。
○ 新事業育成に関する連携。（技術開発や新事業に関する補助金・
税制・信用補完制度についての情報交換）日本政策投資銀行、中小企
業金融公庫、商工組合中央金庫等の政府系金融機関との連携強化。
○ ｢財団法人あきた企業活性化センター｣との情報交換と相談機能の
活用。
○　｢東北地域産業クラスター会議｣への継続参加

○ 17年10月に創業・新事業の「北都チャレンジファンド１号投資事業組合」を
設立。現在までの投資実績は2件30百万円。
○ 本業サポート、経営サポートの専担部署として「エリアサポートチーム
（AST）」を17年7月に発足。現在、県内13ヵ店に設置している。
○ 17年5月福祉医療機構と社会福祉向けの強調融資で協力する覚書を締結。
○ 独立行政法人中小企業基盤整備機構と18年2月に業務連携の覚書を締結。新事
業育成への態勢強化を図った。

○ ファンドの活用、エリアサポートチームの活動により、引続き創業・新事業支援への
取組みを強化していく。
○ 国立大学法人秋田大学との協定締結により産学官連携は更に強固なものとなる。
（財）あきた企業活性化センターを含めた連携を深め、課題解決型営業を推進してい
く。
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年９月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題

（起業・事業展開に資する情報の提供）
（創業・新事業の成長段階に応じた適切な支援）
１．政府系金融機関や東北インキュベーションファンド
をはじめ、産学官との連携を一層強化する。
２．ビジネスマッチング活動を一層強化する。
３．産業クラスターサポート金融会議等で情報収集を行
う。
４．山形県で計画のベンチャーファンドへの出資を検討
する。

１．ベンチャー企業発掘等を主要テーマとした政府系金融機関との定
期的な情報交換を行うほか、協調融資を検討する。
２．中小企業基盤整備機構、山形県企業振興公社、山形県産業技術振
興機構への出向者との連携を密にし、創業・新事業の成長段階に応じ
た支援策の情報交換を行う。
３．産業クラスターサポート金融会議等で情報収集を行う。
４．政府系金融機関との連携による好事例および産業クラスターサ
ポート金融会議等で得た情報を行内に周知する。
５．山形県で計画のベンチャーファンドへの出資を検討し、出資の際
は投資見込先へ提案を行う。
　　（17・18年度提案目標15件）

１．農林漁業金融公庫と連携し、アグリビジネスについての研修会を開催した。
（17年12月置賜地区、18年6月酒田地区）
２．中小企業基盤整備機構、山形県企業振興公社、山形県産業技術振興機構への
出向者との連携を密にし、各種支援策に関する情報交換を毎月実施した。また、
中小企業基盤整備機構との業務提携を行った。（17年11月～）
３．中小企業金融公庫との研修会を実施した。（17年12月）また、産業クラス
ターサポート金融会議については、企業間連携の状況について営業店への周知を
図った。
４．「チャレンジ山形産業振興投資事業有限責任組合」に対し50百万円を出資し
（17年10月）、投資見込先12社に対し提案を行った。
　　（17・18年度提案目標達成率　80％）
５．中小企業基盤整備機構と共同で、流通･人事･営業戦略をテーマにしたセミ
ナーおよび相談会を実施した。（18年4月）
６．「東北グロース投資事業有限責任組合」に対し100百万円を出
　　資した。（18年8月）
７．山形大学と産学連携協定を締結した。（18年9月）

１．創業、新事業とも各成長段階に応じて適切な支援を実施した。
２．山形大学、政府系金融機関、中小企業基盤整備機構との産学官連携を一層強化す
る。
３．「チャレンジ山形産業振興投資事業有限責任組合」や「東北グロース投資事業有限
責任組合」の投資見込先への提案を継続する。

（融資審査能力の向上）
１．業種別の審査ノウハウをさらに蓄積しつつ、その活
用を行い、業種別審査能力のより一層の向上を図る。
２．地域に密着した営業を通じた案件の発掘・育成のた
めの体制整備・強化を図る。

１．行内外研修等により審査能力のさらなる向上を図る。
２．業種別の審査ノウハウを継続蓄積し、『業種別｢審査のポイン
ト｣』集をさらに充実する。
３．個社別の情報収集および本部サポート体制の強化による案件発掘
等を行う。
４．個社別協議会開催等による個社別の取組方針、貸出条件等の早期
方向付けを継続実施する。
　　（17・18年度協議目標 150件）
５．調査機能の充実に向けた体制の見直しを検討する。

１．融資部（審査担当）がセミナー・外部研修に参加し、審査能力の向上と業種
別審査ノウハウの蓄積をはかった。
２．融資部（審査担当）が、営業店審査能力向上のための臨店指導を実施した。
３．業種別審査に「ホテル・旅館業」、「建設業」を追加し、合計7業種とし
た。（医療、教育、ノンバンクおよび地公体、PFI）
４．『業種別｢審査のポイント｣』改定に取り組んだ。（「温泉旅館業貸出審査の
ポイント」改定版18年10月発刊）
５．営業企画部に法人取引推進班を編成・配置し、個社別の情報収集や提案など
の営業店サポート活動を実施した。
６．個社別協議会を115件（案件金額計146億円）実施し、貸出条件等の早期方向
付けを行った。
　　（17・18年度協議目標達成率77％）

１. 法人取引推進班の活動により個社別の情報収集や案件発掘が図られており、引き続
き営業店サポート体制を強化する。
２. 個社別協議会の定着化が図られており、引き続き個社別の取組方針、貸出条件等の
早期方向付けを行い、中小企業支援機能を強化する。
３．取組方針、貸出条件等の早期方向付けについては、法人取引推進班との協働工作や
融資部（審査担当）の営業店臨店などでも合わせて行っていく。

融資審査能力の向上
○創業・新事業の審査能力を高めるため、地区別審査体
制や工場見学等の業種の実態調査等など、引続きノウハ
ウの蓄積や目利き能力の向上を図る。
○スコアリングを活用した商品を積極的に展開し、リス
ク管理の高度化・小口審査ノウハウの蓄積により審査能
力の向上を図り、創業・新事業の審査へ注力可能な態勢
を整備する。

○融資審査能力の強化
・業種別、地区別審査体制や業種別勉強会の継続実施により融資審査
態勢を強化する。
○創業・新事業の審査へ注力可能な態勢整備
・スコアリング審査の活用により、小口先審査の合理化･効率化を図
り、創業・新事業の審査へ注力可能な態勢を整備する。
○政府系金融機関と連携を強化し、審査態勢の更なる向上を図る。

○政府系金融機関との連携強化
・平成１７年７月、農林漁業金融公庫と「業務協力に関する協定書」を締結する
とともに、農林漁業金融公庫との勉強会の開催により融資審査能力の向上に努め
た。
【勉強会実施回数：３回（７・８・９月）】
○政府系金融機関との連携強化
・農林漁業金融公庫や日本政策投資銀行との連携により、過疎地域自立促進特別
措置法に基づく「地域産業振興・雇用開発」融資や知的財産権担保融資等の協調
融資を実行した。

○各施策とも概ね実施スケジュール通りの進捗状況であり、今後も引続き実施スケ
ジュールに則った取り組みを進め、創業・新事業支援機能の強化に向けた融資審査能力
の向上を図っていく。

起業・事業展開に資する情報の提供
○県内大学との連携協力、各商工会議所との業務連携な
ど、産学官との連携を強化し本支店一体となった情報の
提供に努める。
○中小企業支援センターとしての（財）福島県産業振興
センター、及び商工会議所・商工会と組織的な連携協力
体制を構築する。

○産学官とのネットワークの更なる強化
・法人営業部「ビジネスサポートチーム」が主体となり、産学官連携
の積極的な展開を実施する。
　＜連携先＞
・行政面…県商工労働部、産業振興センター、 各商工会議所、各中
小企業支援センター等
・学術面…会津大学（会津リエゾンオフィス）、福島大学、日大工学
部、福島高専 等
・産業面…各県内企業

○産学官とのネットワークの更なる強化
・いわき商工会議所、原町商工会議所等と地域経済・企業の活性化を目的に地場
の新規開業者や中小企業の経営革新、事業承継等の支援を行う業務連携に関する
覚書を締結した。
・平成１８年３月、福島大学と、地域経済活性化を目的に大学のシーズと県内企
業のニーズを結びつける包括連携協力協定を締結した。

○法人営業部「ビジネスサポートチーム」による産学官とのネットワークの構築や案件
の発掘に向けた活動を展開した結果、福島大学との連携及び福島県産業振興センター、
県内各商工会議所との連携や各種提携ローンの創設等に繋がった。
○県内においては産学連携等による企業創出の気運も出てきており、今後さらに、創
業・新事業を含むベンチャー企業等に対する融資面での資金供給、経営相談、各種情報
提供等を通じ、企業の育成支援を積極的に行っていく方針。

創業・新事業の成長段階に応じた適切な支援
○政府系金融機関との連携を強化し、本部専担部署を中
心に情報収集、案件発掘対応を積極的に行い、活用につ
いて行内啓蒙を行う。
○個別案件については都度、法人営業部担当者と融資部
審査担当が協議を実施する。

○政府系金融機関との連携強化
・情報収集、案件発掘を積極的に行うとともに、活用について行内啓
蒙を行う。
○当行出資のベンチャーキャピタルとの連携強化
・当行出資のベンチャーキャピタルとの連携を強化し、投資面での資
金供給を行うとともに投資ノウハウの蓄積を図る。

○政府系金融機関との連携強化
・農林漁業金融公庫や日本政策投資銀行との連携により、過疎地域自立促進特別
措置法に基づく「地域産業振興・雇用開発」融資や知的財産権担保融資等の協調
融資を実行した。
○当行出資のベンチャーキャピタルとの連携強化
・投資対象企業５社を、当行出資のベンチャーキャピタルに
　紹介し、投資案件の発掘に努めた結果、県内企業に投資が実行された。

○政府系金融機関との連携強化
・農林漁業金融公庫、日本政策投資銀行等との連携を更に強化し、外部機関のノウハ
ウ・評価機能を活用し、多面的な企業支援を行っていく方針。
○当行出資のベンチャーキャピタルとの連携強化
・今後も、ベンチャーキャピタルを通した投資の促進を図っていくとともに、ベン
チャー企業向け融資商品の活用等企業の成長段階に応じた適切な支援態勢を整備してい
く方針。

山形

東邦
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年９月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題

常陽

○グループ会社機能等の活用、産学官・外部機関等との
連携強化
・ベンチャー企業の育成並びに中小企業の技術開発及び
新事業の展開を支援するため、以下により起業・事業展
開に資する情報の提供、創業・新事業の成長段階に応じ
た適切な支援に取り組む。
 (ｱ)当行グループ会社機能を活用した創業・新事業の支
援機能の強化
◎本部渉外の強化、個別企業への創業・新事業支援：20
件
(ｲ)産学官・外部機関等との更なる連携強化による創
業・新事業支援機能の強化

(ｱ)・法人事業部事業戦略支援室による個別企業への支援（事業計
画、資本政策、資本調達への助言･会社設立事務支援等）
　 ・ポータルサイト「常陽ビレッジ」の会員増強、各種情報提供
　 ・常陽産業研究所･常陽地域研究センター発行の情報誌等の活用
(ｲ)・産学官・外部機関等との更なる連携強化
　 ・地元総合大学等研究機関との連携強化
　 ・茨城県、中小企業支援センターとの連携強化
　 ・政府系金融機関との連携強化
　 ・(財)広域関東圏産業活性化センター等の地元企業への活用

(ｱ)・本部渉外による個別企業への創業・新事業支援を20件実施。
　　～会社設立支援、出資金、運転資金、資本政策、補助金申請等
　 ･｢常陽ビレッジ｣会員増強、情報提供(会員数3,145先、17/3比+5)
　 ･関連会社発行の情報誌等を活用し各種情報を提供。
(ｲ)・大学発ベンチャー企業支援のため筑波大学･茨城大学と連携協力
　　協定を締結。
　 ･産業技術総合研究所主催「産業技術連携講演会」に協賛・参画。
　 ･県制度融資｢事業革新支援融資｣の実行：20件/472百万円。
　 ･県中小企業振興公社主催｢事業可能性評価委員会｣へ委員派遣。
　 ･政府系金融機関との協調融資の実施(12件/3,540百万円)。
　 ･広域関東圏産業活性化センターへ取引先を推薦し、技術コンサルティングを
実施。

･大学･研究機関と連携し、ベンチャー企業の発掘とその支援を実施。具体的な支援を通
した連携強化が図られている。また、県、県及び国の支援機関を活用し、金融以外の取
引先ニーズに対応している。
･産学官の連携強化の一環として、筑波大学ならびに茨城大学と連携協力協定を締結。今
後も連携体制の強化を図る。
･引続き、営業拠点を通して、創業・新事業の案件を発掘し、企業・事業展開に資する情
報を提供するとともに企業の成長段階に応じた適切な支援に取り組んでいく。

関東つくば

・地域におけるベンチャー企業の育成並びに中小企業の
技術開発及び新事業の展開を支援するため、自行内にお
けるベンチャー企業向け支援機能の強化を図る。
・筑波大学との産学連携の協力推進に係るネットワーク
構築に取組む。
・「関東甲信越・静岡地域産業クラスターサポート金融
会議」に参加しベンチャー企業への支援状況等を調査・
研究

・TX（つくばエクスプレス）沿線開発推進チームの設置により、進出
企業・ベンチャー企業に係る将来性ある案件の発掘に努める。
・筑波大学との「産学連携の協力推進に係る協定」を締結し、緊密な
情報交換等を行い、大学発研究成果と地域中小企業との技術ニーズの
マッチングに係るコーディネートに取組む。
・政府系金融機関との連携を強化し、情報の共有、協調投融資等の推
進を図る。（知的財産権担保融資、メザニン投融資についてもノウハ
ウを蓄積する）

・公務・法人部内にTX沿線開発推進チームを設置し、つくば地域のベンチャー企
業との取引を推進した。また、当該チームは筑波大学や産業技術総合研究所等公
的機関との連携を推進し、「つくば」発のベンチャー発掘に取組んだ。
・１７年１０月に「つくば情報センター」をＴＸ沿線開発推進チームに統合し
た。
・当行が平成１６年３月に創設したベンチャー向け「つくばベンチャーファン
ド」投資実績は平成1８年９月末現在９社となった。

・ベンチャー向けファンドによる事業の支援が９社で投資額３億円と実績を残すことが
できた。今後は投資以外の「ベンチャー対象のプロパー融資」や「知的財産権の目利き
による支援活動」に取組みたい。
・創業・新事業支援を専門とする担当者の配備と育成に努力したい。

○融資審査態勢の強化
(1) 業種別審査態勢の拡充・強化により、業種特性の把
握ならびに審査能力の高度化を通して、顧客ニーズへの
的確な対応を図る。
(2) リスクマネージャーによる各営業店臨店指導の継続
を通し、営業店担当者の融資審査能力の向上を図る。

(1) 業種別に専門的審査を行う体制の継続、及び審査担当者のロー
テーションによる専門的審査スキル保持者の拡充。
(2) 業種別審査の対象業種の拡充（学校法人、社会福祉法人、チェー
ン展開する飲食・小売業）。
(3) 地域金融部内研修による業種特性等の知識の共有化。
(4) 審査トレーニー受入による営業店担当者の審査スキル向上。
(5) リスクマネージャーの臨店（営業店の融資戦略会議へのオブザー
バー参加）による審査スキルの向上。
(6) 業種別・エリア別決算データ集計調査の分析と、審査等への活
用。

(1) 営業店担当者審査トレーニー81名（地域金融部7名、エリア本部74名）受入
を実施し、審査スキルアップを図る。
(2) リスクマネージャー主催営業店勉強会　19回開催。
(3) ノウハウ向上のための会議への臨店指導　延べ463か店実施。
(4) 業種別審査対象業種の拡充をはかり、全9業種とした。
(5) 融資の基本方針（クレジットポリシー）を改定、公表。

(1) 営業店担当者のトレーニー受入及び、リスクマネージャーを中心とした営業店臨店
指導は計画通り実施。
(2) 今後本部トレーニーについて、営業店担当者の参加機会を増やし、受入拡大を図
る。
(3) 18年度下期より、業種別審査対象業種の審査上の留意事項等を取り纏め、順次営業
店へ還元する。

○産学官の連携強化
(1) 有望ベンチャー企業の発掘強化と、併せてベン
チャー企業向け制度投融資を積極活用し、支援体制を強
化する。
(2) 産学官連携組織と綿密な情報交換ができる体制を強
化し、地域金融機関として必要な創業・成長支援制度を
開発していく。

(1) 営業店等を通じた有望ベンチャー企業の発掘ならびに投融資によ
る支援強化。　・エヌ･アイ・エフ･ベンチャーズ(株)との連携による
ファンドの提供
(2)「とちぎベンチャーサポートプラネット21」等の地元支援組織や
産学官との連携を強化するとともに、同組織等が主催するセミナー、
勉強会、イベント等に参加。
(3) 産業クラスター会議への継続参加。
(4) 大学研究機関等との連携による、地域内技術と地域企業のニーズ
とのマッチング。　・宇都宮大学との連携、とちぎ産業振興センター
との交流

(1) 創業･新事業支援関連融資（99件/1,126百万円）。
ベンチャーファンド（実行3件/70百万円、投資予定先 1件/ 19百万円）。
(2) 首都圏北部ビジネスマッチング2006への参加、ブース展示。
(3)「とちぎベンチャーサポートプラネット21」への参加。
(4) 宇都宮大学、群馬大学と協定締結。共同研究等の情報提供、セミナー共催。
(5) 宇都宮大学地域貢献ファンドへの出資。

(1) 当初計画通りの進捗。
(2) 産学官連携に向けた更なる取組みの実施。
・大学・研究機関と当行取引先の共同研究等情報提供促進。
・とちぎ産業フェアへのサポート等。
(3) ベンチャーファンドのさらなる活用により、地域経済の活性化を図る。

ベンチャー企業向け業務に係る外部機関等との連携強化
(1) 政府系金融機関の持つノウハウを活用し、当行のベ
ンチャー企業支援スキームを向上させ、協調投融資等の
具体的な取扱実績を上げる。
(2) 農林漁業金融公庫との業務協力体制のもと、アグリ
ビジネスへの支援･融資体制を強化する。

(1) 日本政策投資銀行と、「知的財産権担保融資」や「新株予約権付
融資」等のスキームについて情報交換を図るとともに、具体的案件を
実行できる体制を構築。
(2) 中小企業金融公庫、商工組合中央金庫等とは、ベンチャー支援セ
クション・支店担当者と情報交換を密にし、ベンチャー企業を共同で
支援する体制を構築。
(3) 農林漁業金融公庫とは、双方のネットワークを活用した情報共有
化や協調融資実行を通し、アグリビジネスの支援を実施。

(1) 政府系金融機関と情報交換を行い、新たな金融手法のノウハウを得る。
(2) 中小企業金融公庫との情報共有化により、ベンチャー融資資金50百万円単独
実行。
(3) 営業統括部を中心としたアグリビジネス支援に関する内部体制の充実を図
る。
(4) 医療向け融資「ドクタージェントル」商品化。
(5) 不動産流動化、ベンチャーファンド施策の情報収集。
(6) ベンチャー企業育成への取組み強化を図る。

(1) 営業統括部を中心に、外部機関との連携および態勢構築を図り、ベンチャー企業育
成への新たな具体的手法の検討。
(2) 引続き、新たな金融手法に関し、政府系金融機関との情報交換実施。

足利
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年９月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題

○将来性のある案件の発掘・育成のための体制の整備・
強化
・ベンチャー企業等への投融資の実施。
・営業店からの投融資情報の収集を通じた案件の発掘。
・将来性のある選定業種を中心として、有望な技術・ノ
ウハウを有する企業の発掘・育成。
・審査担当者及び営業店融資担当者の審査能力アップ。

・「群馬キャピタル2号投資事業有限責任組合」の設立。
・営業店担当者との帯同訪問により事業を把握し、各種のニーズに対
応する。
・業種特性と企業の将来性を十分調査し、競争力のあるコアコンピタ
ンスを有する企業を発掘し、投融資等の活用を図る。
・審査能力アップに向けて「行外・行内研修」を活用する。

・群馬キャピタル２号投資事業有限責任組合（ファンド総額5億円）を設立し、
群馬キャピタル１号と合わせ、10社114百万円の投資を実行した（投資累計262百
万円）。
・審査能力向上に向け、審査トレーニー、融資基本事務研修、融資スキルアップ
研修、融資フォローアップ研修等の行内研修を実施した（延べ292名参加）。
・地銀協主催の各種講座へ行員を派遣した（16名）。

・群馬キャピタル投資事業有限責任組合による投資は、累計17社となり、順調に推移し
ている。引続き、創業・新事業に関する投資案件の発掘に努める。
・ファンドや新事業向け融資制度を活用して、有望業種（農業、環境、バイオ等）およ
び新規性・技術力を有する企業に対する支援を継続する。
・行内外研修の活用や案件審査を通じて引続き審査能力の向上を図る。

○産学官との更なる連携強化及び外部機関との連携
・中小企業が有する知的財産権・技術の評価や優良案件
の発掘等に関する産学官・外部機関とのネットワークの
活用・強化。
・地域ベンチャー支援センターの相談機能等の活用。
・「産業クラスターサポート金融会議」の効果的な活
用。
・中小企業等が製造・マーケティングのノウハウ、技術
等の経営資源を持ち合い、業務展開を行う連携事業に対
する支援。

・ 県産業支援機構や地域ベンチャー支援センターとの定期的な情報
交換による創業・経営革新案件等の発掘。
・ ＮＰＯ北関東産官学研研究会等の協力協定締結先との連携強化及
び中小企業基盤整備機構等との連携による中小企業等の連携事業の支
援。
・外部機関等とのネットワークの拡充

・地域ベンチャー支援センター等における案相談談に基づき4件の融資が結実し
た。
・産業クラスターサポートローン（ぐんぎんニュービジネスサポートローン）を
実行した(3件50百万円)。
・大学主催の「起業塾」へ講師を派遣したほか、大学学長、理事等による講演会
を実施した。
・中小企業基盤整備機構の業務協力を得て、当行取引先企業を中心とする4案件
が新連携事業として認定を取得した。
・政府系金融機関をはじめ8機関と業務協力協定を締結した。

・群馬県産業支援機構や地域ベンチャー支援センター等との定期的な情報交換、大学等
との連携、業務協力協定等の締結機関の拡充など、産学官との連携が進展している。
・情報交換をはじめとして業務協力協定等締結先との連携を進めるとともに、産学官お
よび政府系金融機関と連携し、地域内の有望企業に対する一層の金融支援の強化を図
る。

千葉

○産学官の更なる連携強化、地域におけるベンチャー企
業向け業務に係る外部機関等との連携強化等
創業・新事業支援機能等の強化のため、産学官及び外部
機関との連携をさらに深めるほか、企業の成長段階に応
じた適切な支援を実施します。

1.地元大学、中小企業支援センター、産業人クラブとの産学官連携の
仕組みを強化します。
2.当行が出捐するひまわりベンチャー育成基金や、ベンチャー企業の
資金調達や販路開拓を支援するベンチャークラブちばへの取引先の紹
介による連携を深めるほか、政投銀・中小公庫等と情報共有・協調融
資・知的財産権担保融資などの取組みを進めていきます。

1. ベンチャー企業向けローンでの融資実績32件901百万円。2本の投資事業組合
（ちばぎんグループを中心として組成した｢ひまわりＶ1号投資事業有限責任組
合｣及び千葉県と民間企業が連携して設立した｢ちばベンチャー投資事業有限責任
組合｣）での投資実績14件179百万円となりました。
2. 地元大学、中小企業支援センター、産業人クラブ等との連携を強化しまし
た。

【現状分析】
ベンチャー企業向けの投融資については概ね計画通り進捗しました。あわせて、大学等
との産学官連携の仕組みを整備するなど、ベンチャー企業支援の体制を一段と整備して
います。
【評価及び今後の課題】
今後につきましても、地元大学や国・県・市等の関連機関との連携や知的財産の活用等
を通じてベンチャー企業に対する取組みを強化していきます。

千葉興業

1.産学官および外部機関等との連携強化による地場産
業・ベンチャー企業等の育成
本部専門組織の強化や各種外部機関との連携等を積極的
に実施し、地域の中小企業の創業・新事業展開・育成を
支援する。
2.融資審査態勢の強化等
融資審査態勢と個々の担当者能力（「目利き」能力）の
向上策を実施し、取引先の支援強化と個別の与信判断力
を強化する。

1.産学官および外部機関等との連携強化による地場産業・ベンチャー
企業等の育成
①医療法人に特化した「医療専担チーム」新設。
②「産業クラスターサポート金融会議」への継続参加。
③「産業クラスター計画サポートローン」の推進。
④（財）千葉県産業振興センターとの情報共有化。
⑤ベンチャークラブ千葉への参加、千葉元気印企業大賞への協賛によ
るベンチャー企業育成支援。
⑥日本政策投資銀行等外部機関と提携を図る。
2.融資審査態勢の強化等
①業種別審査の対象業種は「病院、地公体関連、住宅開発・分譲、
スーパー等量販店」とし当面継続して行く。また、専担ラインとはせ
ず、審査役４ラインによる１業種毎の担当制とする。
②業種別審査担当の各種研修会への積極的参加。情報・ノウハウを審
査部ニュース等で営業店還元し営業店のサポートを行う。
③半期に２回の『個社別案件・方針相談会』を実施。期初に支店訪問
し与信方針を明確化。期中に再度実施し、案件化のサポートを行う。

特定業種向けの本部組織「医療専担チーム」を17年7月に2名で組成し、10月より
3名体制として本格稼動。
またベンチャー企業への支援としては、17年4月より補助金つなぎ融資「産業ク
ラスター計画サポートローン」の取扱いを開始しており、18年9月末現在、成約3
件。「ベンチャークラブ千葉」等への参加。その他、「千葉元気印企業大賞」に
継続して協賛し、推薦企業の募集を実施。
産学官連携推進については、千葉県産業振興センターと｢業務協力に関する覚書｣
を締結。千葉大学承認TLOの会員となり、またその他の大学との連携についても
情報交換ルートを確立した。

産学官および外部機関等との連携強化による地場産業・ベンチャー企業等の育成、融資
審査態勢の強化等については、概ね順調な進捗となった。
今後とも、創業・新事業支援機能等の更なる強化に向け、外部機関等との連携による県
内創業・新事業企業向け資金支援スキームの構築が必要と認識しており、千葉県産業振
興センター等との更なる連携強化により機能強化を図る。
また、業種別審査担当の各種研修会への参加、『個社別案件・方針相談会』等を継続開
催すると共に、トレーニ－制度等による個々の担当者能力向上を目指し、融資審査態勢
の強化を図る。

東京都民

○起業・事業展開に資する情報の提供、創業・新事業の
成長段階に応じた適切な支援
1.東京商工会議所・政府系金融機関・東京都中小企業振
興公社等との連携を通じて、中小企業の技術開発や新事
業の展開を支援する。

1.東京商工会議所が設立した「東商テクノネット技術評価事業」に協
力することで技術力のある創業企業の発展を支援する。
2.知的財産権担保融資の取扱促進に加え、新たに環境配慮型私募債の
発行の実現を目指すなど、日本政策投資銀行と連携を強化する。ま
た、中小企業金融公庫・商工組合中央金庫との連携を強化し、協調融
資などの案件の実現を図る。
3.（財）東京都中小企業振興公社と連携し、中小企業の資金ニーズへ
の対応を図る。
4.「産業クラスターサポート金融会議」への参加。

1.日本政策投資銀行と連携し、環境配慮型私募債の発行について検討を進め、6
社に対して提案を行った。
2.東京商工会議所が設立した「東商テクノネット技術評価事業」(第3回・第4回)
を通じて１社に対し50百万円の無担保社債(銀行保証付私募債)の引受けを実施
し、1社に対し融資相談を実施した。
3.東京商工会議所、東京信用保証協会と提携した創業支援のための融資新商品
「ウイング」を発売した（18年4月～9月実績16件175百万円）。

1.東京商工会議所との連携については引続き成果を上げることができた。「東商テクノ
ネット技術評価事業」を通じて4社135百万円、創業支援での資金供給が16社175百万円と
なった。
2.引続き、東京商工会議所・政府系金融機関・東京都中小企業振興公社等との連携を通
じて、中小企業の技術開発や新事業の展開を支援していきたい。

群馬
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年９月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題

第四

①融資審査能力（目利き能力）の向上
ｱ．審査部トレーニー制度による人材育成
ｲ．17年度は審査部員が産地等の企業を訪問し、その報
告を「産地レポート」として営業店に還元。18年度は業
界動向、業種別情報に係る調査機能の強化と営業店への
還元体制を整備
ｳ．ベストサポート（だいし成長企業支援資金）審査会
を通じた業種別審査能力･目利き能力の向上
②「起業・事業展開に資する情報の提供」並びに「創
業・新事業の成長段階に応じた適切な支援」
ｱ．外部支援機関との積極的連携
ｲ．産学官とのネットワークの活用

①融資審査能力（目利き能力）の向上
ｱ．トレーニー制度による、融資担当者の審査能力向上及び指導的役
割を担える人材の育成
ｲ．審査部員が産地等の企業を訪問。業種審査･目利き能力の向上を図
るため、営業店指導への活用と共に産地レポートとして還元（17年
度）
財団法人新潟経済社会リサーチセンター等との連携により業界動向・
業種別情報などを営業店に還元する体制を整備のうえ定期的に還元す
ると共に、案件組成上の留意点を行内ＬＡＮに掲示（18年度）
ｳ．ベストサポート審査会を通じ､創業･新事業に対する審査能力･目利
き能力の向上を図る
②「起業・事業展開に資する情報の提供」並びに「創業・新事業の成
長段階に応じた適切な支援」
ｱ．産学官の更なる連携強化等
ｲ．ベンチャー企業向け業務に係る外部機関等との連携強化

①融資審査能力（目利き能力）の向上
・長期トレーニー・次長トレーニーに加え、「超長期トレーニー」を導入
・17年度は産地レポートを作成し営業店に還元。18年度は「最近の融資需要動
向」及び｢融資業務参考資料｣を発信
②｢起業･事業展開に資する情報の提供｣並びに｢創業･新事業の成長段階に応じた
適切な支援｣
・産学官の更なる連携強化として、中小企業基盤整備機構に人材を派遣しての
「新連携」事業への支援などを実施。また、新潟大学と連携した技術相談サポー
トサービスを開始
・ベンチャー企業担当者による外部機関と連携した訪問支援のほか、新潟産業創
造ファンドからの投資につなげる支援やベンチャーファンドへの出資、「だいし
企業育成ファンド」の組成を実施

①融資審査能力（目利き能力）の向上
・トレーニーを通じた人材育成は計画通りに進捗
・「最近の資金需要動向」等の発信については営業店からも好評。継続方針
②｢起業･事業展開に資する情報の提供｣並びに｢創業･新事業の成長段階に応じた適切な支
援｣
・産学官の連携強化として、技術相談サポートサービスについて、新潟大学からも連携
前と比べ相談が増えたとの評価を得ており、相応の成果があったと考えている
・ベンチャー企業向け業務に係る外部機関等との連携については、今後も更なる強化を
進めていく方針

北越

・ 創業・新事業支援には、事業発展の可能性判断の面か
らも財務面に限らず、取引先企業の事業を見極める能力
が必要。
・ 各専門家と連携して融資審査能力（「目利き」能力）
の向上及びノウハウの蓄積に取り組む。
・ 政府系金融機関とは、創業・新事業支援に関する当行
の能力を向上させるためにも、ベンチャー向け融資等の
連携を継続する。
・ 起業・事業展開に資する情報の提供、創業・新事業の
成長段階に応じた適切な支援を行うなど、中小企業の技
術開発、新事業の展開を支援。
・ 長岡地域の創業・新事業をテーマとする「長岡産業活
性化協議会」を積極的に支援する。

・ 業種別審査担当者のノウハウ蓄積を図るとともに、行内へのノウハ
ウ提供を強化。
・ 「技術協力室」の専門技術、ノウハウを活用し、融資審査能力（技
術に関する目利き）の向上を図る。
・ にいがた産業創造機構等の相談機能を活用した情報提供に取り組
み、産学官の連携を支援。
・ 「長岡産業活性化協議会」の方針に基いて、長岡地域の新技術・新
事業育成を積極的に支援する。
・ 政府系金融機関とは、創業・新事業の成長に応じた支援策に関する
情報交換を継続し、協調融資等の連携を強化。
・ ホクギン経済研究所の起業向けコンサルタントの活用。

・ 技術協力室及びホクギン経済研究所が、新製品開発や販売に向けた技術支援、
アドバイスを実施。
・ にいがた産業創造機構が主催する産学交流イベントを後援し、取引先企業と大
学とのコーディネートに取り組んだ。
・ 長岡産業活性化協議会の方針に基づいて、参加企業との交流・情報交換を行
い、新技術・新事業育成に向けた取組みを支援。
・ 長岡技術科学大学に加え、新たに長岡大学、長岡造形大学と産学連携協定を締
結し、情報提供体制を拡充・強化。
・ 政府系金融機関と連携し、震災関連企業や農業関連企業などへの協調融資対応
を実施。

・ 創業・新事業支援機能等の強化に向けた様々な取組みを実施。
・ 技術の専門家を擁する技術協力室、ホクギン経済研究所が行う個別企業のニーズに基
づく創業・新事業支援体制は、当行の強みであり、より活発な活用を目指す。
・ にいがた産業創造機構、長岡産業活性化協議会等の支援機関及び大学との連携を強化
し、その機能を十分に活用して支援体制を一層充実させる。
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年９月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題

○融資審査態勢の強化
１．新技術・新事業について、的確な案件への取組およ
び審査ができる態勢を強化し、創業・新事業支援機能の
充実を図る。

１．業種別担当者の配置を継続するとともに、これらの担当者を｢目
利き研修｣等へ参加させ、審査スキルのアップを図る。
２．業種別審査の手法や着眼点を中心に、審査担当者による臨店指導
を継続実施し、営業店融資担当者のレベルアップを図る。

１． 地銀協主催の「金融業務研究講座（キャッシュフロー分析コース）」他８
講座に審査担当者を派遣した。
２．36か店の営業店臨店指導を実施した。

１．具体的取組策については定着化してきている。
２．今後も本部、営業店の審査（融資）担当者のスキルアップを目指し、取組み強化を
図っていく。

○産学官および外部支援機関等との連携強化による地場
産業・ベンチャー企業等の育成
１．産学官および外部支援機関等との連携を一層強化
し、地場産業・ベンチャー企業等の育成に積極的に取り
組む。

１．山梨大学との業務連携により協議会を設立し、当行のネットワー
クを活用した大学のシーズと企業ニーズのマッチングを通じて、地場
産業、ベンチャー企業の育成強化を図る。
２．やまなし産業支援機構、中小企業支援センター、山梨ティー・エ
ル・オー等の外部支援機関との連携スキーム確立により企業支援を行
う。
３．日本政策投資銀行、中小企業金融公庫、商工組合中央金庫等の政
府系金融機関との情報交換会等を通じて、技術評価等のノウハウを吸
収するとともに、協調投融資等による地域企業の創業、新事業への支
援策を検討する。
４．「やまなしベンチャーファンド」の活用による支援を実施する。
５．地場産業、ベンチャー企業支援の成功事例の行内への周知により
意識の昂揚を図る。

１．山梨大学と包括的業務連携に関する協定書を締結した。
２．農林漁業金融公庫と業務協力に関する覚書を締結した。
３．当行からの紹介先に対する「やまなしベンチャーファンド」の投資実績：５
件、１０７．４百万円
４．当行、山梨大学、甲府商工会議所の三者により「やまなし産学連携推進連絡
会（リエゾン－Ｙ）」を発足、「ドラゴンゲートプロジェクト」の採択企業を対
象に、当行グループにおいて投融資および情報提供に取組んだ。
５．富士北麓・東部地域産業クラスター協議会に参画するとともに、「産業クラ
スター促進ローン」を新設した。また、同協議会が実施する「創造技術開発支援
プロジェクト」における分野別の技術研究会が取組んでいる研究テーマ・技術情
報等について、地域開発情報により行内への周知を図った。
６．やまなし産業支援機構、甲府・富士吉田商工会議所、山梨県商工会連合会、
山梨県中小企業団体中央会、山梨大学、政府系金融機関と「業務連携・協力に関
する協定書」を締結、「山梨中銀経営支援コーディネートサービス」の取扱いを
開始した。実績：３０件対応。
７．山梨中銀経営支援コーディネートサービスの活用事例について、地域開発情
報により行内への周知を図った。

１．有望ベンチャー企業紹介実績は４６件（県内企業：１０件、県外企業３６件）。県
内企業情報の増加が課題。ブロック内会議等を通じての営業店からの情報提供を推進し
た。
２．大学が保有する技術シーズと企業ニーズのマッチングによる地場産業・ベンチャー
企業の育成への具体的な取組みが課題。
３．政府系金融機関との情報交換による案件発掘に引き続き取組むとともに技術評価等
のノウハウの吸収を図る。
４．成功事例等の行内への周知により、さらに意識の昂揚を図る。

８．「ビジネスアレンジメント事業」の開催
（１）平成１７年度
　①工場訪問：平成１７年１０月１７日～１８日（山梨県内４社）
　②合同コーディネート会議：平成１７年１１月１４日
（２）平成１８年度
　①工場訪問：平成１８年８月２２日（山梨県内２社）
　　　　　　　平成１８年８月２３日（東京都内２社）
　②参加企業交流会：平成１９年２月２３日（予定）
９．医療関連ものづくり交流会に参画した。（交流会２回開催）
１０．山梨大学の教授と、その研究内容を紹介する「山梨大学発“ビジネスチャ
ンス”直行便！」を発刊した。
１１．「山梨大学客員社会連携コーディネータ」委嘱制度を新設した。
１２．山梨産学官連携シンポジウムを開催した。（当行共催）
１３．富士北麓・東部地域産業クラスター協議会に対し、研究開発費助成金を寄
附した。

八十二

・ベンチャー企業の目利き能力を向上し、積極的な案件
発掘と資金供給を行う。（2年間のファンド投資目標１
６億円、50先）
・ハンズオン力の向上と支援機関との連携ネットワーク
強化により投資先企業を中心とした企業成長支援を行
う。

・ベンチャー企業への資金供給（見込先発掘、ファンド活用）
・投資先企業へのハンズオン強化
・支援機関との連携ネットワーク強化
・審査能力(目利き)、ハンズオン、上場支援の人材育成

＜ﾌｧﾝﾄﾞ投資額　１，１５６百万円/４５先＞
・ﾌｧﾝﾄﾞ 案件発掘２７４先
・５号、６号 ﾌｧﾝﾄﾞ設立総額１８億円（１７年６月、１８年１月）
・投資先交流会（２回）
・投資先担当者勉強会（３回）
・八十二キャピタルとの投資先ハンズオン会議（随時）
・信州大学、中小企業基盤整備機構、長野県中小企業振興公社、
国立長野高専と連携協定締結

・投資適格案件数減少により上期投資実績低調。但し上期後半に多くの案件情報得られ
ており、下期のペースアップを見込む。
・目標達成に向けたファンド投資を継続（１８年度下期４．５億円）
・八十二キャピタルによる投資先ファインディング勉強会実施（随時）
・八十二キャピタルとの投資先ハンズオン会議開催（３月）
・協定締結した各支援機関との連携強化
・株式上場セミナーの開催（２月）

山梨中央
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年９月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題

北陸

Ａ．行員の案件発掘力・事業評価能力・与信判断力の更
なる向上
Ｂ．産学官の更なる連携強化
Ｃ．外部機関との更なる連携強化
Ｄ．行内外の情報受発信態勢の更なる強化
Ｅ．ベンチャー向け投融資手法の研究・公的機能の活用

Ａ・行内研修の継続実施、外部研修派遣、通信講座受講推奨による行
員のスキルアップ支援
Ｂ・産業クラスターサポート金融会議を通じた情報収集･金融機関連
携
・富山大学に続き、金沢大学とも包括連携協力協定締結を目指す
Ｃ・日本政策投資銀行、中小企業金融公庫、商工組合中央金庫等の政
府系金融機関との新事業育成・支援・評価に関する情報交換実施や、
取引先紹介･協調融資・信用補完面での検討。
　・取引先のニーズに応じて北陸経済研究所等の経営コンサルタン
ト・会計士・税理士等を紹介
Ｄ・「ほくほくＦＧビジネスフォーラム」等、当行主催商談会・経営
相談会・交流会を通じた取引仲介･アドバイス支援
・「ほくぎんビジパ倶楽部」（取引先会員組織）を通じた情報提供
Ｅ・グループ会社の北陸キャピタルをはじめＶＣを通じたファイナン
ス、富山県新世紀産業機構等の公的機関、他金融機関との連携･協調
も含めて検討

【産学官との連携強化】
・富山大学との包括的連携協力協定に基づく産学連携活動の推進
　　経済学部への講師派遣による特別講義の実施、連絡協議会の開催等
・金沢大学ＴＬＯとの連携、金沢大学（経済学部）との共同授業（ビジネスファ
イナンス講座）実施
・富山県立大、富山商船高専、福井大、富山工業高専とも包括連携協定を締結
（17/下）
・第6回北陸地区産業クラスターサポート金融会議参加、同北陸3県合同分科会参
加（18/3）
【外部機関との連携強化】
・農林漁業金融公庫と「業務協力に関する覚書」を締結し（ 17/8）、同公庫によ
る勉強会の実施
　　地区店長会議…富山・高岡・石川・福井
　　営業店担当者向け…7会場、23ヵ店参加
・日本政策投資銀行の「環境配慮型経営促進事業」制度を活用して私募債発行支
援
・タイ・カシコン銀行との業務提携締結（ 17/12）
ベンチャー向け投融資手法の研究等
・とやまベンチャーマッチングフェア参加（ 18/3）

海外金融機関との連携による現地融資の取扱や現地セミナーの開催、外資系証券会社と
の提携によってお取引先の原油価格の高騰等に対するリスクヘッジニーズに対応するな
ど、業務提携を効果的に活用した具体的な成果が上がってきている。

産学連携強化についても、大学等との包括連携協定の締結以降、講師を派遣しての特別
講義の実施、広域店舗網を活かした各種イベントでの後援・協力、連絡協議会の定期的
な開催など、様々な取組が定着化してきた。また、「産学連携相談シート」を制定し、
大学と企業のマッチング手続を定型化し、実際の案件組成に数多く結実できるよう協調
態勢を強化するとともに、各大学の技術発表会の後援や特別講義等の実施などのサポー
トも強化している。

富山

○融資審査能力（「目利き」能力）の向上
・業種別審査体制を整備・強化するため、担当者のスキ
ルアップを図るとともに、習得した業種別審査ノウハウ
を組織として蓄積する。
・異業種への行員派遣を通じて得られる情報を融資審査
に活用し、業種別審査能力の向上を図る。

・「業種別審査マニュアル」を策定し、業種別審査ノウハウを組織と
して蓄積する。
・営業店と本部審査担当者との情報交換会「目利き・案件発掘会議」
を半期毎に開催して情報の共有化を図り、企業の技術力や販売力、成
長力等を見極めることができる能力を向上させる。
・異業種への行員派遣を通じて得られた情報を融資審査に活用し、融
資審査能力の向上を図る。

・営業店と審査部担当者との情報交換会「目利き・案件発掘会議」を開催した。
・業種別審査カリキュラムを取入れた審査部トレーニーを実施した。
・「業種別審査マニュアル<建設業編>」を策定した。
・中小企業診断士資格取得者を講師とした目利き研修を実施した。

・営業店と本部との情報交換会を通じて、組織全体において地域密着型金融の理解を深
めている。
・異業種への行員派遣、審査部トレーニーへの業種別審査カリキュラム導入、および
「業種別審査マニュアル<建設業編>」の策定により、業種毎の実態把握面の強化を図っ
た。

　

北國

融資審査能力の向上、起業・事業展開に資する情報の提
供、創業・新事業の成長段階に応じた適切な支援など、
創業・新事業支援機能等の強化に向けた取組みを行う。

（1）融資審査能力の向上
・ 融資稟議システムの効果的運用による与信判断の高度化
（2）起業・事業展開に資する情報の提供
・ 外部機関等と連携したセミナー等の開催
（3）創業・新事業の成長段階に応じた適切な支援
・ 政府系金融機関等との一層の連携強化によるベンチャー企業の支
援

○ 融資審査能力の向上
・ 「融資稟議システム」の全店展開による貸出稟議書、各付属書の電子化およ
び機能拡充
○ 起業・事業展開に資する情報の提供
・ 17.4 「新技術説明会」（金沢大学と連携）
・ 17.5 「株式公開サポートセミナー2005in金沢」（中小企業基盤整備機構北陸
支部と連携）
・ 17.11 「食品バイオセミナー」（北陸先端科学技術大学院大学と提携）
・ 18.2 「ネットショップセミナー」（中小企業基盤整備機構北陸支部と連携）
・ 18.4 「新技術説明会」（金沢大学と連携）
・ 18.5 「株式公開サポ－トセミナ－2006」（東京証券取引所と連携）
・ 18.9 「石川県アグリビジネス研究会セミナ－」（石川県産業創出支援機構と
提携）
○ 創業・新事業の成長段階に応じた適切な支援
・ 起業家支援融資 ･･･3百万円／2件
・ 創業者支援融資 ･･･561百万円／80件
・ 日本政策投資銀行との協調融資 ･･･1,040万円／3件
・ 商工中金との協調融資 ･･･5,309百万円／22件

　今後とも産学官連携の一層の強化を図りながら、企業・事業展開に資する情報の提供
を行うとともに、各種制度融資の推進等により、創業・新事業の支援強化に努めてまい
ります。

福井

○融資審査態勢の強化等
・格付制度の見直し・中間モニタリングによる、審査態
勢の強化
・業種審査担当の「目利き」能力の一層の向上を図り、
業種コンサル機能の充実等、企業への経営支援活動をサ
ポートできる態勢の構築

・地銀協モデル「ＣＲＩＴＳ」を活用した格付モデルを構築し、信用
リスク応じた正確な格付付与を図る
・本部協議先に対する中間モニタリング強化
・目利き能力向上のため、外部専門家の活用を検討業種別審査体制の
継続、「目利き研修」等の各種研修等により、業種別審査担当者の専
門性の確保を図る

・外部コンサル導入し、「ＣＲＩＴＳ」をスコアリングモデルとした内部格付制
度を運用開始。
・中間モニタリングの手法として、「格付協議本部初審メモ兼ランクアップ・維
持シナリオ進捗管理表」を制定。
・通期４３社（グループ）の中間モニタリングを実施。
・営業店向けに業種別動向等の各種レポート発行

・新格付制度の検証ルールの制定
・企業への経営支援を担う営業店担当者のバックアップ
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年９月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題

○産学官のさらなる連携強化
・産学官ネットワークの拡充・運用の強化、日本政策投
資銀行等との連携強化により、中小企業への各種支援を
展開する。

・産学官連携ネットワークの拡充。
・行内推進体制の構築。
・提携先との連携強化。
・地域ネットワークとの協働。

・岐阜経済大学、共立総合研究所との連携による「岐阜県西濃地域活性化共同研
究」の開始。（17年7月～18年6月）
・日本政策投資銀行との売掛債権担保。（17年7月）
・環境格付に基づく協調融資の実行。（17年10月）
・上海財経大学、農林漁業金融公庫、常州市（中国）との提携。（17年8、9月）

・産学官コーディネートサービスの利用数は順調に増加。
・今後も引き続き、費用対効果を考慮した共催イベントの実施等により、サービスの向
上、利用増加を図る。

○ベンチャー企業向け業務に係る外部機関等との連携強
化
・引き続き、取引先の規模、成長段階、事業内容等に応
じて各政府系金融機関との協調融資等の推進。
・政府系金融機関との連携強化。

・新たな外部機関との連携検討。（ベンチャー支援機関　他）
・各政府系金融機関との情報交換会、説明会などを継続。

・大和証券と市場誘導業務に関する業務提携。（17年4月）
・農林漁業金融公庫との業務協力協定に基づき、農林漁業金融公庫主催の業務協
力シンポジウムに出席。（17年8月）

・今後も外部機関との連携を強化し、有望なベンチャー企業の発掘につなげていく。

・ 地元大学の持つ知的財産を取引先に紹介し､地域の
ニーズに基づく知財形成のコーディネートやその評価･
活用に取り組む｡
・ 新たな学校法人と連携し､蓄積された｢知｣を広く活用
されるよう対応する｡
・ ｢産業クラスターサポート金融会議｣に幹事行として参
加し､将来性のある研究開発型企業と優良事業の発掘に
努めるとともに､資金面や情報面で支援する｡
・ 中小企業基盤整備機構と業務連携契約を締結し､新連
携事業の推進を図る｡

・ 特許公開プラザを年4回開催し､年間10件以上の特許を一般企業に紹
介する｡
・ 行員100名を大学の産学連携協力員として養成し､年間20件以上の知
的財産の橋渡しを行なう｡
・ 新たな学校法人と連携し､年間6件以上の技術相談･共同研究を実施
する｡
・ 産業クラスターサポート金融会議参加行との情報交換を行い､年間5
先以上の投融資を検討する｡
・ 年間4組以上の異分野連携体に対して､中小企業基盤整備機構の新連
携事業の推進を図る｡

・ 岐阜大学と共同で特許公開プラザを4回開催し､計18件の特許を一般企業に個別
に紹介した｡産業化に向けて6社と協議した｡
・ 支店長クラスの行員94名を産学連携協力員として養成し､59件の知的財産を産
業界に橋渡しした｡
・ 新たな学校法人と連携し､産学による技術相談･情報交換会を開催した｡
・ 中小企業基盤整備機構と連携協定を締結した｡新連携を中心に各種支援施策を
営業店に紹介するとともに､新連携事業を推進した｡3件の異分野連携新事業分野
開拓計画に係る認定を受けた｡

・ 大学の持つ知的財産を広く取引先に紹介するために､当行行員を産学連携協力員として
養成するなどして､知的財産の橋渡しを推進した｡
・ 新たな大学とも連携協定を締結したことで､大学の｢知｣の活用に貢献できた｡
・ 今後､さらなる知的財産の橋渡しを推進していくために､産学連携協力員を100名体制に
するとともに､養成した協力員に対してフォローアップする必要がある｡
・ 知的財産の評価･活用､それを担保にする仕組みを研究することが課題である｡

・ 資金面での支援を充実させるため､新たなファンドを
組成し､積極的な投資を行なう｡
・ 資金面以外での支援については､当行独自の外部ネッ
トワークによる情報提供に加え､ベンチャー支援組織｢
NOBUNAGA21｣の様々な機能を活用し､販路･提携先の紹介
等､個々のベンチャー企業のニーズに応じた支援を行な
う｡

・ 新たな投資組合を組成し､10件以上の投融資を実行する｡
・ スピーディーな投融資審査を行なうための仕組みを整備する｡
・ 新たな金融手法を活用した資金面での支援について検討する｡
・ 有望ベンチャー企業30社への個別訪問やビジネスマッチングを行な
う｡
・ ｢NOBUNAGA21｣の機能活用､外部機関等との連携により､ベンチャー企
業のニーズに応じた支援を実施する｡

・ 新たな投資事業組合を組成し､15件/280百万円の投資実行｡
・ 名古屋･百五銀行とともに投資事業組合へ出資を行った｡外部VCに行員のトレー
ニー派遣等を行った｡
・ 新株予約権付融資や知的財産権を担保にした投資について検討を行った｡
・ 商工組合中央金庫と連携し｢ベンチャービジネス助成金制度｣を創設､募集を
行った｡受賞企業には､地域経済活性化フォーラムにおいてプレゼンテーションの
場を提供したことにより､各種メディア等でも注目を集めた｡
・ 市場誘導業務の開始。

・ 2件のファンドを組成し､目標を上回る15件281百万円の投資を実行した。引き続き､2本
のファンドを活用し､積極的に投融資を実行していく｡
・ 新たな金融手法を活用した資金面での支援の検討は、案件について検討するものの実
行には至っていない｡引き続き､案件の情報収集に努め､実行に結び付けたい。
・ ｢NOBUNAGA21｣有望ベンチャー企業への個別訪問により、各企業が有する技術・ノウハ
ウ等の理解を深めている。ベンチャー企業の３つの悩み「資金」「人材」「販路」を解
決する手段として、引き続き、情報提供、ビジネスマッチング等を行う。
・ 第2回｢ベンチャービジネス助成金｣における受賞者に、ビジネスプランのプレゼンテー
ションの場を提供する｡

静岡

(1) ｢目利き｣能力の向上･実践
(2) ベンチャー向けファンド組成、県が設立するベン
チャーファンドへの出資
(3) 新法｢中小企業新事業活動促進法｣の認定申請支援
(4) 産学官ネットワーク構築、連携の維持･強化
(5) ベンチャー企業向け業務に係る政府系金融機関との
情報共有、協調投融資等の連携強化
＜目標＞
・ 新法「中小企業新事業活動促進法」の申請支援を15
件実施
・ ベンチャー向け3号ファンドによる投資を10件／3億
円実行

(1) 顧問技術士の増員検討
(2) ｢中小企業新事業活動促進法｣の認定申請支援
(3) 業種別審査ポイントの営業店への提供
(4) ｢融資トレーニー｣拡充
(5) 財務以外の情報に基づく判断力向上のための実践的指導
(6) ベンチャー向けファンド組成、しずおかスタートアップ投資事業
有限責任組合への出資
(7) 政府系金融機関との連携強化
(8) ｢新事業支援チーム｣の配置
(9) 大学･高専や外部支援機関との定期的な情報交換、取引先への情
報提供･マッチング

(1)顧問技術士による契約日数を増加し、取引先を支援。
(2)新法「中小企業新事業活動促進法」の「新連携計画」申請支援：累計64件
   うち「新連携計画」認定件数：累計8件（当行関与率88.8％）
(3)業種別の審査ポイントにつき、行内LANを通じ営業店行員へ提供。
(4)融資関連のトレーニー拡充、「融資基礎講座」を使用した店内勉強会の開
催。
(5)スコアリング審査フォローとして、営業店指導審査役による実践的指導を開
始。
(6)ベンチャー企業向けファンド「しずぎん投資ファンド飛翔（総額10億円）を
設立、成長初期段階の企業向けに(財)しずおか産業創造機構が設立した「しずお
かスタートアップ投資事業有限責任組合（総額2億円）」に10百万円出資。
(7)国民生活金融公庫と「業務連携に関する覚書」締結、協調融資等の連携を強
化。
(8)法人部内へ「新事業支援チーム」を配置、本部渉外による営業斡旋等を開
始。
(9)県内17大学・高専との情報交換、技術相談を仲介。
(10)(財)しずおか産業創造機構の創業支援チームとの情報交換(53回)、同機構主
催のセミナー等参加者とのマッチング支援。（6回）
(11)情報処理推進機構との連携によるIPA債務保証制度申請支援件数：累計5件
＜目標に対する実績＞
・｢中小企業新事業活動促進法｣申請支援64件（達成率 426％）、「新連携計画」
認定8件
・ベンチャー向け3号ファンド投資：24件／ 575百万円
 　（目標比＋14件（達成率240％）／＋275百万円（達成率191％））

(1) 現状の分析と評価
・営業店・ＭＣ推進担当・グループ会社・外部支援機関等との連携により、創業・新事
業支援機能の態勢が強化できたものと評価。
(2) 課題と対応方針
・「中小企業新事業活動促進法」「中小企業のものづくり基盤技術の高度化に関する法
律（サポーティング・インダストリー）」等の認定申請支援を通じて、創業・新事業・
研究開発等を支援していく方針。
・数値目標である「中小企業新事業活動促進法」の申請支援につき、申請支援先56社に
対し、認定までの支援を行うとともに、新たな申請支援先の発掘に注力。
・同じく数値目標の「ベンチャー向け3号ファンドによる投資」については、引き続き創
業・新事業に取り組む投資対象先を発掘し、ファンドの枠内で投資。

大垣共立

十六
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年９月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題

○産学官の更なる連携強化等
１．融資審査能力（「目利き」能力）の向上
２．産学官とのネットワークの構築・活用

１．業種別審査体制の継続運用
２．社内融資勉強会「法人融資実践講座」開催による融資審査能力向
上
３．静岡県ファルマバレープロジェクトへの積極的関与

１．業種別審査体制の継続運用
２．法人融資実践講座の開催　全８回
３．「実務スキル評価ポイント数」算定試験実施　全３回
４．ファルマバレーセンターとの連携強化
（１）「ファルマバレー医看工連携企業セミナー」の開催
（２）「富士山麓ファルマバレーバイオネットワーク」立上げに参画 他
５．日本政策投資銀行とのリレバン会議に出席
６．産業クラスターサポート金融会議に出席

１．「実務スキル評価ポイント数」算定試験は今後も継続して実施し、各試験毎の得点
を平均化して業績評価に反映させる

○地域におけるベンチャー企業向け業務に係る外部機関
等との連携強化等
１．ベンチャー企業の育成、中小企業の技術開発・新事
業の展開を支援
（１）起業・事業展開に資する情報の提供
（２）創業・新事業の成長段階に応じた適切な支援

１．業務提携した中小企業金融公庫、商工組合中央金庫、（財)神奈
川中小企業センター、日本政策投資銀行、国民生活金融公庫、農林漁
業金融公庫、(財)しずおか産業創造機構との情報の共有および協調投
融資等の連携強化
２．「ＳＯＨＯみしま」によるベンチャー企業設立等の支援業務の実
施（(財)企業経営研究所が運営および全面的サポート）

１． 政府系金融機関との協調融資の取組み
２．「ＳＯＨＯみしま」によるベンチャー企業設立等の支援業務の実施
（１）入居者等の事業展開の状況
　　　　独立開業（１名）、スキルアップ（４９件）、ネットワークの構築、拡
大（５３件）、営業地域の拡大（４０件）
（２）入居者等へのビジネス・マッチング件数
　　　　仕事の斡旋（３５件）、情報提供（７５件）
（３）講演会の開催　全１３回
３．｢しずおかスタートアップ投資事業有限責任組合｣に出資

１．ＳＯＨＯみしまについては引き続き積極的に活動を支援し、ベンチャー企業設立等
の事務局機能を中心に、創業支援を今後とも積極的に推進

清水

・業種別審査体制の継続による融資審査能力向上。
・創業・新事業に取組む事業者の支援機能強化。
・外部機関との更なる連携強化。

・業種別審査の継続実施。
・産学官連携の推進及び(株)清水地域経済研究センターによる情報提
供機能強化。
・創業・新事業を支援する融資制度（商品）の提供。
・政府系金融機関等との協調融資の取組み強化。

・協調融資実績13件、 3,196百万円実行。
・独立行政法人福祉医療機構・国民生活金融公庫・農林漁業金融公庫と覚書の締
結。
・業種別調査レポートとして「トラック運送業」・「製紙産業と静岡県」・「介
護保険事業」を発行。
・「しずおかスタートアップ投資事業有限責任組合」への出資を実施。
・中小企業支援融資「しみず創業支援資金」2件、12百万円実行。保証協会付融
資「開業パワーアップ資金」28件、165百万円実行。
・ 「駿河湾地域の循環型社会の推進構想の推進」研究費のつなぎ資金を提供す
るなど積極的な支援を行っている。

・中小企業支援融資の取扱は、各店での商品内容説明会・勉強会等による指導を絡めた
OJT強化を行ない推進を図る。
・政府系金融機関との協調融資については、継続的に連携体制を構築していく。
・駿河湾地域新事業推進研究会に関しては、事業化に向けたニーズの発掘を積極的に行
い、実用化の支援を行っていく。
・産学官連携については個別の案件についての大学側からの
アドバイスを受けるにとどまっており、大学の研究内容等を幅広く取引先へPRし、共同
研究につなげて行く。

三重

・将来性ある事業の発掘、育成のために融資審査態勢を
強化する。
・中小企業の起業・事業展開に資するため、産学官ネッ
トワークをより効果的に活用する。
・政府系金融機関等との連携を強化し、地域における創
業・新事業の支援機能を強化する。

・外部への研修派遣、研修の実施等により、審査能力の向上を図る。
・三重県産業支援センターの積極的な活用を図る。
・技術・知的財産権評価、技術の共同開発等について「みえ産学官プ
ラス金融機関連携」の枠組みを活用する。
・ベンチャー向け業務について政府系金融機関等との連携を強化す
る。
・「みえ新産業創業ファンド」を通じた投資を実施する。
・地元商工会議所主催による創業セミナー等への講師派遣等を行う。

・地銀協主催の研修、メガバンクトレーニー等外部研修に職員を派遣
・みえ産学官プラス金融機関連携、みえ新産業創造ファンド等に参加
・農林漁業金融公庫と業務提携（ 17/12）
・日本政策投資銀行と業務協力協定を締結（ 18/8）
・四日市、松阪、鈴鹿、桑名各商工会議所、伊賀市商工会より｢創業塾｣等のセミ
ナーを受託し企画・運営(三重銀総研)

・政府系金融機関との連携強化を図る。
・創業・新創業支援機能について、県内各商工会議所等連携先を広げる。
・融資案件管理システムを活用し、案件審査・採り上げまでのスピードアップを図る。

百五

・研修への積極的な参加などを通じ、業種の特性に対す
る理解を深め、審査能力の一層の向上に努めます。
・適正な審査体制が維持されていることを定期的に検証
します。
・東海ものづくり創生プロジェクトや経済産業省が提唱
するアドバイザー派遣事業、販路拡大支援などの諸施策
と連携し、お客さまの新事業展開を支援します。
・ベンチャー企業支援のため外部機関との連携を強化
し、技術問題の解決や資金調達面の支援を実施します。

・地銀協主催の業種別企業経営研究講座等へ参加します。
・地区別・業種別・企業グループ別等のポートフォリオの変化に対応
した適正な審査体制であるかどうかの検証を実施します。
・東海地区産業クラスターサポート金融会議への参加や東海ものづく
り創生プロジェクト、経済産業省が提唱するアドバイザー派遣事業、
販路拡大支援などの諸施策と連携します。
・ベンチャー企業向け投資ファンドへの出資や外部機関への研修生派
遣を実施します。

・相談、審査能力の一層のレベルアップを図るため、審査担当者を地方銀行協会
が主催する研修に派遣しました。
・審査体制を検証し、適正であることを確認しました。
・東海地区産業クラスターサポート金融会議、みえ産学官プラス金融機関連携な
どに参加し連携強化を図りました。
・三重TLOをはじめとする各種連携先に45件の取り次ぎを行いました。また、ベ
ンチャー企業支援を目的として設立された名古屋投資育成1号ファンドへ出資を
行いました。

・審査態勢の強化に向けた取組みを継続します。
・産学官の連携の更なる強化に努め、お客さまの新事業展開を支援します。
・当行独自のベンチャー向け投資ファンド組成に向けた検討を行います。

スルガ
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年９月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題

滋賀

創業・新事業支援策の一環として経営革新支援法の取得
斡旋、支援

○野の花応援団のネットワークの充実およびニーズの掘り起こしを行
うとともに、サタデー起業塾の開催を通じた起業・事業展開における
情報提供等の支援を行います。
・野の花応援団の機能強化を行います。（構成機関の連携強化、顧客
のニーズにマッチした構成機関の参加）
・企業の産学連携ニーズのヒアリング及び大学とのマッチング強化、
エリア別の各公的機関の支援策・補助金の勉強会の開催を行います。

・平成17年度はサタデー起業塾を年5回開催しました。「産学連携」をテーマに
受講企業ニーズと大学シーズのマッチングおよび、講演会や交流会を開催し受講
者は約160名となりました。
・平成18年度はサタデー企業塾において「ニュービジネス成功のかけはし」を
テーマにした講演会や交流会を開催し、受講者は約150名となりました。
・野の花応援団のネットワークの機能充実に取り組み、新たに２支援機関の参加
をいただきました。
・野の花応援団によるコーディネート活動に取り組み、期間中65件の活動を実施
しました。

・支援ネットワーク「しがぎん野の花応援団」への新たな支援機関の参加により組織の
充実を図り、積極的に新規創業のベンチャー企業や第二創業の中小・中堅企業の支援を
実施しました。コーディネート活動も年間65件実施し、お客様のニーズに的確にお応え
するように努めました。
・前年度も多数の企業がサタデー起業塾に参加され、その中から12社の企業が新たに産
学連携による研究開発・研究委託を開始され、選考の結果、10社に産学連携奨励金「し
がぎん野の花賞」を贈呈しました。3年間での奨励金贈呈累計実績は32先となりした。
・本年度もこの機運を継続させ、さらに普及させるよう努めてまいります。

京都

○「活き活き企業サポートチーム」において、営業専担
部の業種別担当者間での情報交換を円滑化し、より効率
的なノウハウの蓄積が可能となるよう営業活動拠点を集
約する。
○各種ファンド投資を通じ、ベンチャー企業に対し積極
的な資金支援を実施する。

○目利きを行う業種別専門集団「活き活き企業サポートチーム」の中
核組織である「企業サポートグループ」の活動拠点を１箇所に集約し
て「企業サポート部」を設置し、業種別情報・ノウハウのより効率的
な活用を行うとともに、業種別営業支援体制を強化する。
○「地方自治体、国及び民間の支援機関」、「専門家」、「大学」、
「取引先」の機能・ノウハウ・情報ネットワークを有効活用したベン
チャー企業サポートを行う。

○ 企業サポート部の設置により、効率的に業種毎の特性を活かした案件起案。
（平成１８年上期まで起案実績、３１６件、３５６億円）
○ 環境配慮型企業向け商品「京銀エコ・ローン」、「京銀エコ・私募債」を取
扱開始。
○ Ｋ．Ｓ．Ｏベンチャーファンド・１７年４月～１８年９月投資額
　（１６社／３３３百万円）
○がんばれ中小企業・活き活き育成ファンド・１７年４月～１８年９月投資額（
５社／　１３０百万円）
○１８年５月、「京銀活き活きベンチャー支援ネットワーク」を設立

○これまでベンチャー支援機関と個別に連携しベンチャー企業のサポートを実施してい
たが、それらを「京銀活き活きベンチャー支援ネットワーク」として組織化する事によ
り広くアピールする体制を構築。ベンチャー支援活動の活性化・拡大化を図った。

泉州

・ 創業・新事業者の発掘、支援の推進。
・ 投資ファンド活用
・ 大阪府立大学産学連携コーディネーター制度の活
用。

①下記助成金制度を通じた有望企業発掘と事業化支援
・「〈センギン〉ベンチャーアシスト」
・「泉州ビジネスプラン大賞」
【数値目標】年間５先以上(上記２制度合算)に助成金を授与
②「ＪＳ企業育成ファンド」からの投資促進
③「近畿地区産業クラスターサポート金融会議」への参画
④大阪府立大学産学連携コーディネーター制度の活用促進
⑤創業・新事業企業の発掘支援、地域商工団体との連携強化

①２つの助成金制度（〈センギン〉ベンチャーアシスト、泉州ビジネスプラン大
賞）において計１０先に対し助成金（７００万円）を授与
①これまでの助成企業１２社の事業化支援
②ファンドからの投資額 ～ 8件/192百万円
③代表幹事（16年12月～17年7月）として、第5回近畿地区産業クラスターサポー
ト金融会議を運営。
③クラスター計画参加企業を対象としたビジネスマッチングフェアの企画・創設
に参画、フェア開催の支援。
④大阪府立大学への企業紹介 ～ 17件
④大阪府立大学他主催「産学連携共創フェア」に協賛
⑤堺市・堺商工会議所共催の事業プラン審査会「さかい発ビジネスプランオー
ディション」に審査員を派遣
⑤泉大津商工会議所「エコマーカー事業」と連携した新ローンの取扱を開始（18
年4月）

〔分析・評価〕
・18年上期の助成先数は4社（18年度目標は年間5社）。
・各項目とも概ね順調に推移。

〔今後の課題〕
・助成先の事業化支援、成長支援を継続していく。～ビジネスマッチング、ＶＣ紹介、
人材募集への協力、中小企業支援センターへの紹介等
・地元地方公共団体との一層の連携強化
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年９月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題

＜態勢整備等＞
・創業・新事業を展開する企業の発掘及び投融資等サポート業務の集中化を目的
に、ネットワーク推進部内にニュービジネス推進室を設置（１７年７月）。
＜＜池銀＞“地域起こし”制度の推進＞
①＜池銀＞ニュービジネス助成金
１７年度（２回）　応募：１３５件　表彰１５件／８５０万円
１８年度（１回）　応募：１６７件　表彰１３件／1,000万円
※１８年度は、助成金額の引き上げ、新たな賞の追加、審査体制充実により、過
去最高の１６７件の応募受付け。
②＜池銀＞コンソーシアム研究開発助成金
１７年度（１回）　応募：　２４件　表彰１４件／3,000万円
③無担保融資の推進
＜池銀＞“ニュービジネス”ローン
１１件／２３８百万円
“産業クラスター計画”補助金つなぎ融資
１件／　　５百万円
合計１２件／２４３百万円
＜池銀キャピタルによる投資の推進＞
投資　２８件／５０７百万円
社債引受　　１件/   １０百万円

＜外部ネットワークの拡充＞
・創業・新事業を展開する企業等の株式公開サポート体制強化を目的に、証券会
社３社と市場誘導業務に関する業務提携、及び証券印刷会社２社と業務協力契約
を締結。
・１７年９月、中小企業金融の円滑化、地域経済の発展への寄与を目的に、商工
組合中央金庫と業務協力協定を締結。
・「産業クラスターサポート金融会議」に３回参加、１７年１２月開催分は代表
幹事。
・１８年４月、ベンチャー企業等の育成を目的に、近畿経済産業局と「新事業創
出支援タスクフォース」を発足。
＜産学連携の推進＞
・地域活性化に寄与することを目的に、１８年３月、甲南大学と、４月には同志
社大学と産学連携に関する業務協力協定を締結。
同志社大学については同大学発ベンチャー企業の育成を目的に専用の投融資制度
を設置、同時に１億円で専用の投資ファンドである「池銀キャピタル夢仕込ファ
ンドD・I投資事業組合」を設立。
・関西学院大学との連携協定に基づく投融資制度を活用し、同大学発の起業家や
学生起業家に対して２件８百万円の無担保融資及び、１件１０百万円の投資を実
行。
・同志社大学との連携協定に基づく投資制度を活用し、同大学と共同研究を行う
企業に対し１件１０百万円の投資を実行。

・当行独自の助成事業（「＜池銀＞ニュービジネス助成金」「＜池銀
＞コンソーシアム研究開発助成金」）の継続。
・無担保融資、池銀キャピタル㈱による投資を、助成金応募先及び創
業・新事業を展開する企業に対して推進。
・外部の機関とのネットワークを一層拡充。
・産業クラスターサポート金融会議に参加。

態勢整備、“地域起こし”制度の推進、外部機関とのネットワークの拡充等を通じて、
創業・新事業支援機能等の強化については一定の成果を得ることができたと認識。今後
も“地域起こし”制度や当行独自のネットワークの強化を推進し、創業・新事業を展開
する企業をサポート。

池田

“地域起こし”制度の推進や外部機関とのネットワーク
拡充による創業・新事業支援機能等の強化を図り、地域
の活性化に貢献することを目指す。
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年９月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題

○産学官連携強化
・産業の活性化並びに新産業の創造･育成に向け､産学官
の連携に一層積極的に取組むことで､起業･事業展開に資
する情報の提供を行う。
・ビジネスフェアでの成果を評価するとともに､次回ビ
ジネスフェアに来場者の意見を十分反映させることで､
情報提供機能を高めていく。

・地元企業のニーズと大学等のシーズを把握し、連携を図るとともに
ネットワークを強化する。
・産業クラスターサポート金融会議へも積極的に参画し効果的に活用
を図る。
・元気企業ビジネスフェアでの産学連携も継続強化する。

・同志社大学ビジネスプランコンテストへの協賛および審査員派遣
・奈良工業高等専門学校・大阪産業大学・同志社大学と産学連携に
関する協定締結
・近畿地区産業クラスターサポート金融会議、「第1回・第2回ビジネスマッチン
グフェア」へ参加
・第４回元気企業ビジネスフェアの開催（来場者 7,400人）
・第５回元気企業ビジネスフェアの開催を決定 (18年10月開催)
・「WEB版元気企業ビジネスフェア NANTO」の運用開始
・近畿経済産業局｢販路マッチングナビゲート事業｣への参加企業紹介
・「新連携」支援１グループ
・近畿経済産業局との連携による「支援内容説明会」の開催
・近畿財務局「特色ある取組みに関するシンポジウム」へ参加
・「京都ビジネス交流フェア」金融機関相談コーナーへ出展
・奈良起業家マッチングプラザへ参加、参加企業１社についてサポート
・大阪商業大学「異業種交流会」への参加
・大阪市「大阪産業創造館金融ネットワーク」に参画

・産学官連携については、大学との連携に関する協定の締結や学生の起業支援等が図れ
た。
・近畿地区産業クラスターサポート金融会議では、当行が代表幹事となり18年5月、「第
２回ビジネスマッチングフェア」を開催。
・次回の｢第5回元気企業ビジネスフェア NANTO｣では､出展企業と来場者とのマッチングを
一層強化するとともに、開催後もインターネットでマッチングができる｢WEB版元気企業
ビジネスフェアNANTO｣の運営を継続していきたい。

○ベンチャー企業向け業務にかかる外部機関等との連携
強化
・政府系金融機関、中小企業支援センター等との連携強
化を図ることで、創業・新事業の成長段階に応じた適切
な支援を行う。

・日本政策投資銀行・中小企業金融公庫・商工組合中央金庫等との案
件情報交換による協調融資や制度融資の活用を行う。
・中小企業支援センターとの連携を強化し、地元企業が効果的にセン
ターを利用できるようにサポートしていく。
・投融資制度の活用によるベンチャー企業支援強化

・国民生活金融公庫との創業にかかる業務連携・協力を締結
・農林漁業金融公庫とアグリビジネス支援にかかる業務協力を締結
農林漁業金融公庫による行員向けアグリビジネス勉強会を実施
・政府系金融機関との協調および当行からの紹介による実行案件25先 53億円
・奈良県中小企業支援センター｢金融相談｣への中小企業診断士の派遣
・「起業家マッチングプラザ」への参加
・ベンチャー支援ファンド実行　4件　75百万円
　元気企業投資事業有限責任組合による出資　2件　38百万円
　投資事業有限責任組合やまとベンチャー企業育成ファンドへの
　出資先紹介　2社　99百万円
・第４回元気企業ビジネスフェアの開催（ 7,400人）
・第５回元気企業ビジネスフェアの開催を決定 (18年10月開催)
・「WEB版元気企業ビジネスフェア NANTO」の運用開始
ビジネスマッチング件数41件　商談中228件（3月末現在）

・政府系金融機関との連携については協調実績も増加しており、引き続き連携を図りた
い。
・投融資については、当行ファンドと投資事業有限責任組合やまとベンチャー企業育成
ファンド（奈良県ファンド）との協調による資金調達支援をさらに強化していく。
・農林漁業金融公庫による行員向けアグリビジネス勉強会実施により、行員のアグリビ
ジネスに関する知識習得や意識付けが図れた。今後、行外向けセミナー開催を予定。

紀陽

○産学官の更なる連携強化等
中小企業の技術開発や新事業の展開を支援するために
は、知的財産権・技術を評価するためのさらなるネット
ワーク・仕組みの強化・拡充が必要である。そのために
は、既存の組織（らいぽおよび中小企業支援センター）
の積極活用と活性化を図るとともに、組織内での個別連
携等、新しい仕組み作りを検討していく。
これらのネットワークや仕組みを利用した支援活動を今
後２年間で２０件以上おこなうことを目標とする。

・「らいぽ」（わかやま地域産業総合支援機構）の活用策検討
・「産業クラスターサポート金融会議」へのさらなる積極的参画
・既存ネットワーク内での個別連携の検討
・「中小企業支援センター」の機能の有効活用

・「らいぽ」のネットワーク、政府系金融機関、公的機関等と連携して、医院開
業協調融資、新商品製造のための機械製造委託先の紹介、中小企業新事業活動促
進法や特許流通促進事業の紹介や利用促進等１６件の支援活動を実施
・国立大学法人和歌山大学、国民生活金融公庫および農林漁業金融公庫と「業務
連携に関する覚書または協定」を締結しネットワークを拡充
・商工会議所や中小企業支援センターと連携し、アドバイザー（専門家）派遣等
を実施

・既存ネットワークの活用や連携先と協調した取組みが着実に増加しており、引き続き
制度等の研究に努め、活動を継続・拡大していく方針
・国立大学法人和歌山大学や国民生活金融公庫と「連携協力協定」を締結した後、具体
的連携案件も増加しており、一定の評価ができる。今後も新たに提携を開始した農林漁
業金融公庫との個別案件での連携を図る

南都
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年９月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題

○融資審査態勢の強化
審査ノウハウ蓄積により当行全体の審査能力向上のため
の人材教育に努め、将来性ある事業の芽を発掘して育て
ていく。

旅館業、不動産業、病院・介護事業について配置している業種別審査
担当者による行内研修を通じて、審査ノウハウを営業店へ還元し、さ
らなる審査能力の向上に努める。

１．各業種（業界）の特性や動向の情報収集と発信を通じて、営業店の融資推進
をサポートした。
２．地銀協が主催した「業種別（建設業）企業経営研究講座」へ行員１名を参加
させ、人材教育に努めた。

当行全体の審査能力向上までには至っておらず、引き続き業界特性や動向等の情報の提
供等により、融資推進にも活用できる体制整備と人材の育成に努める。

○産学官の更なる連携強化
ビジネス・マッチングの発掘による中小企業への支援体
制を構築する。

１．近畿地区産業クラスターサポート金融会議へ参加するとともに、
収集した情報を取引先企業へ還元し、新たなビジネス・マッチングの
サポートを行う。
２．ものづくりクラスター協議会や財団法人ひょうご産業活性化セン
ターとのネットワーク構築・活用を通じ、「技術評価制度」を活用し
た審査体制を構築する。
３．国・県等の各種の支援措置が活用できるように、取引先企業の経
営革新計画等の作成をサポートする。

１．近畿地区産業クラスターサポート金融会議が主催したビジネスマッチング
フェアへ参加し、情報収集に努めた。
２．「ひょうご中小企業技術評価制度」説明会等へ参加し、「技術評価制度」に
ついての研究を深めるとともに、制度の概要を全店に通知して活用を促進した。

近畿地区産業クラスターサポート金融会議が主催したビジネスマッチングフェアへ参加
し情報収集を行ったが、具体的な案件の発掘までには至らなかった。
技術評価を受けた先に対する審査体制が未整備であり、具体的な成果を上げられなかっ
たことから、体制整備に努める。

○地域におけるベンチャー企業向け業務に係る外部機関
との連携強化
政府系金融機関等との連携強化により、地域の具体的案
件の発掘に努める。

業務提携を行っている中小企業金融公庫やその他の政府系金融機関等
との情報共有、協調融資等の連携強化を図るとともに、将来性ある案
件の発掘に努める。

１．中小企業金融公庫やその他の政府系金融機関等との情報共有に努めた。
２．地銀協が主催した「中小企業新事業活動促進法」および「有限責任事業組合
契約に関する法律」に関する説明会へ参加し、新事業創設に関する知識を深め
た。

政府系金融機関等との情報共有に努めたが、具体的案件の発掘までには至らなかった。
協調融資等の連携強化を図るとともに、将来性ある案件の発掘に努める。

鳥取

①地域におけるベンチャー企業の支援・育成。
②中小企業の技術開発及び新事業の展開支援。
③起業・事業展開に資する情報の提供。

・産業クラスターサポート金融会議の開催。
・ビジネスプラン発表会の開催による資金調達・事業パートナーの発
掘支援。
・セミナー、講演会の開催。
・行員向け勉強会の開催。
・地元機関（県・鳥大・機構）との企業帯同訪問。
・ホームページへの公的補助金、各種支援策情報の掲示。

・産業クラスターサポート金融会議地域分科会を開催し、当行主催のソリュー
ションフェアにおいてマーケティング戦略立案相談を受けた地元企業の事業化事
例を発表。
・ISO22000 セミナー、システムインテグレーターによる出張相談会を実施。
・地元機関との帯同訪問・技術相談（68先）。
・ベンチャー企業支援（10先 /106.1百万円）。
・大学発ベンチャー設立支援（4件）。
・ベンチャー企業のビジネスモデル構築、販路開拓支援を目的に大手商社との
マッチングの機会を提供（5件）。

・ 産学官連携によるＬＬＰ設立などの新たなニーズへの対応により大学発ベンチャーの
設立支援を行った。
・ 鳥取県産業振興機構との連携により経営革新計画承認の支援を行った。
・異業種との連携による新事業進出、農業分野への進出などの潜在的ニーズに対して、
政府系金融機関、行政機関等との連携を密にして事業化を支援していく。

山陰合同

・産学官や政府系金融機関との連携を通じたベンチャー
企業支援、第二創業支援の具体化
・ベンチャー企業向け投融資15億円

・産学官の更なる連携強化
－学を利活用した産のシーズの付加価値向上や公的支援機関を中心と
した事業創出の具体化
－ベンチャー企業向けファンドへの出資や業務展開支援など山陰両県
が推進する新事業創出プロジェクトへの積極的支援
・「事業性判定委員会」による多面的事業性判定を踏まえた融資審査
の継続
・「産業クラスターサポート金融会議」の活性化
・政府系金融機関との連携案件の具体化

・ベンチャー向け投融資 15.2億円実行
・島根県が進める新産業創出プロジェクトの受皿となる会社等を対象に投資する
「島根新産業創出投資事業有限責任組合（略称：しまね新産業創出ファンド）」
に関連会社と合わせて2.2億円出資
・当行が中心となって、産のニーズを学官と連携させた事例：14件
・意見交換会、勉強会開催等「学」「官」との連携：15回

・ベンチャー向け投融資を積極的に実施した。特に、ベンチャー向けファンド組成・出
資に注力した。今後は、ファンドを活用してベンチャー企業の資金ニーズに対応してい
く方針
・「学」「官」との意見交換会や勉強会を積極的に行ったことにより、産学官連携の事
例も増えてきている。今後は、きめ細やかなフォローアップを図り、育成させることが
課題

中国

○起業・事業展開に資する情報の提供、創業・新事業の
成長段階に応じた適切な支援
・起業・事業展開に資する情報の提供、創業・新事業の
成長段階に応じた適切な支援等、創業・新事業支援機能
の強化に向けた取組みを行います。
・ベンチャー投融資件数を、前回期間中２０件の実績よ
り、今回期間中３０件に増加を目指します。

・「ベンチャーマーケット岡山運営協議会」への支援、岡山県が運営
する「岡山リサーチパーク・インキュベーションセンター」入居企業
への支援強化等自治体との連携を進めて行きます。
・岡山大学との業務提携を活かし、創業のための技術アドバイスを求
めるお客様への支援を進めて行きます。

・ベンチャー投融資件数44件(うち投資13件、融資31件)となりました。
・岡山大学との業務提携に加え、香川大学との包括業務提携契約を締結しまし
た。
・中国地区産業クラスターサポート金融会議「岡山県地域分科会」を開催しまし
た。

・ベンチャー投融資件数30件の目標については、達成しました。
・大学・自治体等との連絡により、今後とも創業・新事業に対する支援を進めてまいり
ます。

但馬
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年９月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題

融資審査態勢の強化
○格付制度の一層の精度向上、多様化する融資形態・案
件に対応する審査態勢の整備に向けた取組を実施する。
○CFグループの役割・機能の見直し等、再生支援体制を
強化する。

○不動産ノンリコースローン等の特定債権、および個人事業主に対応
する格付・審査管理手法の構築
○シンジケートローン等における信用リスクに応じた財務制限条項
(コベナンツ)の設定基準の制定
○CFグループの役割・機能の見直し等、再生支援体制の強化

○不動産ノンリコースローン等の特定貸付債権や個人事業主等への対応など、内
部格付の拡充について検討し、個人事業主格付の試行を実施
○シンジケートローン等における、信用格付に応じたコベナンツ設定基準につい
て、関連部による協議・検討を実施
○ＣＦ担当の効率的な活動を目指し、各ラインの担当企業を業種別とするなど再
生支援体制の見直しを実施
○岡山県・広島県東部地区の審査を所管する審査部を融資第一部に統合するとと
もに業種別審査ラインの対象業種を拡大
○一般事業法人向け格付の高度化と上場企業向け格付の導入を検討

○業種別の審査ラインの充実など、審査態勢の整備・強化が図られている。
○今後は、内部格付について業種別格付モデルの高度化等の改善を検討する。
○また、シンジケートローンにおける審査基準・採り上げ基準の明確化を検討する。

 ベンチャー支援制度の充実と産学官・外部機関との連
携拡大
○ベンチャー助成制度の積極活用により支援態勢の充実
を図る。
○産学官及び外部機関とのネットワークの一層の強化を
図り、ファンド等を活用したベンチャー企業向け投資の
機会拡大を強化する。
○「産業クラスターサポート金融会議」の継続開催によ
る産業クラスター計画に係る情報の共有化と融資案件の
具体的な発掘に努める。

○ベンチャー助成制度の実施（半期毎8先程度に9百万円を助成）
○広島県・中小企業基盤整備機構等との「企業育成型ひろしまファン
ド」設立による、官民共同でのベンチャー企業への投資強化
○広島県参画の「ひろしま発企業連携創生プロジェクト事業」へ参画
による県内の応募中小・ベンチャー企業と事業参画の大企業とのマッ
チング創出→計画自体が中止
○産業クラスター計画に係るプロジェクトの推進状況、参加企業の動
向等の情報交換、ビジネスプラン発表会の開催等の具体化

○ベンチャー助成事業の実施（応募202件、助成35件28百万円）
○中小企業基盤整備機構・広島県・当行及び地元金融機関で「企業育成型ひろし
まファンド」を創設（17年9月、ファンド金額5億円）
    　　→投資実績：4件/70百万円
○ 「産業クラスターサポート金融会議:広島県地域分科会」でビジネスプラン発
表会開催（ベンチャー助成先2社が発表）

○ベンチャー助成事業は、応募について計画を下回るも、助成額は予定を上回る金額を
助成。今後とも　助成先の拡大を図るとともに、販路　開拓支援などを強化する
○ 「企業育成型ひろしまファンド」について活用をさらに強化する
○「産業クラスターサポート金融会議」におけるビジネスプラン発表先へのフォローす
る

山口

・産学官の更なる連携強化
・地域におけるベンチャー企業向け業務に係る外部機関
等との連携強化

・中小企業が有する知的財産権・技術の評価や優良案件の発掘等に関
する産学官とのネットワーク
・山口大学との包括的連携協力に基づいた具体的な中小企業支援への
取組

・山口県とのビジネスマッチング事業連携による販路開拓支援実施。
①17年度は37社の応募があり、当行は12社を担当。
②18年度は17社の応募があり、当行は4社を担当。
・山口大学主催の産業技術展示会においてニーズ・シーズのマッチングを仲介し
た。

・山口県とのビジネスマッチングは、より密度の濃いサポートを行うために選出段階で
厳選したため、17年度比で18年度は担当件数が減少している。

阿波

１．産学官との連携を強化し、顧客の技術開発および新
規事業への適切な情報提供を行う。
２．大学と企業との共同研究の斡旋　年間3件

１．新規開業および経営革新への取組情報に関し、中小企業支援セン
ター等との情報交換を引続き行い、顧客支援に当たる。
２．平成16年度下期に実施した、徳島大学産学官連携プラザと地元企
業との共同研究の出会いの場の設定を、継続して実施する。
３．とくしま産業振興機構との連携を維持し、専門家派遣・下請紹介
等による中小企業の支援に協調して当たる。
４．産業クラスターサポート金融会議と連携する。
５．徳島県の｢地域社会人キャリアアップ推進事業｣（起業家向け講
座）への協力。
６．徳島県のＬＥＤ協議会、徳島経済研究所と協力し、ＬＥＤ関連産
業の育成に協力する。

１．徳島県・とくしま産業振興機構等の外部機関との連携、徳島大学等との産学
官との連携により、創業・新事業支援のための情報提供を積極的に実施してい
る。
２．ビジネスマッチング27件（うち下請紹介10件）を実施した。
３．徳島大学と地元企業との共同研究を4件斡旋した。
４．当行設立の(財)徳島経済研究所を事務局とした｢ＬＥＤによる徳島活性化研
究会｣を7回実施し、徳島県と同研究所との共催による「ＬＥＤによる徳島活性化
シンポジウム」を開催した。（平成18年4月）
５．徳島大学と連携し、「徳島のひとづくり、ものづくり」をテーマに地域貢献
講座を開講し、地元での就業・起業を支援する。

１．銀行のネットワークに加え、外部機関と連携したビジネスマッチングを積極的に実
施しており、今後も中小企業への情報提供を継続する。
２．徳島大学と地元企業間の共同研究斡旋が4件できており、引き続き取り組んでいく。
３．徳島県と(財)徳島経済研究所との共催による「ＬＥＤによる徳島活性化シンポジウ
ム」（平成18年4月開催）で打ち出されたＬＥＤとくしま活性化構想の実現に向け、地方
公共団体等へ働きかけていくことで、地場産業の育成を側面から支援していく。
４．地域貢献講座により、大学生の地元での就業・起業を支援する。

百十四

・産学官や政府系金融機関との一層の連携強化により、
有用な情報提供・支援を行います。
・ベンチャーファンドを通じて、地域のベンチャー企業
育成を図ります。
・創業・新事業支援のため、審査担当者の目利き能力を
向上させます。

・地域の大学との包括提携を締結し、連絡協議会を定期開催します。
・潜在的な事業化可能技術・知的財産権を掘り起し、日本政策投資銀
行「技術事業化支援センター」等の有するノウハウを活用し、協調融
資等を行います。
・四国経済産業局等との連携により、「金融機関連携型技術移転シス
テム」を活用します。
・ベンチャーファンド１号・２号を有効活用しつつ、ベンチャーファ
ンド３号への出資を行います。
・外部研修により、目利き能力向上を含めた審査能力の強化を図りま
す。

・17年6月、日本政策投資銀行の「技術事業化支援センター」を活用した協調融
資を実行しました。
・17年11月、徳島文理大学との包括協定を締結しました。
・18年1月、香川大学との連携協力に関する協定を締結しました。
・18年3月、日本政策投資銀行との「環境配慮型経営促進事業」に対する貸付等
に係る覚書を締結しました。
・18年上期中に香川大学へ「技術相談カード」を３件取次しました。
・18年9月、かがわ産業支援財団と業務連携・協力に関する覚書を締結しまし
た。

・概ね計画どおり進捗しています。
・大学・政府系金融機関・公的機関との連携等のインフラは整ってきており、今後はこ
れを活用した融資等の実績につなげます。

広島
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年９月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題

伊予

　地域におけるベンチャー企業の育成ならびに中小企業
の技術開発および新事業の展開を支援するため、産学官
の連携の場を積極的に活用し、大学等が保有する多くの
シーズ（技術の種）を民間企業へ橋渡すなどの役割を担
い、地域金融機関としてのインキュベーション機能を向
上させていく仕組みを構築する。また、ベンチャーファ
ンドの活用や行内の支援体制を再構築することにより、
ベンチャー企業の発掘および情報収集体制の確立に取り
組む。

○ベンチャーファンドを活用し、当行グループが一体となって企業の
発掘・育成活動を展開する。
○行内の「ニュービジネス支援会議」を核として産学官連携を推進
し、企業育成支援のネットワークを構築する。
○地元大学等が主催する産学官連携会議へ参画する。
○異業種交流会「フロンティア企業クラブ」（事務局：えひめ産業振
興財団）が主催するベンチャー選手権において奨励金を支給する。
○医療分野について、専担者による本部渉外、人材育成を推進する。

○行内で「ニュービジネス支援会議」を32回開催し、大学発ベンチャー等10社へ
ベンチャーファンドの投資280百万円を実施
○１号ファンド投資可能額が満了したため、平成17年12月、出資総額5億円にて
２号ファンドを設立。また、営業店からの情報提供を促進
○各種産学官連携会議へ参画。平成18年2月、愛媛大学と「連携協力協定」を締
結。同年6月、「連携協力協定締結記念セミナー」を開催
○政府系金融機関の協調融資を適宜実施
○異業種交流会「フロンティア企業クラブ」が主催する「キャリアドベンチャー
選手権」および「ジュニアドベンチャー選手権」において奨励金（「伊予銀行
賞」）60万円を支給し事業化支援を実施
○「四国地区産業クラスターサポート金融会議」に3回参画し、各金融機関と創
業・新事業支援機能の強化策について協議
○地銀協等の外部研修やセミナーに派遣。行内研修や業種別勉強会を開催。不動
産・建設・海面養殖・流通・海運業の業種別審査マニュアルの制定・改定を実施
○医療分野について、業界情報の営業店への還元を開始。専担者の相談能力アッ
プのための外部研修等への派遣、専担者と営業店行員との帯同訪問、行内研修
会・顧客向けセミナー等を開催
○「融資支援システム」を全面稼働し、バージョンアップを実施
○新事業向けローン「いよぎんニュービジネスファンド」の商品内容を改定

○産学官連携活動を通じて、ベンチャー企業の発掘、育成活動を展開する
○愛媛大学と連携協力協定を締結し、大学発ベンチャーに対するアプローチに加えて、
大学と中小企業の技術橋渡しで、新たな産業育成に貢献する。
○「ニュービジネス支援会議」を行内横断的なニュービジネス情報を交換する場として
一層活用する。
○業種別勉強会等の実施により、業種別審査能力（「目利き」能力）の向上・人材育成
も図られつつあり、今後も継続して業種別の行内研修や休日セミナー、勉強会等を実施
する。
○深度のある審査態勢構築のため、所管先の定期的見直しを実施する。
○医療分野において、人材育成や本部渉外を継続的に実施するとともに、外部専門機関
との連携等により、コンサルティング機能や情報発信を強化する。
○「融資支援システム」のバージョンアップによる利便性向上を促進することで、企業
審査・案件審査の高度化・効率化、情報の共有化に向け一層活用する。

四国

１．業種別審査態勢の強化・効率化。
業種別審査能力の向上。
２．高知大学、高知工科大学との連携による中小企業支
援活
動の実施。
３．ベンチャー企業向け業務については、四銀キャピタ
ルリサーチ(株)と連携。
日本政策投資銀行、中小企業金融公庫、商工組合中央金
庫等の政府系金融機関との情報共有、協調投融資等の連
携強化。個別の協調融資案件で成功事例を作っていく。
４．高知県の特性を生かし、農林漁業金融公庫、高知大
学農学部等との連携によりアグリビジネスへの投融資等
の取組みを強化していく。
５．医療・介護事業への支援業務等の取組みを強化す
る。

１．与信審査について、現在の地区別審査と業種別審査の併用態勢
を、将来的に業種別審査態勢に一本化することを検討する。
・営業店を支援するとともに審査の効率化を推進する新不動産担保シ
ステムを稼動させ、審査の効率化を推進する。
・業界情報や財務デ－タ等業種別与信判断情報を蓄積、還元し業種別
審査能力の向上を図る。
２．高知大学、高知工科大学との定期的な情報交換会の実施。
   企業ニーズと研究シーズのマッチングをはかっていく。
３．四銀キャピタルリサーチ(株)との協働および産学官とのネット
ワーク活用によりベンチャー支援活動を行っていく。
政府系金融機関との定期的な情報交換会の実施。
設備案件融資を政府系金融機関と協調で取り組むための営業活動実
施。
４．アグリビジネス、医療・介護事業への投融資等の取組み強化
スキルの向上をはかるための研修を実施。
農林漁業金融公庫との連携により農業生産法人等へのアプローチを
行っていく。
５．医療・介護事業への支援業務等の取組みを強化。

医療・介護事業については、医業経営コンサルタント資格者を中心に、医療・介
護事業者への新規開業支援、医療法人設立支援、資金調達方法の提案など、経営
相談・情報提供を実施。１８年７月には、四国地銀で初となる市場分析サービス
「四銀医療マーケット調査」の取扱を開始し、付加価値の高い情報提供に努めて
いる。７月から９月の２ヶ月間の調査受付実績は３０件。

医療・介護については、医療コンサルタントや医師会などとの連携強化による経営相
談・支援活動強化を図る。医療コンサルタント等との共催セミナーを開催し、付加価値
の高い情報を提供していく方針。介護療養病床が平成２３年度で廃止されることに伴
い、相当な混乱が予想されていることから、地域医療の確保、地域経済の発展といった
観点も視野に入れつつ対応する。
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年９月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題

融資審査能力（「目利き」能力）の向上
○現在導入済みの業種別審査により蓄積したノウハウを
踏まえたチェックポイントを作成し、業種別審査能力の
向上を図る。
○定性要因の分析向上により目利き審査能力を高め、円
滑な資金の提供を行う。

○平成17年度上期までに建設・不動産・医療業種別チェックポイント
作成
○平成17年度下期までに営業店長決裁権限改定による信用貸出枠増額
（正常先への信用貸出枠の見直し）
○平成18年度上期までに新事前案件協議会のスタート
○平成18年度下期までに稟議書副申書改定（ＳＷＯＴ等定性分析の強
化）

○建設業、不動産賃貸・マンション分譲業、病院・介護事業に係る「案件審査
チェックポイント」を作成、営業店へ配布し、営業店の審査能力向上を図ってい
る。
○営業店長決裁権限を改定し、18年1月に信用貸出枠を増額させた。

○企業特性や業界の将来性を踏まえた案件審査は個別に実施しているが、目線にばらつ
きがあるために、定着化、統一化を目指し、稟議書副申書の改定を行う。

起業・事業展開に資する情報の提供
○産学官の更なる連携強化
これまでの活動を継承し、産学官連携を保ちながら情報
提供を行っていく。

○起業家育成ビジネススクールＮＰＯ法人「鳳雛塾」を通じた起業家
教育
○地域産業支援センターの活用（情報交換・ビジネスマッチング）
○産学官とのネットワークの構築・活用
○経済産業省「新連携」制度を活用できる企業の発掘

○ＮＰＯ法人鳳雛塾の活動
①起業家教育として、17年度地域自立・民間活用型キャリアプロジェクト（経済
産業省）に基づき、小・中・高校での授業を実施(小学校7校、中学校5校、高校3
校)
②佐賀大学ｅ－ラーニング事業への参画
③「アジアのハリウッド構想」関連事業（地域情報化フォーラム）の実施
④大学生、社会人向けの起業家教育事業
⑤地域情報化推進事業
○地域産業支援センターの活用
○産学官とのネットワークの構築・活用
○大学の知的財産を活用した連携
　・佐賀大学と「産学連携の協力推進に係る協定書」を締結した。

○起業家教育
・起業家教育事業の鳳雛塾の運営がベンチャービジネス協議会からＮＰＯ法人へ移行。
今後も活発な活動を継続する。
○地域産業支援センターの活用
・同センター主催事業への参加が中心となった。「北部九州ビジネスマッチング」の提
携機関であり、今後は、マッチングの観点での活用を行う。
○産学官とのネットワークの構築・活用
・個別案件についての情報交換も行ったが、件数は少なく十分ではなかった。今後も関
係機関との連携強化を図っていく。
○大学の知的財産の活用に連携した仕組みの検討に取り組む。
・佐賀地域産学官連携推進協議会、佐賀大学ＴＬＯのフォーラムに参加するなど情報収
集を行った。今後は大学側の連携に対する考え方について情報収集に努める。

創業・新事業の成長段階に応じた適切な支援
○有望なベンチャー企業に対しては、佐銀ベンチャー
キャピタルの協力も交え、政府系金融機関との連携を図
りながら取り組んでいく。

○政府系金融機関との連携（情報交換会・投融資研究会・個別案件協
議会等）について具体的な協議を行う。
○佐銀ベンチャーキャピタル（関連会社）との連携（情報交換・個別
案件協議）

○創業・新規事業支援関連機関との情報共有、連携強化
・日本政策投資銀行と情報交換会実施
・知的財産権担保融資について個別企業で検討
○個別具体的な案件の検討及び個別企業に係る協議。
○佐銀ベンチャーキャピタルの投資実績
<ファンド投資>
・佐銀ベンチャーキャピタル投資事業有限責任組合第一号
8社／201百万円
・さがベンチャー育成第一号投資事業有限責任組合
3社／113百万円
・佐銀ベンチャーキャピタル投資事業有限責任組合第二号の組成
<直接投資>
・1社／30百万円

佐銀ベンチャーキャピタルの投資実績延べ12社のうち当行取引先8社。営業店からの情報
が投資につながったものもあった。
今後も関係機関との連携強化を図っていく。

○融資審査態勢の強化等
・業種別審査マニュアルの活用や地域別業種別審査によ
り審査態勢を更に強化するとともに、営業店長を対象と
した「審査トレーニー制度」や法人営業、融資担当者を
対象に「目利き」能力向上のための研修を充実いたしま
す。

・業種別審査マニュアルの趣旨を営業店に徹底します。また、営業店
長を対象とした「審査トレーニー」研修（受講者目標：２年間で２０
名）による与信判断の強化と取引先支援体制の構築を図ります。
・若手行員育成の一環として、「目利き」能力の強化に向けた「法人
営業プロフェッショナル研修」（受講者目標：２年間で１２０名）を
実施するとともに、地銀協主催の「目利き」研修に行員を派遣いたし
ます。

・営業店長の「審査トレーニー」研修を実施し、１８年９月までに１６名が受講
しました。
・若手行員育成の一環として、「目利き」能力の強化に向けた「法人営業プロ
フェッショナル研修」を実施し、１８年９月までに６８名が受講しました。
・１７年９月に「営業店臨店指導チーム」を設置するととも
に、１１月より臨店を開始し、１８年９月までに３４カ店で実施しました。

・「審査トレーニー」については、１８年度下期に６名の受講を予定しており、累計２
２名となる見通し、当初計画通りに進捗しております。
・「法人営業プロフェッショナル研修(目利き)」については、１９年１月までに３０名
の受講を予定しており、概ね計画通り進捗しております。
・臨店指導チームによる臨店活動を通じて、大手行のノウハウと管理手法を吸収し、営
業店の審査レベル向上に大きく貢献しております。

○産学官の更なる連携強化等
○地域のベンチャー企業向け業務に係る外部機関等との
連携等
・地域に密着した将来性のある案件の発掘・育成のため
の体制を整備するとともに、産学官や政府系金融機関と
の更なる連携強化により、ベンチャー企業向け業務の情
報共有化を図ってまいります。

・ベンチャー企業の創出、支援をサポートしている地場の産業振興財
団と連携を図り、当行・財団（地公体）、政府系金融機関と横断的な
取組みを行います。
・政府系金融機関との業務提携を拡大するとともに、現在提携してい
る政府系金融機関との連携をさらに強化して、創業・新事業向け融資
制度等についての取組態勢を充実させます。

・しんわベンチャーキャピタル㈱による投資実績は４先 112,100千円となりまし
た。
・１７年５月、国民生活金融公庫と業務提携し、新規開業や第二創業などの融資
相談に対して協調融資や案件照会を行うことで、中小企業の創業支援への取組み
を強化しました。
・１８年７月、産学官との連携強化を図るべく佐世保工業高等専門学校との｢産
学連携に関する協定｣締結を行ないました。

・しんわベンチャーキャピタル㈱による18年度上期までの投資累計額は、14社 407,350千
円となります。
・ビジネスマッチング業務の運営において（財）長崎県産業振興財団との提携の更なる
強化および産学連携に関する成功例・佐世保工業高等専門学校の研究実績などの行内公
表による取組み強化を図ってまいります。

佐賀

親和
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年９月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題

○融資審査態勢の強化等
Ａ．業種別審査体制の整備・強化
１．融資部における業種別審査の徹底と業種分析深度の
充実
２．営業店へのノウハウ移転
…キャッシュフロー重視の融資対応等

１．福岡事務所と連携した業種勉強会の定例開催
２．融資役を中心とした担当業種調査レポートの作成
３．融資トータルシステムを活用した業種・業界情報の蓄積と還元
４．外部機関（産・学・官）等とのネットワーク構築とコミュニケー
ションを通した情報収集
　　　…農林漁業金融公庫、日本政策投資銀行など

１．外部機関（産・学・官）等とのネットワーク構築
・農林漁業金融公庫主催の農業審査研修会参加
２．福岡事務所と連携した業種勉強会開催
・6回7業種実施
３．業種別審査体制構築
・審査の多面的専門性向上を目的に、業種別審査体制へ変更
・１業種２名の融資役による審査体制を構築
・営業店向け勉強会実施
４．融資トータルシステムを活用した業種・業界情報の蓄積、還元
・行内業種別関連ホームページのリンク等により内容を充実

１．外部機関（産・学・官）等とのネットワーク構築
・農林漁業金融公庫等の提携機関との勉強会及び情報収集
２．福岡事務所と連携した業種勉強会開催
・業種勉強会の定例開催継続
３．融資役による営業店指導
・本支店間の情報共有化のため業種情報の蓄積、整理
・融資トータルシステムを活用し、案件等を通じた営業店指導
４．融資トータルシステムを活用した業種・業界情報の蓄積、還元
・融資トータルシステムに行内業種別関連ホームページのリンク等により内容充実
５．融資役を中心とした担当業種調査レポートの作成
・業種担当融資役によるレポートの作成と行内ホームぺージ掲載による情報共有および
審査的営業活動への活用

Ｂ．地域に密着した営業を通じた将来性ある案件の発
掘・育成のための体制の整備・強化
１．県内のマーケット状況に応じたブロック運営態勢の
中で、各店舗の役割を明確にし､法人取引主要店舗とし
ての事業貸出強化店を拡大
２．営業統括部事業開発グループのコンサルティング能
力向上及び､ビジネスコンサルティングチームとの連携
による中小企業向け情報提供力・ビジネスソリューショ
ン力の向上

１．県内営業店テリトリーマーケット状況の分析
２．上記1に基づく県内事業貸出強化店の拡大
３．営業統括部事業開発グループのコンサルティング能力向上のた
め､担当業務に係る各種資格取得や研修派遣等を実施

１．県内営業店のマーケット状況分析に係る営業店テリトリーデータの更新作業
を実施（計２回）
２．ビジネスネットワーク研究会への行員派遣を実施(計8回)。
３．情報営業グループのコンサルティング能力向上のため､担当業務に係る研修
派遣・セミナー参加等を実施。(計41回)
・小口の事業資金取り扱いをメインとしたビジネスローンセンターを新設（平成
18年9月）。地域の中小企業向け融資サービス態勢の強化を図った。

１．営業店テリトリーデータを活用したマーケット状況分析に基づき、現行ブロック態
勢の見直しや県内事業貸出強化店の拡大等を検討していく方針。
２．情報営業グループのコンサルティング能力向上のため､今後も担当業務に係る研修派
遣・セミナー参加等を継続していく方針。
３．将来性のある案件の発掘・育成のための体制の整備・強化を継続していく方針。

○地域におけるベンチャー企業向け業務に係る外部機関
等との連携強化等
Ａ．日本政策投資銀行、中小企業金融公庫、商工組合中
央金庫等との情報共有、協調投融資等の連携強化」
１．各金融機関の特徴や活用方法等を整理し､行内へ周
知徹底を図る
２．個別案件毎に情報を共有し、協調融資の取組み等に
より各金融機関及び肥銀ベンチャーキャピタル㈱とのさ
らなる連携強化を図る
３．各金融機関との情報交換会の実施(目標：半期に3回
以上)
４．各金融機関との協調融資等の実施(目標：年度で5件
以上)

１．各金融機関との定期的な情報交換会の実施(情報共有化)
２．個別案件毎に各金融機関との協調融資等の実施(具体的活用)

１．各金融機関の特徴や活用方法等について、事業貸強化店会議やブロック勉強
会等にて行内周知を実施。
２．各金融機関との情報共有や協調融資等の取組強化のための行内態勢(活用ス
キーム)を検討中。
３．各金融機関との情報交換会の実施：23回
４．各金融機関との協調融資の実績：16件
５．日本政策投資銀行とのＰＦＩ共同幹事受託

１．今後も引き続き、案件発掘から各金融機関の特徴や機能を活用した協調融資までの
行内態勢整備を継続していく方針。

宮崎

１．現有の組織態勢を維持しながら、審査部門、営業推
進部門それぞれにおける各業種別担当者の連携を強化し
（一方で牽制機能は十分発揮しながら）、案件発掘、目
利き能力の向上を図る。
２．「ベンチャーファンド（仮称）」の早期立上げによ
る創業・新事業支援機能強化を図る。
３．政府系金融機関との継続的連携関係強化。

１．審査部、営業統括部の業種別担当者、営業支援グループの連携強
化を図るため、毎月１回以上、案件情報、営業推進情報等についての
定期的な情報交換の場を設ける。
２．「ベンチャーファンド（仮称）」の早期立上げ、積極的な投資を
図る。ファンド規模は３億円を見込み、創業・新事業展開を図ろうと
する事業者に対する支援機能を充実していく。
３．政府系金融機関等との情報交換や協調融資等の連携案件に対して
積極的に取組んでいく。

１．営業統括部における医業・農業の業種別担当を増員し、審査部との情報交換
会により案件情報を中心に取り組み強化を図った。
２．宮崎県下初となるベンチャーファンド「みやぎんベンチャー企業育成1号投
資事業有限責任組合」設立した。
３．日本政策投資銀行・商工組合中央金庫・中小企業金融公庫・農林漁業金融公
庫の４機関と定期的に情報交換会開催。

１．連携強化による情報共有により相互の専門性・ノウハウが向上した。今後も定期的
に情報交換を行い、案件発掘・育成・経営改善等のスキルアップを図る。
２．個別案件毎に関係4機関と積極的に情報交換。特に農林公庫とは、農業分野への更な
る取組強化と農業支援スキームの構築を図るため、情報交換会を随時開催していく。

肥後
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年９月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題

○アグリクラスター構想の推進
・産学官ネットワークの活用、政府系金融機関等との連
携を継続しながら、創業・新事業支援機能等の強化を図
るとともに、特に畜産業を中心とした農業分野の審査ノ
ウハウ等の構築を推進する。
・アグリクラスター関連業種向け貸出金残高増加額150
億円を目標とする（17年3月末を基準とした19年3月末の
残高増加額）。

・アグリクラスター専担者の配置（営業支援部）
・農林漁業金融公庫との連携を通した畜産分野の審査ノウハウ等の構
築・活用
・産学官ネットワークの活用、政府系金融機関等との情報交換、協調
投融資等の連携を継続

・アグリクラスター関連業種向け貸出金残高増加額 162億円
・営業支援部にアグリクラスター専担者を平成17年4月に配置（2名）
・専担者関与融資実績
　　畜産業等　：71件／6,327百万円
　　焼酎製造業：13件／3,863百万円
・「肥育牛」、「豚」について「在庫評価兼管理表」を作成
・「集合物譲渡担保契約」を利用した融資（証貸・手貸・当貸）を推進
　　動産（集合物）譲渡担保融資：36件／2,813百万円
・農林漁業金融公庫との連携推進
　　協調融資：10件／598百万円

・農業分野の審査・管理手法の構築について、今後は、「茶」「畑作」等へ取組み拡大
を図る
・引続き、案件における OJT、全体・地域別勉強会、マニュアルを通じ、行員の知識レベ
ルの向上を図る
・農林漁業金融公庫との連携態勢については、今後も継続・強化する

○融資審査能力（「目利き」）の向上
・現行の審査体制、研修派遣等を継続しながら、業界及
び企業の特性把握に努め、審査ノウハウの蓄積、審査精
度の向上を図っていく。
・審査部担当者の臨店指導を通した営業店のスキルアッ
プを図る。

・審査能力向上、案件構築サポートを目的とした審査部担当者による
臨店・企業実査の実施（店舗毎の課題に沿った指導）
・地銀協「目利き研修」等への継続的参加

・本部による臨店指導実施 269か店（審査能力向上、案件構築サポート、KeyMan
活用関連、営業利益改善活動関連）
・支店長トレーニー・融資トレーニーの実施67名
・営業支援部によるアグリクラスター・医業部門訪問（計 881回）
・地銀協｢目利き｣研修等行外セミナーへの派遣（実績30名）

・計画通り実施し、一定の成果をあげている
・今後も引続き、融資審査能力向上を図っていく

沖縄

○ベンチャー・新事業向け商品の見直し
1．「ニュービジネス企業育成資金」を見直し、経営革
新法など現行の法制下に基づく制度融資の創設を検討す
る。
2．開業を目的としている｢新規開業医｣の制度融資の創
設を検討する
1．地域特性を活かした業種別(観光産業、健康食品な
ど)新事業支援の制度融資の創設を検討する。
2．国際通りの空店舗対策として、インキュベート施設
の経営者に対してつなぎ融資を行っており、継続実施す
る。

1．営業を通じて情報収集を行い、営業統括部の事業性融資推進チー
ム(中小企業診断士2人含む)を活用した相談業務を実施する。
2．「ふるさと振興基金」の助成を通じて、創業・新事業を継続して
支援する。

1．開業を目的とした「新規開業医」の制度融資「ドクターズローン」を創設
し、併せて「既存開業医」向けに対する別バージョンも併設・開発した。
2．平成18年1月営業統括部内に医療・福祉支援チームを立ち上げ、医療関連業者
を含めた総合的な医療福祉事業への支援に取り組んでいる。外部コンサルティン
グに対抗できるコンサルティングノウハウの構築と蓄積を図り、顧客ニーズに対
応することを目的とする。

1．医療・福祉支援チームでは提携する医療関連機関との連携を深め、更に新規開業、リ
ニューアルを計画する医療機関への融資取組や経営相談に注力していく。
2．創業、新規事業を対象とする融資制度の創設は、ドクターズローンのみにとどまって
おり、各種提携を含め検討を継続していく。

<参考>創業・新事業支援機能等の強化に関する実績（64行計、平成18年度上期中）
①業種別担当者数（平成18年度上期末） 487名

15件 388百万円
③政府系金融機関等との協調投融資の実績（創業・新事業支援） 112件 19,396百万円

3件 1,686百万円
1,052件 10,230百万円
14件 1,517百万円

自行で組成したファンドへの出資回数・出資額 15回 2,693百万円
外部機関の組成するファンドへの出資回数・出資額 56回 4,204百万円

②「産業クラスターサポートローン」の実績

鹿児島

（注）新連携事業：「中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律」に基づく中小企業間の新たな連携の支援事業（融資実績）

④メザニン投融資の実績
⑤創業支援融資商品の実績
⑥新連携事業に対する支援のための実績（注）

⑦企業育成ファンドの組成・出資
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(2) 取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化
銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年9月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題

○ビジネスマッチングの推進
取引先企業からの真のニーズを掘り起こし、当行の持つ
ネットワークを活用することにより、企業の問題解決と業
容の拡大に貢献する。成約件数の目標（18年度）700件

１．主要法人先企業訪問の際にマッチング情報に関するニーズの
ヒアリングを実施し、真のニーズの吸い上げを行う。特に、地域
特性から本州への進出ニーズについては、ほくほくＦＧのルート
を最大限活かし北陸銀行との広域マッチングを展開する。
２．ニーズ企業の有効情報は、個別店及び全店あて紹介、また、
本部情報によりマッチング成果を狙う。
３．北海道経済産業局等主催のクラスターフォーラム等に積極的
に参加し新規企業の内容把握とビジネスチャンスを見出す。
４．質の高いビジネスマッチング業務を目指し、業務内容の主旨
を理解いただき各営業店に優良店舗表彰項目の目標の割り当てを
行う。

○平成17年度成約件数目標400件に対し656件の実績。
○平成18年度成約件数目標700件に対し511件の実績。情報発信重視か
ら成約重視への取り組みが実績につながる。

○取引先をいかに良く理解し、真のニーズを引き出すというマッチングの基本が浸透
してきている。
○ビジネスマッチングのシステム化については、システム完成し運用テスト中。18年
下期稼動は確実。

○コンサルティング機能の強化
１．交流会・商談会による販路拡大支援
ビジネス交流会・『食』特別商談会を継続開催する方向で
検討し、引き続き中小企業の販路拡大を支援する。
２．経営者向けのセミナー開催
取引先企業向けのビジネスセミナー及び「道銀・経営塾２
１」を継続開催し、引き続き中小企業の経営者・後継経営
者へ最新の情報提供を行う。
３．新たなコンサルティングサービスの導入
企業の経営改善に必要な新たなコンサルティングサービス
の導入を検討し、経営相談・支援機能の強化を図る。
４．海外ビジネス支援
中国・ロシアビジネス等海外進出支援体制の強化を図る。

１．交流会・商談会による販路拡大支援
(1)ビジネス交流会を継続開催し、道内外への販路拡大を支援す
る。
(2)『食』特別商談会を継続開催し、道内外への販路拡大を支援
する。
２．経営者向けのセミナー開催
(1)取引先企業向けのビジネスセミナーを年間15本程度開催し、
主に経営者層向けに最新情報を提供する。
(2)後継経営者を対象とした「道銀・経営塾２１」を継続開催す
る。
３．新たなコンサルティングサービスの導入
(1)企業の物流部門を見直しして効率化を図る「物流コンサル
ティングサービス」を導入する。
(2)企業の課題発見、意思決定ツールとして「業務監査支援サー
ビス」を導入する。
４．海外ビジネス支援
(1)北陸銀行とも連携を図る中で「ほっかいどう長城会」を中心
とした中国進出支援に取組む。
(2)ロシアにおける情報収集等を通じて、地元企業のロシア進出
支援に取組む。

○交流会・商談会による販路拡大支援
・17年5月に第1回「北海道の『食』特別商談会」を開催。
17年7月にフォローアップ･ミーティングを開催。
・17年9月に第2回「北海道の『食』特別商談会」を開催。
17年10月フォローアップ･ミーティンクﾞを開催。
・17年10月に北海道ビジネスフォーラム 2005及び第7回「北海道ビジネ
ス交流会」を開催。
・18年9月に第3回「北海道の『食』特別商談会」を開催。
○経営者向けのセミナー開催
・17年度にビジネスセミナー19本開催。
・18年度にビジネスセミナー8本開催。
・17年度「道銀・経営塾２１」開催。21名が卒業。
・18年度「道銀・経営塾２１」開催。42名が受講中。
○新たなコンサルティングサービスの導入
・17年10月から新サービス「物流コンサルティングサービス」を導
入。
・17年10月から新サービス「業務監査支援サービス」を導入。
・18年4月から新サービス「知財コンサル」を導入。
・18年9月から新サービス「ものづくり講習会」の募集を開始。
○海外ビジネス支援
・17年5月ユジノサハリンスクにおいて､｢トレードフェアＩＮサハリ
ン｣(商談会)を事務局として支援するとともに当行ブース参加。
・17年7月より、道庁職員(出向者)をほくほくFGとして受入、北陸銀行
上海駐在員事務所に1名派遣、現地体制強化。
・ほっかいどう長城会主催および協賛による中国関連セミナー7本実
施。
・中国人留学生と道内企業の交流会共催。
・中国人研修生受入セミナー
・18年2月長城会セミナー(中国PL法)
・18年7月に「北海道 week　in　瀋陽」開催。
・18年8月に瀋陽駐在員事務所開設。

○交流会・商談会による販路拡大支援
・18年10月に北海道ビジネスフォーラム 2006及び「第8回北海道ビジネス交流会」を開
催予定。
○経営者向けのセミナー開催
・ビジネスセミナー4本開催予定。
・後継者育成の「道銀・経営塾２１」の平成19年度募集を企画予定。
３．新たなコンサルティングサービスの導入
・「ものづくり講習会」により製造業の本格的な支援を展開。
○海外ビジネス支援
・国内顧客ニーズの吸収・整理・具体化を行っていく。
・行政との協調体制確立していく。

○アグリ分野に関する取り組み
アグリ関連ネットワーク「道銀アグリパートナーズ」を発
足し、農業を取り囲む顧客との情報交換により資金や商品
ニーズをキャッチ。これをマッチングの強化や農業生産法
人または農業者向けの資金対応に結び付けていく。

「道銀アグリパートナーズ」からの情報交換を密にして、農業者
やその周辺事業者のニーズを把握し、マッチングや融資にて対応
していく。

アグリ関連融資実行15件／678百万円。「道銀アグリパートナーズ」39
社加盟。

農業分野の融資は、地域性や業種別にばらつきがあり、今後幅広い対応も行ってい
く。

○要注意先債権等の健全債権化等に向けた取組の強化
１．経営改善計画の策定支援、その具体策の実施支援およ
び営業店指導等により、要注意先から破綻懸念先につい
て、債務者区分のランクアップを図る方針。
２．大口与信先を中心として実態把握を強化する方針。

１．企業支援室の対応先を絞り込み、方針を明確にすることとし
た。特に、与信額10億円超の要注意先、要管理先、破綻懸念先を
中心に70社を選定した。18年度は対象先を洗い替えし57社を選定
した。
２．過去のリレバン活動を継続する趣旨により、与信額1億円以
上10億円未満の要注意先、要管理先、破綻懸念先を支店主導先と
して270社を選定した。18年度は対象先を洗い替えし411社を選定
した。
３．18/上期までの債務者区分のランクアップ目標40社（本部主
導先を含む）を達成したため、18年度目標を70社（本部主導先を
含む）として取組む。

○17年度支援取組先340社（18年9月期限）に対しランクアップ実現66
社、目標40社に対し165.0%の実績。洗い替えした18年度支援取組先468
先に対する実績を含め、17年4月～18年9月までのランクアップ累計105
社の実績。
○進捗管理の徹底と外部機関の効果的な活用により、支援取組先の事
業計画書の作成率向上を進める。
17年度には外部機関主催顧客向け「経営計画策定講座」を斡旋。上期
より計3回実施し支店主導先のうち13社14名が参加。
18年度より事業計画取入フローに企業支援室を組入れし、より融資部
と連携を密にすることにより実効性の高い事業計画書の作成率向上を
促進する体制とした。
○営業店の提案力向上および問題解決の促進を目的とし、17年度にみ
すずコンサルティング(株)とアドバイザリー契約を締結し、17年8月よ
りコンサル相談会を実施。26ｹ店が参加し45社について検討した。18年
9月より地方におけるコンサル相談会開催を開始。初回は旭川地区で実
施。
○「企業情報連絡会」を6回実施。

○18年度についても当初目標に対するランクアップ実績は達成見込。引き続き債務者
区分のランクアップに向け活動強化していく。
○地方における企業再生業務の能力向上をコンサル相談会を効果的に活用し進めてい
く。

青森

○要注意先債権等の健全債権化等に向けた取組みの強化及
び実績の公表等
１．要注意・要管理先を中心に経営改善支援取組先を指定
し、取組み期間中に指定先を拡充していく。
２．更に、ランクアップ目標についても半期毎に設定。２
年間で２３先のランクアップを目指す。（経営改善支援取
組先の２０％程度）

１．経営改善支援取組先を半期毎に指定し、本部・営業店一体で
改善支援に取組む。 具体的手法は下記の通り。
・企業実調・経営者面談を実施し、当該企業の問題点、課題につ
いての認識を共有し、効率的な改善策を策定する。
・外部専門家(経営コンサルタント等)の紹介等により、業種別・
規模別の特性を加味した生産体制、営業体制の再構築を図る。

１．１７年度下期より経営改善支援先を１００先から１２０先に拡大
し、ランクアップ目標１７先（１７年度上・下期、１８年度上期の目
標合計）に対し実績２０先。
２．営業店一体での経営者面談を継続実施。
３．外部コンサル導入による収益改善への取組み及び経営改善指導の
継続実施。
４．営業店と一体での計画進捗及び取組み状況把握によるフォロー管
理を継続実施。

１．１７年４月以降、ランクアップ目標１７先に対し実績２０先と目標件数を上回る
結果。
２．経営改善支援取組先は引き続き１２０先として取組み、従来以上に経営者面談の
実施及び勉強会実施、外部コンサル導入等による改善への関与を深めていく予定。

北海道
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年9月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題
○取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化
・取引先企業のニーズを今後の推進態勢・管理手法等に反
映させるべく、中小企業オーナーに対するモニタリング等
を実施し、経営相談・支援機能の強化に向けた取組みを行
う。

・顧客ニーズを反映させた経営相談・支援機能の充実に向けた新
たな手法の構築に取組む。
・顧客の財務内容検証をサポートする｢みちのく財務診断サービ
ス｣等について推進態勢を強化、顧客ニーズを幅広く捉えたソ
リューション態勢の構築を図る。
・中小企業オーナーに対するモニタリングの強化を図り、法人向
け情報提供サービスを目的とする｢みちのくビジネスクラブ｣の組
織充実化に取組む。

・コンサルティング業務を専担とする「ソリューション営業部」を１
７年１１月より八戸、弘前、青森、函館の４地区に順次設置。
・１８年３月、中小企業基盤整備機構と業務提携し、経営相談・支援
業務強化に向けた態勢を構築。
・ソリューション営業部による「財務診断サービス」の提供を計１０
３先に対し実施。

・「みちのくビジネスクラブ」会員への情報提供等については、中小機構、地銀ネッ
トワークサービス（インターネット情報サービス）との提携サービスを展開。
・中小企業オーナーに対するモニタリングは、実効性を更に高めるべく、外部委託に
よる手法を検討中。
・経営相談、支援機能の強化は、ソリューション営業部を中心に展開し、中小機構
等、業務連携先とのタイアップにて、事業承継対策等の各種セミナーを１８年下期中
に開催する予定としている。

○要注意先債権等の健全債権化等に向けた取り組みの強化
営業店との連携を更に強化し、要注意先債権の早期健全化
を実現する推進態勢を構築する。

直近の債務者区分が原則、要注意先、要管理先、破綻懸念先のい
ずれかのうち、欠損金解消見込先等を「経営改善支援先」と位置
付け、営業店との連携強化のもと、健全債権化の早期実現を図っ
て行く。

・要管理先全先の債務者区分について、９月中間期末に一斉に見直し
を実施し、｢経営改善支援対象先｣を２４８社リストアップした。
・経営相談、支援機能の強化に向けて、｢経営改善支援マニュアル｣及
び金融検査マニュアル別冊（中小企業融資編）の｢事例要約版｣を行内
にて制定。
・経営改善支援対象先の決算内容及び債務者区分認定要因を分析・検
証を行い、「経営改善計画書」を策定。
・主要営業店２３ヶ店への臨店指導を実施し。

・１８年上期は、主要営業店２３ヶ店への臨店指導を実施、本支店一体となった継続
的な取り組み体制が確立された。
・１８年下期は、更に主要営業店への臨店指導を２０ヶ店実施することで計画してい
る。また、審査部担当者毎に重点支援先を１０社程度ピックアップし、本支店一体と
なった取り組みを個別具体的に展開して行く。

○健全債権化等の強化に関する実績の公表等
経営改善支援対象先に対しては、営業店と連携強化のもと
経営改善指導活動を継続的に実施し、健全債権化等の強化
に関する公表内容をより一層拡充する。

経営改善支援対象先の改善状況については、地域中小企業の参考
にも十分なり得るよう具体的な成功事例等を含め、債務者区分
別、地域別、規模別、支援内容別等に集計し、行内外に対し公表
して行く。

｢経営改善支援対象先｣を改めてリストアップしたことから、１７年下
期は、対象先の決算内容及び債務者区分認定要因の分析・検証を行
い、｢経営改善計画書｣を策定、健全債権化に向けた取り組みを強化し
た。
１７年１０月から１８年３月末までの支援活動により、６社ランク
アップした。
１８年上期では、新たに１７社のランクアップが実現した。（債務者

集 結 ）

地元企業に対する健全債権化に向けた取り組みについては、地域金融機関の重要な役
割と位置付け、継続的な活動を展開したところであり、今後は、具体的な成功事例等
についても行内外に公表し、情報の共有化を図って行く。

・ ビジネスマッチングの累積実績１，７０６件（目標１，５００件）
・ ソリューション営業支援依頼票による相談件数３７件
・ 各種商談会の開催
○「岩手県・岩手銀行合同選抜商談会」
開催日：１７年６月９日
開催場所：東京都大田区東京流通センター
開催内容：出展企業４５社、来場者５５０人、商談件数４５０件、
成約１７件、融資成果８件２６７百万円
○第３回「ビジネス商談会by Netbix」
開催日：１７年１０月２１日
開催場所：秋田県立武道館（秋田市）
開催内容：出展企業１５４社１２団体（うち当行関連４５社３団体）
来場者５，０００名、商談件数５４６件、成約件数１５７件
○地元スーパー３社に対する限定商談会
商談件数５２件、成約１７件

○「いわて食のマッチングフェア」の開催（岩手県と共催）
開催日：平成１８年７月１９日
開催場所：岩手県盛岡市
開催内容：出展企業７２社、参加バイヤー（首都圏等）７６社、個別
商談件数５３４件、商談成立４０件、商談継続３４５件
・ 県内建設業者の新事業進出を支援するため、「新規事業進出セミ
ナー」を開催した（１８年４月～６月にかけて３度開催し、のべ１７
９名が参加）。
・ １８年７月、インターネットを活用した事業者向けの会員制総合経
営支援サービスとして、いわぎんビジネスパートナー「Ｉ－Ｎａｖ
ｉ」（アイナビ）の取扱いを開始した。
・自動車関連誘致企業に地場企業（ＴｅＳＮｅｔ倶楽部会員等）を紹
介する活動を展開し、６社が受注成約となった。
・ ＴｅＳＮｅｔ倶楽部会員の育成を行った結果、４社が工場新築に着
手となった。また、４社が新会員として加入した。
・「M&A」業務への対応
１７年１２月、当行仲介案件第１号を成立させた（事業拡大を目指す
企業が後継者難の企業の経営を継承）。
・ １８年２月に中小企業基盤整備機構と業務提携覚書を締結した。
（取引先企業に対する経営相談・支援機能および創業・新事業支援機
能の強化を図る）
・ １８年８月に伊藤忠商事㈱と業務協力協定を締結した。
（当行のネットワークと伊藤忠商事㈱の総合商社機能との相互活用に
より地域経済の活性化と中小企業支援の促進を図る）
・ 「地元関連企業の応援」というコンセプトのもとに、岩手県・青森
県・秋田県の北東北三県に関わりの深い企業への投資を組み入れた地
域密着型の投資信託「北東北三県応援・外債バランスファンド～愛
称：郷土愛（ＡＡＩ）」の組成に、北東北三行ならびに投資委託会社
と共同で取組み、１８年３月より販売を開始した。

○要注意先債権等の健全債権化等に向けた取組みの強化・
公表
・ 経営改善支援の早期着手及び迅速な企業再生に資する
ため、キャッシュフローのモニタリングの強化等による不
良債権の新規発生防止や要注意債権の健全債権化を図る。
・ 基本的には、これまでのコンサルティング機能を活用
した手法で取組む。
・ 各期の目標（債務者区分ランクアップ先数）は、１７
年度上期８０先、下期２０先、１８年度上期３０先、下期
２０先の合計１５０先とする。

・ コンサルティング機能を活用して経営改善計画策定支援を強
化する。
・ 経営改善計画策定支援先で業況が悪化している先に対して
は、モニタリングを強化し、進捗状況によっては計画の再策定支
援を実施する。
・ 財務内容の健全化に向け、従来の行外専門家の専門的な視点
からの助言のほか、営業力強化策についても積極的に支援する。

・ １７年度の債務者区分ランクアップ先数は１４５先となり、目標の
１００先を上回った。
・ １８年度上期の債務者区分ランクアップ先数は７２先と目標の３０
先を上回った。
・ １７年４月～１８年９月までの債務者区分ランクアップ先数の累計
は２００先となり２ヵ年合計の目標を達成している。
・ 民間コンサルティング会社と提携して、個社別経営相談会を開催し
た。
・ 要注意先債権等の健全債権化等の強化に関する取組みの実績を各期
毎に公表した。

・ 本部・営業店連携しての取組みにより、これまでの債務者区分ランクアップ先数は
目標を大きく上回る実績となっている。
・ 今後もコンサルティング機能を活用した経営改善計画策定支援を中心に要注意先債
権等の上方遷移に引き続き取組んでいく。

・ ビジネスマッチング件数は目標を上回る実績で推移しており、情報営業活動が定着
してきているものと評価している。
・ 今後の取組み方針は以下のとおりである。
○「ＴｅＳＮｅｔ倶楽部」の会員増強と、会員への受注増加の支援を引続き行う。
○第４回Ｎｅｔｂｉｘビジネス商談会の開催により、首都圏企業との商談機会を提供
する。
○取引先企業の経営支援や販路拡大につながる「法人向けポータルサイト」の会員獲
得に努める。

・岩手県と共同による「合同商談会」を開催する。
・Ｎｅｔｂｉｘ（当行・青森銀行・秋田銀行の共同ビジネスネッ
トワーク）主催のビジネス商談会を開催する。
・「ＴｅＳＮｅｔ倶楽部」（Ｔｅｃｈｎｉｃａｌ Ｓｏｌｕｔｉ
ｏｎ  Ｎｅｔｗｏｒｋの略称：１５年８月、自動車製造の誘致企
業に部品を納入できる地場企業を育成することを目的に設立）の
会員増強を図る。
・自動車関連誘致企業との連携により、自動車関連産業の下請け
のできる県内地場企業を育成する。
・引続き情報営業の展開を図り、ビジネス・マッチングの成約を
積上げる。

・ 岩手県と共同により中小企業の支援を行う。
・ 自動車産業に関わる県内地場企業の育成を図る。
・ 商談会の開催や情報営業の推進により取引先企業の経
営相談等ソリューション営業を強化する。（ビジネス・
マッチング件数目標…半期毎５００件）

みちのく

岩手
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年9月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題
○要注意先債権の健全債権化等に向けた取組みの強化
・取引先との質の高いコミュニケーションの構築を進め、
経営改善計画の策定から、実現支援のための経営モニタリ
ングを通じて、中小企業の育成と体質強化に寄与するとと
もに、不良債権の新規発生防止や要注意債権等の早期健全
債権化への取り組みを強化していく。
・計画期間中に対象先企業の１０％以上のランクアップを
目標として取組む。また、ランクアップのみに捉われるこ
となく、キャッシュフローの向上、有利子負債の圧縮につ
いて継続的な取組みを進める。特にキャッシュフローの向
上については、地域経済活性化に寄与する部分が大きいこ
とから、重点的に取組んでいく。

○取引先企業の経営改善に向けた取組み
・ 「融資先管理要領」を改定し、従前の「企業支援先」に加え
て営業店主導での取組み先である「経営改善指導先」を制定。実
態に合わせた、より実務的、効率的な体系とするとともに、本部
と継続的に連携をとりながら、全行的な取組みを行う体制を構築
する。
・「企業支援先」と「経営改善指導先」を対象先として取組みを
行う。また、計画期間中に状況に応じて対象先企業の加除を半期
ごとに実施していく。
・経営改善の進捗状況を把握するために、定期的なモニタリング
を励行するとともに、対象先企業について本部・営業店間で半期
に一度、臨店による取組み方針協議を実施する。

通期では「企業支援先」「経営改善指導先」を合わせて、256先を対象
先として取り組み、25先について債務者区分が上位遷移している。
17年11月と18年5月には、取組み対象先の一部見直しを実施。また、17
年6月と12月及び18年6月には、営業店との取り組みの目線を合わせる
ことを目的として、「取組方針協議」を実施した。
18年8月には、国民生活金融公庫と経営改善支援の業務提携を締結し
た。

2年間の計画期間中に、対象先の10%以上の債務者区分上位遷移を目標として、取り組
みを進めており、中間点におけるランクアップ実績9.8%については、概ね順調な進捗
であり、19年3月期における目標達成の目処がついたものと捉えている。
一方で、経費削減等の経営改善は順調に進捗しているものの、売上の減少が続いてい
ることから、計画キャッシュフローの確保ができず、ランクアップに至らない企業も
見られることから、売上増加につながるタイムリーなアドバイスの提供が、今後の課
題であると捉えている。

○健全債権化等の強化に関する実績の公表等
・要注意債権等の健全債権化の強化に関する実績（体制整
備状況、経営改善支援取組み先数、債務者区分のランク
アップ先数等）について半期ごとに公表する。また、主要
なランクアップ事例について可能な限り具体的な形で情報
開示していく。

○健全債権化等の強化に関する実績の公表
・取組みの実績については、半期ごとに、体制整備状況、経営改
善支援取組み先数、ランクアップ先数、ランク維持先数の計数を
公表する。また、主要なランクアップ事例について、業種や手法
等可能な限り具体的な形で、ホームページ等により情報を開示す
る。

上記の実績、主要な事例について17年12月及び18年5月に当行ホーム
ページに掲載し、公表を行った。

実施スケジュールに沿って進めており、順調に進捗しているものと評価している。下
期実績、主要事例については18年11月に公表予定である。

七十七

＜取組方針＞
［取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化］
・中小企業に対するコンサルティング機能及び情報提供機
能の充実による支援強化
［要注意先債権等の健全債権化に向けた取組み］
・不良債権の新規発生防止と資産健全化への営業店・本部
一体となった取組み強化
［健全債権化等に関する実績の公表］
・経営改善支援に関する「体制整備の状況」、「取組状
況」、「取組先数及びランクアップ先数」等および事例の
公表
＜目標＞
・ビジネスマッチングの情報提供件数 年間７００件以上
・ランクアップ先数  ７０先程度（１７・１８年度累計）

［取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化］
・「ビジネス商談会」の開催
・税理士会、商工会議所等との連携強化
・市場誘導業務（株式公開支援）開始とＭ＆Ａ業務拡大
［要注意先債権等の健全債権化に向けた取組み］
・信用格付の適時実施と動態把握先制度を活用したキャッシュフ
ローのモニタリングによる貸出資産の不良債権化の防止
・ランクアップ対象先に対する「経営改善計画書」の策定指導お
よびコンサルティング機能の発揮
・各種再生手法の活用
［健全債権化等に関する実績の公表］
・ランクアップ実績・事例の公表

［取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化］
・「ビジネス商談会」（仙台）、「地銀合同商談会」（上海）を開
催。
・県内の商工会議所と提携し会員向けの金利優遇融資商品の取扱いを
開始。
・市場誘導業務（株式公開支援）を開始し、株式公開支援機能を強
化。
・Ｍ＆Ａ業務を拡充し、事業拡大や事業承継に対する相談・支援機能
を充実。
・ 宮城県商工会連合会と提携し会員向けの金利優遇融資商品の取扱い
を開始。
・ 中小企業基盤整備機構と連携し取引先向け株式公開支援セミナーを
開催。
［要注意先債権等の健全債権化等に向けた取組みの強化］
・信用格付および貸出先の動態把握を適時実施。
・経営改善指導等のランクアップ活動を展開。
・ 審査部内に「企業支援室」を設置し、ランクアップ活動への取組み
を強化。
・ ｢事業者ローン＜ランクアップ保証口＞」（宮城県信用保証協会保
証付無担保融資）の取扱いを開始。
［健全債権化等の強化に関する実績の公表等］
・ランクアップ実績･事例を公表。
＜目標に対する実績＞
・ ビジネスマッチングの情報提供件数
１７年４月～１８年３月  　　７５９件
１８年４月～１８年９月　１，３２４件
・ランクアップ先数  　　　　　 ９１先

［取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化］
・進捗状況は順調と評価。
・今後は､「ビジネス商談会」を継続開催するとともに､市場誘導業務､Ｍ＆Ａ業務等新
種業務による支援を強化。
［要注意先債権等の健全債権化等に向けた取組みの強化］
・ランクアップ目標に対する実績は順調に推移。
・今後は、信用格付と動態把握の継続と、コンサルティング機能の発揮による経営改
善指導を積極的に展開。
［健全債権化等の強化に関する実績の公表等］
・今後、実績・事例を公表。

秋田

　中小企業へのコンサルティング機能、情報提供機能なら
びにビジネスマッチングについて、一層の充実をはかる。
　なかでも、取引先への商談機会の提供件数400件（17～
18年度累計）を目標とする。

１　(財)あきた企業活性化センターの持つ支援機能などを有効利
用するため、行内ビジネス支援情報や各種マニュアルを整備す
る。
２　技術開発や新事業関連については従来の産学官連携に加え、
政策投資銀行の「技術事業化支援センター」の活用を進める。
３　より踏み込んだ情報提供と相談機能の充実のため、「ビジネ
スクラブ」の組成を検討する。
４　株式公開支援など市場誘導業務に積極的に取り組む。
５　引続きＮｅｔｂｉｘやビジネス商談会の開催によりビジネス
マッチングの機会を提供するとともに、これらの機能を利用する
企業の裾野を拡大していく。

１　ビジネスマッチング実績：商談338件、成立127件
２　北東北三行合同商談会(第4回)の開催決定（18年11月東京）
３　政策投資銀行「技術事業化支援センター」への企業紹介　3先
４　「情報渉外支援ハンドブック」「Ｍ＆Ａマニュアル」「中小企業
支援ハンドブック」を制定
５　市場誘導業務の取扱い開始（18年3月）
６　「日本ＳＭＥ格付け」取得仲介業務開始(18年4月)2先取得済み
７　Ｖ２１の総括を実施の上、後継の成長企業支援施策(Ｖ２)を開始
８　ビジネスクラブの組成を組織決定（19年1月プレ稼動、19年4月本
格稼動）

１　北東北三行合同商談会は、北東北３県での開催を一巡し、東京での開催（18年11
月）を決定した。
２　組成の決定したビジネスクラブについては、稼動に向けた準備を進める。
３　企業支援運動（Ｖ２）のリストアップは順調に進んだ。今後は、リストアップ先
に対するソリューション活動の活性化に一段と注力していく。
４　その他の事業はスケジュ－ルどおり進捗している。

東北
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年9月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題

北都

○取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化
・取引先のニーズに応じた経営情報や広範なビジネスマッ
チング情報の積極的な提供を実施する態勢を整備し実行の
促進を図る。
・ビジネスマッチング情報および、Ｍ＆Ａ、事業多角化・
株式公開等の有効な情報の提供を目的として、商工団体・
外部専門家・外部機関等との連携強化・有効活用を図る。
・エリアサポートチームによる取引先へのコンサルティン
グ活動を実施する。
〔実施目標〕
ビジネスマッチング情報提供件数800件
ビジネスマッチング件数　　　　300件

・ビジネスクラブでのビジネスマッチング活動を、会員以外の当
行取引先を含む広範囲な活動へ拡大するとともに、ビジネスマッ
チング情報の収集・提供をするための態勢を整備し、本部での情
報管理・実績管理機能を強化する。
・営業店に対して、ビジネスマッチング情報の収集・提供・成約
へ向けたインセンティブを付与し推進を図ると同時に、手数料化
へ向けた検討を実施する。
・商工団体および外部機関との提携商品の発売や、連携強化によ
る情報提供・企業支援を実施する。
・取引先の事業拡大に向け、ビジネス商談会の開催等を実施して
いく。

・17年7月、18年7月｢北都ビジネスフォーラム　ビジネス商談会｣開
催。
・課題解決型営業における｢ビジネスマッチング運動｣を推進中。
・ビジネスマッチングの促進に向けて、行内ネットを活用した「情報
ＢＯＸ」を新設。
・企業の株式公開支援等を目的に証券会社との連携による市場誘導業
務を開始。

・17年度・18年上期ともにマッチング計画目標達成
・17年度～18年上期の実績
「マッチング成約実績」　377件（目標20件）
「マッチング情報提供」　836件（目標750件）
・課題解決型営業により引続きお客様の本業支援に注力。また、より良いマッチング
に向け、商談内容を重視・推進していく。

１．やまぎん日経ＢＰ経営者クラブ等の組織を活用した情
報提供では、より実践的な経営情報に関する講演・セミ
ナーを継続開催する。
２．やまぎん経営塾を継続開催する。
３．コンサルティング業務やＭ＆Ａ業務の取組みについ
て、既存提携先との連携を一層強化するとともに提携先の
拡充による課題解決力向上に努める。
４．証券会社、監査法人等との提携による市場誘導業務に
ついて検討する。
５．本部専担者による経営相談・支援機能の強化を行う。

１．顧客ニーズに即したテーマを厳選し、やまぎん日経ＢＰ経営
者クラブ等のセミナー開催を充実する。（17・18年度開催目標40
回）
２．やまぎん経営塾のさらなる内容充実につとめ、継続開催す
る。
３．外部専門家等との連携による取引先向け「人材育成プログラ
ム」を検討する。
４．ビジネス交流会・商談会および食・農業がテーマのマッチン
グ・フォーラムを開催する。
５．証券会社、監査法人等との提携による市場誘導業務について
検討する。
６．経営相談・支援機能強化に向けた法人取引推進班を編成し、
営業店サポート体制を強化する。
７．好事例の行内周知を行う。

１．やまぎん日経ＢＰ経営者クラブ等による経営実務セミナー等を30
回開催した。（17・18年度開催目標達成率　75％）
２．第5期･第6期「やまぎん経営塾」を開催した。（第5期：17年12月
終了･3地区･対象27社)（第6期：18年6月開始･3地区･対象24社）
３．若手経営者や後継者を対象に「やまぎん新風塾」を新たに開催し
た。(第1回：17年11月終了･対象22社)（第2回：18年6月開始･対象16
社）
４．従来のセミナー等を見直し、また内容を追加のうえ、外部専門家
等との連携による取引先向け「人材育成プログラム」として体系化し
た。
５．食･農業がテーマの「山形フード＆アグリフォーラム」を開催し、
ビジネスマッチングを実施した。（17年11月）
６．食･農業･環境がテーマの「やまがたビジネスマッチングフォーラ
ム」を開催し、332件の商談を実施した。（18年9月）
７．市場誘導業務について証券会社、監査法人と提携し（17年9月）、
33社に対し提案活動を行った。
８．34件のＭ＆Ａ案件に取組み、3件成約した。
９．人材斡旋業務やＭ＆Ａ業務、セキュリティー業務について、外部
専門家（企業）と業務提携し、コンサルティング業務の強化をはかっ
た。
１０．営業企画部内に法人取引推進班を編成･配置し、個社別の情報収
集や提案などの営業店サポート活動を実施した。
１１．山形大学と産学連携協定を締結した。（18年9月）

１．取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化が図られている。
２．体系化した取引先向け「人材育成プログラム」への取組みを継続・強化する。

１．本部と営業店が対象先をリストアップのうえ、再生の
可能性を見極めながら実態把握と改善事項の進捗管理を行
う。
２．キャッシュフローのモニタリング強化等による不良債
権の新規発生防止や、新たな再生手法を活用しながら、要
注意債権等の健全債権化に向けた取組みを一層強化する。
３．健全債権化等の強化に関する実績や好事例については
可能な範囲で公表を行う。

１．本部と営業店が協働で企業実態把握と経営全般の課題を抽出
のうえ、収益力増強と財務体質の健全化を図り、債務者区分のラ
ンクアップおよびランクダウン阻止を目指す。（17・18年度ラン
クアップ目標70先）
２．経営改善の優先度が高い企業を「本部重点支援先」に指定し
重点的支援を実施する。
３．地域特性を踏まえ「ホテル・旅館業」、「建設業」の取引先
への経営支援強化を図る（地元の特徴的な業種を対象とした
「面」の再生）。
４．ＤＥＳ、ＤＤＳ、 ＤＩＰファイナンス、事業再生ファンド
等の活用、検討を継続実施する。
５．公表内容等の見直しについては地銀協などの業界団体等より
情報収集を行いながら対応を検討する。

１．営業店、本部協働による支援活動の結果、債務者区分ランクアッ
プ先は65先となった。（17年・18年度目標達成93％）
２．経営改善の優先度が高い企業を「本部重点支援先」に指定し、優
先度をより明確にした対応を行った。
３．支援先への経営コンサルタント導入など、外部専門家と連携した
支援活動を強化した。
４．融資部（審査担当）に加え、企業支援室でも業種別審査を一部導
入した。（「ホテル・旅館業」、「建設業」）
５．外部専門家との連携を強化し、DES、DDS等、新たな再生手法のノ
ウハウを構築した。
６．実績や好事例については、「地域貢献に関する情報開示」、「地
域密着型金融推進計画の進捗状況」、「地銀協アンケート」を通して
公表した。

１．経営相談・支援業務や再生業務に関するノウハウの積み上    げが図られてい
る。
２．今後は経営改善のスピード（アップ）を重視し、優先度をより明確にしたうえ
で、支援活動の一層の強化を図る。
３．業種別審査（業種別担当）を通じて、業界情報および改善ノウハウの共有化を継
続推進する。
４．早期事業再生に向けて外部専門家との連携を強化し、案件に応じた再生手法の活
用を継続検討する。
５．実績や好事例については、「地域貢献に関する情報開示」、「地域密着型金融推
進計画の進捗状況」、「地銀協アンケート」を通して公表する。また、個別事案等に
ついても可能な範囲で公表を行う。

山形
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年9月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題
○取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化
・情報提供ツールの充実を図り、情報提供態勢を確立す
る。
・経営情報やビジネスマッチング活動に対する行員の啓蒙
活動を通じ、中小企業への情報提供、コンサルティング機
能を強化する。

○セミナー、講演会の開催
・関連会社を含めた各種セミナー、講演会を実施し、中小企業へ
の情報提供活動を実践していく。
○中小企業へのコンサルティング機能の強化
・グループ企業による人材派遣、ＩＴコンサルティング等により
取引先企業に対する支援機能を強化していく。

○セミナー・講演会の開催
・次世代後継者向け勉強会「東邦ビジネスカレッジ」を開催した。
・当行グループ会社による講演会を３２回実施した。
○中小企業へのコンサルティング機能の強化
・当行グループ会社によるＩＴコンサルティング業務実績【４２先／
２６百万円】

○専担部署、グループ会社を含めて、中小企業への有益な情報提供、支援等を実施し
ている。
○セミナー、講演会の開催等により情報提供を行うとともに参加者の交流を図ること
でビジネスマッチングにつなげていく。

○要注意先債権等の健全債権化等に向けた取組みの強化並
びに実績の公表等
・融資部「経営サポートチーム」や融資管理部「企業経営
支援室」等、専担部署の新設・拡充により経営改善支援態
勢を整備強化。取引先企業の経営改善支援を全行的な運動
として一層強化し、銀行の本来業務として定着・継続させ
ることにより、地域経済の発展と貸出資産の健全化を図
る。
・また、全行的な活動の活性化と担当行員のレベルアップ
を目的とした研修等の諸施策を積極的に実施する。

○「改善運動２００５」の積極展開
・全行的かつ全員体制による経営改善支援取り組みの一層の強化
を図るため、融資渉外全係全員が原則１人１社以上の担当先を選
定し、経営協議会の開催や経営改善計画書の策定等による支援を
実施する。

○「改善運動２００５」の積極展開
・「改善運動２００５」の対象先として４０１先を抽出、その内、融
資部「経営サポートチーム」が優先的に関与する優先サポート先８７
先（平成１８年３月末現在）を選定し、当該企業との経営協議会や経
営改善計画書の策定等、経営改善指導を実施した。
　＜平成１７年度の取組実績＞
　【４０１先のうち債務者区分上昇先：３４先】
　【経営改善計画書の策定実績：８６先】
　【経営協議会開催実績：２７５先に対して４７０回開催】

○「改善運動２００５」「改善運動２００６」の展開
・一人一社運動を主要活動施策として展開する中で、多くの行員が改善運動に携わ
り、幅広くかつ裾野の広い経営改善支援を行い、一定の成果を収めることができた
が、取組姿勢において支店間のバラツキもみられることから、今後更なる活性化と定
着化実効性の確保を図っていく。
また、計画策定済先については改善実効性を図るためモニタリングを継続していく。

○取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化
・中小企業に対するコンサルティング機能及び情報提供機
能の一層の強化を図るため、以下の項目に取り組む。
(ｱ)行内ＰＣネットワーク・「常陽ビレッジ」の活用。
◎ 拠点からの情報に基づく目標成約件数：400件
(ｲ)ビジネスマッチング活動の強化。
(ｳ)Ｍ＆Ａ､事業承継､株式公開支援など多様化するニーズ
への対応。
(ｴ)他団体等との連携強化、外部専門家・機関等の活用。

(ｱ)･ポータルサイト「常陽ビレッジ」の会員増強、各種情報の提
供。
　 ･営業拠点における顧客情報の有効活用（仕入・販売情報
等）。
(ｲ)･物作りに関する「常陽ビジネス交流会」（商談会）を開催。
　 ･アグリ関連業種関する「食の商談会」を開催。
(ｳ)･Ｍ＆Ａ、株式公開支援、社債発行、事業承継、金利・為替リ
スクのヘッジ等、総合金融サービスの充実。
　 ･医療関係における開業ニーズ支援、各種セミナー開催、業者
紹介。
(ｴ)･Ｊフォーラム（全行ベース）、経営研究会（拠点ベース）の
充実。
　 ･商工団体、税理士協同組合、農業法人協会との連携強化。
　 ･常陽産業研究所による経営コンサルティング･セミナーの実
施。

(ｱ)･拠点からの情報に基づく成約件数：537件。
・ ｢常陽ビレッジ｣ビジネスマッチング登録 397件、うち商談中239件。
・ ｢常陽ビジネスマッチングサービス｣契約先61社。
(ｲ)･｢食の商談会｣（17年6月･11月、18年6月）、｢常陽ビジネス交流会｣
（17年9月）の開催に加え、いばらき産業大県フェア2006への特別協賛
等を通じ、お客様へ新たな商談の機会を提供。
(ｳ)･本部渉外を通しての取組（成約）実績件数：389社。
　　～Ｍ＆Ａ、株式公開支援、社債発行、事業承継等
　・医師開業セミナーの開催（17年9月）。
(ｴ)･常陽産業研究所によるコンサルティング:53社、セミナー:71回。
・環境対応融資商品「常陽エコセレクトローン」取扱い開始。

・「常陽ビジネスマッチングサービス」契約先の増加に加え、「食の商談会」、「常
陽ビジネス交流会」など各種商談会の定着などにより、営業情報の成約件数は537件と
修正目標である400件（当初200件）を半年前倒しで達成。引続き、当行が有するネッ
トワークを活用し、金融サービス以外の様々な顧客ニーズへ対応するとともに、お客
様の営業支援に取り組んでいく。

○健全債権化等に向けた取組みの強化、実績の公表等
・ 営業拠点・本部が一体となった再建支援体制により、
引続き、要注意先債権の健全化に向けた取組みを強化す
る。
◎経営改善実績：経営改善支援取組対象企業の20％
・ 債権健全化等に関する実績について情報開示を行う。

・ 個社別に再生シナリオを策定し、取組方針を明確化する。
・ 取引先企業の格付の維持・向上にむけて、本部・拠点行員の
スキルアップを図るため、外部講師を招いた経営支援セミナー、
勉強会を実施する。

・ 格上げ実績については経営改善支援取組企業 441先中36先。
・ 改善計画策定支援は再策定を含め82先。加えて改善計画の見直しを
随時実施。
・ 経営改善計画策定支援のスキルアップを図るため、外部コンサルに
よる集合セミナーを開催したほか、企業経営支援室による営業拠点向
け巡回勉強会（21回）を開催。

・ 従来の活動状況を踏まえ、問題点の再分析や取組方針の再検討を行ったことから、
個社ごとの取組目標がより明確となっており、徐々に経営改善支援の成果が結実して
いる。
・ 外部機関活用による再建計画策定や継続的な改善指導・要因分析により、今後とも
個別の債務者ごとの取組方針に従って進捗管理を強化し、実績につなげていく。
・ 本部と営業拠点との連携強化、セミナーの開催等を通じ、取引先企業の経営改善計
画策定について、より一層の支援スキルの向上を図る。

関東つくば

○要注意先債権等の健全債権化等に向けた取組みの強化
・本部と営業店の担当分掌をはっきりして、短期的に成果
が得られるようにする。
・抜本的な経営改善計画の策定支援とモニタリングを基本
とし、外部機関との連携で早期事業再生に取組む。
・取引先企業並びに当行行員に対して、経営改善の重要性
を啓蒙し、ノウハウを提供して行く。
・取引先の実態に即した事業再生スキームを選択・活用す
る。

・本部は50百万円以上の要管理先・破綻懸念先を主担当とし、そ
れ以外を営業店が担当し、本部がサポートする形で連携を強化す
る。
・本部担当先については、中小企業再生支援協議会や企業再生
ファンド、ＤＤＳ等を中心とした、事業再生スキームを選択・活
用する。
・税理士・経営コンサルタント会社・サービサー等の外部機関と
の連携を強化し、経営支援先に最適な事業再生スキームを検証
し、スピードアップとスキルアップを図る。

・経営改善支援先を見直し、累計 256先を選定した。
・経営改善支援先の対応方針を見直した。
・経営改善支援先の対応方針に基づいた活動とモニタリングを実施し
た。

・従前と変わり、全ての50百万円以上の要管理先・破綻懸念先の対応方針協議を個々
に行った上で、経営改善支援先を選定し、これを本部主担当として取組みした。この
結果、本支店の意思統一が図れ、責任も明確化されたために、業務のスピードアップ
が図れた。
・全店に経営支援業務が定着するよう研修等を行なった。
・前期反省を踏まえ営業店が主管する経営改善支援先の取組について個社別に再生ス
キーム・改善計画を指導した。
・支援先に対する管理体制をより強固なものとし営業店との連携を強化しながら推進
を図ってゆく。

東邦

常陽

n-isayama
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年9月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題
○取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化
(1) オーガニック情報営業の機能拡充し、情報提供機能の
強化を図る。
(2) 経営相談や経営支援などの課題解決型営業を拡充する
ため､実践的研修を行うとともに､ＯＪＴおよび成功事例の
共有活用に取組む｡
(3) 取引先企業の販路拡大等のニーズに基づく、適時･適
切な情報提供を行う。
(4) ビジネスマッチング成約件数目標　各期80件（累計
320件）
(5) 経営相談・支援機能の強化に向け、お客様との接点拡
大を図るため、融資機能を持つ機能特化型店舗の拡大によ
る有人店舗チャネルの再構築を進める。

(1) 情報営業ツールとしての行内イントラネットの機能拡充によ
り活性化を図る。
(2) 課題解決型営業の実践的研修としての「ブラッシュアップ講
座」の企画実施。
・法人渉外担当者等（代理･係長）対象　年3回（各25名募集）
(3) ＯＪＴおよび成功事例の共有活用への取組み。
(4) リテールセンター（機能特化型店舗）への機能変更による営
業店ネットワークの再構築。

(1) 行内イントラネットに「店周680業種融資審査ガイド」（銀行研修
社）の業種情報を掲載。
(2) 本部宛情報・僚店間情報を行内イントラネットに搭載。
(3) 融資提案、融資審査に関する研修実施、104名参加。
(4) 行内ＯＡオーガニック情報（2,790件）、僚店間情報（3,541
件）、ビジネスマッチング成約件数（431件）
(5) リテールセンター等軽量化店舗への機能変更　53か店（累計）
(6) 青葉公認会計事務所（香港）と業務提携し、支援体制強化。

(1) 当初計画通り進捗。
(2) 情報関連インフラの機能拡充により、情報件数の増加に寄与した。今後も機能改
善等の対応を行う。
(3) 法人開拓グループと連携した「経営相談・支援機能」「課題解決型営業」を担う
人材育成に向け、ＦＰ・財務提案・ベンチャー支援機能等組合わせた研修企画・業務
運営等、内容の充実を図る。

○要注意先債権等の健全債権化等に向けた取組みの強化お
よび健全債権化等の強化に関する実績の公表等
(1) 定期モニタリング制度の運用により、時系列での債務
者管理を実施し、予期せぬ倒産の発生防止を図るととも
に、行内の債務者実態把握の手法・目線を発展･統一さ
せ、リスク管理手法定着化のツールとしても活用する。
(2) 経営改善にコンサルタント等の外部専門家を活用し、
ランクアップに向けた取組みを強化する。
(3) 健全債権化等の強化に関する実績については、半期毎
の開示を継続実施していく。

(1) 定期モニタリング制度
ア．正常先･要注意先･要管理先の一定貸出金額以上の取引先に対
し、四半期毎に月次業績データ（試算表・資金繰表等）による定
量的要因分析と訪問実査による定性的要因分析を実施。
イ. 実態把握に基づき、対象先の業績悪化シグナルの早期発見
と、適切な指導を実施。
ウ．対象先にかかわる本部指示事項について、営業店の履行状況
を定期的にフォロー。
(2) 健全債権化等の強化に関する実績について、本推進計画の公
表に合わせて半期毎の開示を継続する。

(1) 定期モニタリングの実施(17年4月～18年9月：853先)。
(2) 経営コンサルタントを活用し、取引先企業の経営相談・支援の実
施（コンサルタント契約先数：8先）。
(3) 取引先への当行行員出向による、再建支援（6名）。
(4) 半期に1度、健全債権化等の強化に関する実績の開示。

(1) 当初計画通り進捗。
(2) 引続き、計画に沿って継続実施。

群馬

○中小企業に対するコンサルティング機能及び情報提供機
能の一層の強化
・ビジネスマッチング情報の収集・蓄積、営業店への提供
情報の充実。
・商工団体等との連携強化や外部専門家・外部機関等の有
効活用。
・株式公開支援業務、社債発行支援業務、Ｍ＆Ａ業務な
ど、中小企業の新規事業展開、事業拡大・多角化等への支
援。

・ビジネスマッチング先の発掘と有効面談の増加及び取引先に対
するビジネスマッチング商談会への参加支援。
・企業育成ファンドによる投資、株式公開アドバイスの実施。
・「銀行保証付私募債」などを活用した資金調達支援。
・Ｍ＆Ａ情報ネットワークの充実と複雑で専門性の高いＭ＆Ａ
ニーズへの対応に向けた税理士、弁護士等専門家との連携強化。

・ビジネスマッチング情報の収集・蓄積・活用を進めた。
　新規契約先56先  累計114先、成約　32件（27先）。
・取引先企業の株式公開を支援する市場誘導業務の取扱いを開始した
ほか、株式公開セミナーを監査法人等と共同で開催した。
・食品に関する商談会「食の交流会」の開催を企画・立案した。
・私募債の取扱い実績　 139社160億円　累計379億円。
・Ｍ＆Ａの取扱い実績　 7件。
・医療制度改革等に関するセミナーを開催した（ 361名参加）。

・ビジネスマッチングへの取組みが進展したほか、Ｍ＆Ａや株式公開支援業務などの
推進による成果が生まれている。
・ビジネスマッチング、Ｍ＆Ａ、株式公開支援業務などへの取組強化や外部機関との
連携強化に努め、取引先企業に対するコンサルティング機能および情報提供機能の一
層の充実を図る。

○取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化
良質な情報の収集・蓄積、高度な相談にも対応できるス
タッフの充実、外部機関との提携等を進め、地元中小企業
の経営強化・地域経済活性化に向け、経営相談・支援機能
の強化に取り組んでいく方針。

・ Ｍ＆Ａ、ビジネスマッチング、海外進出支援業務に係る情報
収集・蓄積、帯同訪問による支援強化
・ 顧客ニーズに応じた経営情報・ビジネスマッチング情報の提
供支援活動
・ 外部専門機関の活用、近隣地銀との連携強化による、Ｍ＆
Ａ、ビジネスマッチング、海外進出支援業務の強化
・ 投資ファンドの投資先及び見込先等への経営指導や情報提供
等による株式公開支援活動、市場誘導業務への取組みによる支援
機能の拡充
・ 退職年金制度のコンサルティング及び４０１ｋ（確定拠出年
金制度）の運営管理機関受託
・ セミナー参加等による本部担当者のスキルアップ

○担当者スキルアップ
・ 証券会社４社との提携により「市場誘導業務」取扱開始（17年11
月）。取引先紹介２４件。
・ 法人コンサルティングサービスについては帯同訪問による提案を継
続実施。
＜海外進出支援：取引先訪問１８９件・情報提供１３７件、Ｍ＆Ａ：
案件相談等１２４件・成約２件、ビジネスマッチング：情報取扱３３
３件・成約５６件＞
・ 企業年金（４０１ｋ）の導入３社、職域個人型４０１ｋ事業所登録
受付２５社。

・ 海外進出支援業務は、潜在的な海外進出ニーズの一層の発掘が課題。
・ Ｍ＆Ａ業務は、情報の収集・蓄積の強化及び担当者のスキルアップが課題。
・ ビジネスマッチングは、情報の収集・蓄積と質の向上が課題。
・ 株式公開支援は、市場誘導業務の浸透と定着、取引先の株式上場ニーズの収集の強
化が課題。
・ 企業年金（４０１ｋ）は、取引先ニーズの収集により、４０１ｋだけでなくニーズ
に応じた最適な制度の選定を促し、導入を支援していく。

○要注意先債権等の健全債権化に向けた取組みの強化及び
実績の公表
・不良債権の発生未然防止と再生支援に向けた取組みを強
化
・企業経営支援のサポート機能強化のため、本部専担者・
営業店担当者の能力・スキルの向上を図り、抜本的な経営
改善に向けた体制を強化する
・実績公表と公表内容の充実
・19年3月期不良債権比率目標(金融再生法ベース)3％未満
・支援対象先の債務者区分ランクアップ先数目標：２年間
累計３００先

・営業店の支援対象先に対する取組み状況の検証・指導
・「経営計画策定支援システム」活用による企業再生支援の強化
・埼玉県中小企業再生支援協議会・政府系金融機関等との連携に
よる再生支援強化
・短期集中的な改善支援が必要と思われる先については、取引先
と協議しコンサルタントの導入を斡旋
・不良債権新規発生防止のため、キャッシュフロー重視のモニタ
リング強化
・体制整備状況、経営改善支援の取組み状況等の公表

・営業店における経営改善支援対象先 (18年上期301先)に対する検証・
指導の実施
・支援システムを活用した再生支援「企業診断･中長期経営計画」の作
成　835先
・埼玉県中小再生支援協議会等との連携により、企業再生案件2件まと
める
・本部専担者の営業店臨店を増加し、モニタリングを強化することに
より不良債権の新規発生防止を図った

・17年度以降通期では、債務者区分ランクアップに向けた経営改善支援取組み先 646先
のうち、236先（36.5％）がランクアップし、相応の実績が上がっていると評価。支援
対象先の多くが自社の問題点を直視し改善に取組んでおり、支援活動の効果が表れて
いる
・課題としては、経営者本人に再生に向けた意識改革をさせるまでには粘り強い交渉
と時間が必要となるケースがあるため、企業経営支援室と営業店が連携を密にし、経
営改善支援の取組みを継続していく

足利

武蔵野
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年9月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題
取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化に向けて、
ビジネスマッチングの取組みを強化するほか、高度なサー
ビスを提供できる人材の育成を進めていきます。

1.お客さまのニーズを収集するとともにＣＲＭによる一元管理を
実施し、情報のマッチングを進めていきます。
2.ビジネスフォーラム、商談会を開催し、ビジネスマッチングの
機会を創出します。
3.中小企業診断士の継続的な育成を進めるとともに、行内・外部
研修等をつうじて人材の育成を継続していきます。

1.｢ビジネス＠ちばぎん」の「ビジネスマッチング」ニーズ登録が268
件となりました。
2.17年6月に「中国」、17年11月に「ＩＴ経営革新」及び18年7月に
「食」をテーマとしてビジネスフォーラムを3回開催しました。また、
個別商談会については23回開催しました。
3.中小企業診断士養成のため、外部教育機関に4名派遣しました。
4.行内研修を3回開催し49名が受講しました。

【現状分析】
ビジネスマッチングニーズの登録を進めているほか、ビジネスフォーラムや個別商談
会の開催など、取引先企業の経営相談・支援機能の強化に向けた取組みが着実に進捗
しています。
【評価及び今後の課題】
取引先企業に対し、当行のビジネスマッチングの取組みの周知が進み、特に個別商談
会では、開催実績が増えたことで、成約件数も増加傾向にあります。今後ともさまざ
まな業種で商談会を開催し、取引先企業の販路拡大を進めていきます。

○要注意先債権等の健全債権化等に向けた取組みの強化、
健全債権化等の強化に関する実績の公表等
これまでの取引先との密接な関係をもとに、財務内容の実
態や経営能力、事業の成長性等を的確に把握し、適切な経
営改善支援により債務者区分のランクアップを図っていく
とともに、経営改善によるランクアップ先数等の公表を継
続していきます。

1.審査部再生支援グループと、地区法人営業部、企業戦略支援担
当が定期的にミーティングを開催し、経営改善によるランクアッ
プ事例の紹介などにより再生ノウハウの共有化を図っていきま
す。
2.不良債権比率を３.５％程度まで引下げます。
3.経営改善支援取組先のうち２割のランクアップを目指します。

1.県内ブロック幹事店に設置した地区法人営業部、企業戦略支援担当
を中心に経営改善支援取組み先487先に対して、経営改善計画書の策定
支援及び進捗管理を実施しました。そのうち104先の債務者区分のラン
クアップが図れ、ランクアップ率は21.3％となりました。
2.企業再編ファンドスキームを活用した会社分割による再生支援を実
施するとともに、当該先にシンジケートローンを組成し、エグジット
ファイナンス（再生計画終了にあたっての融資）を実行しました。

【現状分析】
お客さまの身近な所での再生支援を基本に、県内ブロック幹事店に設置した地区法人
営業部、企業戦略支援担当を中心とした経営改善支援活動を継続実施した結果、不良
債権比率も17年3月末の4.5％から3.3％まで1.2%低下しました。
【評価及び今後の課題】
本部及び営業店一体となった活動を継続実施しており、相応の成果をあげています。
今後については、経営改善支援取組先数の増加を図るとともに、本部と営業店の連携
を今まで以上に強化していきます。

千葉興業

1.中小企業に対するコンサルティング機能、情報提供機能
の一層の強化
①業種別商談会、経営塾等におけるセミナー開催により、
コンサルティング機能の一層の強化を図る。
②外部専門家、外部機関との情報共有等により、特定業種
（医療、介護、農業、漁業等）の育成を図る。
③提携証券会社等を活用し、私募債発行支援・引受業務、
Ｍ＆Ａ、ビジネスマッチング業務等の多角化するニーズに
積極的に対応していく。
2.中小企業支援スキルの向上
①実践的な集合研修を実施。通信講座の受講・外部検定試
験資格取得も奨励する。
3.要注意先債権等の健全化に向けた取組み等
①「経営改善計画書」策定指導を主体とした取組みを継
続。
②要注意債権等の健全債権化に向けた取組みを強化する。
③経営改善取組項目の公表内容充実を図る。

1.中小企業に対するコンサルティング機能、情報提供機能の一層
の強化
①業種別商談会の実施（半期1回）。
②経営塾の開催（月1回）及び二期生の募集。
③ニーズ別セミナー開催（半期1回）。
④特定業種への育成融資（福祉医療機構との協調による介護保険
対象施設建設資金など）の取扱（半期5件）。
⑤医療法人に特化した「医療専担チーム」新設。
⑥市場誘導業務（半期2先）、私募債（半期5先）。
2.中小企業支援スキルの向上
①ビジネスマッチング等フィ－ビジネス提案勉強会の開催（受講
者数378名）。
②情報提供力強化を目的としたナレッジトレ―ニ―の実施（参加
人員15名）。
③「企業支援力育成・強化研修」の開催（受講者数80名）。
④地銀協外部研修への派遣（派遣人員5名）、通信講座の受講奨
励（受講者数150名）、経営支援アドバイザ―２級取得奨励（合
格者数20名）。
3.要注意先債権等の健全化に向けた取組み等
①「経営改善計画書」策定先を含む個別企業支援先として約400
先を選定。選定先のうち計画策定先は計画進捗管理・個別指導を
実施する等モニタリングを強化すると同時に計画と実績が大幅乖
離している先については原因分析を徹底し修正計画策定支援を実
施。計画策定未了先についても計画策定指導及び経営改善アドバ
イスを継続的に行う。
②資金繰注視先定期的訪問管理」強化等による不良債権新規発生
防止及び審査役による「個社別案件・方針相談会」実施により具
体的支援策を検討して行く。
③経営改善取組項目の公表内容の充実。

中小企業向けコンサルティング機能、情報提供機能の強化としては、
16年9月に設立したちば興銀「経営塾」において、19回のセミナー・視
察会を実施し将来の県内経済を担う事業経営者の育成に貢献。
また、設備業・建設業向け商談会や病院経営者向けにメディカルマ
ネージメントセミナーを開催。
ビジネスマッチングにも積極的に取組み、福祉医療機構との協調先に
対するビジネスマッチングは5件の実績。
18年度下期についても、中小企業に対するコンサルティング機能、情
報提供機能の一層の強化を図る。

中小企業に対するコンサルティング機能、情報提供機能の一層の強化については、ほ
ぼ目標達成しており、18年度下期についても継続的に対応していく。
経営改善計画策定支援及び助言アドバイス等の継続実施により、18年度上期までに経
営改善支援取組み先のうち75先の債務者区分ランクアップしたものの、依然として建
設業及び小売業(特に東総・県南地区)の業績不振、債務者区分の劣化が顕著であり、
経営改善計画策定先及び資金繰注視先定期的訪問管理先を中心にモニタリングを徹底
し、経営改善支援を強化していく。また、18年度下期より本部臨店指導の中でダウン
サイド先に対する個社別改善策を指導していく予定。

東京都民

○取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化
1.中小企業に対する行内のコンサルティング機能の一層の
強化を図る。
2.「商売プラザ」、「ＣＮＳ情報サイト」の活用により、
情報提供機能の一層の強化を図る。

1.行内専担部署において、取引先の株式公開、Ｍ＆Ａ、社債発
行、海外進出（主として中国、アジア地域）支援を積極的に行
う。
2.「商売プラザ」の年1回開催と参加企業数の増加を図る。
「ＣＮＳ情報サイト」の登録企業増加、活用促進を図る。

1.取引先の株式公開先7先・公開専門機関紹介先13先、Ｍ＆Ａ新規支援
取組先75件、社債発行175件(210億円)、海外進出支援取組先44先の実
績。
2.「第4回商売プラザ」を17年7月に、「第5回商売プラザ」を17年12月
に実施。「第4回」は参加企業33社79名、商談件数118件。「第5回」は
参加企業60社132名、商談件数282件。「第6回商売プラザ」を18年10月
に計画。参加企業見込み45社。
3.「ＣＮＳ情報サイト」活用推進策としてパンフレットのリニューア
ル実施。サイト会員向け案内メールを月1回送付し、新たなコンテンツ
として「経営相談窓口」の取扱を開始。

コンサルティング機能強化、ビジネスマッチングへの取組みは計画通りに推移。今後
も、中小企業に対するコンサルティング機能、情報提供機能の一層の強化を図ってい
く。

横浜

○取引先のニーズに応じた経営情報の提供や広範なビジネ
ス・マッチング情報の提供
・情報専担者による情報の共有化を積極的におこない情報
の受発信を活性化させる。
・取引先企業に鮮度の高い情報を提供することにより、ビ
ジネス・マッチング成約件数の増加をはかる。
・浜銀総合研究所のコンサルティング機能の充実、および
地元商工会議所、諸団体等の研修会への講師派遣に積極的
に取組む。

・「情報マイスター会議」の継続開催。
・行内イントラネットの活用。
・「情報マイスター」の増強。
・本部サポート機能強化。
・コンサルティングについては、浜銀総合研究所の活用を一層進
める。
・関連会社が中心となった、地元商工会議所、諸団体等による中
小企業向け研修会への講師派遣。

・「情報マイスター会議」の継続開催（9回）。
・「情報マイスター」を37名から51名に14名増員し、体制強化。
・ビジネス・マッチング成約件数　 794件。
・浜銀総合研究所の活用実績を評価し、インセンティブを付与。
・懇話会、地元商工会議所、諸団体等による中小企業向け研修会への
講師派遣（延べ161名）。

・「情報マイスター会議」の継続開催や担当者の増強を通じ体制強化をはかり、ビジ
ネス・マッチングの成約件数の一層の向上を目指す。
・研修会等への講師派遣は当初計画どおり実施。

千葉
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年9月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題
・中小企業に対するコンサルティング機能、経営情報提
供、ビジネスマッチング機能の強化を図る

①コンサルティング機能強化
ｱ．経営相談所のコンサルティング業務拡大
ｲ．弁護士・税理士による無料相談の継続
ｳ．個社別研修、公開セミナー開催
②経営情報提供機能・活用強化
・自社株評価パソコン診断、各種小冊子発行、インターネットに
よる経営情報提供を強化し、一層の活用促進を図る
③ビジネスマッチング・Ｍ＆Ａ業務強化
ｱ．ビジネスマッチング・Ｍ＆Ａ業務への取組強化
ｲ．「だいし経営者クラブ」の活動を強化することにより、広範
なビジネスチャンスを提供する
④中小企業の海外進出支援
・中国派遣者が一時帰国して行う情報提供活動をはじめ、中国ビ
ジネス展開企業の支援を継続。併せて、取引先企業の貿易業務実
務担当者の育成支援を実施する

【17年度の実績】
①相談件数：2,955件、コンサルティング件数：56件、個社別研修会：
77回
②自社株評価36件、小冊子16誌発刊
③活動実績を営業店表彰項目として設定
③ビジネスマッチング利用企業137社、Ｍ＆Ａ成約1件
③だいし経営者クラブ全体会での展示会･プレゼンテーションを開催
④地域勉強会の実施4回、企業訪問64社
【18年4月～9月の実績】
①相談件数：1,510件、コンサルティング件数：32件、個社別研修会：
58回
②自社株評価10件、小冊子9誌発刊
③取引先のマッチングニーズ支援として「企業紹介サービス」を開始
③だいし経営者クラブ全体会を開催し、県内外企業のビジネス交流を
支援
④中国派遣者が一時帰国し、地域勉強会の開催や企業訪問による支援
を実施したほか、取引先企業の貿易実務担当者の育成を支援するセミ
ナー等を開催

①17年度は、経営相談機能の高度化・多様化に取組み数値目標を達成
③ビジネスマッチングについては、だいし経営者クラブの活動強化などを通じ、今後
も継続して提供機会を拡大していく方針。また、「企業紹介サービス」については、
提携企業を拡大し更なる機能強化を進めていく方針
④一時帰国者による本社等訪問は回を重ねるごとに、外為取引に結びつく可能性が高
い具体的な面談が増加。また、地域勉強会や取引先企業向け貿易セミナーについては
参加企業から好評を得ているが、今後は開催地域やタイムリーなテーマ設定などの検
討が必要

○要注意先債権等の健全債権化等に向けた取組みの強化
①健全化推進活動、モニタリング活動の継続並びに活動内
容の充実を通じて、対象先の債務者区分の早期ランクアッ
プを図り、不良債権の新規発生を防止する
②外部機関等との提携を交え本部専門機能を更に充実さ
せ、全営業担当者の支援能力の向上、スキルアップを図る

①健全化推進活動の展開
・17年度は、要注意・破綻懸念先の中から経営改善支援取組先
412先をエントリーし、債務者区分の早期ランクアップを推進
・18年度は、審査部･取引先支援室に「健全化活動支援ライン」
を設置し、「重要支援先」として116先を選定。本部と営業店連
携のもと選定先の経営改善支援に取り組むと共に、営業店の健全
化活動全般をバックアップ
②モニタリング活動の展開
・正常先のうち中･低位格付先並びに要注意先（含む要管理）の
大口与信先から対象先を選定。主に債務者区分のランクダウン防
止に軸足を置いた活動を展開（17年度：36先、18年度：45先）
③経営改善能力養成研修の実施等
・「リーダー養成研修」及び営業店での「店内ビデオ研修」を実
施（17年度）
・ブロック別貸出資産健全化会議の定期的開催を通じて取組情報
の共有化を推進し、実践力を強化（18年度）
④本部機能の充実
・取引先支援室による実地活動

①17年度の経営改善支援取組み先のうち18年9月末までののランクアッ
プ実績：117先/412先（28.4%）
18年度の取組み先（重要支援先）のうち18年9月末までのランクアップ
実績：6先/116先（5.2%）
②モニタリング活動による対象先のランクダウン防止率：17年度
80.6%、18年度上期95.6%
③各店の推進リーダーに対し集合研修を実施の上、「研修用ビデオ」
による店内研修を順次実施（17年度1年間で287名が受講修了）18年5月
に「ブロック別貸出資産健全化会議」を開催
④取引先支援室の所管先に対し、営業店と連携のもと、適宜、外部専
門家とも連携した上で経営の早期再建に向けた実地活動を展開

①17年度活動の成果から、17年度対象先基準でのランクアップ数は17年度実績の80先
から117先に増加。一方、18年度から重要支援先として選定した116先については、改
善に時間を要する先が中心であったこともあり上期中のランクアップ先は6先と低調。
改善のスピードアップを図る方針
②モニタリング活動については、18年度上期に90%以上のランクダウン防止率を確保。
概ね計画通りに推移

・ 取引先企業が求める情報を的確に捉え、ニーズに沿った
情報提供を行うことは、地域金融機関に必要とされる機能
と認識している。
・ 積極的に情報収集を行い、コンサルティング機能、情報
提供機能の充実を図る。

・ 取引先企業に必要とされる情報、取引先企業から求められる情
報提供体制の整備に向けて現状を精査・発展させる。
・ ホクギン経済研究所ならびに同社が提携する外部機関と連携し
た経営相談業務を継続するとともに実績分析を踏まえて取組内容
を改善する。
・ 技術協力室の専門的な技術関係情報の提供を継続。
・ 広範なビジネス・マッチング情報の提供。

・ ホクギン経済研究所が提携する外部機関と連携して、10社の経営相
談に取り組む。
・ 技術協力室が新潟大学、新潟県工業技術総合研究所と連携して、新
商品開発の技術支援を実施。
・ にいがた産業創造機構と当行が「新潟ＩＴ経営応援隊プロジェク
ト」を主催し、取引先企業の情報経営革新を支援。
・ 「第９回ホクギンソリューションセミナー」を実施し、取引先企業
の技術課題解決を支援。

・ 引き続き、取引先企業のニーズを的確に把握し、ニーズに沿った付加価値の高い情
報の発信に取り組む。

○要注意先債権等の健全債権化等に向けた取組みの強化
・ 経営改善支援活動は地域金融機関の本業であると認識
し、全行挙げて企業再生への取組みを継続することによ
り、地域経済の活性化と新たな資金需要の開拓を行う。
・ 要注意先以下の当行メイン先を中心とした取引先企業の
経営改善支援を継続実施することにより債務者区分のラン
クアップ、またはランクダウン防止を図る。
・ 健全債権化等の強化に関する実績等を半期ごとに公表。

・ 本部専担部署による支援体制の強化。
・ 営業店に「経営改善支援責任者」を配置し、全行的な取組みと
する。
・ 本部・営業店で連携して対象先を選定し活動状況の報告、経過
管理を行う。
・ 取組み実績等の公表は、公表内容の充実を検討したうえで、
ホームページ等で半期ごとに行う。

・ 融資第二部内に企業支援グループを配置、支援体制を強化。
・ 外部講師による、支店長、経営改善支援責任者、担当者向け研修を
実施、ノウハウ蓄積を図る。
・ 営業店、本部の融資担当者を行外研修に派遣。
・ 支援対象先267社のうち債務者区分ランクアップ実績は33社。
・ これらの取組みにより公表不良債権比率は17年3月末比△1.00%の
4.13%。

・ 計画に沿って、体制整備は予定通り実施した。
・ 19年3月まで「経営改善支援特別運動」を実施するが、支援活動を地域金融機関の本
来業務と捉え、本部で営業店臨店指導を行うなど、引き続き全行的な取組体制を継続
する。

第四

北越

n-isayama
27/141



銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年9月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題
○経営相談・支援機能の強化
１．中小企業に対するコンサルティング機能、情報提供機
能を一層強化するとともに、情報の質の向上、事後管理の
徹底を図る。
２．中小企業支援スキルの向上に向けた取組みを強化す
る。

１．外部専門家、技術アドバイザー、山梨中銀経営コンサルティ
ングおよび中小企業診断協会山梨県支部などによるコンサルティ
ング機能、情報提供機能の充実を図る。
２．「山梨ちゅうぎん経営者クラブ」の会員増強を図り、各種セ
ミナー等を通じて経営情報の提供を強化する。
３．中小企業支援センターとの情報交換を通じ、地域企業の支援
強化に努める。
４．営業店網および「山梨ちゅうぎん経営者クラブ」等を活用
し、中小企業支援センターの利用促進を図る。
５．中小企業支援センターが開催する創業塾等へ当行の中小企業
診断士等の派遣を継続、同センターの活動を支援する。
６．提供される情報の内容を検証、より有効性の高い情報収集へ
の行員の認識向上を図る。
７．ビジネス情報などの重要情報については、活用状況等の
チェック態勢を整備し、情報の有効活用を図る。

１．コンサルティング機能の強化により、経営コンサルティング契
約、指定管理者制度コンサルティング契約、Ｍ＆Ａアドバイザリー契
約等を締結した。
２．指定管理者制度活用セミナーを開催（２回）した。
３．「山梨ちゅうぎん経営者クラブ」の会員増強を図った。（１８年
９月末会員数１，２０７名）
４．「経営後継者育成セミナー」、「価格競争に負けない提案力・交
渉力」他のセミナーを開催した。
５．山梨中銀経営コンサルティングによる成功事例を紹介、行内での
共有化を図った。（Ｍ＆Ａ、ＩＳＯ等）
６．ビジネスマッチング情報について、進捗状況を一覧表にし、全行
掲示版に掲載した。また、地域開発情報等により情報活用の好事例を
紹介した
７．ビジネスマッチング機能の充実を図るため、特定企業との顧客紹
介に係る業務提携を行った。
８．取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化を図るため、当行
グループのほか、公共・経済団体や研究・専門機関などの外部機関の
経営支援メニューを、中小企業者のニーズに応じて組み合わせ、ワン
ストップで提供する「山梨中銀経営支援コーディネートサービス」の
取扱いを開始した。

１．技術アドバイザーや山梨中銀経営コンサルティングをはじめとした外部専門家と
の連携によるコンサルティング態勢は構築されてきており、その実績も増加傾向にあ
る。今後は取引先への啓蒙活動を強化するとともにさらなる機能強化に努める。
２．「山梨ちゅうぎん経営者クラブ」の会員数は過去最多となった。一方、活用され
ている機能に格差があり、また活用・非活用の会員に格差があることから利用促進策
の検討が必要である。
３．平成１８年３月、中小企業支援センター県内４支部は廃止され、事務局のみ存
続。状況を見て事務局と情報交換を実施する。
４．情報業務に対する各店の取組み態勢に温度差が見られるため、ブロック内会議や
推進役臨店時に情報活用の重要性・有効性等について周知徹底を図るとともに、好事
例の紹介等を通じて、行員のスキルアップ・マインドアップを図る。

９．中小企業者への情報提供ツールとして、当行をはじめ、山梨県・
国などの公的機関が実施する事業者向けの支援制度（融資・公的助成
金等）の概要を収録した「ビジネスサポートガイド」を発行した。
１０．地域の中小企業者に対する総合支援策等に係る情報交換を通じ
て、地域経済の活性化に取組んでいくことを目的として、当行、やま
なし産業支援機構、山梨県信用保証協会の三者による「業務連携・協
力の覚書」を締結した。
１１．ブロック単位での顧客向けビジネスセミナー（Ｍ＆Ａ、ビジネ
スマナー各１回）を実施した。
１２．「ソリューション営業の取組強化」および「ビジネスマッチン
グの有効活用」についてブロック内勉強会を開催した。
１３．取引先の販路拡大支援を目的に、インターネット上のビジネス
マッチングサイト「フーズインフォマート」（食関連）、「風林火山
ビジネスネット」（製造業関連）と業務提携を締結した。
１４．医療・介護分野への支援、取組強化を図るため、「医療・介護
分野に関する推進会議」を開催した。
１５．アグリビジネスに積極的に取り組む県内事業者に対し、県内外
のバイヤーとの商談の場を提供し、販路開拓・拡大を支援する「やま
なし食のマッチングフェア」を開催した。

○健全債権化に向けた取組強化および公表
１．業務提携した金融機関、外部専門家や山梨中銀経営コ
ンサルティング(株)等を有効活用し、取引先企業に対し広
範かつ専門性の高い経営支援機能を提供する。
２．経営改善支援取組み先を拡大し、本部・営業店の連携
による取引先への経営改善指導を強化する。
３．要注意先債権等の健全債権化に向けた取組みを強化す
る。
４．健全債権化等の強化に関する実績を公表する。

１． 外部専門家や中小企業再生支援協議会等と連携した専門性
の高い経営指導の実施
２． 業務提携した金融機関と共同でのモニタリングおよび経営
指導の実施
３． 山梨中銀経営コンサルティング(株)との連携強化
４． 経営改善支援取組み先および経営改善計画策定先の拡大
５． 経営計画策定ソフトを活用した営業店主体での経営改善計
画の策定
６．経営改善取組み実績等の公表

１．当行メインの取引先企業に対し、中小企業再生支援協議会と連携
し経営改善計画を策定した。
２．当行メインの取引先企業に対し、山梨中銀経営コンサルティング
（株）と連携し経営改善計画を策定した。
３．営業店主体による経営改善計画策定の対象先を選定し、経営計画
策定ソフトを活用した計画策定を推進した。
４．金融機関の協調支援体制構築のため、中小企業再生支援協議会の
調整機能を活用した。
５．当行メインの取引先企業に対し、外部コンサルタントと連携し、
経営指導及び事業・財務デューデリジェンスを実施した。
６．融資エキスパート養成研修の一環として受講生が各店の取引先企
業に対する経営改善計画を策定するなど、実践的な研修を実施した。
７．経営改善支援取組み先331先に対し、期間中で64先の債務者区分が
上昇した。

１．業務提携した金融機関、外部専門家や山梨中銀経営コンサルティング（株）等と
の連携を強化し、広範かつ専門性の高い経営改善支援を実施した。今後も、本部・営
業店の連携を強化し、取引先企業に対する経営改善支援を実施していく。

山梨中央
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年9月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題
○中小企業に対するコンサルティング機能、情報提供機能
の一層の強化
・情報活性化によるビジネスマッチング成約の増加
　2年間の目標成約件数　1,500件（400件から上方修正）
・コンサルティング案件連絡カードの活用による課題発
見・解決営業の強化
・八十二ビジネススクエア機能の活用による経営相談・情
報・商談などのサービス提供
・グループ法人、監査法人、税理士法人など協働によるコ
ンサルティング実施
・後継者問題、事業多角化・拡大等 M&Aニーズに対応

・有料のビジネスマッチング契約の締結先拡大
・外部コンサル機関との連携強化、ネットワークの構築

＜ビジネスマッチング成約件数1,446件＞
・コンサルティング会社等とのビジネスマッチング契約２６先
・八十二ビジネススクエア会員数２，３３７先(９月末)
・Ｍ＆Ａ勉強会(１４回)、医療経営セミナー（２回）、事業承継セミ
ナー（４０回）実施

・営業店、本部での情報の積極的な活用により、成約件数は順調に推移。引続き以下
のとおり取組んでいく。
・「地銀５行による食の商談会（１１月」、「信州食の商談会（２月）」の開催
・各種商談会出展サポート（随時）
・八十二ビジネススクエア無料キャンペーンの実施（１１月～２月）
・介護事業業者等とのビジネスマッチング契約締結
・事業承継対策に精通する有力コンサル機関との提携
・医療経営セミナー（１２月）、Ｍ＆Ａセミナー（１月）、事業承継セミナー（随
時）の開催
・法人取引方針書策定によるコンサルティング案件カードの活用強化
・ＩＰＯ志向先企業への支援強化

○不良債権の新規発生防止、要注意先債権等の健全債権化
等に向けた取組強化
・キャッシュフローのモニタリング強化等による不良債権
の新規発生防止
・要注意先債権等の健全債権化に向けた取組強化
・ランクアップ先数目標
　経営改善支援先312先のうち70先を2ヵ年でランクアップ
させる。

【要注意先債権等の健全債権化に向けた取組強化】
・経営改善計画策定と実行状況のチェック・フォローの徹底。
・業種別会議の開催による支援手法等ノウハウ提供。
・資産良化プロジェクト（ＰＪ）延長による当行全体での取組徹
底。（17年度中）
・融資部調査Gによる再生支援有料コンサルの開始。

・ランクアップ先数　85先 進捗状況の分析・評価
・平成15年度から取組んでいる資産良化プロジェクトの結果18年3月末には目標を大幅
に上回る不良債権の削減を実現した。
・引き続き取組んだ18年上期は目標設定対象先のランクアップ先数が85先となり、修
正目標90先に対し後5先となった。
今後の課題・方針
・ランクアップ先数の目標達成。
引き続きランクアップ先増加をはかると共に、業績悪化の未然防止のため経営改善支
援先の個社別管理を強化する。

＊数値目標に対する17年上期から18年上期の実績
「顧客・僚店貢献運動」　 32,544件（進捗率108.4％）
「ビジネスマッチング業務」2,137件（進捗率85.4％）
・「北陸三県一斉経営相談会」の実施（ 17/6）　54ヶ店、512名の相談
受付
・「ほくほくＦＧビジネスフォーラム 2005」の開催（17/9）
 　　　　　　　　　　今回実績 　　　　昨年比
－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
出展企業数　　　 86社 　　　　　　＋5社（＋ 6.2％）
来場者数　　　　 2,100名 　　　　 ＋900名（＋75.0％）
企業面談件数 　800件　　　　　　＋500件（＋166.7％）
成約・商談継続件数 240件 　　　＋205件（＋585.7％）

・中国・上海で「ビジネスマッチング商談会」を開催（ 17/12）
　北海道、静岡、千葉、八十二銀行との共同開催
当行取引先の出展企業数16社、16社の商談件数250件
・各種セミナーの開催 (17/4～18/3月)
【株式公開セミナー】　出席者：28社　43名
会場等：富山、石川、福井の3会場
共催：監査法人トーマツ、北陸キャピタル
【新会社法セミナー】出席者：76社　145名
会場等：富山、石川の２会場
共催：あずさ監査法人、みずほ信託銀行
 【「ほくぎんビジパ倶楽部」会員向け】出席者：53名
会場等：富山、石川、福井の3会場
【富山県建設業協会向け】出席者： 32名  計3回
【北陸三県の信用金庫向け】 30名   計3回
（他に相続・事業承継、金融資産運用、Ｍ＆Ａ、確定拠出年金等、顧
客向けセミナーを開催…計17回、389名出席）
・北陸経済研究所がみずほ総合研究所と包括業務提携（ 17/9）
・「ほくりく長城会」講演会の実施（ 17/7） 前上海ローソン総経理
「上海における販売戦略」…130名参加
・「ほくりく長城会」会員を対象とした中国向け中国語ＨＰの開設お
よび「上海長城会」の結成（17/9）
・「ほくほくＡＳＥＡＮ会」設立（ 18/2）
・横浜銀行との業務提携（ 18/3）
　3行海外情報ネットワークの立ち上げ等

○要注意先債権等の健全化等に向けた取組みの強化等
・営業店が主体となって経営改善支援取組み先を選定し、
経営改善計画の策定・見直しサポート、並びに計画実施の
進捗管理を主なテーマとして、本支店の連携をさらに強化
して取り組む。経営支援改善取組み先を406先に拡大し
て、ランクダウンの防止と業績の向上を図り、25％以上の
ランクアップを目指す。
・経営支援改善取組み先を見直し、18年9月末時点では390
先。
・健全債権化等の強化に関しては、定期的に実績を公表す
るとともに、公表内容の拡充を図る。

・経営改善支援先取組み先の進捗を定期的に把握し、ＰＤＣＡを
徹底
・企業支援タスクフォースが培ったノウハウを営業店に広めるべ
く、再生良好事例の行内周知と臨店指導を強化
・企業再生マニュアルの充実を図るとともに、活用を促進
・企業支援機動チームによる集中的な改善計画策定支援

・17年3月末基準で経営改善取組み先を見直しし、営業店へ選定先を通
知（17/7～9）
・経営改善支援取組み先の解除基準を明確化するとともに、経営改善
計画策定に関する運用ルールを制定（17/8）
・営業店での進捗管理を徹底し、本部の指導を強化するために、経営
改善支援取組み先に対しての月次進捗管理表を制定し、定期的な本部
へ報告を行う体制とした（17/9）
・「できる企業再生」を発刊し、営業店へ良好事例等を紹介（期中：
計18回）。
・17年9月末基準で経営改善支援取組先の追加選定作業を実施、新たに
37先を追加選定し、営業店へ選定先を通知（17/11）

『経営改善支援取組み先443先（17年4月当初406先）のうち、25％以上のランクアップ
を目指す』との目標の達成に向けて一層の注力が必要であるが、17年度下期に続き、
大口先の再生については着実に進捗しており、ランクアップ実績も前期末の28先から
34先増加した。
なお、経営支援改善取組み先の見直し状況は下表の通り。

経営支援改善
取組み先                      追加選定先          完了等による解除先
17年3月 ４０６先                 －                        －
17年9月 ４３９先                 ＋３７先                 △　４先
18年3月 ４１３先                 ±　０先                 △２６先
18年9月 ３９０先                 ±　０先                 △２３先
　

○コンサルティング機能及び情報提供機能の一層の強化
・本部・営業店のコンサルティング能力やビジネスマッチ
ング機能の一層の強化により、総合金融サービス機能の充
実を図る。
「顧客・僚店貢献運動」
マッチング件数　目標　30,000件（17/4～19/3）
「ビジネスマッチング業務」
成約件数　目標　2,500件（17/4～19/3）
・より多くの中小企業が参加可能な各種セミナーや相談会
の企画・共催により、中小企業のニーズへの積極的な対応
を図る。

・「顧客・僚店貢献運動」の継続（活動開始は平成5年から）
・手数料を収受する「ビジネスマッチング業務」の本格展開
・ビジネスフォーラムの開催
・北海道銀行とのビジネスマッチング情報の交換
・法人向けインターネットによる会員制経営情報提供サービス
「ほくぎんビジパ倶楽部」の展開（17年1月開始）
・事業承継、Ｍ＆Ａ、金融資産運用セミナー等を開催するととも
に、中小企業のニーズに沿った個別コンサルティングを実施
・監査法人、証券会社等と連携し、確定拠出年金、株式公開セミ
ナーを開催
・中小企業支援センター等と連携して、経営相談会を開催
・中小企業基盤整備機構、日中投資促進機構等と連携し、海外進
出セミナー等を開催
・「ほくりく長城会」を中心とした中国ビジネス等海外進出支援

数値目標として掲げた「顧客・僚店貢献運動」は目標を達成し、「ビジネスマッチン
グ業務」は順調に推移。
また、「ビジネスフォーラム」については、地域に関連の深い業種に特化したり、地
域大型プロジェクト（東海北陸自動車道開通）に関連したテーマとするなど、知恵を
絞った取組みを展開し、好評を得た。なお、横浜銀行をはじめとするグループ外の他
金融機関とも協調し、ネットワークも拡げることで、更なる情報提供力の強化、支援
機能の強化に努めていく。
各種セミナーについても、会社法やＭ＆Ａなどタイムリーなテーマを取り上げ、当行
への期待が従来以上に高まっていることを踏まえ、引き続き積極的な取組を行ってい
く。

八十二

北陸
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年9月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題
○取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化
・ ビジネス・マッチングにより積極的に取組む。
・ 産学連携を強化するため富山大学との包括的連携協力
を締結し、地元中小企業ニーズと大学の研究シーズのマッ
チングを図りベンチャー企業育成支援体制を強化する。

・ 中小企業支援センターや商工会等との連携強化を引続き行
い、支援センターの機能を生かした創業・新分野・新事業の各種
セミナーや研修会を開催する。
・ 中小企業の新規事業展開、事業拡大・多角化のニーズに対応
するため各業界緒団体（新世紀産業機構・発明協会）や富山大
学、富山県立大学、富山商船高専等と連携し、地元企業等のニー
ズと研究シーズのマッチングを行う。

・ 「ビジネス・マッチングフェア 2005」を開催した。
・ ＴＢＣ東京ビジネス・サミットに参加した。
・ 富山大学、富山県立大学、富山商船高専、独立行政法人中小企業基
盤整備機構と連携協力の覚書を締結した。
・ 「ビジネス・サミット 2006　in高岡」を共同主催した。

・ ビジネス・マッチングの18年度数値目標達成のため、「ビジネス・サミット 2006
in高岡」への出展者に対しフォローを行ない、成果に繋げていく。
・ 東京ビジネス・サミットの参加や「第２回とやまベンチャーマッチングフェア」を
活用し、ビジネス・マッチングを推進する。

○要注意先債権等の健全債権化等に向けた取組みの強化
・ 不良債権の新規発生防止のため、キャッシュフローの
モニタリング強化による審査態勢の強化（業種別審査体制
等）を図るとともに、支店指導・企業財務支援グループが
主体となって、支援対象企業の選定や営業店臨店指導を実
施する。

・ 富山県中小企業再生支援協議会、中小企業支援センター、高
岡地区中小企業支援協議会との連携を強化し、対象企業の問題点
等を経営者と協議しながら経営改善を推進する。
・ 外部専門家（経営コンサルタント、公認会計士、税理士等）
への紹介を積極的に行い、対象企業の経営改善に努める。

・ 17年度～18年度上期は、支援対象先74先において経営改善指導を実
施した結果、21先について債務者区分等ランクアップを図ることがで
きた。
・ 富山県中小企業再生支援協議会が指導する再生案件に取組んだ。

・ 富山県中小企業再生支援協議会が指導する再生案件に参加することができた。今後
は、これらの取組みより得た再生ノウハウを活用していく。
・ 支援対象企業先に対し、外部専門家（経営コンサルタント、公認会計士、税理士
等）を紹介する等、より具体的かつ効果的な経営改善指導を行うことが課題である。

北國

（1）取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化
中小企業に対するコンサルティング機能及び情報提供機能
の一層の強化を図る。
（2）要注意債権等の健全債権化に向けた取組みの強化
専担チーム及び営業店管理者が中心となり、与信先の支援
等の取組みを強化する。
（3）健全債権化等の強化に関する実績の公表等
経営改善による債務者区分のランクアップ先数等の他、地
域に有用な改善事例の公表を行う。

・ 本部専担者による高付加価値金融サービスの提供
・ 取引先のニーズに応じた経営情報の積極的な提供や広範なビ
ジネスマッチング情報の提供
・ 商工団体、外部機関等の連携強化（提携ローンの検討、セミ
ナー共催等）
・ 専門家（監査法人、弁護士、外部コンサルタント等）の活用

○ 取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化
・ ニーズ・シーズ・システムによるビジネスマッチング件数 ･･･213件
・ ＬＡＮ経営相談件数 ･･･48件
・ 事業承継相談件数 ･･･29件
・ 情報共有・マッチングのための情報マネージャー（計40名）の配置
及び「情報マネージャー会議」の開催
・ 証券4社との提携による「市場誘導業務」の取扱開始
・ 福井銀行、富山第一銀行との「 FITネット」業務提携によるビジネ
ス商談会の開催
・ 「日本SME格付けサービス」の取次ぎ業務の開始
・ 中小企業基盤整備機構北陸支部、農林漁業金融公庫と業務提携
・ 株式会社ドン・キホ－テ及び楽天株式会社との商談会の開催
・ 中部・近畿六行ビジネス商談会を上海にて開催（百五銀行・十六銀
行・名古屋銀行・滋賀銀行・南都銀行との共同開催）
○ 健全債権化等の強化に関する実績の公表等
・ 71先が債務者区分ランクアップ

「FITネット」ビジネス商談会については、今後継続的に開催していくとともに、十分
なアフターフォローを実施し、ビジネスマッチングの実効性向上に努めてまいりま
す。
経営改善支援については、チームのノウハウの蓄積、スキルアップにより、個別取引
先に応じた支援、助言が浸透してきています。

○地域中小企業に対するコンサルティング機能、情報提供
機能の一層の強化
・ 広域でのビジネスマッチング情報の提供、Ｍ＆Ａ業務
を通じた支援機能の強化

・ 北國銀行、富山第一銀行との連携により、北陸３県広域での
ビジネス商談会を開催し、ビジネスマッチング情報・商談の設定
により販路拡大等を支援する。
・ 日本政策投資銀行及び外部専門家との連携によるＭ＆Ａ機能
を活用し、ビジネスマッチングを支援する。

＜ＦＩＴネットビジネス商談会の実施＞
2005.11.29開催に向け、ブース参加企業、商談会参加希望企業を全店
において招聘し、参加をとりまとめる。
   ブース参加企業…61社    商談会参加企業…82社
＜Ｍ＆Ａ＞
仲介専門会社との共同案件において買収案件のアドバイザリーを努
め、18年4月中に1件成約クローズ。

＜マッチング活動に関する行内施策＞
・ 行員向けとして、業務提携先によるセミナーを18年5月に実施。
・ 下期は業務提携による支援機能に対する顧客向けセミナーを開催し、情報提供の一
層強化を継続。

＜ＦＩＴネット商談会に関する今後の課題＞
・ 第2回商談会では他地域地方銀行との連携により、北海道及び東海地区からの参加
企業を募集
・ 商談会参加企業の広域化による、ビジネスマッチング機会の拡大
・ 商談会開催時以外での商談取次ぎ体制の構築

○要注意先債権等の健全債権化等に向けた取組みの強化健
全債権化等の強化に関する実績の公表等
・ 方針：営業店・本部一体となったモニタリング強化の
ためのフレームワークの確立とその実践。
・ 目標：モニタリング対象予定先を主要な「要注意先」
等150先程度に絞り込み、30先以上のランクアップを図る
 （対象予定先の20％相当）。

・ モニタリング候補先リスト・個社別課題の洗い替え
ランクダウン阻止・ランクアップ支援を前提として、対象先(１
５０先程度)として絞り込み、ランク維持・ランクアップのため
のシナリオを明確にする。
・ モニタリング強化のためのフレームワーク作り
①一覧表、②個別表（ランクアップ・維持シナリオシート）にて
進捗管理しやすい体制づくりを行う
・ モニタリング(期中管理)の実践とその公表
本部のモニタリングを強化し、３０先以上（20％相当）のランク
アップに向けた達成・進捗状況等を開示する。

・ 当初リスト 150先に8先追加し158先を対象先とした。
・ 支援対象先 158先に対し、25先のランクアップとなった。目標30先
に対する進捗率は83％。

・ 目標30先に対し実績25先（進捗 83%）で標準進捗はクリアしている状況。リスト先
のうち、破綻懸念先へのランクダウン先（７先）については融資管理Tにて集中管理
（モニタリング）。
・ 零細先への改善支援強化に向けての営業店、融資管理チーム内の企業再生支援専担
者との連携強化策を検討中。

大垣共立

○中小企業に対するコンサルティング機能、情報提供機能
の一層の強化
・ビジネスマッチングについては、案件ストックの増加と
ともに、マッチング精度の向上、成約件数の増加を図り、
有料化業務として確立していく。
・コンサルティング業務については、共立総合研究所との
連携に加え、外部機関との連携により機能の拡充を図りつ
つ、高度な提案により、有料化業務として展望していく。

・ビジネスマッチングは行内ＬＡＮの高度化（ＣＲＭの導入）と
人的介在により情報精度を向上。
・法人支援サイト開設など、顧客とのダイレクトチャネルによる
情報発信、ニーズ発掘体制の整備を検討。
・商談会開催により新たなニーズの開拓、成約件数を増やす。
・各種コンサルティング会社や中小企業支援センターとの連携に
より、多様で専門的な支援体制を整備。

・ＣＲＭの全店稼動。（17年10月）
・ビジネスマッチング推進体制の強化（専担者配置）、専担者による
企業への訪問・ニーズヒアリングの実施。

・ビジネスマッチング商談会は取引先への機会提供として、他行との合同開催も含
め、引き続き検討していく。

福井

富山
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年9月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題

静岡

(1) 静銀経営コンサルティング㈱と連携、企業のライフス
テージに合わせたコンサルティング営業の実践、経営支援
による地域活性化
(2) 情報営業会議の開催・行内ＬＡＮ拡充等による情報共
有化と行員のスキルアップ
(3) 新コンテンツ追加等による金融ポータルサイトの内
容･サービスの充実
(4) セミナー等の開催、大規模商談会への取引先との合同
出展等によるビジネスマッチング推進
(5) 中小企業等の後継者育成のための財務・経営管理能力
等強化の支援
＜目標＞
・ビジネスマッチング成約 900件（平成17・18年度各450
件）

(1)営業店の情報営業推進責任者を中心に、本部･ブロックレベル
での情報営業会議を定例的に開催、情報の共有化とマッチング推
進
(2) 法人部内に新事業支援チームを設置、有償ビジネスマッチン
グサービス開始
(3) 金融ポータルサイトへの新コンテンツ追加、インストラク
ターを増員によるサービス向上
(4) 大規模商談会へ取引先と合同出展、ビジネスマッチングによ
る商機拡大
(5) 中小企業等の後継者育成を目的として、財務・経営管理能力
等の強化を支援するため、静銀経営コンサルティング㈱を事務局
とする会員制の経営塾開設を検討

(1)本部・ブロック情報営業会議を計 101回開催。
(2)法人部内へ新事業支援チーム(6名)を設置。
(3)行内ＬＡＮ等へのＭ＆Ａ成功事例等の公開：累計10件。
(4)金融ポータルサイトへの新コンテンツ追加、インストラクター増員
によりサービスを向上。
(5)監査法人と連携し｢株式公開セミナー｣開催：3回/76社133名参加
(6)大規模商談会への取引先と合同出展し、ビジネスマッチングを支
援。
・｢しずおか新産業技術フェア ｣:19社合同出展
・｢東京ビジネスサミット ｣:43社合同出展　商談合計209件(うち成約38
件)
・「しずぎん＠ｇｒｉｃｏｍ」:2回 /306社出展、延1,256名参加
(7)「ニュービジネス育成フォーラム」会員向け情報提供として、機関
誌発行2回、メールマガジン等により情報提供を15回実施。
(8)次世代経営者の育成を支援する次世代経営者会員組織の検討を開
始。
＜目標に対する実績＞（2年間の目標を合計900件から1,100件に上方修
正）
・ビジネスマッチング成約： 956件（18年度上半期迄目標比＋131件、
達成率116％）

(1) 現状の分析と評価
・｢情報営業推進責任者｣を中心とした情報営業体制の強化やツールの追加、法人向け
ヒアリング結果に基づき、商談会・セミナー開催等を実施し、商機拡大に向けた顧客
ニーズに積極的に対応できた。
(2) 課題と対応方針
・有償ビジネスマッチングサービス取扱を積極化するとともに、情報営業の一層の活
発化によりビジネスマッチング件数の増加を図る。
・中小企業等の後継者を対象とした経営塾の開設と法人会員組織化を検討していく。

十六

○要注意先債権等の健全債権化等に向けた取組みの強化
・ 経営改善支援の進め方について､行内における統一的な
方針を明確にすることで､全行的な取組みを推進する｡
・ 経営改善の進捗状況を速やかに把握し､業績低下の初期
段階での適切な対応を促し､経営改善支援の早期着手及び
迅速な事業再生を目指す｡
・ キャッシュフローのモニタリング強化策について検討･
活用し､不良債権の新規発生防止に注力する｡

・ 全行的な取組み態勢の整備･強化のための管理規程･基準等の制
定
・ 事業再生手法の研究･活用
・ 行内におけるノウハウの共有化のための再生事例紹介
・ キャッシュフローのモニタリング強化策の研究･活用
・ 経営改善支援に対するスキルアッフﾟのための行内外の研修等
の実施
・ 外部専門家や他行との情報交換及び連携

・ ｢経営改善支援活動管理･推進ルール｣を制定し､営業店と本部の役割
を明確にするとともに､大口破綻懸念先に対する取組方針の策定､及び
営業店との認識共有態勢を整備した｡
・ 事業再生手法に関して､ＤＤＳやＤＥＳに関する他行との積極的な情
報交換や行内研究会を行った｡ＤＥＳや再生ファンドを活用した手法に
ついても他行や中小企業再生支援協議会との情報交換や専門家を交え
研究を深めた｡
・ 本部と営業店が一体となった経営改善活動への取組み強化を目的と
して､｢事業再生人材育成プログラム｣の取り組みを開始し、企業の実態
把握から改善計画策定までのプロセスに取り組んだ｡

・ 経営改善の進め方について､営業店を含めた全行的な統一方針を明確化したことで､
迅速な事業再生に向けた取組態勢が強化された｡
・ 再生の専門家や他行との意見交換のなかで、再生手法に関する研究を深めることが
でき、事業再生のノウハウを一層強化できた。
・ 業績悪化の初期段階で適切に対応し､早期の経営改善着手を可能とするよう大口問題
先でキャッシュフロー･モニタリングを開始しており､今後も拡充する予定である｡
・ ｢事業再生人材育成プログラム｣により､中堅行員が、企業の実態把握や経営改善計画
策定支援に取り組んだことにより、事業再生マインドの浸透が図られた｡

○中小企業に対するコンサルティング機能、情報提供機能
の一層の強化
１．取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化
（１）コンサルティング機能の強化
（２）情報提供機能の強化

１．取引先企業の財務内容を分析した「財務分析シート」活用に
よるコンサルティング機能強化
２．(財)企業経営研究所の経営コンサルティング機能強化 経営
分析、投資相談、総合診断を行う「企業ドック」の推進
３．各種セミナー開催による情報提供機能強化
（１）「ＪＱＡセミナー」の開催
（２）「スルガビジネススクールＭＢＡ講座」開催
４．私募等の社債発行支援業務の検討
５．証券会社との提携によるＭ＆Ａ業務の検討
６．ビジネス・マッチングの推進

１．(財)企業経営研究所による「企業ドック」推進
２．「ＪＱＡセミナー」の開催
３．「スルガビジネススクールＭＢＡ講座」の開催
４．ビジネス・マッチング推進
（１）サークルＫサンクス、ファミリーマート
（２）セコム(株)
（３）証券会社３社
５．「日本ＳＭＥ格付け」の取扱いサービスを開始
６．「広域ＣＢＯ」に参加
７．「スルガ・マネジメントセミナー」の開催

１．証券会社３社と市場誘導業務に関するビジネス・マッチング基本契約を締結し、
中小企業の株式公開等の支援体制を強化
２．今年度より新たに「スルガ・マネジメントセミナー」を開催。１８年１２月に第
２回セミナーの開催を予定
３．「日本ＳＭＥ格付け」の取次ぎサービスにおいては、中堅・中小企業の業務効率
性の改善や知名度の向上、人材の採用促進、ビジネスマッチングの拡大等に貢献

○要注意債権等の健全化等に向けた取組みの強化及び健全
債権化等の強化に関する実績の公表
１．要注意先債権等の健全化等に向けた取組みの強化
（１）「財務分析シート」による、データに基づいた的確
な財務改善アドバイスの実施
（２）審査部融資管理による経営改善支援取組み先に対す
る人的派遣等を含めた管理態勢の拡充
２．健全債権化等の強化に関する実績の公表等
（１）管理態勢状況、経営改善支援取組み先数、経営改善
による債務者区分のランクアップ先数の実績を公表

１． 債権健全化への直接ならびに間接的指導実施
（１）「財務分析シート」を活用した経営改善アドバイスの実施
（２）経営改善支援先に対する面談実施、方策検討
（３）経営改善支援先に対する人的派遣等を含めた管理態勢の拡
充
２．本部体制の拡充
（１）審査部融資管理による管理態勢を継続
（２）(財)企業経営研究所との連携や外部コンサルタントの活用
による経営改善支援の実施
３．営業店に対する金融検査マニュアル別冊（中小企業編）の周
知徹底

１．経営支援取組み先２３３社のうち２８社のランクアップを達成
２．「財務分析シート」、経営改善計画書作成、人材派遣による支援
３．金融検査マニュアルに基づく、営業店への自己査定指導の実施
４．（財）企業経営研究所との連携や外部コンサルタントの活用
企業分析、財務分析（１７件）、Ｍ＆Ａ相談（２件）、相続対策（２
件）、経営計画支援（１０件）、業界調査（４件）　計３５件
５．静岡県中小企業再生支援協議会に参画
６．静岡県中小企業再生支援ファンドへ再生のための債権譲渡

１． 経営改善計画書の策定ならびに経営改善アドバイスの実施、人材の派遣など、経
営支援を継続。ランクアップおよび再生に今後とも積極的な支援を実施する
２．（財）企業経営研究所や静岡県中小企業支援協議会等、関係機関との連携強化を
継続し、ランクアップおよび再生の拡大を目指す

・ お客さまから最初に相談される、静岡県内の中小企業
に特化したコンサルティングバンクとしての位置付けを明
確にし、さまざまな経営課題を行内または提携先に紹介を
行い、解決していく営業を全渉外行員が実践する。

・ (財)しずおか産業創造機構や中小企業支援センター、県内の
各大学との連携を強化し、「中小企業新事業活動促進法」に基づ
く新連携・創業・経営革新に関するお客さま向けの相談会の開催
及び情報提供を行う。
・ 取引先のビジネスチャンスを有効に活用できる様、行内ＬＡ
Ｎでの情報共有化システムの利用を促進し、本部にてアレンジを
行うことで月２件を目標に成約に結び付ける。
・ 本部や外部提携先と営業店行員の連携強化を行い、取引先か
らの経営相談に対し個別対応する他、顧客提案力の強化を図って
いく。

・ 新連携、産学官連携に関する勉強会および説明会を実施。
・ ビジネスマッチングは累計 137件が成約。
・ 県内大学等11機関に対して産学連携の協定を締結し取引先との産学
官連携のスキームを強化した。
・ マッチング商談会のニーズを探るべく、営業店（顧客）アンケート
を実施。
・ 「しみずビジネスＷＥＢ」上に経営相談機能を追加。

・ 今後は全行員が行動の基本形としてソリューション営業ができるよう育成してい
く。その対応として共通の知識を習得できる通信講座の受講を斡旋する。
・ 取引先アンケートの結果を踏まえ、「食」をテーマとして地元スーパーなどのバイ
ヤーを交えたマッチング商談会を開催する。
・ 若手経営者を中心としたビジネスクラブの組成に向けコンサルティング会社と開催
頻度・会費等について情報交換を行っており、早急に顧客側のニーズと調整を図る。

・ 研修等を通じ行員の再生支援スキル向上を図るととも
に、再生支援活動をより重要かつ全行的な取組みと位置づ
け企業再生支援に取組む態勢を確立。プログラム終了時点
でのランクアップ先数40先を目標とする。
・ 外部機関や専門家との連携を強化し、お取引先のニー
ズに対応する質の高い経営コンサルティングサービスの提
供を実現する。

・ 行員向けの企業再生セミナーの開催やノウハウ還元による企
業再生スキルの向上を実現し、営業店の融資・渉外行員に営業店
管理再生支援先を担当させることで、幅広な企業再生支援活動を
展開する。
・上記の体制の確立により支援先企業のモニタリングを強化。当
行債権の健全化・劣化防止に向け、早期対応を実現する。
・ 外部機関・専門家との連携強化による再生支援活動の拡充。
・ 健全債権化に向け、支店営業部と連携したビジネスマッチン
グ機能（Ｍ＆Ａ含む）の拡充に取り組む。

・ 外部コンサルティング会社、税理士、経営コンサルタント等との連
携により専門的な再生活動の実施。
・ 対象先毎に定量・定性面からの分析に基づく個社別管理表の制定、
企業再生支援活動に関するポイント集並びに管理書式の還元の準備を
完了。
・ 各種研修会を開催し担当者の企業再生スキルの底上げを図ってい
る。
・ 平成18年9月末のランクアップ実績は、対象先 165先の内50先がラン
クアップ、92先がランク維持となった。

・ 企業再生支援活動の意義と重要性が浸透し、行員一人ひとりの意識の醸成と共に企
業再生ノウハウの向上が図れている。
・ 指導に関するポイント集、管理書式等の公開を実施するなど、外部機関の活用も進
め、営業店フォロー体制を強化する。
・ 平成19年3月のランクアップ目標40先に対し、平成18年9月末累計で50先のランク
アップを実現。引き続き個社別支援方針に基づき、計画的な経営改善指導を行う。
・ お取引先の経営力強化に向けた課題を捉えたうえで、効果的なセミナーの企画を進
める。

清水

スルガ
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年9月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題
・商品・サービスの拡充・品質向上を図る。
・情報提供力の強化に努め、地元企業に対する経営相談、
支援機能の強化を図る。

・法人営業部の増設（４拠点程度）、営業人員の増強。
・ビジネスマッチングを積極的に推進する。取組件数目標　 19/3
期800件
・株式公開支援、私募債受託、デリバティブ商品の提案、中国ビ
ジネスに関する情報提供等を積極的に推進する。
・ ビジネスローン推進拠点として「ビジネスセンター」を設置
する。
・ 地元企業を対象とした情報提供、コンサルティング等を充実
させる。
・情報提供力の強化に努め、地元企業に対する経営相談、支援機
能の強化を図る。

・｢名古屋南法人営業部｣を設置 (17/6)
・17/4～18/9 実績　ビジネスマッチング取組件数　1,261件（うち成約
233件）、株式公開支援 1件
・業務統括部内に｢ビジネスセンター｣を設置 (17/7)
・研修会・セミナー開催、コンサルタント派遣、財務コンサルティン
グサービス（18/2開始）実施（三重銀総研）

・ビジネスマッチングを積極的に推進。
・ビジネスセンターを積極的に活用する。
・三重銀総研において、コンサルティング対象先を増やし、取引先企業の財務体力、
収益力向上を支援していく。

○要注意先債権等の健全債権化等に向けた取組みの強化
○健全債権化等に関する実績の公表等
・「企業再生支援チーム」を中心に本部・営業部門一体と
なって支援先の業況改善を図り、不良債権の新規発生防止
と、要注意債権等の健全債権化等に取り組んでいく。
・健全債権化に関する実績について引き続きわかりやすく
公表する。

・新自己査定システムを活用し、モニタリング強化を図る。
・経営改善支援対象先を適時見直し、経営改善計画策定サポート
及び進捗状況のフォローアップを強化する。
・ＤＤＳ、ＤＥＳ等による支援ノウハウ蓄積と、その利用を検討
する。
・外部専門家との連携、並びに活用を図る。
・好事例等取組状況についての情報共有化を進め、本支店一体で
の支援機能強化を図る。
・健全債権化について実績を適切にわかりやすく公表する。

・17年12月末基準の自己査定より新システム導入
・企業再生支援チームによる対象先、営業店による対象先をそれぞれ
選定し、経営改善支援活動を実施
・法人営業部員対象の企業再生関連の行内研修を実施し、取組好事
例・成功事例を紹介
・三重銀総研による企業再生コンサルティングを２社を対象に実施
・「リレーションシップバンキングの機能強化計画」、「地域密着型
金融推進計画」に基づき、健全債権化の実績（件数）を公表

・再生支援先について、個社別方針を明確化し、目標値を設定して経営改善支援、進
捗管理を行っていく。
・新自己査定システムの活用によりモニタリングの強化を図っていく。
・計画通り進捗しており、利用者によりわかりやすい情報開示を目指していく。

百五

○中小企業に対するコンサルティング機能、情報提供機能
の一層の強化」
・百五経営情報クラブ会員に対する経営情報の積極的な提
供に努めます。
 ・ビジネス商談会を継続的に開催します。
 ・Ｍ＆Ａ業務の取組みを通じ、地域経済の活性化に寄与
します。
 ・海外駐在事務所との連携を強化し、海外進出企業をサ
ポートします。
 ・ニーズにマッチした経営情報の提供等コンサルティン
グ機能強化に努めます。
・医院向けコンサルティング能力の向上に努めます。

・「百五経営情報クラブ」の特別会員向けに、ビジネスポータル
サイトを通じた経営情報の提供や専門家への相談など、付加価値
の高いサービスを提供します。
・ビジネス商談会を継続して開催します。
・Ｍ＆Ａ、国際ビジネス支援、医院開業支援、等の地銀型投資銀
行業務を継続して推進します。

・「百五経営情報クラブ」の新メニューとして、「デジタル法令&文例
サービス」をリリースしました。
・十六銀行、名古屋銀行と連携し17年10月と18年9月に「三行ビジネス
商談会」、17年11月に上海「三行」ビジネスセミナーを開催しまし
た。また、18年9月には「中部・近畿六行ビジネス商談会in上海」を開
催しました。
・中部金融Ｍ＆Ａネットワークセミナーの開催、中国現地法人設立コ
ンサルティング業務の推進、医院開業相談対応、などを通じ地銀型投
資銀行業務推進に努めました。

・「百五経営情報クラブ」の特別会員向けメニューの充実に努めます。
・ビジネス商談会を継続して開催します。
・Ｍ＆Ａ、国際ビジネス支援、医院開業支援、等の地銀型投資銀行業務を継続して推
進します。

①海外進出支援（現地法人設立等アドバイザリー業務の締
結）
②ビジネスマッチング（日系のみならず、海外現地の業者
の紹介、の取り組み）
③海外直接貿易取引支援
④外国為替、貿易取引、カントリーリスク等各種リスク回
避・軽減に向けたアドバイスの強化

○アジア進出企業に対する積極的な情報提供
①香港支店・上海駐在員事務所との連携による海外進出サポート
②海外での調達先・委託先ニーズの発掘によるビジネスマッチン
グ
③海外新規進出や初めて直接投資される企業への進出相談、貿易
実務面の指導、支援
④クーポンスワップや為替予約、貿易保険の提案

・取引先企業５社と上海現地法人および駐在員事務所設立についての
アドバイザリー契約を締結いたしました。
・また、国内企業に対して、中国・上海の企業とのビジネスマッチン
グに取り組み、２件成約に至りました。

・引き続き海外進出支援業務に注力し、取引先へのサポートを強化いたします。
・営業店からの情報収集と取引先への情報提供を強化し、「アジアに強いしがぎん」
を実践いたします。

提携 医療コンサルティング会社との連携による医療コン
サルティング業務の強化。

○医療コンサルティングの強化
・医療コンサルティング会社３～５社と連携。
・営業店やハウスメーカーとの連携。
・情報が集まる仕組みを作り、具体的な案件を通じて実効をあげ
られるように努力いたします。

・平成17年7月より、医療開業サポートチームの開設に向けて、税理士
や医業経営コンサルタント等との情報交換を実施いたしました。
・平成17年10月、営業統轄部内に医療開業サポートチームを設置し、
開業医情報が集まる体制を構築いたしました。
・開設から平成18年9月までの相談件数の合計は55件、開業資金として
合計10億4,600万円の融資を実行いたしました。

・滋賀県内において税理士や医業コンサルタントおよび医療機器メーカー等との連携
を構築し、情報収集機能を高めることで、スピーディな対応で医療開業サポートを行
うことができました。
・平成18年4月に開設した医療開業、経営サポートサービスのホームページからも2件
のエントリーがありました。
・今後、病院へのコンサル業務も検討してまいります。

・課題を持つ事業先について、特に早期に改善に取り組む
べき先を「経営支援先」として、審査部企業経営支援室に
おいて取り組みます。経営支援機能を強化し、ランクアッ
プとランクダウン未然防止に取り組みます。
・取り組みの結果として、要注意先債権等の健全債権化等
の強化に関する実績（経営改善支援取組先数、経営改善支
援による債務者区分ランクアップ先数）については、半期
毎に公表いたします。

○外部専門家（経営コンサルタント、公認会計士、税理士、弁護
士等）とも連携し、「経営支援先」に対し、経営支援機能を強化
します。また、経営相談機能強化および要注意先債権等の強化に
関する実績（体制整備状況、経営改善支援取組先数、経営改善に
よる債務者区分ランクアップ先数）の公表をいたします。

・課題を持つ事業先に経営支援機能を強化した結果、経営支援対象先
数268先のうち、債務者区分ランクアップ先36先となりました。その内
容は、経営改善指導によるもの17先、事業再編によるもの4先、資産売
却等その他によるもの15先でした。

・個々の取引先の徹底した内容精査により、方向性を決定し改善策を指導いたしまし
た。過剰債務の削減やリストラの構築、高付加価値収益部門への資産の集中等をモニ
タリングすることによりランクアップを実現いたしました。
・今後についても、外部専門家との連携を更に強化し、コーチング、モニタリングを
継続することにより更なるランクアップを図ってまいります。

滋賀

三重
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年9月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題
○取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化
・ソリューション活動（課題発掘→課題提案→課題解決）
の充実による顧客リレーションの強化
～三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ企業の活用
・顧客の経営に資する情報提供活動の一層の充実
～ＷＥＢの活用等
・法人営業担当者の機能提供力向上

① 経営相談力、情報提供力アップの為の各種研修等の実施
② 取引先対象セミナー継続開催による経営情報提供
③ ビジネスマッチング手法多様化とマッチング件数（顧客紹介
件数）の増加
④ 三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ（以下ＭＵＦＧとい
う）機能を活用した取引先経営支援活動の展開
【数値目標】
・事業承継提案件数：17年度 110件、18年度150件
・ＭＵＦＧ企業紹介件数：17年度 120件、18年度120件
・ビジネスマッチング紹介件数：年間 200件以上

①法人営業担当者のレベルアップを目的とした各種研修の実施
②取引先向け経営セミナー開催
②泉州倶楽部講演会の開催
②堺商工会議所と「中国進出セミナー」を共催
③ＵＦＪビジネスフォーラム名古屋大会参加（36社商談）
③三菱ＵＦＪビジネスリンク東京大会参加（29社商談）
③三菱ＵＦＪビジネスリンク大阪大会参加（56社商談）
③第３回センギンビジネス商談会開催（26社商談）
③第４回センギンビジネス商談会開催（11社商談）
③第５回センギンビジネス商談会開催（26社商談）
④取引先向け経営セミナー開催
【数値目標の進捗】
・事業承継提案件数： 173件
・ＭＵＦＧグループ企業紹介件数： 209件
・ビジネスマッチング紹介件数： 444件

〔分析・評価〕
・数値目標（グループ企業紹介件数、ビジネスマッチング紹介件数、事業承継提案件
数）については、ほぼ順調に推移
〔今後の課題〕
・法人営業担当者の研修内容を更に充実し、取引先に対する相談力をアップさせる。

○要注意先債権等の健全債権化等に向けた取組みの強化
○健全債権化等の強化に関する実績の公表等
・不良債権の新規発生防止や要注意先債権等の健全債権化
に向けた各種取り組みの一層の強化
・要注意先債権等の健全債権化等の強化に関する実績の公
表

①取引先との質の高い対面交渉の実施、早期事業再生のための中
小企業の資金需要に対する円滑な取組み
②経営改善支援取組み先数、経営改善による債務者区分のランク
アップ先数等の実績を公表

① ・「集中改善期間（15～16年度）」中の経営改善支援取組先の悉皆
見直しを実施
・融資業務部／企業業務室で個別に再生シナリオを作成のうえ営業店
と協議
・企業業務室による取引先企業への直接訪問先と営業店による指導先
を選別し、具体的な再生支援活動を実施
②経営改善支援取組先数135先、うち経営改善による債務者区分のラン
クアップ先数36先

〔分析・評価〕
・本業のキャッシュフローに着目した「経営改善計画書」の策定指導を行う中で、早
期事業再生のための必要資金について円滑に供給していくことに一定の成果あり。
〔今後の課題〕
・「経営改善計画書」の策定済先への定期的フォロー体制を確立し、事業の将来性等
についての情報を得て、精度のアップに努めて与信方針に反映させていく

地域の中小企業が持つさまざまな経営上の課題を解決する
ためのサポート活動を通じ、企業の成長・発展に役立ち、
地域経済の活性化に貢献することを目指す。またそれらの
活動を通じてさらなる“ネットワークの構築”も積極的に
展開。

・「マッチング委員会」を中心にビジネスマッチング等のコー
ディネート活動を継続実施。
・取引先企業に商談、交流の機会を提供する「ＴＯＹＲＯビジネ
スマッチングフェア」「＜池銀＞ビジネス交流会」を継続開催。
・中小企業・ベンチャー総合支援センター等支援機関との連携に
て取引先企業のニーズへの対応力を強化。

＜ビジネスマッチングの推進＞
・地区本部長、支店長、ネットワーク推進部を中心に運営する「マッ
チング委員会」を合計５５回開催（登録されたマッチング情報１，１
９１件　マッチング件数４７６件）。
・取引先企業を中心に商談・交流の場を提供する「＜池銀＞ビジネス
交流会」を２回開催（延べ：参加企業６０５社、大学１３校、公的機
関２１機関、交流件数２，２５２件）。
・１７年９月、産業クラスターサポート金融会議代表幹事として同会
議主催の第１回ビジネスマッチングフェアを企画運営。
・１７年１０月、取引先企業に商談の機会を提供する場として第６回
マッチングフェアを開催（出展企業１０２社、大学１２校、公的機関
７機関、来場者数約８,０００人）。
・１７年１１月、日本経済新聞社等が主催する「ベンチャーＫＡＮＳ
ＡＩ」へ３年連続協賛し、１６年・１７年の２回についてはプログラ
ムの一つである「＜池銀＞エンカレッジフォーラム」を単独で企画・
運営。
＜海外進出支援＞
・大阪中小企業投資育成や三菱商事㈱による「中国進出企業向セミ
ナー」を活用し、取引先企業に海外情報等を提供（開催数：６回、当
行取引先参加社数合計：７２社）。
・１８年９月に開設した蘇州駐在員事務所を活用し、中国進出企業の
サポートと情報提供を開始。

取引先企業への積極的なサポート業務を通じ、企業の成長・発展、地域経済の活性化
に貢献できたと認識。引き続き、ビジネスマッチングをはじめとする各種イベントの
開催や海外情報の提供等、取引先の経営に役立つ活動を継続。

要注意先債権等の早期健全債権化（ランクアップ等）に積
極的に取組むとともに、不良債権の新規発生防止に努力。

・人材派遣や、外部コンサルタントを活用し、要注意先等の経営
改善指導に取組。
・事業再生手法等を活用し、不良債権の早期健全債権化に取組。

・要注意債権先を中心に、新たに経営改善支援先を１５０先選定し、
早期健全化と不良債権の新規発生防止に努力。
・個社別に、外部コンサルタントの活用・再生手法の実行や商社を通
じた販売先のマッチングを推進し、要注意先等の経営改善に取組。
　また、税理士法人等外部ルートを活用し、会社分割・営業譲渡の再
生も実施。

経営改善支援先の選定や個社別の経営改善支援等により、要注意先債権等の健全債権
化に取組。
具体的には、外部コンサルタント導入や会社分割等の再生手法を活用しながら、経営
改善・不良債権の早期健全化に取組。今後も、引き続き、また更にスピードアップし
て対応していく方針。

池田

泉州
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年9月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題
ｏ取引企業のニーズを把握するとともに、コンサルティン
グや情報提供を積極的に行っていく。
【目標】
ｏインターネットを活用した総合経営支援サービスの取引
先への普及　〈18年度末〉　　1,500先（累計）

ｏビジネスマッチング情報等の提供
ｏ株式公開支援・Ｍ＆Ａ業務等コンサルティング機能強化
ｏインターネットを活用した総合経営支援サービスの拡充

ｏ証券会社3社との市場誘導業務にかかる提携契約を締結(紹介企業3
社)
ｏ証券会社との共催による「株式公開セミナー」の開催
ｏ海外戦略セミナーを開催
ｏ海外視察ミッションを開催（ベトナムへの投資環境視察）
ｏインターネットを活用した総合経営支援サービスの普及推進
　（平成18年9月末会員数1,553先）
　会員向け経営セミナー開催
ｏ「WEB版元気企業ビジネスフェアＮＡＮＴＯ」の運営開始
ｏ「Ｍ＆Ａセミナー」の開催、Ｍ＆Ａ成約１件
ｏ奈良県内営業体制の再構築･･･渉外チャネルの再構築と営業店・本部
チャネルの連携（｢奈良法人営業室｣の設置）を強化
ｏ中部・近畿六行ビジネス商談会in上海の開催

ｏ市場誘導業務に関する提携証券会社等との株式上場支援に関するセミナーを定期的
に開催するなど、投融資とともに株式公開支援のためのサポートが図れた。
ｏ海外戦略セミナー等の開催により、取引先の海外情報提供に対するニーズに応える
ことができた。引き続きセミナーを開催する予定。
ｏインターネットを活用した総合経営支援サービスでは、新たなビジネスマッチング
機会の創設により、企業間の商談も活発に展開された。
ｏ元気企業ビジネスフェアＮＡＮＴＯでは、大手企業との面談を事前申し込みにより
行なう「発注・商談コーナー」や「 WEB版元気企業ビジネスフェアＮＡＮＴＯ」の運用
を開始したことにより、継続的に商談が行なわれており、今後も運用を続けていきた
い。

○要注意先債権等の健全化等への取組み強化と実績の公表
・モニタリングの充実や本部と営業店が一体となったラン
クアップ活動等により、引続き取引先企業の経営改善が図
れるよう充実した取組みを実施する。
【目標】
・経営改善支援による要注意先の債務者区分ランクアップ
率２０％以上

・企業財務サポート室では、営業店の取組状況を把握し、営業店
の側面サポート等により取引先企業への経営改善支援を実施す
る。
・企業財務サポート室では外部機関と連携し有効な再生機能を活
用する。
・融資支援システムにおいて取引先のキャッシュフローを把握し
ていくことで、新たな不良債権の発生防止（ランクダウン防止）
に向けた管理方法を拡充する。

・企業財務サポート室と営業店が一体となった活動で経営改善への取
組みを強化し、ランクアップが図れた先＝１２１先
・企業財務サポート室員が臨店指導専担者となり、全店の臨店指導を
実施し､営業店担当者のレベルアップと連携強化を図った。
・経営改善支援による要注意先の債務者区分ランクアップ率＝ 19.8％
・「経営計画策定支援ソフト」、「財務診断システム」を導入し、活
用している。

・経営改善支援への取組みについては、企業財務サポート室と営業店が一体となった
活動により、強化している。その結果、計画期間中の「経営改善支援による要注意先
の債務者区分ランクアップ率」は、19.8％（公表数値目標20％以上）と概ね順調に推
移している。
・臨店指導の専担者を配置することで、営業店担当者のレベルアップを図るととも
に、モニタリング体制のチェック、指導を行い、ランクダウン防止にも努めている。
・｢経営計画策定支援ソフト｣｢財務診断システム｣を有効活用し、本部と営業店が一体
となった経営改善支援活動に努める。

○中小企業に対するコンサルティング機能、情報提供機能
の一層の強化
中小企業に対するコンサルティング機能、情報提供機能の
強化については、幅広い知識と専門的なノウハウを兼ね備
えたスタッフが必要であり、長期的な視点に立った活動が
重要である。取引先が気づいている「顕在的ニーズ」と気
づいていない「潜在的ニーズ」を経営者の立場に立ち、コ
ンサルティング・情報提供出来る支援活動を展開する。
株式公開支援業務により、今後２年間に２社以上の株式公
開を実現させる。

・営業店と本部ピクシス営業部による「成長支援企業」選定と経
営課題への対応実施
・関連会社紀陽リース・キャピタル㈱のシンクタンク機能の有効
利用

・１８年度上期までの実績は、ビジネスマッチング２８件、Ｍ＆Ａ１
件、天候デリバティブ等６件のほか、既投資先への支援を継続するな
かで１社が株式公開を実現
・ビジネスマッチング商談会への出展誘致やインターネット販売チャ
ネルの利用紹介等販路拡大に向けた支援を積極的に実施
・紀陽リース・キャピタル㈱のシンクタンク機能を利用したマーケッ
トリサーチ（市場分析）を取引先企業に実施

・取引先企業の経営課題に対する支援活動については、営業店での活動も定着。和歌
山銀行との合併により事業性取引先が増加することから、より幅広い層の中小企業に
対し、コンサルティング機能・情報提供による支援が実施できるよう営業店とピクシ
ス営業部の連携を強化する。
・取引先に対して全国的規模のビジネスマッチング商談会への参加機会を提供・支援
することを通じ、取引先の販路拡大を支援するとともにビジネスマッチングノウハウ
の蓄積を図る。

○中小企業支援スキルの向上を目的とした取組み強化
取引先企業の財務・経営管理能力の向上を支援するセミ
ナー等を最近２年間と同程度の回数で企画・提供してい
く。
地元企業から上場支援や経営支援等の要請があれば、検討
のうえ、必要に応じて行員の出向をおこなう。
事業性取引先の財務分析支援として、「財務診断サービ
ス」の年間利用１，４００件以上を目標とする。

・紀陽リース・キャピタル㈱による経営実務関連セミナーを継続
実施
・和歌山県との連携による中小企業向け経営セミナー開催を検討

・紀陽リース・キャピタル㈱主催による経営実務関連セミナーを１９
講座開催
・「国際化支援セミナー」（中小企業基盤整備機構・和歌山県との共
催）、「中国ビジネス個別相談会」(中小企業基盤整備機構との共
催)、｢新規事業セミナー｣(外部企業との共催)や｢事業承継セミナー｣を
開催
・財務分析支援として、「財務診断サービス」を１，３６３件実施

・経営実務セミナーについては、紀陽リース・キャピタル㈱と連携して、毎年継続実
施、取引先にも当行グループによるセミナーが定着しているものと考えている
・「財務診断サービス」については、融資先を中心に積極的に情報提供を実施してい
るが、引き続き取引先に対するソフト面での支援として、融資先を中心により幅広い
情報提供に努める

○要注意債権等の健全債権化等に向けた取組みの強化
従来以上に全行一丸となった組織的な取組みとするため、
営業店において渉外担当者を活動の中心として位置づけて
いくとともに、経営改善支援対象先の債務者区分のランク
アップ目標を明確に設定し、健全債権化に関する行員の知
識・ノウハウのレベルアップとマインドの高揚を図る。
【ランクアップ目標】
平成１７、１８年度ともに、経営改善支援対象先数の１
０％以上のランクアップを実現する。
また、経営改善支援先が策定した経営改善計画の進捗管理
と必要に応じた追加対策の検討・実施をおこなううえで、
キャッシュフローのモニタリングを強化する。

・営業店渉外担当者の関与強化と活動状況の営業店表彰への反映
・経営改善・事業再生支援研修の充実
経営改善支援活動についての研修を支店長および渉外担当者にも
実施。従来は融資担当者に偏りがちであった経営改善支援活動に
渉外担当者も積極的に関与していく態勢づくりを行う。
・キャッシュフローのモニタリング強化
　要注意先債権等の健全債権化を推進するうえで、経営改善計画
の策定、実行が不可欠である。経営改善計画の最大の狙いである
キャッシュフローの極大化・安定化の進捗状況のタイムリーな把
握のため、資金繰りや手許資金有高の管理など対象先別に実現可
能な方法を検討のうえ、事前にルール化していく。

・１７年度の債務者区分ランクアップ先数は、３２先となり、年度目
標２５先に対し１２８％の達成率
・１８年度の年度目標２５先に対し、９月までの債務者区分ランク
アップ先数は７先
・平成１７年度下期より、営業店表彰において支援対象先の債務者区
分ランクアップにともなう与信コスト削減額の評価を実施
・全行的な経営改善支援体制の構築に向けて、１７年１０月から１１
月にかけて、次の通り経営改善支援研修を開催
①支店長向け：６回（６地区）
②渉外担当役席向け：３回（３地区）
③担当者向け：３回（２地区）
・キャッシュフローのモニタリング強化についても、上記研修等を通
じて、経営改善指導の一環として営業店に徹底

・１７年度の債務者区分ランクアップ実績については、年度目標に対して１２８％の
達成率となった。１８年度上期の債務者区分ランクアップ実績は、年度目標（２５
先）に対して２８％（７先）の進捗率となっており、１８年度下期については、１８
先のランクアップを目標とする。
・本計画の骨子ともいうべき、全行一丸となった経営改善支援体制の整備に向けて不
可欠となる人材育成と動機付け（インセンティブの付与）についても当初計画通りに
進展、今後は、この体制を定着させていくかが課題であると考える。
・和歌山銀行との統合に伴う新たな取引先企業に対する経営改善支援活動は１８年度
下期の課題であり、取引先別に実態を把握する中で、具体的な対応を検討していく。

南都

紀陽
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年9月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題
中小企業のニーズに応じた経営情報の提供機能をさらに強
化する。

１．ものづくりクラスター協議会、財団法人ひょうご産業活性化
センター、地域の中小企業支援センター等の活用についての認識
を深め、取引先企業への情報提供に努める。
２．「地方銀行情報ネットワーク」を活用して、取引先企業へビ
ジネス・マッチング情報の提供に努める。

１．「ひょうご中小企業技術評価制度」の概要を全店に通知して活用
を促進した。
２．近畿地区産業クラスターサポート金融会議が主催したビジネス
マッチングフェアへ参加し情報収集を行った。
３．「中小企業ものづくり基盤技術の高度化に関する法律」の概要説
明会に出席し、情報収集に努めた。

ものづくりクラスター協議会、財団法人ひょうご産業活性化センター等を活用して、
取引先企業への情報提供に努めたが、利用実績はなかった。
「中小企業のものづくり基盤技術の高度化に関する法律」の施行を受けて、中小企業
のニーズに応じた経営情報の提供機能をさらに強化する。

○要注意先債権等の健全債権化等に向けた取組みの強化
中小企業に対する経営改善指導の早期着手と迅速な対応に
より、不良債権の新規発生防止や健全債権化に取組む。

総与信額80百万円以上の78先を対象として、半期に1回（6ヶ月
毎）、「企業実態報告会」を開催して、個社別に改善計画の進捗
状況を踏まえて取組・指導方針を検討するとともに、「健全債権
化進捗状況表」によるモニタリングを強化して、経営改善の実効
性を高める。

経営改善指導の結果、要注意先から正常先へ5先、要管理先から正常先
へ1先ランクアップした。

経営改善指導を積極的に取組みしたが、構造的な要因まで踏み込んだ改善指導を行う
までには至らなかった。
「健全債権化進捗状況表」によるモニタリングを強化するとともに、外部機関の活用
を行うなどして、経営改善の実効性を高める。

○債権健全化等の強化に関する実績の公表
健全債権化等の強化に関する実績の公表内容の拡充に努め
る。

経営改善による債務者区分のランクアップ先数等について、その
実績を公表する。

経営改善指導の結果、要注意先から正常先へ5先、要管理先から正常先
へ1先ランクアップした。

経営改善の実効性を高め、債務者区分のランクアップ先数等について、その実績を引
き続き公表する。

・外部専門家との連携強化により取引先への情報発信・相
談業務の充実。
・本部の相談受け入れ体制を整備。
・推進計画期間中におけるビジネスマッチング情報の提供
2,000件。

・情報提供を目的としたセミナー回数の増加。
・法人ＩＢ契約先へのメールマガジン配信検討。
・外部専門家による経営相談会の定期的な開催。
・若手経営者の会「社長塾」の継続的な開催。
・ビジネスマッチング商談会の開催。
・本支店間の情報交換会の定期的開催。
・行内ＬＡＮを活用した情報共有。

・各種セミナー・相談会を開催（ ISO22000、新会社法、飲食店・ホテ
ル・旅館向け、インターネット通販、農業生産者向け）。
・各種経営課題解決を目的に外部専門家による出張相談会を開催（33
社）。
・若手経営者向け「社長塾」を開催（5回）。
・販路開拓及び各種経営課題相談の機能提供の場として「とっとりソ
リューションフェア」を開催。
・大手量販店、県外百貨店、外食チェーンとの商談機会の設定（5
回）。
・ビジネスマッチング情報提供件数 1,709件。
・17年下期、18年上期にビジネスマッチングキャンペーンを展開。併
せて地区担当役員をマッチングサポーターとして情報交換会を開催。
・本部担当部署と法人新規専担者との情報交換会を開催（4回）。
・社団法人中小企業診断協会鳥取県支部と「経営支援業務協定書」締
結。
・農林漁業金融公庫と提携し、アグリ分野の相談機能強化。

・ビジネスマッチング活動に関しては取引先の認知度も向上し、一定の成果が出てい
るが分野が食品関連に偏っている点は否めず、下期にはものづくり系の製造業向けの
商談機会の設定を行う。
・より深度のある課題解決・相談機能の提供に向けた施策を実施する。
・施策の浸透と課題解決・相談能力の向上に向け、本部担当部署と営業店との情報交
換会の開催回数を増加させる。

○要注意先債権等の健全債権化等に向けた取組み強化及び
実績の公表
①大口与信先に対するモニタリング体制を強化する。
②本部・営業店一体となった経営改善支援を図り、推進計
画期間中に20先のランクアップを目指す。
③営業店人材の経営改善支援能力のレベルアップを図る。

・大口与信先について、「個社別融資管理方針検討会」におい
て、業況や経営（改善）計画の進捗状況等に基づき与信方針の見
直し・決定を行う。
・全店で約 100先程度に対する経営改善支援を図る。
・改善支援実績については、要因別のランクアップ先数等を公
表。
・外部講師による行内研修「事業再生セミナー」の実施。
・総合店の融資担当者を中心とした「審査トレーニー」の実施。
・再生支援関連の通信講座の積極的な受講奨励。

・格付別与信限度額を基準とした「大口先与信管理制度」を導入し、
「個社別融資管理方針検討会」にて取引先企業の業況や経営（改善）
計画進捗状況を十分に把握した上で今後の融資管理方針の決定・見直
しを行うこととした。
・本部および営業店において、経営改善支援先を当初 100先選定。
・18年4月より経営改善支援先を見直し、新たに6先を追加。
・17年4月～18年9月までの債務者区分ランクアップ先数は14先。
・本部・営業店一体となった経営改善支援実施のため、18年1月に外部
講師を招き「事業再生セミナー」を開催。
・「審査部トレーニー」制度による人材育成：10名。

・本部および営業店における経営改善支援先について、債務者区分ランクアップ先数
は期中実績として、17年上期1先、17年下期6先、18年上期9先と着実に成果が現れてお
り、今後も公的機関や外部専門家を活用し再生のスピードアップを図ることで更なる
ランクアップを目指す。

但馬

鳥取
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年9月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題
○取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化
・商談会等企画 15本
・ビジネスマッチング成約件数 200件
・株式公開相談・支援 20件、 M&A相談・支援 200件
・その他中小企業の新規事業展開、拡大等に資する積極的
支援の展開（パブリシティ支援、NBC利用及び大賞推薦
等）
・行内情報件数 年１万件

・広範なビジネスマッチング情報、機会の積極的な提供
－地場産品、地場産業の商機拡大に資する商談会やプロジェクト
の企画
－行内情報流通基盤のインフラ整備
・コンサルティング機能の更なる充実
－行内研修、ニュース発信強化等によるニーズ感応度の向上
－外部専門ネットーワーク拡大によるソリューション能力の充実
・中小企業経営者の財務管理能力向上支援
－当行独自セミナーの企画、開催

・商談会等企画実施12本
・ビジネスマッチング成約件数 160件
・株式公開支援29件、 M&A相談・支援 164件
・行内情報件数 11,164件
・「投資銀行教室」等行内ニュースを 502本発行し、行内研修も21回実
施
・ごうぎん経営者クラブを中心として顧客向け各種セミナー、研修会
等を24企画40会場で開催

・営業店行員のコンサルティング能力と顧客ニーズ感応度が向上したことにより、株
式公開やM&Aの相談が急増した
・新たに行内情報流通基盤のインフラを整備した。このインフラを活用して行内情報
件数を更に増加させ、ビジネスマッチングに繋げていく方針
・ごうぎん経営者クラブと共同して、顧客の利益に直接的に結びつく質の高い各種セ
ミナーを開催し、取引先企業の支援を図った。今後も取引先企業にとって有益となる
企画を実施していく方針

○要注意先債権等の健全債権化等に向けた取組みの強化お
よび実績の公表
（要請事項・その２）
●キャッシュフローのモニタリング強化
・キャッシュフローのモニタリングについて具体的な運用
基準を定め、定着化を図る
●要注意先債権等の健全債権化に向けた取組
・ ２年間に経営改善支援先として 200先程度選定し、うち
70先について債務者区分のランクアップ、又は、再生ファ
ンドの活用を図る
（要請事項・その３）
・ 経営改善支援の実績について、分かりやすい形で公表
する

（要請事項・その２）
●キャッシュフローのモニタリング強化
企業信用格付と与信額等によるモニタリング手法についての具体
的な運用基準を定め、定着化を図る
●要注意先債権等の健全債権化に向けた取組
「経営改善支援情報シート」により経営改善支援の方向性を確認
し、「経営改善支援活動進捗管理表」による経営改善計画進捗状
況のモニタリングを行なう
（要請事項・その３）
・経営改善支援の実績について分かりやすい形で公表する

（要請事項・その２）
・ 17年８月に既存対象先の洗替と新規対象先の選定を行い、新規対象
先31先を含む計164先を経営改善支援対象先とし、18年４月にはさらに
３先を追加。167先のうち34先がランクアップ
・「経営改善支援活動進捗管理表」（３カ月毎報告）により営業店と
本部で情報を共有化し、進捗状況についてモニタリングを実施
（要請事項・その３）
・経営改善支援先のランクアップ実績、個別事例等についてホーム
ページ等で公表

・ランクアップ実績は18年９月末時点で34先のランクアップに留まっており、よりス
ピーディー、かつきめ細かな支援活動が必要であると認識している
・引続き、本部と営業店が連携して効率的な企業再生支援活動に取り組むとともに、
経営改善支援の早期着手および迅速な企業再生を図るため、事業再生機能を有する外
部機関との連携、ならびに専門的人材・ノウハウの活用を積極的に行っていく方針

○コンサルティング機能の発揮、ビジネスマッチング情報
提供機能の一層の強化
・ビジネスマッチング業務の付加価値向上と推進体制の強
化により、マッチング精度の向上と収益力の強化を図る。
・ビジネスマッチング業務におけるノウハウ蓄積や外部機
関等との連携を図る中でコンサルティング機能の強化を図
る。

・ビジネスマッチング関連情報の蓄積・情報共有・活用強化を目
的に営業情報のデータベースシステムを構築
・ビジネスマッチング業務におけるコンサルティング手法の導入
・テーマ別、地域別の商談会開催
・中小企業支援センターなど外部機関とのネットワーク構築

・コンサルティング手法確立に向け個別企業へ試行着手
・第2回(17年11 月）、第３回（18年9月）、ビジネスマッチングフェア
開催
・みずほ銀行トレーニー派遣（1名）
・みずほ銀行とのビジネスマッチングの業務提携検討
・IT関連の中小企業支援を拡大・〈ひろぎん〉中小企業ＩＴ応援ロー
ン　9件/346百万円

・高付加価値サービス提供に向けたサービス手法確立へ向け取組中
・過去３度の商談会開催により、取引先からの認知度が高まった
・ビジネスマッチング業務の先進行であるみずほ銀行との協業により、関東圏での商
機創造へ積極的に取り組む方針
・みずほ銀行トレーニー派遣によるノウハウの取得と業務への活用

○要注意先債権等の健全債権化に向けた取組みの強化及び
実績の公表等
・経営改善支援の早期着手及び迅速な企業再生に資するた
め、要注意先債権等の健全債権化へ向けた取組みを強化
し､実績を公表する。

・要注意先・要管理先からのランクアップ見込み先を営業店で選
定
・選定先について本支店一体となってランクアップに取組む。
・特に与信額1億円以上の大口要注意先については、対応方針書
の策定・決定、改善計画書の策定というプロセスにより、対応方
針を明確化し実施する。
・半期毎の決算発表時に実績を公表する。

・保証協会保証付貸出のみの先を除いた要注意先･要管理先 1,837先か
らのランクアップ見込み先を営業店で選定し、本支店一体となった取
組みを展開
・また、与信額1億円以上の大口要注意先（ 447先）については、本部
の個別指導等による改善支援を実施
・経営改善支援取組み先 1,837先のうち、310先がランクアップ

・経営改善支援取組み先 1,837先のうち、310先がランクアップ
・引き続き、大口要注意先を中心に本支店一体となった取引先の経営改善支援に取組
む。

阿波

１．中小企業をターゲットとした営業展開に合わせ、中小
企業に対する情報提供機能を維持強化する。
２．インターネットによる顧客相談システムを提供する。

１．インターネットにより顧客が専門家と低コストで相談できる
システムを構築し、普及させる。
２．Ｍ＆Ａに従事する人員を、従来の２名から増員する。

１．インターネットにより顧客が弁護士、税理士等の専門家と低コス
トで相談できるシステムの取扱いを平成17年10月より開始し、情報提
供機能を強化した。
２．有償ビジネスマッチング業務の取扱等、顧客への情報提供・コン
サルティング機能の拡充を図った。有償無償あわせ、期間中に27件の
マッチングを実施。
３．徳島ビジネスチャレンジメッセと同時に、当行主催で「食のマッ
チングフェア」を開催し、地場企業44社に県外のバイヤー14社との商
談の場を提供した。
４．農業の専門チームを立ち上げ、農業法人等に対する支援体制を充
実させた。

１．ビジネスマッチングに取り組む体制の充実を図った。今後も商談の仲介など顧客
への情報提供を拡大していく。
２．インターネットによる情報提供システムを17年10月より導入しており、今後も顧
客への紹介・利用拡大を進める。
３．ＬＬＰ設立を提案し支援するなど、農業専門チームの活動を拡大させており、今
後もマッチングフェア等により地元企業を支援する。

百十四

○要注意先債権等の健全債権化、実績の公表等
・営業店臨店・企業訪問等により改善計画策定を含めた経
営支援の早期着手、迅速な企業再生を図ります。
・取組内容、支援先数、ランクアップ先数等支援活動の実
績につき具体性のある情報開示を行います。

・経営相談・支援体制を強化するとともに、年度計画に基づいた
進捗管理を行い、相談・支援先数の増加を図ります。
・【数値目標】ランクアップ先数―２年間で１００先以上

・営業店訪問のべ 1,454ヶ店、取引先訪問のべ953社
・債務者区分ランクアップ87社
・香川県などの中小企業再生支援協議会活用先18社
・政府系金融機関の協調支援融資実施先3社
・地域の中小企業再生ファンド「まんでがん企業再生ファンド活用1社
・RCC再生スキーム活用先1社、 DDS実施先2社

・香川県などの中小企業再生支援協議会の活用、政府系金融機関等との協調により、
実績は概ね順調に推移。
・今後とも取引先経営相談・支援のための取引先訪問を継続し、実績につなげます。

山陰合同

広島
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年9月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題
○中小企業に対するコンサルティング機能、情報提供機能
の一層の強化
中小企業の成長機会の把握・実現に資するため、中小企業
に対するコンサルティング機能および情報提供機能の強化
など、取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化に向
けた取組みを一層推進する。

○行内ＬＡＮを通じたビジネスマッチング情報の受発信を活性化
させる。
○法人向けポータルサイト「いよぎんビジネス倶楽部」会員の利
用を促進する。
○各種商談会への参画等マッチング情報提供機能の拡充を検討す
る。
○Ｍ＆Ａの情報収集・案件発掘、私募債の発行提案を推進する。
○海外商談ミッションへの派遣を継続して実施する。また、取引
先の海外進出等のニーズに応じた情報提供等を推進する。
○中小企業診断士養成課程等へ継続して行員を派遣する。
○関連会社において「ＩＲＣニューリーダーセミナー」「ＩＴ戦
略セミナー」を開催する。

○平成18年8月、本部組織を改正し、法人顧客向けの専門的な提案型営
業を強化するため、「法人営業部」を新設
○行内ＬＡＮにビジネスマッチング情報2,055件を登録、255件が成
約。平成18年9月末の掲載情報数は956件（前期末比＋30件）
○ビジネスマッチング業務の専担者を配置し、同業務を強化
○行内ＬＡＮによりＭ＆Ａ情報210件を発信し、5件が成約。顧客向け
Ｍ＆Ａセミナーを4回開催
○私募債発行の提案を推進し、55件・ 6,650百万円の私募債を受託。ま
た、ＣＳＲの観点から環境配慮企業向けに条件を緩和した「環境私募
債」の取扱いを開始し、8件・ 1,190百万円を受託
○「第12回いよぎん広州交易会商談ミッション」を派遣（9社14名が参
加）するとともに、第13回同ミッション参加者を募集
○中国「蘇州工業園区管理委員会招商局」による個別投資相談会を実
施
○取引先企業からの海外進出・貿易取引に関する相談、調査依頼に対
応
○第16期「ＩＲＣニューリーダーセミナー」は29名が修了。第17期同
セミナーは33名が修了。第18期同セミナー生募集
○ＩＲＣが同社会員を対象に、会社法等に関するセミナーを開催する
とともに、「財務管理サービス人材育成システム開発プログラム」を
活用した研修を実施
○（株）アイ・シー・エスが愛媛県内4か所において「ＩＴ戦略セミ
ナー」を開催（64社が参加）

○行内ＬＡＮを使ったビジネスマッチング情報の活用が定着し、情報の受発信件数お
よび成約件数も順調に推移している。
○Ｍ＆Ａ業務に対する行内の認知度は高まっており、営業店からの情報提供件数も増
えている。引き続き行内外に対するＭ＆Ａの啓蒙活動を推進する。
○私募債（「環境私募債」を含む）の発行支援を引き続き推進する。
○外部専門機関と連携して株式公開志向企業を継続して支援する。
○広州交易会商談ミッションを今後も継続するとともに、新たなミッション派遣先を
検討する。取引先企業の海外進出および貿易取引ニーズに対しては、営業店・国際
部・海外拠点がより連携を密にし、情報提供等のサポート活動を推進する。
○「ＩＲＣニューリーダーセミナー」および「ＩＴセミナー」を継続して実施する。

○要注意先債権等の健全債権化等に向けた取組みの強化お
よび実績の公表等
不良債権の新規発生防止や要注意先債権等の健全債権化に
向けた各種取組みを一層強化する。本部・営業店が連携
し、経営者の意識改革、経営改善計画をサポートすること
などにより、債務者区分のランクアップならびにランクダ
ウン防止に取り組む。これにより、「不良債権比率」を平
成18年度末で「2.5％以下」とすることを目指す。

○営業店と連携したコンサルティングや経営改善指導の提案・指
導・進捗管理を的確に実践するとともに、蓄積した各種再生ノウ
ハウ・手法を有効に活用し迅速な企業再生を推進する。
○平成16年度から全店運動として実施している「ランクアップ運
動」を引き続き強力に推進する。
○キャッシュフローのモニタリング強化等ローンレビューの徹底
による不良債権発生の未然防止に取り組む。

○審査第１部・審査第２部が所管する中間管理先については、営業店
と具体的改善策・スケジュールの擦合せを実施するとともに定期的に
進捗状況を把握。また、大口先等について、営業店長との協議会を実
施
○企業コンサルティング部が所管する再生支援先についても、営業店
と具体的再生支援策・スケジュールの擦合せを実施するとともに定期
的に進捗状況を把握。また、営業店との同行訪問による経営改善指導
および蓄積した再生ノウハウ・再生手法を有効活用
○企業コンサルティング部では、大口問題先への対応が一巡したた
め、規模を縮小して再生支援態勢を再構築。中・小口先の再生支援に
も注力中
○平成16年度から実施している「ランクアップ運動」を継続して実施
○行内研修等を通じてローンレビューの重要性と実践を指導
○ソブリン、アパートビルローン、特殊法人、ＳＬ等の内部格付基準
を新設。外航海運業の同基準を改定。新格付基準に基づき格付を付与
○健全債権化等の強化に関する実績を公表

○平成18年3月末の不良債権比率は2.49％まで低下していたが、平成18年度上期におい
て一層厳格に資産査定を実施した結果、平成18年9月末で前期末比0.63％上昇し3.12％
となった。当計画の数値目標である不良債権比率「2.5％以下」の達成に向け、要注意
債権等の健全債権化等に向けた取組みをさらに強化する。
○平成17年度から平成18年度上期においては、393先の取引先を対象に経営改善支援に
取り組んだ結果、92先の債務者区分が上昇した（平成18年度上期では対象先309先に対
して、35先がランクアップ）が、当計画の数値目標である債務者区分ランクアップ先
数「150先以上」の達成に向け、全店運動として取り組んでいる「ランクアップ運動」
を一層強力に推進し、実効性をさらに向上させる。
○大口問題先への対応が一巡したため、｢経営改善シミュレーションソフト｣を再生計
画の策定およびモニタリングに活用し、中・小口先の再生に全力を挙げて取り組む。
○キャシュフローのモニタリング強化等ローンレビューの実践を引き続き指導する。
○今後も半期ごとに健全債権化等の強化に関する実績を公表する。

四国

○取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化
１．取引先企業への経営相談・情報提供機能の強化。
２．高知県、(財)高知県産業振興センターおよび高知大
学、高知工科大学などとの連携強化。

１．業務斡旋（ビジネスマッチング）、Ｍ＆Ａ仲介サポート、貿
易・海外進出相談、医療・介護事業等に関する取引先企業への経
営相談に対し、本部と営業店が一体となった活動により経営相談
等の件数増加を図る。支援業務内容について、営業店と勉強会を
実施するとともに、取引先企業に対して支援内容の説明を実施。
また、取引先企業に営業店と同行訪問し、取引先企業のニーズや
抱えている問題点などを把握し、そのニーズに対し問題解決型支
援を行っていく。
業務斡旋（ビジネスマッチング）は、行内パソコンネットワーク
によるマッチング情報の集約管理による本部・営業店間の情報共
有など当行のネットワークを活用した取引先企業への情報提供機
能の強化を図る。Ｍ＆Ａ業務についても行内パソコンネットワー
クによるＭ＆Ａ情報を利用した情報の集約化を図るとともに、多
くの仲介実績を持つ専門会社との連携により、相手先の選定・情
報入手などの取組を強化していく。貿易・海外進出などの取引先
企業の国際化ニーズ、医院開業・介護施設オープンや事業継承な
どのニーズについては、個別案件に専門スタッフが対応するとと
もに、外部機関などの紹介も行っていく。
２．高知県、(財)高知県産業振興センターとの連携を強化するほ
か、高知大学、高知工科大学については、定期的な情報交換会を
実施し、大学が持つ研究シーズや企業との共同研究などの把握を
行い、当行が持つ企業ニーズと大学の研究シーズのマッチングを
図る。

18年4月に、独立行政法人中小企業基盤整備機構と連携協定を締結し、
経営講演会を共催で実施。
18年5月26日 経営講演会（会社法）(参加者114名）
18年9月26日 経営講演会（中国ﾋﾞｼﾞﾈｽ）（参加者41名）

高知大学、高知工科大学との情報交換会を定期的に行い、
研究シーズの把握を進め、当行が持つ企業ニーズにマッチングした研究シーズを紹介
していく。
高知県、(財)高知県産業振興センター、独立行政法人中小企業基盤整備機構との連携
を強化していく。

伊予
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年9月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題

福岡

○要注意先債権等の健全債権化等に向けた取組の強化
○健全債権化等の強化に関する実績の公表等
① 不良債権の削減
（１８年度末不良債権比率３%未満）
② 公表内容の拡充
（具体的な再生スキームの開示、経営改善支援の取組実
績）
③ 正常先大口デフォルト事由の検証体制強化

≪経営改善支援体制の強化≫
① 担当者スキルの更なる向上
② 外部協業体制の拡充
③ 対象先の拡充
④ モニタリング体制の強化
⑤ 公表内容の拡充
≪サービサー機能の拡充≫
① 不良債権ビジネス強化
② 小口・リテール債権の管理回収業務集約化

≪大口デフォルト事由の検証体制強化≫
・ １７年度上期より継続して実施。
≪具体的案件対応によるノウハウ向上・担当者スキル向上及び経営改
善支援体制の強化≫
・ 審査部融資審議室（18年4月よりソリューション営業部コンサル
ティング金融室）および子会社サービサーと営業店が協業して、格付
ランク低位先（正常先下位ランク、要注意先等）の経営改善支援取組
を実施。１７年度および１８年度上期の通期では、３０２先中５１先
がランクアップ。なお、審査部融資審議室の再生支援機能は、人材お
よびノウハウを子会社サービサーに集約するとともに、Ｍ＆Ａやビジ
ネスマッチングを行うソリューション営業部（１８年４月、法人営業
部を母体として新設）との協業体制の強化を実施。
≪小口・リテール債権の管理回収業務集約化≫
・１７年１０月から子会社サービサーでの小口・リテール債権の管理
回収業務集約化を開始。

≪通期の数値目標との比較≫
・ 通期目標：経営改善支援取組先数３００先、
（うち、ランクアップ５０先）
・ 通期実績：経営改善支援取組先数３０２先（達成率１０１％）
（うち、ランクアップ５１先（達成率１０２％））
・ 要注意先のランクアップとともに、正常先の業況悪化に対する早期発見態勢の強化
が課題。
≪公表内容の充実≫
・ 経営改善支援の取組実績等も引き続き公表していく予定。

筑邦

 ○ビジネスマッチング情報提供機能の強化
・広範なビジネスマッチング情報の提供を推進するため
「北部九州ビジネスマッチング協議会」の活動を通して、
中小企業基盤整備機構、福岡県中小企業振興センター、久
留米市等行政機関との提携を進めます。
・情報提供を利用しやすい仕組みづくり及び登録会員目標
100先とする募集活動に取組みます。

・「北部九州ビジネスマッチング協議会」の活動を通して、中小
企業基盤整備機構、福岡県中小企業振興センター、久留米市、久
留米商工会議所と業務提携し地域企業の支援を行います。
・「北部九州ビジネスマッチング協議会」の活動を通して、ビジ
ネスマッチングホームページの稼動、マッチングセミナーの開
催、商談会の実施などに取組みます。

・｢北部九州ビジネスマッチング協議会｣の活動支援のために、久留米
市などと事業連携協定書を締結しました。
・｢北部九州ビジネスマッチング協議会｣のホームページを作成とメー
ルマガジンの運用を開始しました。
・18年9月末で当行での｢北部九州ビジネスマッチング協議会｣申込登録
会員企業数82社となっています。（目標は100社）
・「北部九州ビジネスマッチング協議会」の商談会
①17年10月、小規模商談会を1回開催しました。なお、3社について商
談が具体化しました。
②18年7月、久留米広域商談会を1回開催しました。自動車業界を中心
に発注側３２社、受注側１１１社が参加しました。

・｢北部九州ビジネスマッチング協議会｣の会員数が目標 100社に対して82社にとどまっ
ており、100社の会員数を目指して取組みを図ります。
・「ビジネスマッチング業務」におけるインフラ整備は、ほぼ完成したと考えてお
り、今後は、具体的な実施段階として、①製造業を中心とした本格的な商談会の実
施、②小規模商談会の定期的実施、③会員同士の商談会の実施等への取組みを進めま
す。

西日本シティ

・多様化する取引先企業のニーズに対応するために、ソ
リューション営業（問題解決型提案営業）体制の拡充・強
化を行い、併せて関連会社、外部機関等との連携の更なる
強化を図る。
・ビジネス・マッチングの業務運営体制を更に整備・強化
し、情報面の拡充を行う等、情報提供機能の一層の強化を
図る。
【ビジネス・マッチング情報登録件数目標】
15年10月～17年3月　627件　⇒　17年4月～19年3月
1,000件
【ビジネスマッチングセッティング件数目標】
15年10月～17年3月　350件　⇒　17年4月～19年3月
500件

・シンジケートローン組成、資産流動化、土地有効活用、医療経
営等に対する多様な提案を行うソリューション営業体制の拡充
・関連会社、医療機関、外部機関等への行員派遣による経営相
談・支援スキル強化
・商談会企画による新たなビジネス・マッチングニーズ発掘と営
業店間の情報交換の活性化によるビジネス・マッチング対応力強
化

・17年7月～9月にかけて法人営業部内の人員を12名増員し、ソリュー
ション営業体制を再編・強化した。
・ビジネス・マッチング商談会を積極的に実施した。
・法人営業部のビジネス・マッチング担当部署を強化し、併せて全営
業店で「ビジネスマッチングアドバイザー」の任命を行うなど、ビジ
ネス・マッチングに関する本支店間の連携体制を強化した。
上記取組みの結果、ビジネス・マッチング登録件数実績 771件、セッ
ティング件数実績459件、成約件数156件となった。
・日本リスクデータバンクとビジネス・マッチング契約を締結し、同
社と「S&P」が共同開発した「中小企業向け格付」を取引先に紹介。こ
の結果、18年9月までに累計6社が格付を取得した。
・証券会社3社と提携し、｢市場誘導業務｣を開始した。
・与信情報提供会社と連携して、中小企業向けに与信リスク管理等に
関する「トータルリスク管理セミナー」を開催した。
・中小機構と連携して、「株式公開セミナー」を開催した。

・18年度上期は17年度に引き続き商談会を開催したところ、ビジネス・マッチング登
録件数は17年度下期と同じ306件であったが、成約件数は17年度下期の47件から73件へ
と増加し、ビジネス・マッチングへの対応力が着実に強化できたと評価している。
・また、日本リスクデータバンク㈱、証券会社3社との提携や西日本総合リースとの連
携強化によりコンサルティング機能も強化できたと評価している。
今後も整備・強化した体制をもとに営業店での取組みを強化し具体的成果を出すこと
で取引先企業への支援機能を発揮する。
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年9月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題
○中小企業に対するコンサルティング機能、情報提供の一
層の強化を図る。
○中小企業支援スキルの向上を目的とした取組みの強化を
図る。

○平成17年下期までに北部九州ビジネスマッチング稼動開始
○リンクスによる研修、セミナーの実施
○中小企業診断士養成のため中小企業大学校へ行員を派遣、行内
の中小企業診断士有資格者を講師とする行内研修（コンサルティ
ング研修）の継続実施

○北部九州ビジネスマッチング協議会の活動
会員数　18年9月末　150先（18年3月末131先）
18年1月　商談会実施（個別商談12社）
18年6月　商談会実施（個別商談34社）
18年7月　商談会（自動車及び関連メーカーとの商談会）
メーカー32社　参加企業111社
○リンクスによる各種研修会、セミナーの開催。
○中小企業診断士養成のため中小企業大学校へ行員を派遣。1名。
派遣期間：平成17年4月～平成18年3月
○中小企業診断士合格のためスクーリング(9カ月間)へ行員を派遣。
（1名）
派遣期間：平成17年10月～平成18年6月
○コンサルティング研修を実施。
平成17月7、8、10、11、12月。平成18年7、8、9月。
○医業コンサル機能強化のため、営業推進部の医業推進担当を2名から
5名に増員。
　・全店で医療担当者約90名を配置しており、セミナーの開催、情報
提供等を計画するなど、お取引先医療機関との関係作りを強化してい
る。

○中小企業に対するコンサルティング機能、情報提供の一層の強化
・北部九州ビジネスマッチングの準備は終了し、平成17年11月より本格稼動させた。
今後は積極的に活用を図る。
・リンクスによる各種研修会は予定通り開催した。今後も同様に研修会を開催してい
く。
○中小企業支援スキルの向上を目的とした取組みの強化
・引き続き、行員の中小企業支援スキルの向上を目的とした取組　　の強化を図る必
要がある。

キャッシュフローのモニタリング強化等による不良債権の
新規発生防止や要注意先債権等の健全債権化に向けた各種
取組みの一層の強化
○要注意先債権などの健全化及び不良債権の新規発生防止
に向けて本部・営業店の連携強化を図る。

○経営改善支援取組先の見直し
○改善計画書策定先へのモニタリング強化
○改善アドバイスやコンサルティング機能の実効性の向上
○経営改善支援取組先に対する具体的取組みの実施
○キャッシュフロー分析結果を格付へ反映

○半期毎に「経営改善・再生支援取組先」の選定見直しを行うこと
で、通算取組先の増加を図った。（16年下期取組先188先→17/上期～
18/上期通算取組先数252先）
○17年上期に取組先199先中11先、17年下期に取組先213先中14先、18
年上期に取組先191先中11先、合計36先の債務者区分がランクアップし
た。
○「経営改善・再生支援取組先」のうち、新たに17先の経営改善計画
書を作成。また、未作成又は単年度計画に留まっていた先から26先の
中長期計画を作成した。
○実績検討会開催先は13先の増加。
○18年2月に経営改善計画書策定時におけるレビュー及び計画進捗のモ
ニタリングについての行内ルールを明確化。
○18年3月に経営改善計画書策定の指針とすべく「経営改善計画書策定
の手引き」を制定。
○18年上期にキャッシュフロー計算書作成の為のサーチクライアント
サーバを設置するなどのシステム整備を行なった。

○「経営改善・再生支援取組先」の見直しを継続し、債務者区分ランクアップ36先、
改善計画書策定先17先増加・中長期計画策定先26先増加と上記のとおり一定の実績を
計上できた。
○但し、18年9月末現在、計画書未策定先が49先、実績検討会未開催先が38先あり、審
査第二部企業支援グループと営業店との連携による取組みの強化継続や経営改善計画
書レビュー・モニタリングの運用強化、及び「経営改善計画書策定の手引き」の活用
により、計画書策定先及び実績検討会開催先の増加・充実を更に図っていく。
〇サーチクライアントサーバにより作成されたキャッシュフロー計算書を営業店に還
元し、稟議時の添付資料としての活用を促していく。

要注意先債権等の健全債権化等の強化に関する実績(体制
整備状況、経営改善支援取組み先数、経営改善による債務
者区分のランクアップ先数等)の公表内容の拡充
○要注意先債権等を健全債権化させる等の取組みを強化し
たことによって得られた実績を公表する。

以下について半年毎に公表
○経営改善支援取組先数
○経営改善等による債務者区分のランクアップ先数
○経営改善計画書提出先数
○実績検討会開催先数

○ニュースリリース、当行ホームページにて、「経営改善・再生支援
取組先」に対する下記取組状況を公表する。
・経営改善、再生支援取組先数　 191先（17年上期増減　＋11先）（17
年下期増減　＋14先）（18年上期増減　▲22先）
・経営改善等による債務者区分のランクアップ先数　36先（内、17年
上期実績 　11先）（内、17年下期実績 　14先）（内、18年上期実績
11先）
・経営改善計画書徴求先数　 142先　　（17年上期増減　＋3先）（17
年下期増減　＋6先）（18年上期増減　＋8先）
内、中長期計画策定先　110先　　（17年上期増減 ＋13先）（17年下
期増減 ＋10先）（18年上期増減　＋3先）
単年度計画策定先　 32先　　（17年上期増減 ▲10先）（17年下期増
減  ▲4先）（18年上期増減　＋5先）
・実績検討会開催先数　 153先　（17年上期増減　±0先）（17年下期
増減　＋1先）（18年上期増減 ＋12先）
内、本部開催先  50先　　（17年上期増減　＋2先）（17年下期増減
±0先）（18年上期増減　＋1先）
営業店開催先   103先　　（17年上期増減　▲2先）（17年下期増減
＋1先）（18年上期増減 ＋11先）
内、定期(毎月)開催先　 98先　　（17年上期増減　＋5先）（17年下
期増減　▲2先）（18年上期増減 ＋10先）
不定期開催先　 55先　　（17年上期増減　▲5先）（17年下期増減
＋3先）　（18年上期増減　＋2先）

○17年下期と同様に、上記内容を公表する。
○今後も半期毎にニュースリリース、当行ホームページにて「経営改善・再生支援取
組先」に対する取組状況を公表する。

佐賀
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年9月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題
・高付加価値な情報提供を重視した営業活動の実践を強化
してまいります。
・｢しんわビジネスクラブ｣の活動を充実してまいります。
広域対応情報については、「地方銀行情報ネットワーク」
を活かし、ビジネスマッチング機能の強化を図ってまいり
ます。

・営業支援体制、情報提供機能の更なる強化とともに、経営相談
や情報提供の好事例の還元等、行内への啓蒙活動を継続いたしま
す。
・「ビジネスマッチング情報システム」を構築し、ビジネスマッ
チング情報など高付加価値のサービスを提供いたします。

・１７年１２月より「しんわビジネスマッチングサービス」として業
務を開始し、当行取引先よりビジネスパートナーの紹介に取り組んで
おります。
・しんわビジネスクラブ活動として１８年９月までにセミナー５回開
催しました(１７年度３回、１８年度２回)。
 

・ビジネスマッチングサービスは、当行の強みである北部九州に広がるネットワーク
をベースに取引先企業の営業支援機能の強化を目指してまいります。
・ビジネスマッチングサービスは、コーディネート力を向上させ成約件数の増加を図
ります。
・しんわビジネスクラブのセミナーは、今後も年４回程度の開催予定としておりま
す。

○要注意先債権等の健全債権化等に向けた取組みの強化
・審査態勢及び企業経営支援体制を強化し、早期かつ迅速
な企業再生のための取組みを加速させてまいります。
・要注意先債権等の債権健全化と不良債権の新規発生防止
による不良債権比率の低減を促進いたします。

・「集中改善期間」の反省を踏まえ、リレバンの本質を理解した
上で顧客と一体となってランクアップを目指すため、対象先の絞
込みと取組み方針の再協議を実施し、一層の強化を図ります。
・担当審査役による臨店指導を実施し、対応状況の確認とランク
アップ実現に向けての指導を強化いたします。

・従来のリレバンの管理表を見直し改訂した「新リレバン管理表」に
よる進捗管理を行いました。営業店は対象先の経営改善計画を策定
し、計画の進捗状況について報告を行いました。
・「新リレバン管理表」による定例報告(１７年５月･８月･１０月・１
８年１月・４月)による進捗管理と併せて、地区担当審査役による臨店
指導を実施（１７年６～７月、１０～１１月）いたしました。
・「営業店臨店指導チーム」の臨店時においても「企業再生･保全」項
目として、リレバンの進捗状況について調査・指導を実施いたしまし
た（３４カ店）。

・営業店臨店指導チームを設置し、１７年１１月より臨店活動を開始いたしました。
17年11月以降３４カ店を臨店実施し、営業店の審査レベル・取引先実態把握のノウハ
ウ習得に大いに貢献しております。
・経営改善支援取組みに関しましても、更に高度なリレーションに基づく指導が必要
と認識しており、臨店時に「リレバン取組状況」についても確認と指導を継続し、進
捗管理の強化を行ってまいります。
・18年12月までに１２カ店の臨店指導を予定しております。

○中小企業に対するコンサルティング機能、情報提供機能
の一層の強化
（ａ）取引先のニーズに応じた経営情報の積極的な提供や
広範なビジネス・マッチング情報の提供」
１．情報提供力向上のためのネットワークの構築(県商工
観光労働部､くまもとテクノ産業財団､地元大学､進出企業
等)
２．営業統括部事業開発グループやビジネスコンサルティ
ングチーム､福岡事務所を中心とした情報営業態勢(情報の
集約・加工・発信)の強化(「情報連絡票」の活用､業績評
価制度への反映等検討)
３．経営情報やマッチング情報の提供を通じて取引先企業
を支援
(目標：ビジネス・マッチング情報の提供､年度で50件以
上)

１．県商工観光労働部､くまもとテクノ産業財団､地元大学､進出
企業等への定例訪問及び情報共有化による情報ネットワークの充
実
２．経営に役立つ情報発信(各種商談会､セミナー等の案内)
３．進出企業と地元企業とのビジネス・マッチング
４．ビジネスマッチング等有料化サービスの検討

１．（『経営に役立つ「商談会・セミナーだより」』）の営業店還元
および取引先への発信を開始(H17.8月より月1回発信)。
２．取引先向けセミナー・商談会の実施(6件)
３．ビジネス・マッチング情報の提供： 522件
４．「法人向けソリューションメニュー」の営業店への発信を開始
（H18.1月）

今後も引続き、経営に役立つ情報の発信や各種相談会・セミナー等への案内ならびに
顧客のニーズに基づくビジネス・マッチング情報の提供等を積極的に実施していく方
針。

○小企業支援スキルの向上を目的とした取組みの強化
１．企業の実態把握力に優れ信用リスク管理が合理的にで
きる行員の育成
２．情報収集・情報提供力を向上させ、企業の経営に関す
る相談・アドバイスが実践できる行員の育成

１．業種別審査体制へ変更
２．法人取引主要店向け会議の開催等
３．相談・アドバイス能力向上を目的とした「法人渉外能力養成
研修（目利き・経営支援対応）」の継続実施
４．行外研修
・中小企業大学校主催「地域金融機関職員等研修」への派遣継続
・地銀協他主催の行外研修への派遣継続
５．支援スキル向上を目的とした「業種別セミナー」の実施
６．中小企業診断士の育成、および資格取得への支援
７．中小企業の財務・経営管理能力向上支援を目的とし、ＣＦＯ
検定試験の斡旋、及び「中小企業の会計」(冊子)の活用促進

１．業種別審査体制へ移行済
２．法人取引主要店向け会議の実施（支店長対象3回、広域・新規担当
者対象4回、計7回）
３．行内研修
(1)法人渉外能力養成研修の継続実施
・短期コース:（第6期）12名、（第7期）12名　　計24名
・スペシャルコース(第2期)：16名（地場企業8社へ研修派遣）
(2)渉外コース別研修「法人営業コース」の実施（受講者22名）
４．地域金融機関職員等研修（中小企業大学校主催）への派遣者公募
及び派遣実施（9名派遣［H17.10.20(木)～21(金)実施］）
５．中小企業診断士育成支援（既取得者19名）通学スクール斡旋
６．「中小企業の会計」(冊子)の活用
７．ＣＦＯ検定試験斡旋（取得者11名）
８．業種別セミナーの実施
・建設業編（参加者 204名）　・医業編（参加者 155名）

・リレーションシップバンキングの機能強化計画からの継続実施分もあり、意識の高
揚、知識習得と共に具体的な支援・アドバイス等の好事例に繋がっている。
・更に実際の行動面に活かしていくことが必要であり、今後は各行員のレベルに応じ
た育成を行う。

○要注意先債権等の健全債権化等に向けた取組みの強化」
１．特定審査支援チームによる支援企業への直接指導か
ら、個社別の課題、問題点の早期発見・早期解決を含め、
営業店による経営改善支援・指導へと移行する。
２．債権の健全化に向けた企業実態分析を徹底し、債務者
区分のランクアップへの取組みを強化する。
３．業種別審査体制へ移行。審査の専門性を高めることに
より、不良債権の新規発生防止を図る。

１．各種支援ツール（経営状況把握のためのガイドライン等）、
改善事例集等をもとに、特定審査支援チームを中心に蓄積してき
た再生ノウハウを融資役及び営業店に対して移転する。
２．経営改善支援先企業ごとの課題・問題点を明確にし、具体策
策定を行う。
３．不良債権の新規発生防止を図るため、業種別の財務特性など
業種情報の蓄積、分析を行い審査に活用する。

１．特定支援チームを中心に蓄積してきた再生ノウハウを移転するた
め、経営改善及び債権管理手法等の勉強会実施。
ブロック勉強会・相談会　１１ブロック実施
融資役勉強会　１０回実施
２．営業店を中心に経営改善支援企業の実態把握を深めるため、事業
再生研修を実施。
３．従来の審査体制を業種別審査体制(18業種区分）へ変更。
業種別審査の専門性向上、営業店との情報共有化のため、業種別関連
ホームページを立上げ。掲示数504件。

１．早期対応策の必要性については、本部、営業店間の問題意識の共有化が進展。今
後は、営業店による企業の実態把握の強化に注力。
２．個別経営改善支援企業についての営業店を中心とした具体的対応策に対して、与
信管理部特定先グループ特定支援チームがサポートを実施。
３．業種別審査体制への移行により専門的情報の蓄積も進展、今後、業種別関連ホー
ムページの充実をはかり、情報共有化、営業店への情報還元を行っていく。

○健全債権化等の強化に関する実績の公表等
今後も経営改善支援に関する取組状況、取組み先数、体制
整備等の状況、ランクアップ先数の公表を継続実施すると
ともに、ランクアップに関するより具体性のある項目を追
加するなど、公表内容の更なる充実を図る。

１．平成１７年度上期実績より半期毎に、経営改善支援に関する
取組み状況、取組み先数、体制整備等の充実状況や、ランクアッ
プ先数を公表する。
２．平成１７年度上期実績より半期毎に、ランクアップに関する
要因別の分類等を公表する。
３．以上、公表の充実とそのﾍﾞｰｽとなる経営改善支援に関する体
制の充実および経営改善支援に向けた取組みの強化を継続実施す
る。

１．平成17年度上期実績より、経営改善支援に関する取組み状況、取
組み先数、体制整備等の充実状況や、ランクアップ先数の公表を実
施。
２．平成17年度上期実績より、ランクアップに関する要因別の分類等
を公表。
３．平成17年4月～18年9月実績
・経営改善支援取組先（ 116先）の内、債務者区分ランクアップ先は9
先。
・経営改善支援取組先は、与信額50百万円以上の要注意先以下先で地
域経済への影響が大きい先を中心に選定。
・選定した 116先は、構造不況業種に属する企業で、業績改善には時間
を要する先が多い。

・今後もランクアップへの一段の取組み強化を図るとともに、公表の充実に向けて取
組んで行く。

親和

肥後
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年9月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題

大分

1.取引先企業に対する支援機能強化のため行内支援体制の
充実を図り、取引先企業にビジネスパートナー紹介等を行
い、収益機会の場を提供します。
2.法人会員組織（大分銀行ビジネスクラブ）を充実させ、
インターネットサービス等を活用したビジネスマッチング
機能、コンサルティング機能、情報提供機能の強化を行い
ます。
※目標会員数　17年9月末1,000先、18年3月末1,500先

1(1)取引先企業の事業展開支援のため、ビジネスマッチングサー
ビス業務の推進を強化します。
 (2)医療専門担当者による具体的な経営相談やセミナー開催等を
実施します。   ※医療セミナー開催　半期 1回以上
2(1)法人会員組織（大分銀行ビジネスクラブ）の組織充実を図
り、関連会社を含めた総合サービスにより取引先企業の営業力強
化を支援します。
 (2)取引先企業の販路拡大を支援するため、ビジネスマッチング
商談会を開催します。

1(1)全国規模での商談が可能なインターネットサービス「大分銀行ス
クエア」を開始しました。
大手コンビニエンスストアや警備保障会社、売掛債権保証会社とビジ
ネスマッチングサービスの契約を締結しました。
 (2)医療機関向けセミナーを合計8回開催しました。（延べ参加人数
549名）
2(1)新法人会員組織「大分銀行ビジネスクラブ」を立上げ、平成18年3
月末の目標会員数1,500先を達成しました。また、会員向けに大銀経済
経営研究所とタイアップしたセミナーの毎月開催、講演会、インター
バル研修の開催を行いました。
 (2)ビジネスマッチング商談会を開催しました。出展企業数108社、来
場者数約2,400人で商談・面談件数は 823件に上りました。

1.ビジネスマッチングサービスについては、提携先の拡大検討と商品内容の周知徹底
を行い、営業店における提案営業の推進を促進します。
  また、医療セミナーは専門機関とも連携し、今後も継続的に開催します。
2.法人会員組織のサービス内容・機能の充実を図り、引続き利用促進・会員の増強に
努めます。ビジネスマッチング商談会については、次回の開催時期・形態等の検討を
行います。

１．有料化スキームの導入を検討すると共に、蓄積された
情報の再整理と有効活用法について具体的に準備してい
く。
２．中小企業診断士や法人FP等の専門知識を有する行員の
増員を図り、当行全体としてソリューション営業が効果的
に行われる体制構築を図る。
３．本部のバックアップ機能を強化し、多様化する企業
ニーズに臨機応変に対応できる体制作りに取組む。

１．有料化スキーム導入検討、情報整理。
２．専門知識を有する行員の効果的運用（配置）及び新たな人員
の育成も含め取組んでいく。
３．営業統括部営業支援グループ及び宮銀VC㈱の態勢強化。

１．営業統括部 営業支援グループ内にビジネスマッチング担当者を配
置し、個別企業とのビジネスマッチング業務提携の検討を開始。
２．法人営業推進リーダーの育成を目的に「法人営業支援研修」を実
施。計32名の法人営業担当者が参加。
３．営業統括部 営業支援グループの態勢を営業店により分かり易くす
るため、「業種別（医業・農業）」「ソリューション」「ファイナン
ス」「事務管理」の4グループに再編成。

１．行内ＬＡＮ上に掲載されているビジネスマッチング情報の整理（検索機能等の追
加）を実施する。
２．法人営業力強化のため効果的な人材育成(研修)を実施した。
今後は、体制整備のため組織的・体系的な研修制度の導入を検討する。

○健全化債権等の強化に関する実績の公表
１．｢元気復活大作戦」対象先を「改善支援先」と「ラン
クダウン防止先」に切り分けて、明確な目的・目標を持っ
て取組む。
（１）「改善支援先」は経営改善結果としてのランクアッ
プを目指して取組む。
（２）「ランクダウン防止先」はランクダウン阻止を目標
として経営相談・モニタリングを中心に支援に取組む。
２．目標値は、通期で設定する。（リスクコントロールの
実効性）
（１）「改善支援先」における２年間のランクアップ率
(改善率)  実績目標は２０％以上とする。

１．個別企業毎に経営改善プロセスの検証を行い、営業店・本部
各々の支援取組内容をデータとして蓄積する。

１．｢元気復活大作戦」対象先を「改善支援先」と「管理重点先(ラン
クダウン防止先)」に切り分けて、夫々に個社別取組方針を設定し取組
中。
H17年度の元気復活大作戦「改善支援先」　211先
○ 改善支援先…H17上期171先＋下期追加対象40先
２．H17年度中のランクアップ率は29.8％(目標比+9.8％)と達成。
改善支援先 211先でランクアップ63先を計上。

１．Ｈ17/4～18/9までのランクアップ総数は89先。
新ＡＰ通期でのランクアップ率は35.7％（目標比＋15.7％）
　　《 89先（ランクアップ先数）÷249先（支援対象先数） 》
･･･ 数値目標である「20％以上」を大幅に達成。
　　引続き目標達成に向けて手綱を緩めることなく取組む。

・取引先企業の成長・発展、ひいては当行の営業基盤拡大
に向けて、既存の態勢・ツールを活用しながら、取引先企
業へのコンサルティングおよび情報提供を通して、取引先
企業の「営業利益改善活動」を展開。

・営業店業績評価に取引先企業の「営業利益改善活動」を評価す
るシステムを導入。「対象先顧客を熟知する」行動に始まり、質
の高い対面交渉を実践することで、経営全般に関する広範な顧客
ニーズに応える行動を定量的に評価する。
・集合研修、本部担当者の臨店指導実施。

・取引先企業の「営業利益改善活動」を含むリレバンへの取組み状況
を17年度より営業店業績評価に導入し、毎月活動実績と取組み事例の
還元を行い、営業店への周知徹底を図った。さらに、18年度からは、
評価における比重を更に高め、一層の強化を行った。
・「営業利益改善活動」実績59億円（販売先紹介による売上増加、仕
入先紹介による原価削減等による貢献実額の集計値）
・営業利益改善活動関連の集合研修へのカリキュラム組入れ実施4回、
営業店への臨店指導実施54か店
・全店支店長会議での啓蒙実施（18年4月）
・中堅・中小企業向け「日本 SME格付け」の取扱金融機関として提携
（17年12月）実績5先

・「営業利益改善活動」の意義については浸透したが、全店的な活動定着化に向け
て、今後も引続きモニタリング・成果確認・指導等を行っていき、当行のビジネスモ
デルとしての定着化を図っていく。

・取引先企業・営業店・本部が一体となった経営改善支援
体制を継続しながら、レスキュー隊による経営改善指導訪
問、臨店指導を強化し、経営悪化の早期発見と適正な措置
等、営業店の経営改善指導力の強化を図る。
・レスキュー隊による経営改善指導訪問先数を半期延べ
200先とし、その成果として、不良債権比率（金融再生法
開示債権比率）3%台の維持を目標とする。

・経営改善指導訪問を通した意識改革への粘り強い対応、財務指
導強化
・臨店時における営業店の経営改善指導状況とキャッシュフロー
等　のモニタリングおよび研修実施
・外部コンサルタント等との連携強化
・経営改善事例のデータベース化
・半期ごとの実績公表と公表内容の拡充

(1) 経営改善支援体制
・体制（経営改善指導班）
審査部　審査ｸﾞﾙｰﾌﾟ　 6名
担当区分：要注意先　対象企業156社
　　　　　　　要管理先　対象企業 34社
融資管理室 　2名
担当区分： 破綻懸念先　 対象企業： 39社
合　　計 8名　229社

(2) 経営改善支援取組み状況
①具体的な活動状況
・重点管理先 154社に対して、18年度上半期までの訪問実績延べ644社
・(株)鹿児島地域経済研究所との連携による支援（取組6社）
・(財)社会経済生産性本部、外部コンサルタントとの業務提携による
支援（取組6社）
→事業再生を目的として、新たな外部コンサルタント1先と連携開始
（18年5月）
・鹿児島県中小企業再生支援協議会との連携による支援
（持込み4社、うちレスキュー隊関与取組2社）
・支店長トレーニー・融資トレーニーの実施67名
・17年8月重点管理先モニタリング表を作成し、キャッシュフローモニ
タリング等営業店への指導強化中（実績延べ71か店）
・17年度下期より経営改善指導班臨店時に勉強会開催（15か店）
②支援先の改善状況（別紙様式２－１参照）
・経営改善支援取組先 229社の債務者区分の変動
ランクアップ　　54社
ランクダウン　　18社
完済・その他　　12社
現状維持　　　 145社

・計画通り実施し、格付のランクアップとランクダウン防止に一定の成果をあげてい
る
・現体制による支援活動を継続する

宮崎

鹿児島
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年9月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題

琉球

1. 取引先企業向けソリューション業務を推進する専門部
署を設置し、中小企業の経営課題解決および企業価値向上
支援に資するコンサルティングサービス、経営情報提供
サービスの一層の強化を図る。
2. 中小企業支援スキルの向上を図る行内研修プログラム
を実施するほか、中小企業大学校への派遣、地方銀行協会
などの外部機関が開催する中小企業支援関連研修への派遣
を継続する。

1. りゅうぎんビジネスクラブによる経営情報提供、階層別社員
研修、ビジネスマッチング、商談会出展支援等を継続する。
2. 17年6月には企業支援部に金融サービス室を新設し、株式公開
支援業務、Ｍ＆Ａ支援業務、組織再編支援業務、財務コンサル
ティング業務、事業承継支援業務、リスク管理支援等の取り扱い
を拡大する。
3. 取引先企業に対するコンサルティング機能強化のため、各種
業務分野に精通するコンサルティングファーム、弁護士、税理
士、司法書士等とのネットワークを拡大する。
4. 経営相談･支援機能強化を目的に、通信講座の受講奨励、外部
講師によるセミナーを開催するなど、行内研修プログラムを見直
す。
5. 地銀協主催の｢中小企業経営支援講座｣等に本部担当者を派遣
するほか、中小企業大学校への派遣を継続する。

1. 中小企業の経営課題解決や企業価値向上を支援するコンサルティン
グサービス、経営情報提供サービスの一層の強化を図るため、17年6月
に専門部署として企業支援部内に金融サービス室を新設した。
2. 17年4月・5月に会計士補・証券アナリストの資格を有する企業支援
部の職員が講師として当行各部店長を対象に金融知識のレベルアップ
を図るため、株式公開支援、株式分割、営業譲渡等について講座を開
催した(参加者52名)。
3. 17年7月より大手証券会社と提携し、県内銀行では初めて市場誘導
業務(株式公開支援業務)を開始した。
4. 17年11月にりゅうぎんビジネスクラブ会員企業を対象に大商談会｢
東京ビジネス・サミット｣への出展を支援した(参加企業数31社)。
5. 17年11月より会計士補・証券アナリストの資格を有する職員が若手
行員を対象としてファイナンスに関する講座を開催した。（開催数：8
回、参加者：30名）
6. 17年12月に、コンサルティング業務に関して「みずほ総合研究所」
と提携し、中小企業の多様な経営上のニーズに対応できる態勢を構築
した。
7. 18年3月に金融サービス室職員1名を地銀協主催の「M&A講座」に派
遣した。
8. 18年3月までにM&A支援、事業承継支援、組織再編支援、財務コンサ
ルティング等の案件に取り組み、以下の実績を挙げた。
成約件数：2件、手数料：約7百万円

1. 金融サービス室の設置に伴い、当行取引先よりM&A、経営・財務相談、事業承継相
談等が増加しており、コンサルティング成約実績も順調にあがってきている。
2. 当行の経営課題解決支援サービスをさらにPRし、多くの顧客に活用してもらうた
め、セミナーの開催、無料相談会の実施、営業店向け教育・支援の充実を図りたい。
3. 当行担当者のスキルアップにより自行単独で提供できるサービス範囲の拡大および
クオリティのアップを目指すとともに、外部専門家のさらなる活用を図りたい。

８，００８件

１８件

１，４４６件

９７件

<参考>取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化に関する実績（６４行計、平成１８年度上期）

①ビジネスマッチングの成約件数

②株式公開支援実績

③社債発行支援実績

④Ｍ＆Ａ支援実績
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年９月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題
○事業再生に向けた積極的な取組み
事業再生に向けた積極的な取り組みを実施する
ため、再生ノウハウを習得し、業務提携先であ
る政府系金融機関や中小企業再生支援協議会と
連携を強化することで、事業再生に向けた支援
態勢を強化して行く。

事業再生に向け組織的な活動を強化するため、中小企業再生支援協議会をこれまで以上に
積極的に活用することを検討する。具体的には、財務調査及び経営改善計画書策定に関す
る相談・情報交換等を積極的に行い、また、政府系金融機関や他機関と連携した上で、事
業再生ファンドの組成・活用等についても検討して行く。

・H17/10より、企業支援室として正式発足し、H17/11に1名、H18/4より2名
を増員。
・休日の中小企業診断士行内セミナーの開催を定例化し、行員のレベル
アップと外部セミナーの積極的参加にて支援体制スキルを整備。
・中小企業支援協議会の研修会も開催し、支援協議会へ持込相談実績も1件
あり。
・再生の可能性ある企業を優先的にファンド活用による早期再生実現を継
続中。

・H18/9までに再生ファンド利用での実績は1件に留まったが、現在進行中の3社に
ついてもH19/3までには終了予定である。H18/10以降、既存先での再生可能性を探
り、順次再生ファンドRCC、中小企業支援協議会を利用した事業再生を推進させた
い。
・今後の企業支援室での対応として、融資部管理室案件についても、企業支援室
との共同処理を目指し、管理室、支店帯同での顧客訪問、企業内容の探求、企業
の要望に答える施策を検討中である。本部、支店の情報共有化と様々な事業再生
手法からの支援方法を身に付けるべく支店行員の更なるレベルアップを今後の課
題とする。

○再生支援実績に関する情報開示の拡充、再生
ノウハウ共有化の一層の推進
情報開示の拡充等、再生・支援業務を通じた顧
客との密接な関係構築のもと、地域経済の再生
に資するべく、地域内各行庫の再生支援実績の
情報開示等を提案するなど、再生ノウハウの共
有化の実現に向け、地域内でのリーダーシップ
を発揮する。

・政府系金融機関等の外部機関との連携強化。
・ディスクロージャー誌、ホームページ等を活用した個別具体的事例の公表。
・顧客に対する再生事例のプレゼンテーション等積極的なプロモーション活動の実施。

・人員増加から、情報、ノウハウの共有化を図れる体制構築を実施。
・H17/10立ち上げの「ふるさと再生ﾌｧﾝﾄﾞ」の積極的活用から、再生可能性
ある企業への対応し、対応方針、対応ｽｷｰﾑの合理性判断が出来る組織体制
を構築した。

・支店での再生手法、知識の浸透状況には,もう少し時間が必要である。審査企画
部門、人事研修班との連携が必要であるが、企業支援室としても、実例を上げて
研修出来る状況での資料整備も必要となる。
・現在、優先取組先を抽出し対応しているが、今後の課題として、既存融資先の
中から再生可能性ある企業を新たに探索し、資産の純化とスピードアップを図る
意味で、外部研修の利用、行内研修において再生事例公表し、再生ノウハウの蓄
積させ、行員のレベルアップを図る。

・リレーションシップバンキングの機能強化計
画を推進していく中で個別の案件を介した外部
の専門家との交流･折衝を通じての行内担当者の
知識、実務レベルの向上等、取り組みの態勢は
整ってきている。
・岩手県中小企業再生支援協議会と協調しての
抜本的な経営改善計画の策定支援の実施、ＤＤ
Ｓの実行、営業譲渡による私的再生、地域再生
ファンドを利用した再生スキームへの協調･リ
ファイナンス等の実績があり、現状の取組み状
況は評価できると認識している。

・当行の経営理念に則り、地域経済の再生、活性化のために、収益力のあるコア事業を有
するなど再生可能性が高いと判断される企業に対しては、地域内におけるモラルハザード
に留意しながら、債務者企業を始めとする関係機関との調整、連携を進め、当該企業に
とって最も有用であると考えられる手法により、事業再生への取り組みを進めていく。
尚、取り組みにおいては、市場原理や資本の論理のみに止まらず、地域経済に対する影響
についても十分に配慮していく。
・当面は現在の取組み先を中心としながら、進捗状況に合わせて随時取組み先を追加し、
地域中小企業の事業再生を実現する。
・本部担当者のみならず、事業再生業務に対する行員全体のスキル　の向上を実現する。

・あおぞら銀行、あおぞら債権回収と事業再生ファンドの設立についての
業務提携を実施。
・ホテル業1社について、岩手県中小企業再生支援協議会の機能を活用し、
政府系金融機関（商工中金）と協調で、会社分割の手法を取り入れて私的
再生に取り組み、18年3月に案件完了した。また、再生にあたり、償還条件
付ＤＥＳを取得した。
・他のホテル業1社について、スポンサー付き再生を目指し、アドバイ
ザー、各金融機関と継続協議中。
・産廃処理業１社について、再生ストラクチャーについてアドバイザーと
協議継続中。
・17年11月と18年6月に、中堅行員を対象とした、経営改善企業再生実務研
修をそれぞれ3日間の日程で開催。（参加延べ28名）
・18年5月より、あおぞら銀行グループと事業再生ファンドを活用した事業
再生候補先について個別協議を開始した。
・岩手県中小企業再生支援協議会と個別案件について事前協議を実施。

・18年3月に大型の再生案件を完了し、その他外部との連携についても予定通りに
実施しており、進捗状況は概ね順調であると評価している。
・その他の案件について、ストラクチャーの調整やステークホルダー間の調整
等、課題の解決に時間を要することが想定されるケースが出てきている。
・早期の案件完了を目指していくものの、あまり完了時期に固執することなく、
本来の目的である事業再生成功に向けて、柔軟な対応をしていく。
・今後においても、法的･私的を問わず、当該企業にとって最も有用であると考え
られる再生手法をもって、事業再生に積極的に取り組むこととしている。特に、
県中小企業再生支援協議会の機能の活用や、事業再生ファンドの組成、活用につ
いては前向きに取り組んでいく方針である。

○再生支援実績に関する情報開示の拡充、再生
ノウハウ共有化の一層の推進
・取組みに基づく事業再生の事例については、
再生ノウハウの共有化に資するために、業種、
再生手法等可能な限り具体的な形で半期ごとに
情報開示していく。

○再生支援実績に関する情報開示の拡充
・事業再生の成功事例について、案件が完了したものについては、業種、再生手法等可能
な限り具体的な形で、半期ごとにホームページ等で情報開示する。

17年度下期の再生成功事例について、18年5月に公表し、情報開示を実施し
た。

18年3月期において、大型の再生案件を完了し、内容を公表したことで、実施スケ
ジュールどおりに、順調に進捗しているものと評価している。
今後についても、計画に則り、取り組みを進めていく。

山形

○事業再生に向けた積極的取組み
○ 再生支援実績に関する情報開示の拡充、再生
ノウハウ共有化の一層の推進
１． 事業再生の早期着手に向けた取組みを促進
する。
２． 外部機関と連携しながら多様な事業再生手
法について一層の活用を図る。
３． 金融実務に係る専門的人材・ノウハウの活
用を図る。
４．再生企業に対する支援融資の拡充を図る。
５．再生支援実績や再生ノウハウについて、可
能な範囲で積極的な開示を行う。

１．プリパッケージ型事業再生、私的整理ガイドラインを活用した事業再生手法を検討す
る。
１． ＤＥＳ、ＤＤＳを活用した事業再生への取組みを行う。
２．山形県中小企業再生支援協議会の一層の活用と整理回収機構を活用した事業再生手法
の検討を行う。
３．再生支援業務の向上ならびにノウハウの共有化を目的とした研修を継続実施する。
４．外部機関や外部専門家と連携した活動を強化する。
５．再生企業に対する支援融資手法の検討および活用を行う。
７．地銀協などの業界団体等より情報収集を行い、開示内容等を検討する。

１．DDSの実施、DESの活用手法の研究を行った。
２．山形県中小企業再生支援協議会へ個別案件を持ち込み、具体的な協議
を行った。
３．整理回収機構と事業再生に関する業務提携を行い、その活用方法につ
いて情報交換を行った。
４．外部専門家との連携活動を強化した。また、㈱リサ・パートナーズと
事業再生に関する業務提携を行った。（17年11月）
５．ブロック勉強会や研修への講師派遣により、営業店のスキルアップ支
援を実施した。また、企業支援室トレーニー、（18年2月）、融資特別研修
生を受け入れし（18年4月）、実践を中心とした研修を行った。
６．業種別インターバル研修（温泉旅館）を開催し、専門的スキルと課題
解決力の向上を図った。（18年6月～9月）

１． DES、DDSを活用した再生手法についてノウハウ構築が図られた。今後も外部
専門家との連携を強化し、案件に応じた再生手法の活用を検討していく。
２．山形県中小企業再生支援協議会等、外部機関との協働による事業再生支援を
継続実施する。
３．勉強会や行内研修への講師派遣等により、再生支援業務のノウハウの共有化
が図られている。今後も営業店のノウハウ向上に積極的に取り組む。
４．個別事案等については可能な範囲で公表を行う。

東邦

○融資管理部「企業経営支援室」の対象先とし
て、原則、与信額５億円以上の８９社を選定。
そのうち経営協議会や再生スキームの検討を通
して事業再生の見極めを行い、１３先【６グ
ループ企業（５５社）を含む６２社】について
債権カット等も含む抜本的な事業再生を実施す
るとともに、リスクインパクトの大きい大口与
信先も加え、中小企業の事業再生に積極的に取
り組んでいく。

○地場企業に対するプリパッケージ型事業再生、ＤＥＳ・ＤＤＳの活用、福島リバイタル
ファンドの活用、等。
○再生企業に対する支援融資。
・既にサービサーに売却された他行債権のエグジットファイナンスの検討。
○地域再生への取り組み
・温泉街の中心に位置する３旅館に対象を絞って再生を図り、温泉街全体（面）の再生に
繋げていく計画。

○再生企業に対する支援融資
・当行の再生支援先に対しＤＩＰファイナンスを実行。
○「福島リバイタルファンド」（地域再生ファンド）の活用
・平成１７年９月、福島リバイタルファンドを活用した会津東山温泉３旅
館に対する事業再生を実施。
旅館単体ではなく、複数の旅館を統合することにより経営資源を集中し一
体再生を図る、という全国的にも新しい手法を取り入れ、「点」から
「面」で再生させることにより地域の活性化を図ることを目的としてい
る。
○当行の積極的かつ多面的取組の結果、事業再生の具体的対応を実施した
１２先の従業員約２，６００名の雇用が維持されるなど、地域経済に大き
く貢献した。

○プリパッケージ型事業再生の検討、事業再生ファンドを活用した再生計画立案
や中小企業再生支援協議会と連携した再生スキーム等への取組みにより、１２先
について事業再生計画等へ実行着手。
○中小企業再生支援協議会、地元税理士等から当行の事業再生支援への取り組み
は高く評価されている。今後は当行取引先以外にも対象を拡大し、事業再生・経
営コンサルティング業務への参入検討を実施していく。
○今後の課題
再生後の抜け殻会社の処理とオフバランス化の促進および再生会社のモニタリン
グの継続的実施等が課題である。

(3) 事業再生に向けた積極的取組み

みちのく

東北
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年９月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題

常陽

○事業再生支援の取組み強化、再生支援実績に
関する情報開示
・ 中小企業の過剰債務の解消や社会のニーズの
変化に対応した事業の再構築など、引き続き、
様々な手法を活用して中小企業の事業再生に積
極的に取り組んでいく。
◎ ＤＤＳ、ＤＥＳ、企業再生ファンド、中小企
業再生支援協議会等の活用先：40先
・ 再生支援に関する実績･事例についての情報
開示を行う。

・ 私的整理ガイドラインの活用、外部機関（中小企業再生支援協議会等）の活用による
事業再生への取組み､「茨城いきいきファンド」の活用による抜本的な事業再生取組み､Ｒ
ＣＣの活用、ＤＥＳ、ＤＤＳの活用。
・ 再生支援成功事例を業界団体を通じて公表することにより、ノウハウの共有を図る。

・ 企業経営支援室において、経営改善支援取組先企業の個社別取組方針に
基づき、外部機関活用による再生ファンド、再生支援融資の活用など具体
的な再生支援に取組んだ（18年9月までの合計25先）。

＜17年度及び18年度上期に実施した再生支援＞
※1先で複数のスキーム等の活用あり
・ ＲＣＣ、中小企業再生支援協議会、コンサル会社との協調により、再建
計画の策定等を行った。（28先）
・ ＤＥＳ・ＤＩＰファイナンス(各1先)、ＤＤＳ(1先)、企業再生ファンド
の活用(3先)、プレパッケージ型民事再生(1先)、会社分割の活用　　(4
先)。
・ 茨城県の制度融資である再生支援融資に取り組んだ（11件）。

・ 取組見込先リストに基づき、多様な手法を活用した企業支援に取り組んでおり
33先の実績となった。
・ 2年間の目標40件に対しては、現在取り組み中の案件を含め、対象先に対する
進捗管理を強化し早期に実現を図る方針。

○地域の中小企業を対象とした企業再生ファン
ドの組成・活地域の中小企業を対象とした企業
再生ファンドの組成・活用
・企業再生ファンドが事業再生手法として最も
有効で経済合理性の高い債務者企業の選定。
・サービサーとの連携による再生スキームの確
立。

・対象先は、本部が主管する50百万円以上の要管理先・破綻懸念先から経営支援先に指定
した先で、再生意義・経済合理性等の観点から抽出する。
・「茨城いきいきファンド」他サービサーとの連携で、対象企業に最適な再生スキームを
策定する。

・ 対応方針見直により企業再生ファンド活用候補先を選定した。
・ 候補先毎に、企業再生ファンドのサービサーと再生スキーム等について
協議を行った。
・ ７先について企業再生ファンドを活用した。

・地域再生ファンドである「茨城いきいきファンド」の活用についても、平成18
年度中には候補先を絞込んだ上で検討をしたい。

○適切な再建計画を伴うＤＥＳ（債務の株式
化）、ＤＤＳ（債務の資本的劣後ローン化）等
の積極的な活用
・合理的かつ実現可能性の高い経営計画書と一
体で行われることが要件であり、当初は銀行の
引当金等負担増加を伴うケースが多いため、真
に銀行にとって再生意義の高い先、経済合理性
が確保されるを優先的に取組む。
・コベナンツを付すなどして、十分なモニタリ
ングを行う。

・対象先は、本部が主管する50百万円以上の要管理先・破綻懸念先から経営支援先に指定
した先で、再生意義・経済合理性等の観点から抽出する。
・経営計画書については、当該債務者企業・顧問税理士等及び中小企業再生支援協議会と
連携して作成し、コベナンツを付すなどしてモニタリングによるチェックとフォローを定
期的に行う。

・経営支援先からＤＤＳ・ＤＥＳにより過剰債務解消を図る先を抽出し
た。
・ＤＤＳの活用３先、ＤＥＳの活用１先を実施した。

・ＤＤＳについては、実質的に財務状況が改善することもさることながら、債務
者企業との親密な関係を維持しながら経営情報の蓄積がスムーズになる効果が大
きいことが確認出来ており、今後とも中小企業再生支援協議会等外部機関との連
携強化を図りながら、積極的に取組んで行きたい。

○中小企業再生支援協議会の一層の積極的活用
・中小企業再生支援協議会との連携は、債務者
企業が抱える経営上の問題点や財務管理の重要
性を認知させる効果があり、債務者企業のイン
センティブを高めるのに非常に有効で、今後と
も積極的な活用を図って行く。

・計画期間中に年間15先以上の案件持込を図る。
・対象先は、本部が主管する50百万円以上の要管理先・破綻懸念先で、経営支援先に指定
した先から抽出する。
・経営計画については、当該債務者企業・顧問税理士等及び中小企業再生支援協議会と連
携して作成し、モニタリングによるチェックとフォローを定期的に行う。

・経営支援先から中小企業再生支援協議会に案件持込を図る先を抽出し
た。
・中小企業再生支援協議会への案件持込み１７先。内１１先について経営
計画の認可を取得した。

・公的機関としての中立性・調整能力、デューデリジェンスの公証性、コスト面
等から顧客の理解が得やすいなど、同協議会を活用するメリットは大きいものが
あり、今後とも積極的な連携を図って行きたい。

足利

(1) 客観性を重視した厳格な自己査定を踏ま
え、定性評価を加味した上で個社別に再生可能
性を判断する。
(2) 再生対象先を拡充し、積極的に事業再生に
取組む。
(3) 再生対象先については、あらゆる手法を活
用し積極的に再生を図る。なお、地域のモラル
ハザードには十分注意する。
(4) 外部再生機能の活用状況・成果について、
半期毎の開示を継続する。

(1) 融資管理部内の大口与信先・温泉旅館の再生チームに加え、新たに融資管理部内の審
査部門を人員増強し、中口与信先・小口与信先の事業再生に着手。
・対象企業を貸出残高１億円以上の要管理先・破綻懸念先として重点対応。
（17年3月末の1億円以上の要管理先395＋破綻懸念先364＝合計759先）
(2) 客観的な評価基準により再生対象先を選定。
(3) 外部機関活用し、透明性の高い再生計画策定。
(4) 企業再生ファンド、ＤＥＳ、ＤＤＳ等再生手法の有効活用。
(5) 再生企業に対するモニタリング強化。
(6) 整理回収機構・中小企業再生支援協議会等の活用状況について半期毎の開示。
(7) 不良債権比率目標（19年3月末）6％台。

(1) 外部機能を活用した企業再生実績
・整理回収機構　6件（取組継続中3件）
・中小企業再生支援協議会　54件（取組継続中14件）
(2) 18年9月不良債権、実績2,263億円（不良債権比率7.13％）、17年4月か
ら18年9月の圧縮額1,720億円。（リスク管理債権ベース）
(3) 17年3月選定の支援対象先759先の内180先がランクアップ。
(4) モニタリングコミッティ5回実施。
（17年度:6月･12月･3月、18年度:6月･9月）

(1) 不良債権圧縮計画に沿って、取引先の事業再生に関与。計画通りの進捗。
(2) 小口融資先も含め、改めて再生可能性を見極め、再生対象先の残りを確実に
スタートさせる。
(3) 行内における再生ノウハウの共有化策の構築。

武蔵野

・ 事業再生は、経営をどう立て直していくかを
取引先と一緒になって考え、支援していくこと
が極めて重要であり、最優先すべきことと認
識。このような認識のもと事業の再構築など事
業再生に向けた積極的取組みを行う方針。
・ 事業再生支援の取組み事例を取りまとめ、顧
客了承のもと可能な限り情報開示を検討する。

・ 中小企業再生支援協議会の一層の機能活用
・ 政府系金融機関との連携強化
・ 埼玉県信用保証協会との連携強化による再生支援
・ 中小企業再生支援協議会及び他の金融機関との連携による企業再生ファンドの組成及
び出資検討
・ 支援活動のノウハウ蓄積と共有化、再生支援実績や再生ノウハウについての情報開示
を検討

・支援対象先の選定、営業店支援策の検証・指導の実施
・中小企業再生支援協議会、政府系金融機関、埼玉県信用保証協会との連
携による支援実施
 ［再生支援連携実績］
　 ・埼玉県中小再生支援協議会   2件
　 ・中小企業金融公庫   1件
   ・県内金融機関（EXITファイナンス)  1件
   ・埼玉県信用保証協会  71件
・ 埼玉県中小企業再生支援協議会及び県内金融機関との連携により「埼玉
中小企業再生ファンド」を組成した

・ 関係機関等との連携による再生計画案の提言等、着実に事業再生の成果が上
がっている反面、再生計画の実行にあたり、他行との支援調整等に時間を要する
など難しさがある
・ ファイナンス会社との連携案件は取扱いに至らなかったが、引続き連携強化を
図って行く方針
・「埼玉中小企業再生ファンド」の活用は、県内企業の活性化に貢献するもの
で、今後案件持込みを検討していく
・事業再生成功事例集、企業再生マニュアルの開示検討

関東つくば
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年９月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題

千葉興業

①本部専担部署および営業店の企業支援力強化
を図る。
②各種再生手法の積極的な活用の検討および具
体的な活用先の選定を実施する。
③外部機関との連携強化および外部専門家の積
極的な活用を図る。
④再生企業に対する支援融資を拡充する。
⑤可能な範囲で再生支援実績等の公表に努め
る。

①「企業支援力育成・強化研修」の開催。外部研修への派遣。
②中小企業再生支援協議会との連携を強化し、協議会案件の中で再生の実現性の高い先へ
DES･DDS等の再生手法の積極的な活用を検討する。又、組成検討中の地域再生ファンドに
ついても、対象先を選定し組成後の活用を検討する。
③中小企業再生支援協議会案件を中心に政府系金融機関との協調支援等の連携を強化す
る。又、再生案件を進める中で外部専門家の積極的な活用及び整理回収機構の再生機能の
活用を検討する。
④中小企業再生支援協議会案件を主体に再生企業に対するエグジットファイナンスを検討
する。
⑤再生支援実績のうち、特色のある成功事例等や再生ノウハウについての情報開示を検
討。

経営改善支援取組み先として411先を選定し(18年度上期に対象先の見直し
を実施)、経営改善計画策定支援・計画策定先のモニタリング強化及び修正
計画策定支援・助言アドバイス等の個別支援を実施した結果、18年度上期
までに75先の債務者区分が向上。
千葉県中小企業再生支援協議会の積極的な活用に取組んでおり、18年度上
期までに6先について計画完成承認。
千葉県・中小企業基盤整備機構及び県内地域金融機関が出資する地域再生
ファンド(千葉中小企業再生ファンド)について18年3月出資参加し、持込先
選定を開始した。
また事業再生ノウハウを有する（株）リサ・パートナーズと業務協力協定
を締結。

①各種研修等により、営業店行員の企業支援力は向上。18年度下期は若手行員を
ターゲットとした研修会を開催予定。
②事業再生への取組みは、中小企業再生支援協議会案件として6先の計画完成承認
となり、相応の成果を上げている。18年度下期以降についても、政府系金融機関
および中小企業再生支援協議会との連携・協力、外部専門家を積極的に活用しな
がら、取組みを強化し、開示債権の削減を図る。DES･DDS等の再生手法の活用につ
いても検討継続。また、協調融資によるエグジットファイナンスへの取組み強化
も図る。
③千葉中小企業再生ファンドへの持込先選定を継続。18年度下期2先程度のファン
ド持込を図る。
④事業再生成功事例の積極的な情報開示を継続。

第四

①再生意思があり、再生可能性及び社会性･経済
合理性が認められる企業に対し「集中改善期
間」に蓄積したノウハウをフルに活用し、最大
限の再生支援を実施する
②対象企業の意向に十分に配慮すると共に、再
生可能性の見極めを十分に行った上で、1先でも
多くの企業の早期再生を実現し、地域経済の活
性化に繋げることを目指す

①外部機関･政府系金融機関との連携、外部専門家の活用
②再生対象企業の特性や規模、風評リスク等に配慮した最適な再生スキｰムを策定する上
で、営業譲渡等の事業再編、ＤＤＳ、再生ファンド等の各種の再生手法、外部機関の事業
再生機能等を選択的に活用
③再生企業のエグジットファイナンス需要の発掘、並びに同ファイナンスへの取組み

①②16年度からの継続案件であった「私的整理ガイドライン」を活用した
会社分割スキームによる再生手続、中小企業再生支援協議会及び政府系金
融機関と連携した営業譲渡スキームによる再生手続きを、各1件ずつ完結。
また、1案件をＲＣＣに持ち込み、助言を受けながら再生スキーム案を策定
し、関係者との合意形成を実施したほか、営業譲渡による再生スキームを1
件策定し、スポンサー企業との合意形成に着手
③シンジケートローンによるエグジットファイナンス（中小企業再生支援
協議会が承認した再生計画に基づくＲＣＣ債権の肩代り）に参加

①②大口かつ対応を急ぐ先の取組みについては一応の目処がつき、対象先を中規
模金額階層に移して継続。

北越

・ 再建可能性、経済合理性、債務者の再建意欲
等により対象先を選定し、個社別に対応。
・ 企業再生にあたっては中小企業再生支援協議
会、企業再生ファンド、ＤＥＳ、ＤＤＳ等を活
用。
・ 専門的なノウハウの蓄積と外部ネットワーク
との連携強化。

・ 再生可能な企業をリストアップして、最適な再生手法により再生を図る。
・ 営業店との対処方針協議を継続。
・ 中小企業再生支援協議会との連携による経営改善計画の策定、にいがた産業創造機構の
機能利用等を促進。
・ 企業再生ファンド「にいがたリフレッシュファンド」の活用。
・ 行外研修派遣等により専門知識を持つスタッフ育成を継続。
・ 外部ネットワーク（ＲＣＣ、弁護士、会計士等）の構築を更に進める。

・ 中小企業再生支援協議会との連携による経営改善計画策定
案件持ち込み件数　6件
計画策定決定先数　5件
・ ＤＥＳ（債務の株式化）を活用した事業再生実施3件、ＤＥＳ金額18億円
・ 地銀協などの行外研修に派遣
・ 企業再生ファンドの活用　　1件

・ 蓄積した再生ノウハウを活用し、順次成果をあげてきた。
・ 中小企業再生支援協議会との連携強化を図り、経営改善計画の策定に取り組ん
だ。
・ 引き続き、ノウハウ蓄積、人材育成を進め、事業再生に向けた取組実績を積み
上げる。

山梨中央

１．事業再生の可能性を見極め、取引先企業に
最適な再生策を策定し、事業再生への取組みを
強化する。
２．外部機関の事業再生機能を有効活用し、多
様な事業再生ノウハウの蓄積を図る。
３．個別企業への再生支援とあわせ、地域再生
への取組みを強化し、地域活性化に努める。
４．経営支援ノウハウの行内共有化を推進し、
行員の経営支援スキルの向上を図る。
５．再生支援実績等に関する情報開示を拡充す
る。

１．特定の大口与信先に対しては、必要に応じて再生手法の活用を検討
２．企業再生ファンド活用の検討
３．DDS、DES等多様な事業再生手法の活用を検討
４．業務提携した金融機関の再生ノウハウの有効活用
５．外部機関等との連携強化
６．地域再生への取組み強化
７．経営支援ノウハウの行内共有化の推進
８．可能な範囲での再生支援実績等に関する情報開示

１．山梨中銀経営コンサルティング（株）と連携し、Ｍ＆Ａによる事業再
生を検討した。
２．各種研修や説明会に積極的に参加し、各種再生手法の活用可能性を検
討した。
３．中小企業再生支援協議会主催による実務者連絡会に参加し、県内金融
機関の企業支援の活動状況について情報を収集した。
４．行内研修や営業店への臨店を通じて経営支援ノウハウの共有化を推進
した。なお、行内研修に中小企業再生支援協議会の支援業務責任者による
講義を組入れ、内容充実を図った。
５．業務提携した金融機関やファンド運営会社と連携し、再生ファンドを
活用した事業再生を検討した。
６．当行メインの取引先企業に対し、中小企業再生支援協議会を活用し、
営業譲渡による再生スキームを実施した。
７．整理回収機構を活用した事業再生について情報を収集した。

１．提携した金融機関や外部専門家との検討会を通じ、事業再生ノウハウを蓄積
することができた。引続き、山梨中銀経営コンサルティング（株）及び外部コン
サルタント、中小企業再生支援協議会などとさらに連携を強化し、事業再生に取
組んでいく。

八十二

【再生ノウハウの共有化】
・可能な範囲での再生ノウハウ共有化を進め
る。
【中小企業の過剰債務解消や社会ニーズの変化
に対応した事業の再構築】
・再建効果の合理性を十分検討、スピーディー
な再建抜本策を構築していく。

【再生ノウハウの共有化】
・事例を通じた再生ノウハウの提供・収集を行う。
【中小企業の過剰債務解消や社会ニーズの変化に対応した事業の再構築】
・民事再生・私的整理ガイドライン活用見込先の抽出と進捗管理の徹底。
・中小企業再生支援協議会との連携強化及び再生ファンド積極活用。

・民事再生法5先（うち2先手続終結）、私的整理ガイドライン関連1先（手
続終結）、会社分割・営業譲渡先9先（うち6先手続終結）を個別に取組。
・中小企業再生支援協議会の機能活用による事業再生案件の持込数15先、
うち完了案件2先。
・DIPファイナンス実行2先。

・ホテル・旅館業を残し大口先の処理がほぼ終了してきた。
・ホテル・旅館案件は再生計画着手先4先。（4先手続き進行中）
・再生ノウハウの蓄積もすすみ、対応の迅速化が図られている。
・今後も融資部企業支援室の支援先の拡大を積極的に進める。
・中小企業再生支援協議会の活用を引き続き促進していく。

北陸

・地域経済の活性化を図るために、中小企業の
過剰債務の改善や環境変化に対応した事業再構
築など、事業再生の具体的な方策を従来にも増
して提案・実施していく。

・実現可能性の高い、抜本的な再建計画を前提として、ＤＤＳ・ＤＥＳ等の資本的政策に
よる支援を行う。
・取引先と地域におけるモラルハザードの防止、及び適切な再建計画を前提として、プリ
パッケージ型事業再生、私的整理ガイドライン、再生ファンド等を活用し、過剰債務構造
の改善に取り組む。
・中小企業再生支援協議会、専門コンサルタントなど外部機関の事業再生機能を一層活用
する。

・中小企業再生支援協議会との連携　　　　　　　（件）
　　　　　　　　17/上 　17/下　　18/上 　累計
案件の持込み 　　　5 　　12 　　　　6 　　 23
計画策定完了 　　  3 　　 4 　　　　5 　　 12

・㈱リサ・パートナーズおよび㈱ルネッサンスキャピタルグループと、事
業再生支援に係る業務協力協定を締結（17/4）
・ＤＥＳおよびＤＤＳの行内運用基準を整備し、償却・引当基準等を改定
（17/9）
・ＤＥＳ、ＤＤＳおよびＲＣＣスキームを活用した事業再生の実施および
再生企業に対するシンジケートローンの活用によるエグジット・ファイナ
ンスの実施（通期）

主要先については、事業再生に向けて個別スケジュールを策定し取り組んでお
り、営業譲渡、ＤＤＳ、ＤＥＳなどの手法を実施し、事業再生の成果に繋がった
事例も増加している。特に18年度上期は、大型再生案件の「私的整理ガイドライ
ン」成立という成果に結びついた。
平成18年9月末の金融再生法開示債権比率は○％（集計中となり、『平成19年3月
末の5％台以下』の目標を前倒しで実現した。但し、他行の開示債権比率の水準も
低下しており、今後とも中小企業の事業再生に積極的に取り組み、4％台の早期実
現に目指していく。
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年９月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題

北國

(1) 事業再生に向けた積極的取組み
中小企業の過剰債務の解消や社会のニーズの変
化に対応した事業の再構築など、事業再生に向
けた取組みを行う。
(2) 再生支援実績に関する情報開示の拡充、再
生ノウハウ共有化の推進
再生支援実績や再生ノウハウについて、可能な
限り具体的な内容で情報開示する。

再生対象企業の状況により下記の手法を検討し事業再生への取組みを行っていく。
○ 事業再生の早期着手に向けた取組みの研究と活用
○ 多様な事業再生手法の一層の活用
○ 外部機関の事業再生機能の一層の活用
○ 金融実務に係る専門的人材・ノウハウの活用
(1) 再生企業に対する支援融資の拡充

○ 多様な事業再生手法の一層の活用
・ M&A、事業再編、再生ファンド等多様な事業再生手法の活用
・ 中小企業再生支援協議会完了案件･･･2件
・ 中小企業再生支援協議会、政府系金融機関と協働作業で温泉旅館再生ス
キ－ムに着手
・ 中小企業再生支援協議会と研修会を共同開催
○ 再生企業に対する支援融資の拡充
・ 事業再生支援融資･･･112百万円／9件

中小企業再生支援協議会と連携し個別案件に取り組み、多様な事業再生手法によ
り、各取引先の課題を整理、解決することができました。
今後は更に事業再生手法の活用を図り、着実に成果に結び付けてまいります。

福井

・ 事業再生機能強化による地域産業、雇用安定
への貢献と不良債権の早期処理との両立を目指
す。

・事業再生の早期着手に向けた取組みを促進する。
・ 福井県中小企業再生支援協議会との連携を検討する。
・ 多様な再生手法を活用した事業再生の取組みの可能性を個別に検討する。
　特に、『ＤＤＳ』の手法を活用しての事業再生について検討を行う。

・ 事業再生の早期着手に向けた取組みにおいて、17年4月から18年9月にお
いて、福井県中小企業再生支援協議会の２次対応案件として5件の申請を行
い改善計画の策定までを完了した。協議会の協力を得て税理士による
デュー・デリジェンス（資産の詳細な査定）、中小企業診断士による経営
助言、に加え営業店行員が計画策定をフォローしつつ、経営者の経営改革
意識の高揚に努めた。
・ 『ＤＤＳ』の手法やファンドを活用しての事業再生についての検討につ
いては、当行取引先への具体的「あてはめ」についても、可能性のある先
についての検討に着手したが、実現には至らなかった。

・ 再生支援協議会との連携による対応については、前ＡＰでの対応と比べ、事業
規模、与信残とも小型化してきている。
・ 零細先の改善支援、特に経営者の経営改革意識高揚への効果が大きいことか
ら、下半期に向けて今一度、対象先を検討のうえ経営改善支援の有効策の１つと
して利用促進を検討する。
・ 『ＤＤＳ』等を活用した事業再生は、まず手法ありきではなく、真に最善の手
法と判断されるケースにおいて、慎重に適用すべく引続き検討を行う。

十六

・ ｢再生型｣の取組みを積極的に進めるため､債務
者区分のランクアップに注力する｡
・ 過剰債務の解消と社会のニーズの変化に対応
した事業の再構築により､事業再生に向けた積極
的な取組みを行なう｡
・ 現時点では未活用である再生手法についても
積極的に活用する｡
・ 経営改善支援先に対する社会のニーズの変化
を的確に把握･分析し､財務リストラとともに､事
業再構築に向けた事業リストラをアドバイスす
る｡

・ 要注意先の経営改善支援対象先を大幅に拡大し､重点強化期間において30%以上ランク
アップを図る｡
・ 地域限定再生ファンドの活用、DDSの積極的な活用、中小企業再生支援協議会、整理回
収機構、中小企業支援協議会や再生ファンド運営会社､弁護士等との連携･活用、DIPファ
イナンスの活用
・ 各業界に強いコンサルタントとの情報交換及び事業再構築プランの検討

・ 経営改善支援先のランクアップ実績は27.8%で､18年上期目標の25%を達成
した｡
・ 17年1月の岐阜中小企業再生ファンド設立以降､延べ5先の相談を持ち込
み､うち2先につき活用を実施。
・ 中小企業再生支援協議会へ12件の相談を持ち込んだ｡4先につき支援が決
定し､3先につき計画策定が完了､3先のランクアップ、1先の再生ファンド活
用が実現した｡
・ 平成17年下期から､営業店と本部が一体となり企業再生に取り組むことで
行員のスキルアップを図る｢事業再生人材育成プログラム｣を開始し､事例紹
介も含めたブロック説明会を5回開催したほか、実態把握から改善計画策定
までの個別指導を実施｡

・ ランクアップ実績については､18年上期の目標をクリアするなど順調な進捗と
なった｡
・ 企業再生ファンドについては中小企業再生支援協議会も併用した取組みにより
対象期間を通じて案件持込みを実施した｡
・ 外部機関との情報交換や具体的案件の取り組みを通じ、専門家の持つ再生ノウ
ハウを吸収でき､他の再生案件にも活用できたことは､地元企業の再生に非常に有
効であったと考える｡
・ 事業再生人材育成プログラムの活動を具体化し、本部担当者による個別指導を
通じ行員のノウハウ向上を図った｡

スルガ

１． 事業再生ノウハウの活用
２． 経営改善支援先の経営実態やニーズの把握
３． 多様な事業再生手法の活用
（１） 事業再生ファンドの組成・活用
（２） ＤＥＳ、ＤＤＳ等の活用
４．再生企業に対する支援融資の拡充
５．再生支援実績（成功事例、法的整理の活用
実績等）や再生ノウハウについて、具体的な情
報開示を拡充

１．プリパッケージ型事業再生や私的整理ガイドラインの積極的活用
２．適切な再建計画を伴うＤＥＳ、ＤＤＳ等の積極的な活用
３．再生企業に対する支援融資の拡充（ＤＩＰファイナンス）
４．地域の中小企業を対象とした事業再生ファンドの組成・活用
５．静岡県ならびに神奈川県の中小企業再生支援協議会の積極的活用
６．再生支援実績（成功事例、法的整理の活用実績等）ならびに再生ノウハウに関する情
報開示

１．産業活用法申請企業に対し金融支援としてＤＥＳ（２０億円）を実施
２．ショッピングセンタ－運営会社に対し経営改善策としてＤＤＳ（２１
億円）を実施
３．スポンサー会社や静岡中小企業支援ファンドに対し債権譲渡を実施
４．エグジット・ファイナンス（１億２０百万円）を実施
５．ＤＩＰファイナンス（２社５億７６百万円）を実施
６．支援先中堅建設業企業についてＭ＆Ａにより営業譲渡
７．酒類製造販売業の２社について再生計画に基づく支援に参加
８．静岡中小企業再生支援ファンドへの出資参加

１．今後も支援先に対して継続的な啓発活動を通じて方向転換を促し、事業再生
の支援を強化
２．Ｍ＆Ａによる組織再編やＤＥＳ、ＤＤＳ、エグジット・ファイナンスなどの
新たな手法の活用により、引き続き事業再生スキームの実施を支援

清水

・ 引き続き、収益改善を主体とした自主再生重
視のスタンスで企業再生支援に取り組む。
・ 地域経済に与える影響度や当行の経済合理性
等を十分に鑑みつつ、中小企業再生支援協議会
等の外部機関と連携して、最適な早期事業再生
手法の活用による再生を図る。

・ 早期事業再生手法については活用の妥当性を十分に検証のうえ、静岡中小企業支援
ファンド、ＤＥＳ、ＤＤＳをメインに活用検討。また各種スキームと組み合わせた債権放
棄・金融支援等も実施していく。
・ 支援先企業の集中的再生実現に向けた、中小企業再生支援協議会との連携・活用強
化。

・ 私的整理ガイドライン・整理回収機構の調整機能を活用した再生スキー
ムの協議を継続。
・ 静岡県中小企業再生支援協議会を活用した再生スキームに合意し営業譲
渡を実現。
・ 過剰債務企業1先について、民事再生法を活用した早期事業再生スキー
ムに対応。
・ 中小企業再生支援協議会の活用について、前述の営業譲渡案件を含め、
7先を活用。
・ 地域ファンドである静岡中小企業支援第2号ファンドに出資を実施。

・ 18年度上期までに早期再生手法を用いた継続案件である4先について早期の具
現化を目指す。
・ 18年度上期までに静岡中小企業支援ファンド・ＤＥＳ・ＤＤＳの活用は図れな
かったものの、取引先企業及び地域再生の為に早期事業再生手法が最適な選択肢
であれば、経済合理性を鑑み積極的に個別対応を図る。
・ 事業再生に向けた積極的取組みは、本部及び営業店管理先に対する個社別方針
の明確化により確実に強化されている。今後も企業サポート部が窓口となり、対
象先の選定を行い個別、具体的な再生計画の中で早期事業再生として、再生ファ
ンド、ＤＤＳ、静岡県中小企業再生支援協議会の活用を検討していく。

京都

○地域内での連携・協調態勢をより強化し、当
行主力以外の企業に対しても再生支援の取組み
により協力していく｡

○経営支援室対象先の拡大を行い、再生可能性のある企業に対し、債務者の実態に即した
スキーム・手法の活用による再生に向けた取組みを強化する。
○「中小企業再生支援融資制度」の積極活用によりRCCからのエグジットファイナンスへ
の対応を強化する。

○再生ファンドを活用した再生案件については、１７年度においては上期
に１件、下期には２件、１８年度においては上期に１件､合計４件の取り組
みを実施した。
○中小企業再生支援協議会及び信用保証協会と連携した｢中小企業再生支援
融資制度｣への取組み実績は１７年度３４社４，２８８百万円、１８年度上
期１２社１，０７６百万円､合計５，３６４百万円となった。

〇再生ファンドを活用した再生スキームは４件の取組みを実施。今後においても
再生の可能性について幅広く検討を行い、更に積極的な取り組みを実施してい
く。
〇「中小企業再生支援融資制度」取組みを核として中小企業再生支援協議会、地
元金融機関、保証協会、ＲＣＣ等との地域での再生についての連携、協力態勢を
構築することができた。

近畿大阪

○多様な事業再生手法の一層の活用
・ 企業再生の主たるツールとして再生ファンド
を活用、エグジット・ファイナンス等の取組み
を具体的に検討する。

・ 再生ファンドの対象先は、破綻懸念先が主体であり、今後早期再生が見込まれる要管
理先の活用を行う。

・ 再生シナリオ付バルクセールの実施。
・ 再生支援協議会との積極的な協議。
・ 再生ファンドへの移行。
・ ＲＣＣの残債肩代わりを行いエグジット・ファイナンスを実行。
・ 「おおさか中小企業再生ファンド」への出資を実施し、同ファンドの一
号案件を実行。

・ 再生手法の多様は進んでおり、債務者の実態に即した対応が可能となってい
る。今後はオンバランスでの再生も含め、対象となる債務者の小口化に対応する
必要がある。
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泉州

・事業再生に向けた取組みの効果的・効率的実
施を通じた具体的な成果の早期実現
・再生支援実績に関する情報開示

①中小企業等の集中的再生に向けた外部機関の事業再生機能や事業再生ファンドの一層の
活用、プレパッケージ型事業再生やＤＤＳ、ＤＩＰファイナンス等の適正な活用、再生企
業に対するエグジットファイナンスの拡充
②取引先のレピュテーショナルリスクや守秘義務の問題等に留意のうえ成功事例について
可能な範囲で開示

① 取組み実績
・ＤＤＳ：2件／118百万円
・ＤＩＰファイナンス：13件／196百万円
・ＤＥＳ：1件／560百万円
・エグジットファイナンス：8件／5,870百万円
・プレパッケージ型事業再生：申立1件
・ノンリコースローン：2件／4,888百万円
⇒上記取組みに際しては、大阪府中小企業再生支援協議会、再生ファン
ド、コンサルタント等、外部機能も活用
②成功事例（事業再生ファンドの活用により、ＤＥＳ及びファンドからの
出資と役員派遣による経営監視も含めた新たな再生スキームを実施）

〔分析・評価〕
・ 再生への新たな手法（ＤＤＳ、ＤＩＰ、ＤＥＳ、再生ファンドの活用によるエ
クイティ出資、プレパッケージ型事業再生）の全項目において取組・実施が出来
たことは、当行の再生支援活動のスキル向上、ノウハウ蓄積に大きな成果。
〔今後の課題〕
・再生スキームの立案・検討段階において税務面等の外部専門家のチェックは不
可欠であり、今後も外部専門家の指導や客観評価を得て透明性の確保の他、効果
的・効率的な事業再生に向けての取組を積極的にしていく

池田

経営改善支援先に対する積極的な取組みによる
事業再生（ランクアップ）。

・経営改善支援先に対して、会社分割、ＤＤＳ等の多様な事業再生手法を活用し、積極的
な事業再生の取組。
・外部機関を有効に活用し、積極的な事業再生の取組。

・中小企業基盤整備機構等の外部コンサルティングを活用した経営改善支
援の取組。
・三菱商事㈱や産業技術総合研究所との連携による個社別の販売先紹介や
市場調査等、具体的な経営改善支援の取組。
・会社分割・営業譲渡等のスキームによる会社再生。

経営改善支援先の事業再生については、外部機関と連携した経営支援等を通じ
て、積極的に取組めたと認識。今後とも会社分割等の具体的な各種再生手法を積
極的に活用していき、事業再生・経営支援に取組む方針。

南都

○外部機関の事業再生機能の活用
ｏ中小企業再生支援協議会、整理回収機構等の
外部機関の有効な再生機能を活用する中、多様
な再生手法の活用を幅広く検討し、事業再生支
援に積極的に取組む。

ｏ中小企業再生支援協議会の機能を一層積極的に活用する。
ｏ整理回収機構との連携を強化し、同機構の機能を有効に活用する。
ｏ政府系金融機関との連携を強化し、再生局面での協調融資等で事業再生の実現性を高め
る。

ｏ整理回収機構との業務委託契約の締結
ｏ整理回収機構から講師を招聘し、当行行員向けに「企業再生セミナー」
を開催
ｏ整理回収機構の事業再生機能を積極的に活用（持込案件3件、内2件は中
小企業再生支援協議会案件）し、持込案件3件の内、1件は事業再生スキー
ムを完了し、再建計画を開始。1件が再生検討委員会において、計画策定着
手の承認を得ている。
ｏ中小企業再生支援協議会も積極的に活用し、計画期間中の支援決定は15
件となった。（15年5月からの累計25件）
また、継続支援案件18件の内10件が支援完了となった。

ｏ「中小企業再生支援協議会」での支援完了案件は、増加傾向にあり、支援企業
の多くが再建計画のスタートを切れるようになってきた。
ｏ政府系金融機関との連携も有効に機能しており、再生支援局面での協調融資等
の実績が蓄積されてきている。
ｏ「中小企業再生支援協議会」、「整理回収機構」等、外部機関の事業再生機能
は、公平性、透明性の確保、ノウハウ、情報の取得等、様々なメリットがあり、
引き続き積極的に活用する。

これまでに取得したノウハウの活用・実践によ
り、事業再生体制の構築を図る。

１．行外研修等への参加により、事業再生についての研究を深めるとともに、兵庫県中小
企業再生支援協議会等との連携を強化する。
２．プリパッケージ型事業再生（民事再生法等の活用）、私的整理ガイドライン、地域の
事業再生ファンド、ＤＥＳ（債務の株式化）、ＤＤＳ（債務の資本的劣後ローン化）等の
研究を深める。

１．通信講座等の活用により、プリパッケージ型事業再生（民事再生法等
の活用）、私的整理ガイドライン、地域の事業再生ファンド、ＤＥＳ（債
務の株式化）、ＤＤＳ（債務の資本的劣後ローン化）等の研究を深めた。
２．兵庫県中小企業再生支援協議会が主催した「地域中小企業再生ファン
ド」についての勉強会に参加し、再生ファンドについての研究を深めた。
３．兵庫県中小企業再生支援協議会と連携し作成された再生計画により、
事業再生を進めた。

これまでに取得したノウハウの活用・実践により、事業再生体制の構築を図る。

○再生支援実績に関する情報開示の拡充、再生
ノウハウ共有化の一層の推進
業界団体に寄せられた成功事例についての研究
を深める。

業界団体に寄せられた成功事例についての研究を深める。 業界団体に寄せられた成功事例についての研究を深めた。 引き続き業界団体に寄せられた成功事例についての研究を深め、事業再生につい
ての体制を整備する。

鳥取

・外部研修への派遣、行内研修、通信講座の受
講等による事業再生ノウハウの蓄積を行うほ
か、外部機関の事業再生機能を有効活用してい
く。
・私的整理ガイドライン、ＤＤＳ等の活用検
討。

・ＲＣＣ、再生支援協議会、中小企業支援センターとの連携強化。
・事業再生のスピードアップと債務者間の公平化を図る再生手法として法的整理による再
生や外部コンサルタントの活用を検討。
・ＤＤＳ等抜本的な施策の活用検討。
・成功事例等の開示。
・外部研修への派遣、行内研修、通信講座の受講を推奨。

・ＲＣＣへの連携（1先）、ＲＣＣ支援決定先に対する事業再生（1先）。
・再生支援協議会への連携（4先）、再生支援協議会支援決定先に対する事
業再生　（1先）。
・プレパッケージ型事業再生（1先）、私的整理ガイドラインの活用（3
先）。
・外部専門家との連携を深め、再生計画の策定等に活用（12先）。
・外部研修として地銀協へ延べ5名派遣したほか、企業再生に係る研修会等
へ延べ6名参加し、ノウハウの蓄積、スキルアップに努めた。

・ＲＣＣや中小企業再生支援協議会を活用し抜本的な事業再生を早期に実施する
ことで、再生のスピードアップを図る。また、成功事例等については積極的に公
表していく。

山陰合同

（要請事項・その１）
・再生ファンド、DES、DDS等の多様な事業再生
手法、及び、中小企業再生支援協議会、経営コ
ンサルタント等の外部機関の活用が、事業再生
にとっての効果的手段であると認識し、積極的
に活用する。
（要請事項・その２）
・個別事例について、分かりやすい形で、半期
毎にホームページ等により公表する。

（要請事項・その１）
・ 経営改善支援先の課題整理、改善計画の策定を個社別に行う中で、事業再生手法、外
部専門機関の連携関係等の最適な活用方法を検討し、実施していく。
（要請事項・その２）
・ 特徴的な個別事例について、債務者の了解を得ながら、半期毎に、ホームページ等に
分かりやすい形で公表する。

（要請事項・その１）
・経営改善支援先について、地域再生ファンド（４先活用）、DDS（２先活
用）をはじめ、会社分割、営業譲渡といった事業再編手法、中小企業再生
支援協議会等外部機関との連携など、多様な再生手法を積極的に活用し
た。
（要請事項・その２）
・地域再生ファンドを活用した再生事例をホームページ等で公表した。

・経営改善支援先について、多様な再生手法、外部機関を積極的に活用し、具体
的な成果につながっており、18年度下期においても各種再生手法、再生機能の活
用を検討中の案件の中から成果が上がる見込み。
・早期事業再生の意義、重要性を十分に認識し、引続き経営改善支援先を中心
に、各種再生手法を積極的に活用していく方針。

但馬
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年９月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題

広島

○事業再生の早期着手に向けた取組みの促進
・過剰債務企業等に対して、私的整理ガイドラ
インやプリパッケージ型事業再生等を検討・活
用し、迅速な再生に取組む。
○外部機関・金融実務専門家等の再生機能の活
用
・中小企業再生支援協議会等の機能を活用しつ
つ、最適な事業再生手法（会社分割・Ｍ＆Ａ・
DES・DDS・地域型再生ファンド等）を選択し、
事業再生に取組む。
・経営コンサルタントなどの再生実務家のノウ
ハウを積極的に活用
○再生企業に対する支援融資の拡充
・再生ビジネスへの取組みの中で、再生手続き
中の企業の早期完結に向けた支援融資（ＤＩＰ
ファイナンス等）を状況に応じて、検討・対応
する。
○事業再生事例等の情報開示を通じ、再生ノウ
ハウの共有を図る。

○地域経済への影響、再生の経済合理性等を勘案した過剰債務先への再生支援実施（私的
整理ガイドラインやプリパッケージ型事業再生等）
○外部機関（中小企業再生支援協議会など）や金融実務専門家の再生機能・ノウハウの活
用
○再生手続きの早期完結が見込める先に対する支援融資を個別に検討・対応

○取引先65先に対して、具体的な再生支援策を導入
　（地域再生ファンドの活用：36先､中小企業再生支援協議会：11先等）
○金融実務専門家のノウハウ活用のため、企業再生に関連する外部コンサ
ルティング会社１社とアドバイザリー契約を締結
○DIPファイナンス（1先：３百万円）及び、企業再生向けの融資制度「リ
スタート・いぶき」（3先：250百万円）を実行

○行内への再生ノウハウの蓄積が進み、多様な再生手法の活用が可能となり、事
業再生への取組みは着実に成果が上がっている。（再生手法導入先：16年度７
先、17年度21先、18年度上期44先）
○今後、再生支援策導入先の再建計画の進捗管理や市場環境の変化を踏まえた計
画のローリングなど事業再生の取組み強化を進めていく方針。

山口

　基本的には、企業の自助努力による収益力回
復を促す方向で、経営改善支援に取り組む。ま
た、外部機関の機能・ノウハウの一層の活用に
より、多様な再生手法の取組みを検討する。

・中小企業再生支援協議会等外部機関ノウハウの積極的活用の継続。
・支援企業のモラルハザード防止に留意した金融支援の実施。
・適切な再建計画を伴う企業再編。

・監査法人、中小企業再生支援協議会との連携による会社分割手法を用い
た事業再生を実行。
・監査法人、中小企業再生支援協議会との連携による営業譲渡（MBO、スポ
ンサー関与による譲渡）を用いた事業再生を計画し実行を決定。（実行は
18年10月）

・会社分割手法取組みにより、採算事業のみを切り出した新会社格付の債務者区
分ランクアップが実現。複数の外部機関を連携させることで最良のプロジェクト
が組成でき、計画策定からステークホルダーの調整に至るまで、スムーズな対応
が可能となった。
・法的整理による再生アプローチの第1号案件として、弁護士との連携によりプレ
パッケージ型民事再生に着手。申立後の営業譲渡となったものの、事業存続に向
けて短期間で処理対応が可能になった。
・グループ企業の複雑な再編を、外部機関との連携により、MBOやスポンサー関与
（いずれも営業譲渡方式）での実現が可能となった。

伊予

　地域経済の活性化を図るため、中小企業の過
剰債務の解消や社会のニーズの変化に対応した
事業の再構築など、事業再生に向けた取組みを
一層強化する。本部・営業店が一体となり取引
先企業の事業価値を見極め、支援対象企業の実
態に応じた再生手法を活用することにより、事
業再生の早期実現に取り組む。

・プリパッケージ型事業再生や私的整理ガイドラインを活用する。
・「えひめ中小企業再生ファンド」の組成・活用により、地域の中小企業の再生を図る。
・案件ごとにＤＥＳ、ＤＤＳの活用を検討する。
・中小企業再生支援協議会等の事業再生機能を活用する。
・外部コンサルタント等と連携し、取引先の事業再構築等を推進する。
・ＤＩＰファイナンス等再生企業に対する支援融資の拡充に取り組む。

・会社分割（営業譲渡）・特別清算スキームを3先で完了。
・2先において、法的手法（民事再生法、自己破産）活用したスキーム実施
・平成17年7月、「えひめ中小企業再生ファンド」を組成
・「えひめ中小企業再生ファンド」へ当行から2先を債権譲渡
・ＤＤＳを1先、ＤＥＳを1先で実行
・中小企業再生支援協議会へ当行がメイン行として14先を持ち込み、既持
込み先を含め11先の再生計画策定が完了（平成15年度以降の累計：当行メ
イン先31件持込み、18件完了）
・ＲＣＣや地元支援組織等の外部機関との情報交換等を実施
・抜本的な措置を必要とする再生支援先に対し外部コンサルタントを導入
・企業再生支援をテーマとした行内研修・休日セミナーを実施
・民事再生申立企業に対するＤＩＰファイナンスを実施
・「地域密着型金融に関するシンポジウム」において、当行の取組み事例
を発表

・大口の過剰債務先について一通りの再生支援を実施してきたが、残された先に
ついても、個別企業の実情に応じた再生手法を用いることで早期事業再生を実現
させる。
・再生支援を実施した先のうち、実績が計画を下回っている先に対してはモニタ
リングを強化するとともに、必要に応じて修正計画の策定を実施する。
・今後は中小口先の業況不振先に対する経営指導が課題となるが、蓄積してきた
ノウハウを活用して企業再生に取り組む。
・今後は再生の対象先の拡大とスピードアップが必要となるが、「経営改善シ
ミュレーションソフト」を活用し、効果的で迅速な企業再生を実践する。
・地元再生専門家と再生ノウハウを共有化し、地域全体の事業再生に関するレベ
ルアップに取り組む。

福岡

・ 正常先の下位、一般要注意先に対して経営改
善指導を継続し格付下方遷移防止及び格上に注
力する。
・ 経営改善指導にあたっては、個社別の支援手
法選定からローンレビューによる方針協議によ
り効果的な施策を実施していく。
・ 地域経済活性化のため、当行の再生支援実績
やそこで培われたノウハウを可能な限り具体的
に開示する。

≪ローンレビュー≫
① 担当先選定
② 問題点概括（営業店ヒアリング、財務分析、問題点把握）
③ 再生支援手法（個社ごとの課題及び支援手法についてローンレビューを実施、取組方
針を協議）
④ 提案・実施（取引先への提案、密度の高いリレーション展開）
以上②～④までをスケジュール化し進めていく。
≪既金融支援先≫
・ 既に金融支援を行った取引先については、業況モニタリングを定期的に実施し、取引
先との密なリレーションのもと業況悪化の早期警戒態勢を確立する。
≪その他≫
・ 子会社サービサーについては、引き続き当行要管理先以下の再生支援、サービシング
業務に注力する。
・ 業界団体（地銀協）への積極的な情報開示を実施する。
・ 中小企業再生支援協議会等の外部機関との連携を強化する。
・ 当行再生先へのDIPファイナンス・エグジットファイナンスを検討する。

≪ローンレビュー≫
・　個社別の問題点を概括（営業店ヒアリング、財務分析、問題点把握）
した上で、課題及び支援手法についてレビューを行い、取組方針に沿った
対応を実施。
≪既金融支援先≫
・　定期的（毎月、四半期）に業況モニタリングを実施。
各社ともに、数値計画は概ね達成。
≪その他≫
・　要管理先以下は、再生に軸足を置いた１００％出資子会社のサービ
サーが再生支援業務に注力し、経営改善計画策定や財務内容改善のアドバ
イス等を実施。
・　過去の再生事案の業界団体への具体的な情報開示。
・　非上場企業に対するＤＥＳ実施（2件8億円）
≪ＤＩＰファイナンス・エグジットファイナンスの検討≫
・　エグジットファイナンス2件52億円取組み。
・　当行再生先への出口戦略を検討。

・ 取引先の再生支援は、行内外のノウハウをフルに活用するとともに、外部専門
家等を有効に活用していく。
・ このため、18年4月から再生支援は子会社サービサーに人材及びノウハウを集
約するとともに、Ｍ＆Ａやビジネスマッチングを行うソリューション営業部との
協業体制の強化を図っていく。
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筑邦

・外部機関及び金融実務に係る専門的人材・ノ
ウハウの活用については、再生の可能性が高
く、経営者が事業再生に意欲を持っている先に
ついて活用します。
・中小企業再生支援協議会、社）中小企業診断
協会福岡県支部、提携金融機関及び地域の公認
会計士・税理士・中小企業診断士等の外部専門
家の積極活用により事業再生の効果的・効率的
な実施を徹底します。

・外部機関及び金融実務に係る専門的人材・ノウハウの活用について営業店指導を行いま
す。
・外部機関及び専門家への事前相談や情報交換及び経営改善計画策定の支援を受けること
により再生ノウハウの共有化を進めます。

・ 社）中小企業診断協会福岡県支部との提携による経営相談会等を継続的
に実施しました。本件については１７年１１月に福岡財務支局主催の「地
域密着型金融に関するシンポジウム」において報告いたしました。
・ 18年6月、地域農林漁業の発展と地場産業の育成に資するため、農林漁
業金融公庫福岡支店と「業務協力に関する覚書」を締結しました。
・ 18年9月、地域医療機関や介護施設等への経営改善支援や施設整備事業
への円滑な金融支援を図るため、独立行政法人福祉医療機構と「社会福祉
事業施設に対する貸付けに係る覚書」を締結しました。
・社）中小企業診断協会福岡県支部との業務提携に基づく、中小企業診断
士による「経営相談会」を引き続き実施しており、17年４月からの累計で
は９６先となっております。

・業務提携金融機関の活用では、継続的な事前相談や情報交換等の実施を通じて
連携が深まっており、今後も活用して行きます。
・社）中小企業診断協会福岡県支部との業務提携活用は、広く取引先の経営改善
支援に資する観点から、継続的に取組みます。

〇中小企業の過剰債務の解消を図るため、事業
再生手法の一層の活用を行い、事業再生件数を
増加させる。
〇外部機関の事業再生機能の一層の活用や金融
実務に係る専門的人材との連携強化を行い、再
生ノウハウを共有化しつつ社会のニーズ変化に
対応した中小企業の事業再構築を支援する。

○再生対象企業を見直し追加、対象企業毎に取組みの方向性の決定、再生対象企業毎に再
生スキーム概要を策定
○企業再生ファンド、ＤＥＳ、ＤＤＳ等の再生手法の活用先の拡大
○中小企業再生支援協議会、整理回収機構の事業再生部との案件協議
○外部機関の専門スタッフ（中小企業再生支援協議会・整理回収機構・監査法人・専門コ
ンサルタント・政府系金融機関等）との連携拡大
○プリパッケージ型事業再生、ＤＩＰファイナンス、エグジットファイナンスの具体的取
組み

〇17年4月～18年9月　再生支援取組実績
・再生ファンド活用　3先
・事業再生手法活用による債務者区分ランクアップ　7先
内、監査法人等活用　2先
中小企業再生支援協議会活用　3先
ＤＤＳ導入　1先
ＤＥＳ導入　1先
ＤＥＳ導入（他行メイン先）　1先
産業再生機構活用（他行メイン先）　1先
会社分割　　2先
（重複あり）
・中小企業再生支援協議会新規持込先　12先
・監査法人等新規導入先　13先

○ 再生ファンドと多様な事業再生手法の活用により債務者区分のランクアップは
徐々にではあるが、着実に実績計上ができている。
〇中小企業支援協議会や監査法人等の外部機関との連携案件も増加している。
〇引続き、具体的な再生スキーム概要策定先の増加に取組み、順次事業再生ス
キーム・手法を実施していく。
　また、中小企業再生支援協議会、監査法人、外部コンサルタント等の積極的活
用と連携を強化する。

○再生支援実績（事業再生手法の活用数、債務
者区分ランクアップ先数等）については、これ
まで通りの情報開示を引き続き行う。
○再生ノウハウの共有化のための成功事例、法
的整理の活用実績等に関しては、可能な限り
（対象取引先や利害関係者の承諾が得られた場
合等）情報開示していく。

○ニュースリリース、ホームページ、ディスクロージャー誌等での情報開示
○対象取引先や利害関係者への充分な配慮に基づく、再生ノウハウ、成功事例のスキー
ム、ポイントの公表

○17年上期・下期各々の再生支援実績（事業再生手法の活用数・債務者区
分ランクアップ先数等）については、ニュースリリース、当行ホームペー
ジにて情報開示済。18年上期についても同様に開示予定。
○18年上期発行のディスクロージャー誌により17年度通期実績の開示を
行った。

○ニュースリリース、当行ホームページによる半期実績の開示、及びディスク
ロージャー誌による通期実績の開示と計画どおり実施できており、今後も継続し
ていく。
○再生ノウハウの情報開示については、業界団体を通じて行う予定。

十八

中小企業の過剰債務の解消、事業再構築による
事業再生への取り組みを行う。

○ＲＣＣ、中小企業再生支援協議会の活用
○再生ファンドを活用した過剰債務の解消
○外部専門家活用による公正な再建計画の策定
○再生企業に対する支援融資制度の検討

○ＲＣＣ企業再生グループと持株会社方式による雲仙旅館再生について進
行。中小企業再生支援協議会とは雲仙以外の旅館・ホテルについて具体的
な再生スキーム協議。いづれも、計画認可決定し、18年3月には8社の再生
スキーム完了。
○その他の旅館・ホテルについても再生ファンド等と再生スキーム協議実
施、18年3月迄に3社をファンドへ売却。
○再生企業に対する事業資金の支援を目的に長崎県信用保証協会と連携
し、「長崎再生支援保証制度」を創設済。
○地場大手運送会社に対し、RCC企業再生スキームを活用、M&A（スポン
サー入札方式）を絡めて、18年7月再生スキーム完了。
○現在も、RCC企業再生スキームを活用し、債権放棄とDDSを組み合わせた
再生支援（18年5月計画認可決定）及びDESとDDSを組み合わせた再生支援
（18年9月計画認可決定）について進行中。

スケジュールに沿って計画通り実行。今後も、ＲＣＣ，中小企業再生支援協議会
を積極活用していく。

親和

・企業再生支援には投資銀行的な新たな技術や
知識の活用が有効であり、関係当局の認可等を
前提に、平成１７年度上期に商法上の会社分割
制度を活用した別会社（１００％子会社親和
コーポレート・パートナーズ株式会社。以下
「分割子会社」という。）を設立する予定であ
り、外部ノウハウ等を活用することで企業再生
支援に集中的に取り組んでまいります。

・経営改善支援取組先については、企業再生・改善に最も適している金融手法および企業
再生ファンドの活用等、企業再生のための最善の方法について具体的な検討を実施いたし
ます。また、スケジュールに基づくスピードある再生スキームの実行を行なってまいりま
す。
・分割子会社の業務においては、当行ならびに外部資本導入による一定のガバナンスの下
で、透明性の高い意思決定に基づき、早期の不良債権処理及び回収の極大化を図ってまい
ります。

・大口与信先の企業再生支援については、再生スピードのアップを目的に
金融支援を折り込んだ企業分割手法による事業再編およびDES（債務の株式
化）を実施いたしました。
・経営改善支援取組先２社について、長崎県中小企業再生支援協議会の策
定支援を受けた経営改善計画に基づき、DDS(資本的劣後ローン)を実施いた
しました。
・１７年９月、商法上の会社分割制度を活用した分割子会社「親和コーポ
レート・パートナーズ㈱」の業務を開始し、不良債権残高の圧縮と正常化
に取り組んでおります。

・大口与信先及び特定業種の企業再生支援や長崎県中小企業再生支援協議会と連
携し、今後も再生スキームの策定及び実行の取組みを継続していきます。
・親和コーポレート・パートナーズ㈱では、外部投資家の企業再生支援ノウハウ
を取り入れ、企業再生支援に集中的に取組むとともに、蓄積した再生ノウハウを
当行グループに還元することにより、グループ全体の人材のレベルアップを図っ
てまいります。こうした取組みを通じて、地域経済の活性化に寄与してまいりま
す。

佐賀
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年９月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題
○事業再生の早期着手に向けた取組みの促進
適切な再建計画を前提とし、取引先企業のモラ
ルハザード防止に留意した、プリパッケージ型
事業再生（民事再生法等の活用）、Ｍ＆Ａの積
極的活用等、中小企業の過剰債務構造を解消し
迅速な再生を図る。

１．個別企業の実態把握を深め、外部コンサルとも協力しながら適切な再建計画策定を支
援する。
２．不採算部門の分離・スポンサー選定等によるＭ＆Ａ、営業譲渡を準備したプリパッ
ケージ型民事再生の活用等を検討実施するため、スポンサー企業発掘のための外部ネット
ワークの更なる拡充を図る。

１．個別企業の実態把握を深め、不採算部門の分離等によるＭ＆Ａ、プリ
パッケージ型民事再生等の活用に向け、外部コンサルからも協力を得なが
ら検討・実施中。
・プリパッケージ型事業再生検討先　3件　　実施先　1件
・Ｍ＆Ａ検討先　6件、実施先　3件
２．スポンサー企業発掘のための外部ネットワークを拡充。
・外部コンサル（9先）と九州地銀との情報交換実施
・事業再生セミナー、企業再生研修、企業再生特別セミナー参加

１．最適な事業再構築を図るためのノウハウは蓄積されてきた。今後も具体的案
件に対して検討を行い、部門別の事業分析等によるM＆A等の活用も含め、最適な
再建策を進めていく。
２．スポンサー企業発掘のためのネットワーク構築も徐々に拡充されてきてい
る。今後も、外部コンサルや地銀事業再生担当部署を中心に更なる拡充を図って
いく。

○金融実務に係る専門的人材・ノウハウの活用
１．企業の再建支援・指導ができる行員の育
成、および専門家の育成と活用（行内・外研
修、勉強会等）。
２．企業再生ノウハウの営業店への移転を図
る。

１．融資第二部特定審査支援チーム、営業統括部事業開発グループ等を講師とする、企業
再生に係る研修・勉強会等の実施
２．専門家（中小企業診断士、弁護士、不動産鑑定士、ＦＰ１級等）の養成
３．融資第二部および外部講師等を活用した勉強会、セミナー等の検討

１．推進計画策定済(与信管理部 ※旧融資第二部)
２．与信管理部特定支援チームによるブロック勉強会及び研修実施
・ブロック勉強会の実施（熊本市内5・郡部7ブロック参加者95名）
・事業再生研修の実施（参加者8名）
３．税理士セミナーの実施（4回、参加者597名）
（テーマ）・消費税編　・H18年度税制改正のポイント　 ・相続税対策①
②
４．専門家育成支援
(1)中小企業大学校への派遣は、派遣資格の関係で見送り
(2)他育成支援状況
・中小企業診断士（既取得者19名）：通学スクール斡旋
・弁護士：ロースクール卒業1名（現在、経営管理部へ配属）
・不動産鑑定士（既取得者1名）：現在1名育成中
・ＦＰ１級取得奨励：18年度取得者1名（既取得者58名）

・専門部署（与信管理部特定支援チーム等）による事業再生研修およびブロック
個別勉強会の実施により、ノウハウは徐々に浸透している。
・今後の研修等は、実際に支援が必要な取引先を持つ営業店を中心に実施予定。

宮崎

1. 事業再生に向けた積極的取組み事項として、
特に以下の6項目について積極的に取組む。
（１）「みやざき企業再生ファンド」の活用
（２）適切な再建計画を伴うＤＤＳ・ＤＥＳの
積極的活用
(３) 中小企業再生支援協議会の一層の活用
(４) 外部専門家との連携等を通じた専門的人
材・ノウハウの活用
(５) 法的再生手続中の企業への資金供給(ＤＩ
Ｐファイナンス)
(６) Ｍ＆Ａの積極的活用

1. 早期事業再生を目指し、選択しうる再生支援策の幅を広げるべく様々な事業再生手法
にチャレンジしていく。実際には、企業の有する事業価値と地域経済への影響を考慮した
上で、個社別に最適な手法を速やかに導入検討していく。

１． 経営改善支援取組先に対する事業再生取組手法の検討・取組
…ＤＤＳ取組2件・ＤＩＰ取組1件・会社分割等2件　再生ファンド案件取組
2件
２． 中小企業再生支援協議会及び外部機関・専門家との連携実施
…2次対応進捗：再生計画策定完了4件
…H17年度の当行相談持込件数は21件。

１．中小企業再生支援協議会及び整理回収機構との連携強化により、ＤＤＳ取組2
件を計上、再生ファンド活用では案件取組3件など、早期事業再生にかかる取組に
おいて成果を得た。
２．事業再生に向けた積極的取組み事項5項目は、17年度までに、全項目達成。事
業再生に向けた各種スキームへの取組は順調に　推移しており、早期事業再生へ
の取組実績を計上。
　

肥後
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年９月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題
（１）取組み状況
・㈱鹿児島地域経済研究所との連携による支援（取組6社）
・（財）社会経済生産性本部、外部コンサルタントとの業務提携による支
援（取組6社）
→事業再生を目的として、新たな外部コンサルタント1先と連携開始（18年
5月）
・鹿児島県中小企業再生支援協議会との連携による支援
（持込み4社、レスキュー隊関与取組2社）
・倒産法専門家の法律事務所と顧問契約締結
・債権回収会社や再生ファンド等の外部専門家4先と秘密保持契約を締結
し、事業再生支援を依頼（依頼先5社）
・会社法施行に伴う人材育成
→外部研修機関主催の会計セミナーへの参加（17年11月）
→顧問法律事務所の弁護士による行員向け研修開催（18年1月）
→会社法関連通信講座 564名受講（18年度上期）
・経営改善支援・事業再生スキームのデータベース化実施
・私的整理ガイドラインの活用実績（1先 金融支援額650百万円）
・DIP取扱件数（実績13件/1,491百万円）
・DDS取扱件数（実績1件/500百万円）
・DES取扱件数（実績1件/126百万円）
グジ ト イナ 実績 1件/1 660百万円（２）取組事例
①A社（物品小売・習い事教室）～事業リストラ
・多部門にわたる業務管理及び部門毎の収支把握ができていない状況だっ
たため、現状分析を行い実態把握に努めた
・実態把握の結果、習い事教室部門を柱としたビジネスモデルに転換する
こととし、不採算部門を大幅に削減、同時に人件費・家賃等の削減、また
役員報酬のカットを実施
・以上の経費削減等によってキャッシュフローを確保し、正常先へのラン
クアップを予定
②B社（サービス業）～私的整理ガイドライン活用
・事業の多角化と県外進出が原因で過剰債務であり、財務面の支援として
債権放棄とDESを伴う私的整理を行った
・収益性のある部門と不採算店舗を内包した事業を再構築し、再生支援後
のガバナンス支援として当行も人材を派遣
③C社（食料品製造業）～保証機関への保証債務カット
・事業拡大の為、新会社を設立し県外進出を行なったが失敗し、親会社で
ある同社は代位弁済による多額の保証債務を抱え、大幅債務超過となった
・その後も本業の業績は順調であった為、鹿児島県中小企業再生支援協議
会を通し、一括弁済により保証債務のカットを実施
・一括弁済資金を当行で対応

琉球

1. 事業再生については、地域金融機関は、企業
の経営をどのように立て直すかを取引先と共に
考え、支援していくことが最優先事項と認識し
ている。
2. このような認識のもと、これまで積み上げて
きた各種再生手法やノウハウを積極的に活用す
るほか、新しい再生スキームの実施に向け研究
を進め、取引先の早期の事業再生を目指す取り
組みを強化していく。
3. 企業支援部と営業店の連携を一層強化するこ
とで、取引先の状況に応じた経営改善支援策を
策定し、早期の事業再生を促進していく。
4. 沖縄県中小企業再生支援協議会を活用するな
ど、取引先の再生を図るなかでの支援融資を検
討する。

1. 事業再生の早期着手の観点から積極的に経営改善支援活動を実施する。その中で有効
性が高いのであればプリパッケージ型事業再生や私的整理ガイドライン等の活用を検討す
る。
2. 中小企業に対するDES、DDS、会社分割等のスキームが有効と認められる場合は、各々
のケースに応じて活用を検討していく。
3. 沖縄県中小企業再生支援協議会、再生ファンド等、外部機関の事業再生機能の活用が
有効であると認められるケースにおいては、その活用を検討する。
4. 外部人材（弁護士等の専門家）のノウハウの有効活用等により、各種再生スキームを
実現し、早期の事業再生を図っていく。
5. 再生企業の経営改善計画書を前提として、個々の状況に応じて支援融資を検討する。

1. プリパッケージ型事業再生や私的整理ガイドライン等を活用した早期の
事業再生の実績なし。
2. 沖縄県中小企業再生支援協議会を活用した案件を1件取り組み中であ
る。
3. 中小企業再生コース等の通信講座受講修了者および検定試験合格者：
126名
4. 17年11月に事業再生ファンドに関して実績のある3社と業務提携した。
〔18年3月期実績〕
（1） 3社との再生ファンド実績：9先・1,805百万円
（2） その他の再生ファンド実績：2先・16,233百万円
（3） 合計実績：11先・18,038百万円
5. 18年6月には新たに事業再生ファンド2社を加え、再生ファンドを利用し
た取引先の事業再生に取り組み中である。
〔18年9月期実績〕
再生ファンド実績：20先・4,290百万円

1. 今後も、再生ファンドを活用した取引先の早期事業再生に積極的に取り組む方
針である。
2. プリパッケージ型事業再生や私的整理ガイドライン等を活用した事業再生手法
の情報収集を継続し、活用の可能性を検討したい。

○DES・DDS等の積極活用
中小企業の事業再生を支援するため、適切な経
営改善計画策定を伴う　DES・DDSの積極的な活
用を図る。

1. 事業再生が可能と判断される債務者と一緒に経営改善計画策定に取組むなど、事業再
生の支援強化を図る。
中小企業再生支援協議会や外部専門家との連携強化により適切な経営改善計画の策定に取
組み、DES・DDSを活用した事業再生を図る。

中小企業再生支援協議会との連携強化により経営改善計画の承認先
2先に対し、DDSを活用した事業再生に取組んだ。

1. 中小企業再生支援協議会や外部専門家との連携による経営改善計画の策定を図
りながら、DES・DDS等を活用した事業再生に取組んでいる。（実績：DDS2件）
2. DES・DDSの活用については、外部専門家等との連携による積極的な取組みを
行っているが、再生計画の立上げ・実施までには時間を要している。
今後はDES・DDS　の活用に向けた対象先企業との協調体制強化及び担当者のスキ
ルアップ等を図り、迅速な対応による事業再生を展開していくことが課題であ
る。

○県中小企業再生支援協議会の積極活用県中小
企業再生支援協議会との連携体制を更に強化
し、中小企業再生支援の取組手法として、同支
援協議会の積極的な活用を図っていく。

経営改善計画に基づき、再生可能性のある企業を審査関連部で検討・協議を行い、同支援
協議会活用が妥当であると判断された先について再生案件として取組みを図る。

1. 早期事業再生を目的に17年4月から18年9月まで10件の案件申請を行っ
た。 そのうち継続案件含む5件の再生支援計画承認を受け、DDS2件、県制
度融資「中小企業再生支援資金」、会社分割、貸出条件変更をそれぞれ実
施した。
2.支援先企業に対しては定期的に実績管理フォローアップを行っている。

1.県中小企業再生支援協議会との連携強化、有効活用の継続実施により18年9月ま
でに10件の案件申請、5件の計画承認があり、同協議会の積極的な活用は図られて
いる。
2.今後も支援先企業との協調体制強化を図りながら、県中小企業再生支援協議会
との連携による事業再生の取組みを迅速に展開していくことが課題である。

・再生ノウハウ向上に係る連携先の拡充、連携強化
・対象案件発生の都度、各種事業再生手法の活用検討
・再生スキームのデータベース化と新会社法施行に向けた事業再生支援ノウハウ向上
・再生支援に係る特徴的な取組みについて、半期ごとに情報開示

・今後も引続き案件発生時に、案件に応じた対応と再生支援に係る特徴的な取組
みについて情報開示していく

沖縄

鹿児島

・再生ノウハウ向上に係る連携先の拡充を図り
ながら、また各種事業再生手法の活用を検討し
ながら、事業再生支援活動を強化する。
・あわせて、再生支援に係る特徴的な取組みに
ついて情報開示を行い、再生ノウハウの共有化
を図る。
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８件
１７件 １５，７３５百万円
９件 ４，０４２百万円
９５件 ２，２９１百万円
２８件 ５７，３４１百万円
１２６件 １０６，６４６百万円
１１件 ２７，６２７百万円
１７件 １２，６６５百万円

アレンジャーとして参画 ２４０件 ３８８，２５９百万円
融資団として参画 ３，００４件 １，１５７，７０４百万円
自行で組成したファンドへの出資回数・出資額 ２６回 １，９３４百万円
外部機関の組成するファンドへの出資回数・出資額 ５１回 ４，４６０百万円

⑩企業再生ファンドの組成・出資

④ＤＩＰファイナンスの実績
⑤ＲＣＣの活用（支援決定先の活用）
⑥中小企業再生支援協議会への案件持込み件数
⑦私的整理ガイドラインの活用
⑧エグジット・ファイナンスの実績

⑨シンジケートローンへの参画

＜参考＞事業再生に向けた積極的取組みに関する実績（64行計、平成18年上期）

①プリパッケージ型事業再生の実績
②デット・エクイティ・スワップの実績
③デット・デット・スワップの実績
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(4) 担保・保証に過度に依存しない融資の推進等
銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年9月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題

北海道

１．「自動審査システム」「業務支援システム」といったITを活用することで
「簡便性」「速報性」を実現しつつ、積極的な中小企業融資を実施する。
２．担保･保証に依存しない中小企業融資専門ｾｸｼｮﾝ「ﾋﾞｼﾞﾈｽﾛｰﾝﾌﾟﾗｻﾞ（BLP）」
の融資実行目標（平成17～18年度）：５０億円

原則月1回の顧客とのコンタクト実施。
新規先を含めたアウトバウンド営業体制の構築。
「マインドゥシリーズ」の推進。
提携商品の活性化。特にTKC北海道会との関係強化による「TKC戦
略経営者ローン」の取組強化。

○ビジネスローンプラザにおいて道内中小企業への担保、保証に
依存しない融資を積極的に推進。17年4月～18年9月のお客さまへ
のコンタクト件数：49,000件、実行額：76億円。
○提携商品の活性化策として、17年5月にＴＫＣ戦略経営者ローン
の商品性を改正。今後も啓蒙活動の継続を図る。

○簡便、迅速な融資審査に対する顧客ニーズは高い。
○対象エリアを札幌市内近郊より、道内主要都市に拡大し顧客利便性
の向上を図る。
○承諾率に関しては改善の余地有り、18年度は高承諾率を実現すべ
く、商品改正を実施する。
○コンタクトの件数については増加傾向にあるものの、更なる拡大を
実現すべく、専門チームの設置によるアウトバウンド機能の強化を図
る。

○担保・保証に過度に依存しない融資の推進
① 財務制限条項（コベナンツ）付融資の具体的活用方法について検討を行うほ
か、現在販売中の各種ビジネスローン商品性全般の見直しについても、審査モデ
ルの検証・再構築とあわせて継続的に実施していく。

① 信用格付、財務分析等の検証に基づき、財務制限条項を活用し
た無担保・第三者保証人不要の新商品を開発・推進する。
② 当行独自のビジネスローン｢ふるさと応援団シリーズ｣の販売態
勢を強化し、平成１９年３月末残高目標を６０億円とする。
（参考：平成１８年９月末残高実績　４３億円）

・ 財務制限条項付融資への取組みに関し、財務制限条項管理手法
を検証。
・ 既存の各種ビジネスローンについては、「ふるさと応援団」の
融資期間の拡大及び当行独自の提携商品を含めた商品見直しに着
手。

・ 中小企業ニーズを踏まえたビジネスローン新商品に関しては、１８
年度下期に販売を開始する予定。
・ 信用格付･財務分析等の検証に基づいた財務制限条項活用商品（無
担保・第三者保証人不要）に関しては、１８年度下期に予定している
コベナンツ管理手法の確定内容に則した開発･推進に取組んでいくこと
が課題。

○中小企業の資金調達手法の多様化等
① 無担保・第三者保証人不要の資金調達手法として、新たに中小企業金融公庫
による証券化支援業務（買取型）を活用したＣＬＯ融資に取組む。
② 無担保私募債、顧客債権流動化等の多種多様な資金調達手法の確立を図る。

① 「みちぎんＣＬＯ融資」について、平成１７年９月から１１月
まで募集を行い、平成１７年１２月での融資及び証券化を実現す
る。
② 地元企業の経営戦略をサポートする態勢を構築する。
③ その他中小企業における資金調達手法の多様化実現に向け、無
担保私募債、顧客債権流動化等への取組みについても検討するほ
か、信用保証協会保証付私募債についても引き続き推進活動実施
していく。

・ ＣＬＯ融資（ローン担保証券）は１７年１２月、２８社７４０
百万円の融資（証券化）を実行済。
・ １８年３月、三井リース事業（株）、みちのくリース（株）と
業務提携契約を締結し、リース導入ニーズにも対応できる態勢を
構築。
・ １８年２月、銀行保証付無担保私募債取扱開始（協会・銀行保
証付私募債の１９年３月末迄の受託目標１０社１０億円に設
定）。

・ １８年５月、当行・荘内銀行・東北銀行・北都銀行の４行連携によ
る「ＳＰＣ設立に伴う債権流動化業務」を開始し、１８年度下期中で
の案件実行に向けた取組みを引き続き行っていく。
・ 顧客のリース導入に関わるニーズに対しては、みちのくリース
（株）等との連携を強化し、引き続き、顧客紹介業務の推進を図って
いく。

岩手

・ 取引裾野の拡大を進める観点から、無担保・第三者保証人不要のビジネス
ローンの取組みを強化する。
・ 中小企業金融の円滑化に向け、新たな資金調達手段（ＣＬＯとファクタリン
グ）を提供する。

・ 無担保・第三者保証人不要のビジネスローンである「Iの絆」
シリーズの販売を強化する（取扱件数目標…半期毎１５０件）。
・ 商工会議所会員向け提携ローンの取扱いを開始する。
・ 日本政策投資銀行と連携して知的財産担保融資への取組みを進
める。
・ ＣＬＯについては、中小企業金融公庫が組成する「１７年度地
域金融機関ＣＬＯ」への参画を検討する。
・ 当行、青森、秋田銀行の３行共同事業として、取引先の手形削
減ニーズに対応したファクタリング業務に取組む。

・ １８年６月、「Iの絆（グッドアシスト）」の取扱いを開始し
た。
・ 「Iの絆」累計実績：９３６件、１２，４０１百万円（うち従
来型：９６件、１，１３６百万円、スモール支援型：３２０件５
２０百万円、コベナンツ・ファンド：８３件５，１０９百万円、
グッドアシスト：４３７件５，６３６百万円）
・ 商工会議所４先と提携し会員向けメンバーズローンの取り扱い
を開始した。
・ １７年１２月、中小企業金融公庫が組成した第２回地域金融機
関　ＣＬＯへ参加し、「岩手銀行ＣＬＯ融資」を実施した。（実
績：２５件/１，３１５百万円）
・ 中小企業金融公庫が組成する１８年度第３回地域金融機関ＣＬ
Ｏへの参加を決定した。
・ １７年８月に当行、青森、秋田銀行の三行共同でＳＰＣ（特別
目的会社）を設立し、ファクタリング業務の取扱いを開始した。
これまでの当行の取扱先は２先である（１７年１１月：１先、１
８年８月：１先）。

・ 商工会議所会員向け提携ローンの締結先拡大に向け、引き続き各商
工会議所との情報交換を行う。
・ 当行、青森、秋田銀行の三行共同事業としてのファクタリング業務
の拡大に向け推進する。
・ 新型の「岩手銀行ＣＬＯ融資」を昨年に引き続き推進する。
・ 盛岡法人会との提携により会員向け優遇ローンを取り扱う。

○ 無担保・第三者保証人不要の事業性ローンの取扱
・ スコアリング商品の開発および活用により、融資の推進を図る方針
○　ローンレビューの徹底
・ 新格付・自己査定システムを活用したローンレビューの態勢整備を図る方針
○ ＡＢＬ（アセット・ベースト・レンディング）への取組み
・ 「在庫 → 売掛金 → 流動性預金」という事業のキャッシュフローに着目、
言わば「事業のライフサイクル」を一体として担保取得する融資の研究

○ 無担保・第三者保証人不要の事業性ローンの取扱
・ CRDを利用したスコアリング活用商品の開発および推進
○ ローンレビューの徹底
・ 新格付・自己査定システムにおけるシステム対応の構築および
稼動
○ ＡＢＬ（アセット・ベースト・レンディング）への取組み
・ 水産加工業者にターゲットを絞りこみ推進する。

・17年5月および8月にＣＲＤを活用した2商品（「ビジネスローン
3000」、「ビジネスローンＱ」）の取扱を開始、それぞれ112億
円、91億円の計203億円の販売実績となっている。
・18年5月にＣＲＤモデルを使用した「ビジネスローン55」の取扱
を開始
・17年9月期より新しい自己査定システムを稼動、18年11月には格
付と自己査定を連動させた随時査定を開始する予定で取組んでい
る。
・ＡＢＬの第1号案件として、フカヒレ加工会社に対して融資枠を
設定

・17年上期に発売したスコアリング商品は順調な販売実績となってお
り、円滑な資金供給に貢献したものと評価している。
・さらに18年5月には、ＣＲＤモデルを活用した新しいスコアリング商
品である「ビジネスローン55」の取扱を開始した。
・自己査定システムを稼動させたことから、次の段階としての格付と
自己査定を連動させた随時査定は、18年11月から開始する予定で取り
組んでおり、方針どおりローンレビューの態勢が整備される。
・ＡＢＬは、第1号案件をモデルとして担保･保証に過度に依存しない
事業キャッシュフローに着目した融資として積極的な取扱いを継続す
る。

○中小企業の資金調達手法の多様化等
・ノンリコースローン、シンジケートローンを活用したＰＦＩ向けプロジェクト
ファイナンス等の新しい金融取引の本格的な検討、研究を推進する。
○財務諸表の精度が相対的に高い中小企業に対する融資の推進
・融資諾否の早期回答、金利優遇等をメリットとした融資商品を提供し、円滑な
融資を推進する。
○債権流動化業務への取組み
・中小企業への新しい資金供給方法として、売掛債権等の買い取り業務を開始す
る。

○ 中小企業の資金調達手法の多様化への対応（新しい金融取引の
検討研究）
・ 対外研修への派遣
・ ノンリコースローン、ＰＦＩ，プロジェクトファイナンス等専
門知識の取得
○ 財務諸表の精度が相対的に高い中小企業に対する融資の推進
・「ＴＫＣ戦略経営者ローン」「税理士会事業者ローン」の活用
○ 債権流動化業務
・ ＳＰＣを活用した顧客債権の買取りによる資金供給

・ 17年5月に東北税理士会岩手県支部と連携した「とうぎん税理
士会
事業者ローン」の取扱を開始した。
・ ＰＦＩ事業に対する融資について地銀協研修へ参加
ＰＦＩセミナー（東北経済連合会）、ＰＦＩ研修会（地域総合整
備公団）へ参加。
・ 18年5月にみちのく銀行、北都銀行、荘内銀行と連携してＳＰ
Ｃ（特定目的会社）を設立し、債権流動化業務の態勢を整備。
・ 18年9月に地元企業に対し、当行を主幹事とするシンジケート
ローンを組成。

・ 債権流動化業務は、始めの取組みとして医療機関向けのサービスと
して診療債権買取りにターゲットを絞込み推進している。
・ ＰＦＩ事業向け融資等について関係部にて検討を継続する。

みちのく

東北
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年9月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題

七十七

＜取組方針＞
［担保・保証に過度に依存しない融資の推進］
・企業の将来性や技術力を重視した案件審査の実施
・第三者保証の過度な利用の抑制
・「ビジネスローン」等の商品性拡充による中小企業への一層円滑な資金供給
［中小企業の資金調達手法の多様化］
・新しい融資手法への取組みおよび証券化商品等の活用
＜目標＞
無担保第三者保証人不要および財務制限条項を活用したビジネスローン残高 ５
００億円以上（１９年３月末）

［担保・保証に過度に依存しない融資の推進］
・技術・商品、販売力等を重視した審査の継続
・商品性の拡充による「ビジネスローン」残高の拡大
・信用リスク定量化の高度化とデータベース等の充実
・信用格付に応じた決裁権限の導入
・信用格付の適時実施によるローンレビューの徹底
・ 既存保証契約の更改の促進
［中小企業の資金調達手法の多様化］
・ノンリコースローン、プロジェクトファイナンス等の新しい融
資手法への取組み
・ＣＬＯ等、証券化手法への取組み
・財務諸表の精度が相対的に高い企業向け融資制度の拡充

［担保・保証に過度に依存しない融資の推進］
・金利面の優遇を図った新たな無担保・第三者保証人不要の融資
商品の投入により一層円滑な資金供給を実施。
・財務制限条項を活用したローンの取扱い継続。
・企業の技術・商品、販売力等を重視した案件審査を実施。
・既存保証契約の更改等により第三者保証の利用を抑制。
・信用格付の実施により、融資実行後のリスク管理を徹底。
・ 「事業者ローン＜ランクアップ保証口＞」（宮城県信用保証協
会保証付無担保融資）の取扱いを開始。
・ 信用格付に応じた決裁権限を導入。
・ 信用リスク定量化の月次実施を開始。
［中小企業の資金調達手法の多様化等］
・ＰＦＩ案件等、プロジェクトファイナンス手法を活用したロー
ンへの取組みを継続。
・第２回宮城県ＣＬＯに取扱金融機関およびアレンジャーとして
参加。
・ アセットバックローン案件の組成やノンリコースローン案件に
参加。
・ ＭＢＯにかかる地元企業への協調融資を実施。
・ 財務精度が相対的に高い企業向け融資の商品内容を見直し。
＜目標に対する実績＞
  無担保･第三者保証人不要および財務制限条項を活用したビジネ
スローン残高  ４９５億円（平成１８年９月末）

［担保・保証に過度に依存しない融資の推進］
・ 計画どおりの進捗状況。
・ 今後は、ビジネスローン等の商品性見直しや企業の技術・商品、販
売力等を重視した案件審査を継続するとともに、信用リスク定量化に
関する行外説明会等への積極的参加によるノウハウの蓄積をはかる。
［中小企業の資金調達手法の多様化等］
・ 計画どおりの進捗状況。
 ・今後も、ノンリコースローン等への積極的な取組みを継続。

秋田

１　担保保証に過度に依存しない融資の推進をさらに強化するとともに、中小企
業の資金調達手法の多様化に資する制度や商品の拡充を進める。
　　17～18年度において、無担保・第三者保証人不要の商品を 1,500件以上取扱
いすることを目標とする。（当初目標500件以上）
２　既存根保証契約の見直しを、17年度下期から開始する。（対象18,000件）

１　①スコアリングモデルを活用した融資商品、②財務制限条項
付融資商品、③銀行保証付私募債の受託、および、④買掛金一括
ファクタリング業務の取扱いを新たに開始する。
２　店長権限融資制度を見直し、店長専決による信用与信を拡大
する。
３　シンジケートローン、ノンリコースローン、プロジェクト
ファイナンス、債権譲渡担保融資など新たな融資形態のノウハウ
を蓄積し、その導入について検討する。
４　定期的なローンレビューの実施を継続する。
５　既存根保証契約の見直し要領を策定し、見直し手続きを行
う。

１　銀行保証付私募債の受託（17年5月取扱開始）：実績4件、6億
円
２  無担保・第三者保証人不要商品の取扱実績 1,104件（次を含
む）
・スコアリングローン（17年7月取扱開始）：実績 167件、7億円
・財務制限条項付ローン（17年9月取扱開始）：実績40件、45億円
３　店長権限融資制度(17年11月改正)：店長専決による信用与信
を拡大
４　ローンレビュー：継続的に実施
５　買掛金一括ファクタリング業務：17年8月に北東北3行で共同
ＳＰＣ設立
18年7月よりＳＰＣへの貸出を開始
６　既存根保証契約：契約切替え手続きを示達（18年4月）
７　新たな融資形態：個別案件を通じて動産担保融資手法を検討

１　無担保・第三者保証人不要の商品やスコアリングローン等につい
ては、商品内容の見直しを行いながら、さらなる取扱実績の拡大をは
かっていく。
２　ファクタリング業務は優良先を中心にニーズの掘り起こしを継続
的に行い、ＳＰＣへの貸出実績増加に努める｡
３　店長権限融資制度改正を計画どおり実施した。
４　根保証契約見直しについては、18年度中の集中取組みを行ってい
る。

不動産担保・保証に過度に依拠しない融資方針を継続し、更に商品の充実・新商
品の開発を図りながら、企業の将来性や技術力を的確に評価する仕組みを構築し
ていく。

・スコアリング商品に関し、「 Asatteシリーズ」の商品性見直し
を実施し改良していくと共に、新商品の開発を実施する。

・H17.7 に東北税理士会山形県支部連合会と提携し、＜荘銀＞税理
士クライアントローン「アシスト」の取扱を開始。
・スコアリングを活用し、無担保・第三者保証人不要の農業事業
者向けﾛｰﾝ｢Asatte･NEW大地｣「Asatte・NEW 大地Ⅱ」を発売。

・スコアリングモデルによる格付の精緻化と審査の高度化を図り、活
用範囲の拡大と共に商品に活用していく。

○中小企業の資金調達手法の多様化等
政府系金融機関との連携強化。中小企業の資金調達手法の多様化を推進。

中小企業金融公庫が実施する地域金融機関ＣＬＯに参加。 ・3回目となる「山形元気企業応援ファンド(荘銀 CLO融資)」を実
施。シンセティック型を採用し、随時実行を可能とした。
・地元企業に対し、近隣地銀と相互協調しシ・ローンを実施（幹
事行：当行）。

・地元中小企業向けＣＬＯ、シ・ローンは、顧客ニーズを検証しなが
ら継続を検討していく。

荘内
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年9月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題
１．キャッシュフローを重視した企業の将来性や技術力の的確な評価につとめ、
ローンレビューの一層の強化を図る。
２．担保・保証に過度に依存しない融資の推進を継続実施する。
３．既存の包括根保証契約について、制度改正の趣旨を踏まえた適切な見直しを
行う。

１．『ローンレビューのポイント』を活用し、ローンレビューの
徹底に向けた取組みを強化する。
２．ベスト・ソリューション21シリーズ商品など担保・保証に過
度に依存しない融資の推進を継続実施する。
   （17・18年度実行目標 2,500件）
３．融資支援システムの活用により、信用格付の精度を高める。
４．地銀協「信用リスク情報統合システム」（地銀協スコアリン
グモデル）のデータ蓄積を行うとともに、活用方法について検討
する。
５．個社別協議会等によりキャッシュフローを重視した審査・協
議を継続実施する。
６．財務制限条項付き融資商品等の導入を検討する。
７．既存根保証契約先等への対応を実施する。

１．行内研修（総合職2年目研修、総合職新入行員研修、融資管理
者研修、融資担当者研修、融資業務研修）および地区別勉強会（7
地区17カ店）のなかで「ローンレビューのポイント」を活用した
説明を行い、徹底を図った。
２．ベスト・ソリューション21シリーズの商品性(融資対象者・金
額・貸出形式等)を改定したうえで、同シリーズ商品など担保・保
証に過度に依存しない融資の推進を実施した。
３．財務制限条項付融資商品を導入した。（17年11月・18年4月）
(上記2、3の実績：18年9月迄)
ベストソリューション21： 820件、118億円
ベストソリューション21ワイド：534件、 64億円
ベストソリューション21エール： 821件、75億円
財務制限条項：306件、175億円
合　　　計：2,481件、432億円
（17・18年度実行目標達成率　99％）

４．融資支援システムによる信用格付を開始した。（17年4月）ま
た、その早期定着に向けた行内研修を実施した。（全店融資課長
説明会2回、地区勉強会延べ24会場、参加延べ59カ店）
５．「信用リスク情報統合システム」のデータ蓄積は18年6月分ま
で完了した。
６．CRDを導入し、18年7月稼動した。
７．個社別協議会等による審査協議を継続実施した。
８．18年度に実施を予定していた「新根保証契約への切替」対応
については、予定より前倒しで18年1月より取組んだ。

１．今後も行内研修や地区別勉強会のなかで「ローンレビューのポイ
ント」を活用したローンレビューの徹底を図る。
２．ベスト・ソリューション21シリーズの定期的な見直しによる商品
内容の拡充等を行い、担保・保証に過度に依存しない　　融資推進を
更に強化する。
３．融資支援システムによる信用格付の更なる精度向上のため、18年
10月より信用格付（店長権限分）のモニタリングを実施する。（モニ
タリング対象24カ店）
４．「信用リスク情報統合システム」の活用方法として、与信ポート
フォリオ管理への活用およびストレステストの実施を検討する。
５．スコアリングモデル蓄積データの活用方法を検討する。
６．「新根保証契約への切替」対応は19年3月まで完了する。切替状況
については毎月進捗管理を行う。

○中小企業の資金調達手法の多様化等
１．多様化する資金調達手法のノウハウ蓄積に努める。
２．私募債やノンリコースローン等の取組みを強化する。
３．ＣＬＯ、売掛債権流動化等の取組みを検討する。
４．「ＴＫＣ戦略経営者ローン」「税理士紹介ローン」の推進を強化する

１．私募債の取組みを強化する。（17・18年度発行目標35先）
２．中小企業金融公庫との提携ＣＬＯの取組みを検討する。
３．ノンリコースローンの取組み強化や売掛債権流動化等の取組
みを検討する。。
４．ＴＫＣ会員税理士等への周知活動強化により、認知度の向上
を図る。

１．私募債の取組みを強化し、32先引受した。
　　（17・18年度発行目標達成率　91％）
２．「TKC戦略経営者ローン」「税理士紹介ローン」の融資期間を
3年以内から5年以内へ延長し商品性向上を行った。(17年7月)
３．信託銀行等と売掛債権流動化について、また中小企業金融公
庫とはCLOの取組みについて情報収集・情報交換を行った。
４．営業企画部内に金融開発グループを設置し、多様化する金融
手法のノウハウ蓄積を図った。（18年4月）

１．多様化する資金調達手法のノウハウ蓄積が図られている。
２．TKC会員税理士等への周知活動強化により、認知度の向上を図る。
３．顧客ニーズに対応する金融手法の情報収集に努める。

常陽

・以下により担保・保証に過度に依存しない融資の推進を図る。
・ スコアリングモデルを活用したローン商品､外部保証ローン等の推進。
・ 財務制限条項付貸出商品の推進。
・目利き審査を強化し､キャッシュフローを重視した融資を推進。
・信用リスクデータベースの整備・充実を図るとともに、より精緻なデフォルト
率、回収率を算出し、融資推進に活用していく。
　◎ 中堅・中小企業融資新規獲得先数： 4,000先
　　 中堅・中小企業融資新規獲得金額： 1,000億円

・ 対象先の拡大に向けた既存商品の改定および顧客ニーズに即し
た新商品の開発を進める。
・ 企業の将来性や技術力の評価等、目利き審査力を一層強化し、
事業からのキャッシュフローを重視した融資の推進を図る。
・信用リスクデータベースを蓄積し､バーゼルⅡ対応の中で精緻な
デフォルト率､回収率を算出する。算出したパラメータを信用リス
ク定量化､個別採算管理等に活用していく。リスク調整後利益率等
の概念を取入れより多面的なポートフォリオ管理を実施してい
く。

・当貸プライム発売開始 (17年4月)アクティブプラン21Ver5発売開
始（17年5月）。
・ 財務制限条項付貸出商品｢バリューボンズ｣の商品内容改定、推
進。
＜スコアリングモデル・外部保証を活用したローン等の推進状況
＞
【１８年９月末実績（残高）】
　・スモールローン：72億円　　・農家向ローン大地：7億円
　・ゼブリー 100： 710億円　　 ・当貸プライム： 183億円
　・アクティブプラン： 161億円　・バリューボンズ： 109億円
【中堅・中小企業新規獲得状況】
 ◎中堅・中小企業融資新規獲得先数　 4,487件（進捗率112.1%）
 ◎中堅・中小企業融資新規獲得金額　 1,327億円（進捗率
132.7%）
・ 信用リスクデータベースの整備：デフォルト発生明細の蓄積開
始。
・ 包括根保証契約を含め、保証制度変更に伴う保証契約の切替に
ついて本部によるフォローを徹底。保証契約の切替進捗率：70％

・ スコアリングモデルや外部保証を活用した商品等の開発・改定に取
組み、担保・保証に過度に依存しない融資の推進を図った。
・ 引続き、中堅・中小企業融資新規獲得に向け、顧客接点増加を図る
など諸施策を展開していく。また､商品の開発・改定を検討する。
・信用リスクデータベースについては、徐々に充実してきており、今
後、回収率算出等へ活用していく。

山形
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年9月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題
○担保・保証に過度に依存しない融資の推進
・事業からのキャッシュフローを重視し、不動産担保・保証に過度に依存しない
融資を促進するため、企業の将来性や技術力を的確に評価する取組みを実施し、
地域密着型金融を推進する。
・第三者保証は引続き信用補完的な取扱とする。

・ローンレビューの徹底による審査の高度化を継続実施。
・プロパー（無担保・無保証）スコアリング商品の開発。
・知的財産権担保を活用した融資の取扱開始。
・プロジェクトファイナンスの融資手法への取組。

・プロジェクトファイナンス、ノンリコースローンの融資手法に
ついて研究を開始した。
・知的財産権担保の研究を実施した。
・外部保証（オリックス）によるスコアリング商品については、
商品内容（融資限度額の引上げ、段階保証料の導入）改定を実
施。
・動産担保融資に関する研究を実施した。

・プロパースコアリング商品開発は、スコリングモデルデータの精緻
化・分析を完了し、商品化の検討段階にある。
・知的財産担保は、融資スキーム、担保の適格性および評価等取扱に
際しての課題も多く、更に研究を進め実施計画である。
・外部保証スコアリング商品の改定を実施したが、今後商品の実績状
況についてモニタリングを行い、市場ニーズにあった商品性を確保し
ていく。

○中小企業の資金調達手法の多様化等
・多様化する中小企業の資金ニーズに応えるべく、現在、取扱中の「シンジケー
トローン」を参加するのみではなく、アレンジャーとして組成出来るレベルに引
き上げていく。この制度の有効活用により地元企業の資金ニーズに対処し地場産
業へのサポートを行う。
・また、商工会議所と連携することで、地場産業との密着化をはかり、地域の発
展に貢献していく。

・シンジケートローンについては、アレンジャーとして組成出来
るレベルに引き上げていくため、規程等を整備し、融資推進を
図っていく。
（シンジケートローン目標３先）
・商工会議所との連携については、商工会議所向け商品を開発す
るなかで規程等を整備し、提携先を広げていくことで、融資推進
を図っていく。
（商工会議所メンバーズローン目標10億円）

・シンジケートローンの組成については、期間中６件となり、う
ち３件について共同主幹事を努めた。
・商工会議所との提携により、１７年９月に、メンバーズローン
を新設した。

・組成先の発掘推進
・規程等事務処理の明確化と文書化

(1) ミドルリスク先に対する融資推進マインド・融資審査レベル・融資ノウハウ
（案件組立て）の向上を図る。
(2) 取引先の資金ニーズに応えられる多様な融資手法の検討。
(3) 第三者保証に過度に依存しない融資取組みの検討。

(1) ミドルリスク先に対する融資取組みの浸透・定着を図るた
め、融資戦略会議をベースにした営業店指導を実施。
(2) 「融資戦略会議案件管理表」により、営業店の取組みをフォ
ロー。
(3) 多様な担保の取得および第三者保証にかかる法的効果の検
証、事務手続・書式・行内規定等の整備。
(4) 信用格付制度の精緻化、信用リスクデータの蓄積による融資
案件毎の信用リスク把握能力の継続的な高度化・細分化を図り、
これらを適用金利や信用限度額等に反映させ、担保･保証による信
用リスク補完を条件としない取扱の拡大。

(1) ミドルリスク先に対する融資取組みの考え方や取組手法のレ
ベルアップを図る「融資戦略会議」の実施。
(2) 改正民法の施行に伴い、包括根保証から特定債務保証または
限度付根保証に随時切替えを実施。
(3) 担保に過度に依存しない長期固定金利商品（ロングセラー）
の導入。

(1) 当初計画通り進捗。
(2)引続き、計画に沿って継続実施。

○中小企業の資金調達手法の多様化等
(1) 中小企業の資金調達の多様化を図る観点から、売掛債権流動化・地域ＣＬＯ
等に関し積極的に取組む。
(2) 財務諸表の精度に応じた融資施策の検討を実施する。

(1) ＣＬＯへの取組
ア.沖縄発全国地銀ＣＬＯ勉強会（沖縄金融特区証券化ワーキング
研究会）」への参加継続。および、「同全国地銀ＣＬＯ」への参
加検討。
イ.栃木県主催産業金融研究会への参加による、商工中金ＣＬＯ
等に関する検討実施。
(2) 取引先企業の売掛債権流動化に対するニーズ把握。
(3) 会社法による「会計参与制度」の導入と「中小企業の会計に
関する指針」の制定の状況を注視し、財務諸表の精度と信用リス
クの相関関係を分析し、融資審査への応用を検討。

(1) ＣＬＯスキーム、メリット・デメリットの検討。
(2) バーゼルⅡ導入の影響、採算性確保等の検討。
(3) 経済産業省等主催のＡＢＬ勉強会に参加。
(4) 新会計基準への変更対応を行う。

(1) 資金ニーズに応えるため、新たな金融手法およびノウハウの蓄積
への継続した取組みの実践。
(2) 売掛債権流動化、ＡＢＬ、ＣＬＯ等個別案件への取組み態勢の強
化。
(3) 既存の財務分析スキームに新会計基準に基づく財務指標の対応を
行ったのみであり、新基準の財務指標に基づく信用格付とデフォルト
との関係整理や精度向上には、継続的なデータ蓄積に基づく検証を要
する。

群馬

○中小企業の資金調達手法の多様化等に向けた取組み
・債務者格付やスコアリングモデルに基づく融資商品の継続推進。
・税理士法に規定する添付書類等を提出した企業に対する金利優遇措置の認知度
向上。
・シンジケートローンへの取組み強化による企業の資金調達支援の実施と与信集
中リスクの分散。

・債務者格付やスコアリングモデルに基づく無担保・第三者保証
人不要の融資商品の継続推進、及び必要に応じた商品改定の実
施。
・税理士法に規定する添付書類等を提出した企業に対する金利優
遇措置の認知度向上に向けた、対象商品のホームページへの掲
載。
・シンジケートローンの組成能力の向上。
・プロジェクトファイナンス・ノンリコースローン・売掛債権流
動化等企業の資金調達手段の多様化に向けた研究の実施。

・ 債務者格付やスコアリングモデルを活用した融資商品の推進を
継続した（取扱実績4,841件　461億円）。
・ 中小企業向けの融資商品、金融サービスをホームページに掲載
したほか、税理士法に規定する添付書面等を提出した中小企業に
対する金利優遇を実施した（取扱実績29件）。
・ シンジケートローンを組成（組成実績20件　組成額 481億円）
するとともに、売掛債権一括信託の取扱いを開始した。

・ 債務者格付やスコアリングモデルを活用した融資商品は、件数・金
額とも一定の実績があった。
・ シンジケートローンを活用して、中小企業の資金調達ニーズに対応
するとともに、売掛債権一括信託の取扱いを開始し、企業ニーズに応
えた。
・ シンジケートローンについては組成提案を継続し、引続き地元企業
の資金ニーズに対応する。
・ 債権流動化、ノンリコースローンなど企業の資金調達手法の多様化
に向けた研究を継続する。

武蔵野

○中小企業の資金調達手法の多様化
一括決済業務、ノンリコースローン、プロジェクトファイナンス等、新たな金融
手法の研究をさらに進めるとともに、外部機関と提携し、ノウハウの蓄積・高度
化を図る。
また、本部担当部署の増員も含めた体制面の強化を実施し、地域の中小企業に対
して多様な資金調達手法の提供を行っていく方針。

・ノンリコースローン、プロジェクトファイナンス等の本部担当
部門の機能強化
・他行との協調アレンジ（シンジケートローン）によるノウハウ
の蓄積
・単独アレンジャー業務により企業ニーズに対応
・「一括決済業務」に関して潜在ニーズのある企業への推進体制
強化

・ 事業金融グループの機能強化
事業金融ブロック専担者３名配置
・シンジケートローンの組成ノウハウの蓄積・高度化
＜単独アレンジによる案件組成１件／９億円、協調アレンジによ
る案件組成３件／組成額５５億円＞
・プロジェクトファイナンスへの取組強化、個別案件の発掘
＜ＰＦＩ向け融資：シ団への参加４件／参加額４５億円、
ノンリコースローン：実行８件１８６億円＞
・「一括決済業務」ニーズ先の案件発掘と推進強化
＜新規導入決定２社、既契約先の納入企業約７５先追加＞

・ １８年度上期にシンジケートローン単独組成を計画通りに達成。協
調アレンジによる組成、プロジェクトファイナンスやノンリコース
ローンへの取組み、本部担当部署の機能強化もほぼ計画通りの成果。
・ １８年度下期以降は、シンジケートローン単独アレンジの件数増加
を目指すとともに、上記以外の新たな金融手法の研究を進め、資金調
達手法の多様化に対応していく方針。

関東つくば

足利
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年9月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題

千葉

○中小企業の資金調達手法の多様化等
中小企業の資金調達の多様化に資するため、ＣＬＯなど証券化を活用した商品へ
の取組みや、スコアリングモデルを活用した無担保・第三者保証人不要の商品の
見直し・利用促進を図っていきます。

1.第３回千葉県版ＣＬＯを検討・実施します。
2.個別案件について、私募債や事業価値に着目した知的財産権担
保融資、動産・債権譲渡担保融資、ノンリコースローン等の取組
みを検討します。
3.中小企業等取引先の拡大を目指し、２年間で融資新規取引６千
先の獲得を目指します。

1.18年8月に第３回千葉県版ＣＬＯを実施（428先・融資実行額121
億円、投資信託販売32億円）しました。
2.銀行保証付私募債等を積極的に推進し、357件49,330百万円の実
績をあげました。
3.中小企業等融資新規取引先を5,896先獲得しました。

【現状分析】
第3回千葉県版ＣＬＯの実施や銀行保証付私募債の推進など、中小企業
の資金調達の多様化に向けた取組みを積極的に進めています。
【評価及び今後の課題】
第3回千葉県版ＣＬＯについては、目標を上回る結果を残せただけでな
く、継続的な実施ができたことで一定の成果を挙げているものと評価
しています。今後については、企業の資金調達の多様化のために、成
長企業も利用しやすい動産担保融資や新手法の開発･取組みに向け継続
的に検討を行っていきます。

千葉興業

1.担保・保証に過度に依存しない融資の推進等
①スコアリングモデルを活用した無担保商品への取組強化等により資金供給の円
滑化を推進する。
②「個社別案件・方針相談会」の継続的開催を中心として、本部・審査役による
企業実態（ヒト・モノ・カネ）、長短所の把握に努める。
2.中小企業の資金調達手法の多様化等
①外部金融機関との連携等により、シンジケートローン・ノンリコースローン・
債権流動化等、新手法への取組を強化する。

1.担保・保証に過度に依存しない融資の推進等
①プロパー（非提携）スコアリング商品の取扱開始。
②店長専決権限の見直し。
③財務制限条項の活用検討。
④「個社別案件・方針相談会」実施等により、案件検討、審査時
においての業況・事業価値判断軸強化。
⑤地銀協信用リスク情報統合システム「ＣＲＩＴＳ」による信用
リスクデータベースの整備・充実及びその活用。
2.中小企業の資金調達手法の多様化等
①日本政策投資銀行等、外部金融機関との連携強化。
②千葉県版ＣＬＯ等への参加。
③売掛債権（診療報酬等）流動化によるノンリコースローンの取
扱。
④商工会議所会員に対する金利優遇商品の検討。

担保・保証に過度に依存しない融資の推進としては、スコアリン
グモデルを活用したプロパー商品「クイックコスモス」（17年5
月）を発売。商工会議所・法人会・千葉県税理士会と提携し金利
優遇商品として提供を開始した。18年度上期には、商品の実績を
検証し、商品性の見直しを実施。
また、売掛債権（診療報酬等）流動化を3先実施し、中小企業の資
金調達手法の多様化に取組んだ。
農林漁業金融公庫、福祉医療機構と提携による連携を強化し連携
実績が顕在化。

1.担保・保証に過度に依存しない融資の推進等
①担保に依存しない融資商品の対応はできた。今後は受入れ条件等の
見直しにより、より利用し易いように商品性の改定を図っていく。
②財務制限条項の活用については継続検討。
③『個社別案件・方針相談会』は、18年度下期以降も、より効率的な
形に見直し継続実施予定。
④地銀協信用リスク情報統合システム「ＣＲＩＴＳ」への信用リスク
データの蓄積を継続するとともに、その活用について検討。
2.中小企業の資金調達手法の多様化等については、福祉医療機構等外
部金融機関との連携を強化する中で実績が表れてきた。今後も更に外
部金融機関との連携を強化し資金調達手法の多様化を図っていく。

東京都民

1.「スモールビジネスローン」に関して、顧客利便性の向上を図り、積極的に推
進していくのと併せて、営業店のスモールビジネス層への取組みを強化する。
2.新たなスコアリングモデル商品の開発に取組む。

1.「スモールビジネスローン」のさらなる商品力の強化と販売
チャネルの整備を図っていく。また、一般営業店のスモールビジ
ネス層に対するＳＢＬ商品の販売を拡大する。
2.保証協会・ＩＰＡ（独立行政法人情報処理推進機構）等の保証
を対象としたスコアリングモデル商品の開発、推進・拡大に取組
んでいく。

1.「スモールビジネスローン」の融資金額および期間を30百万
円・3年に拡大し、営業店のスモールビジネス層へのアプローチを
開始するとともに、同商品をスモールビジネスローンの専門店に
も展開。さらに18年8月より、リレーションを強化すべく都心店舗
15ヶ店に専担者を配置し、無担保・第三者保証不要の「スモール
ビジネスローン」の利用促進を図った。
専門店においては、東京商工会議所をはじめとする各商工会議所
との提携を8商工会議所に拡大。
2.東京信用保証協会と連携した新たなスコアリングモデル商品と
して「クイック東京」を17年9月に発売。
＜17年度からの実行実績＞
　　「スーパー定型」  　　744件　18,260百万円
　　「プレミアム提携」　1,087件　37,996百万円
  　「IT 応援ファンド」　　18件　 　503百万円
  　「クイック東京」　　2,748件 100,100百万円

1.営業店取引先企業へのスモールビジネスローンのアプローチについ
ては、お取引先からも一定の評価が得られたことから、18年8月より都
心15ヶ店に専担者を配置し、大幅に対象先を拡大した。下期は更に他
店舗へも対象を拡大し利用促進を図っていく。
2.新たなスコアリングモデル商品「クイック東京」は平成17年9月に発
売以来、およそ1年間で1,000億円の実行実績を挙げ順調に推移。平成
18年6月に利用限度額を増枠し、販売を拡大している。今後も引続きス
コアリングモデル商品の開発、推進・拡大に取組んでいく。

・ＲＤＢスコアリングモデルを活用したビジネスローン｢助っ人｣の販売強化を継
続する

・｢助っ人｣の商品内容見直し等の検討
・担保・保証人に過度に依存しない融資商品の提供

・「助っ人」の販売強化を目的に商品内容を見直し、「助っ人
Ⅱ」に改定。その後も推進強化に向け金利形態及び融資利率の改
定を実施
・ 新技術を有する情報処理産業およびＩＴ化を進める中小企業を
支援する目的で「だいしＩＴビジネス支援ローン」を新設
・ 保証協会保証付貸出について「原則、個人事業主は連帯保証人
を不要とし、法人は代表者以外の連帯保証人を徴求しない取り扱
い」に変更

・「助っ人Ⅱ」については、推進強化に向けた制度改定を実施した
が、今後も収益管理の徹底や商品内容の見直し、スコアリング審査の
精度向上などを継続しながら、積極的に対応していく方針

○中小企業の資金調達手段の多様化等
・中小企業の資金調達の多様化を支援するための新たな仕組みを、今後も検討
し、提案を実施する

・債権担保融資、ノンリコースローン、プロジェクトファイナン
ス、ＣＭＳ（キャッシュマネジメントサービス）等の融資手法を
手がけることで、中小企業の資金ニーズに対応していく

・診療報酬債権流動化の取組み開始
・特別目的会社を活用した売掛債権流動化の取組み
・ＣＭＳ導入に向けソフト提供企業と許諾契約を締結
・不動産ノンリコースについての取扱い基準を制定

・不動産ノンリコースローン及びＣＭＳについては継続推進。不動産
ノンリコースローンについては行内体制を構築中
・当行固有のＳＰＣ（特別目的会社）の創設及びＳＰＣを利用した集
合債権流動化の取組みを検討する

第四
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年9月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題
・ スコアリングモデルを活用したビジネスローンを引き続き積極的に推進。
・ 機動的な取引提案や与信判断の迅速化を図るとともに、事業の「目利き」能力
の向上・実態把握およびローンレビューを一層徹底。
・ 第三者保証人の徴求に関しては、その保証能力を十分勘案した適切な対応を継
続。
・ 信用リスクデータベースの整備とその活用を図る。

・ 売掛債権担保融資は、信用保証協会の保証制度を利用しなが
ら、ノウハウを蓄積。
・ ローンレビュー徹底策として、財務制限条項付き融資の取扱い
範囲拡大と帝国データバンクの「倒産予測値」の活用を検討。
・ 既存の個人包括根保証契約について、１８年度中をメドに全先
への新制度の説明と切り替えを実施。
・ スコアリングモデルを活用した審査業務の高度化を検討。

・ 17年4月から18年9月までの主な融資実績スコアリングモデルを
活用した小口ビジネスローン585件、2,605百万円
信用保証協会保証付売掛債権担保融資　164件、2,364百万円
財務制限条項付融資　8件、　305百万円
・ 既存の個人根保証切替対象先の進捗率は29%
・ 地銀協の「信用リスク情報統合システム(ＣＲＩＴＳ)」によ
り、信用リスク量を四半期毎に計測。
・ 外部コンサルを導入し信用リスク管理の高度化に向け準備。

・ 計画に基づき順調に対応を進めてきた。
・ スコアリングモデルを活用したビジネスローン、売掛債権担保融資
については、今後も継続的に推進し、ノウハウを蓄積する。
・ 個人根保証の切替対象先への説明を継続するとともに、今後も保証
人徴求時の適切な対応を行う。
・ 信用リスク量の継続的な計測を通じて、与信ポートフォリオの分析
を行うとともに、デフォルト率に基づいた内部格付制度への改定を実
施する。

○中小企業の資金調達手法の多様化等
・ 基本的には、銀行保証付私募債を積極的に推進。
・ 政府系金融機関等との情報交換・地域集中リスク等への対応を鑑みながらＣＤ
Ｏ、知的財産権担保融資等の取組みも検討を進める。
・ 資金調達企業のニーズ・メリットを追求しながら、流動化等の具体的な取組み
を検討。
・ 県内金融機関と協調し、シンジケートローンなどにより県内企業の資金調達手
段の多様化ニーズに応える。

・ 直接金融への足がかりとして、銀行保証付私募債を引き続き積
極的に推進。
・ 証券化・流動化による資金調達手法への対応は、政府系金融機
関をはじめ、他金融機関との連携を図りながら、当行での取組方
針を検討。
・ シンジケートローンは、県内企業のニーズを県内金融機関で吸
収していくよう県内金融機関との連携と情報交換に努める。

・ 取引先企業の直接金融の足がかりとして私募債を積極的に推
進。
私募債取扱実績　17年4月～18年9月
111件　11,460百万円
・ シンジケートローンは、共同アレンジャー3件の組成、コ・アレ
ンジャー8件に参画。
・ 診療報酬債権の流動化の取扱いを開始。

・ 私募債は、発行額ベースで前年同期比112％増加。引き続き積極的に
推進する。
・ 企業の資金調達手段の多様化ニーズに応えるため、シンジケート
ローン、債権流動化などの取組みを進める。

１．取引先とのコミュニケーションと合理的な信用力評価手法の確立により、担
保・保証に過度に依存しない融資手法の拡充を図る。
２．新たな融資手法への取組みや、融資プログラムの充実により、中小企業の資
金調達手法の多様化への対応を図る。

１．「格付・自己査定システム」の構築により、ローンレビュー
態勢の強化、格付手法の高度化、信用リスクデータベースの充実
に取組む。
２．包括根保証契約は既に廃止しているが、改正民法への対応が
必要な契約書について、その改定等に取組む。
３．新たな融資手法へ対応するための行内態勢を整備するととも
に、スコアリングモデル・財務制限条項・不動産以外の担保等の
活用による融資プログラムの充実に取組む。

１．「格付・自己査定システム」の開発を継続した。
２．改正民法への対応として限定保証約定書を改訂した。
３．新たな融資手法に対応するための組織態勢を整備した。
４．事業性小口ローンへのスコアリングモデル活用を拡大した。
５．融資プログラムの充実へ向けて東京信用保証協会や外部保証
会社との提携、財務制限条項を活用した融資商品の取扱を開始し
た。

１．「格付・自己査定システム」については１８年度下期における稼
動に向けて開発を進める。
２．事業性小口ローンへのスコアリングモデルの活用拡大、外部保証
会社との提携商品の開発については終了。今後利用状況の検証を進め
る。
３．財務制限条項の更なる活用、動産以外の担保等の活用による融資
プログラムの充実への取組を進める。

○中小企業の資金調達手段の多様化への対応
１．中小企業の資金調達手段の多様化への対応
２．財務諸表の精度が相対的に高い中小企業に対する融資の推進

１．信用保証協会等と連携した無担保ローン等の商品開発
２．外部保証機関を活用したリスクテイク商品の開発
３．個社別の状況に応じた取組方針を明確にすることで、的確な
融資商品の提案、各種支援の提供を行う。
４．ＴＫＣ会員との交流を深め、融資案件の紹介・持込みの増加
を図る。

１． 中小企業向けローンを活用した事業性融資推進運動を展開、
個社毎の実情に応じた融資推進を図った。東京信用保証協会との
提携商品を新設した。また外部保証機関を利用した新たな融資商
品を開発した。
２． 個社別の推進管理態勢を強化するためのツールとして 「個
社別攻略カルテ」を作成した。１８年３月にはシステム対応を稼
動させ、同カルテの対象先の拡大を図るとと   もに取引先のニー
ズに対する的確な経営情報の提供および融資推進に注力した。
３．ＴＫＣ会員との交流促進については、県内地区店舗合同での
「交流会・情報交換会」を開催し、会員税理士との関係強化を
図った。

１． 新設商品に関する取扱開始以降 １８年９月末までの累計残高
（１）東京信用保証協会との提携商品   ５，５３４百万円
（２）外部保証機関との提携商品   ２，５８９百万円
（３）製造業向け新商品    ９９３百万円
    引続き、新たな商品の投入や商品内容の改定を行い、中小企業に
対する取組み強化を図っていく。
２．個社別の推進管理については、「個社別攻略カルテ」による取引
先との交渉経緯の管理、顧客の要望の把握がなされ、態勢強化が図ら
れてきている。
    取引先に対する問題解決型営業推進の強化を継続するとともに、
「個社別攻略カルテ」をより効果的に活用することで、取引先のニー
ズに適した推進を強化する。
３．ＴＫＣ会員との深耕については、引続き、交流会等の開催や定期
的な情報交換により相互の関係強化を進めていく。

・担保、保証（第三者保証を含む）に過度に依存しない推進体制を構築するとと
もに、的確な与信判断、評価体制を構築する。

・外部保証による無担保、第三者保証不要型商品の投入
・無担保、第三者保証不要型商品（スピードアップ等）の改善
・スコアリングモデルの拡充とモデルを活用した融資推進
・根保証契約の期日管理等のシステム見直し、包括根保証契約先
の適正な切替契約の締結

・外部保証による無担保・第三者保証不要型商品の投入（オリッ
クス保証、経営上手＜あおば＞）
・スコアリングモデルを活用したプロパー融資商品の投入（農林
漁業者ローン経営上手＜めぐみ＞）
・スコアリングのみで融資可否判断を行う無担保・第三者保証人
不要型商品の投入（経営上手＜スピードMAX>）
・取引先の決算期に合わせた随時の決算検討、自己査定等による
実態把握継続実施。
・臨店指導計画どおり実施（17年度61店舗、18年度31店舗、計92
店舗）
・根保証契約管理システムのレベルアップ稼動18年5月実施に併
せ、包括根保証契約の切替作業実施。

・スコアリングモデルの検証、運用手法組立への取組検討の継続およ
び自行オリジナルのスコアリングモデル導入検討（本格的な検討およ
び導入は18年度下期の予定）
・スコアリングのみで融資可否判断を行う無担保・第三者保証不要型
商品に関しては、予定通り、新商品「経営上手スピードMAX」発売。ま
た既存の無担保・第三者保証不要型商品「経営上手あおば」も商品性
見直し（スコアリング申込条件の一部緩和）済み。
・今後は下記を検討する（18年下期～）。
マーケットを絞った無担保・第三者保証不要型商品
アセットベーストレンディング
・ローンレヴュー、臨店指導により取引先の実態把握と実態に即した
的確な融資方針策定の継続実施が必要。18年下期臨店計画30店舗、以
降も年間60店舗を目安に実施予定。
・根保証契約管理システムのレベルアップについて、一部18年下期稼
動に変更、また契約管理手方法の精緻化のため、同システムの見直し
を継続課題として取組む。
・システムのレベルアップに伴い、20年3月の民法改正経過措置期限ま
でに、既存保証契約の見直しと適切な保証人徴求手続徹底の随時実施
が課題。

○中小企業の資金調達方法の多様化等
・ 顧客保有債権の流動化による、中小企業資金調達への対応。
・ノンリコースローン、プロジェクトファイナンスの与信管理手法確立による体
制強化

・ 顧客保有債権の流動化（新スキーム中心）の推進強化
・ ノンリコースローン、プロジェクトファイナンス（含 PFI案
件）を中心としたプロジェクトファイナンスへの対応
シンジケートローンの推進強化

・顧客保有債権流動化の新たなスキームにつき、ＳＰＣ方式に導
入(18年1月)　実績2件/38億円（極度額ベース）
・特定与信格付制度制定（１７年６月）
・シンジケートローン組成実績１３件/２８６億円
・中小公庫ＣＬＯにつき検討を実施したが、参加は見送り。

シンジケートローン組成増加。今後も下記につき対応行う。
・シンジケートローンの推進強化
・新流動化スキームを中心とした取組強化

八十二

北越

山梨中央

n-isayama
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年9月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題

北陸

・スコアリング商品、である「クイックエース 3000（TKC経営者ローン･税理士会
経営者ローン）」、財務制限条項付き無担保（無保証）商品である「クリエイ
ト･トウモロー」の積極推進。
・既存の包括根保証契約については、新法の経過措置による3年間を前倒しし、
18年10月末までに原則として全先について期限付限度保証への切り替えを図る。

・スコアリング商品、コベナンツ付商品の継続推進・商品改良。
・上記商品の取扱を全店拡大する（クリエイト､トウモローは17年
1月から全店拡大実施済）と共に、商工団体等と提携し、積極推進
を図る。
・保証人の関係（第三者保証は代表者・実権者と区別）に応じた
保証限度額のメルクマールを定め、これと比較して過度な金額と
ならないよう、合理的な金額で設定することとし、営業店への周
知徹底を行う。

・「クイックエース 3000」の取扱開始と「ほくぎんＴＫＣ経営者
ローン」「ほくぎん税理士会経営者ローン」の商品内容改定によ
り（17/4）、スコアリング商品の残高実績は飛躍的に増加
 　　　　件数（件）　残高（百万円）
17/３　　　 77 　　　　 　132
17/９　　　362　　　　　3,428
18/３　　　609　　　　　5,623
18/９　　　737　　　　　6,218
・財務制限条項付無担保商品も安定的な残高を維持。
 　　　　件数（件）　残高（百万円）
17/３　　　181 　　　   8,254
17/９　　　222　　　　　8,633
18/３　　　241  　　　　8,467
18/９　　　248　　 　　 8,118
・特別目的会社（ＳＰＣ）を利用しての一括ファクタリング業務
の取扱を開始（17/9）。…支払手形を使用しない決済スキーム
・既存包括根保証契約の期限付き限度保証への切替
営業店へスケジュールの計画を指示するとともに、定期的に進捗
状況の報告を徴求することで、着実な切替手続を促す体制とした
（17/9）。
・顧客向けツールとして「保証契約書のご案内」を調製。 (18/１)

商品内容改定によって、取引先のニーズに適切に対応することがで
き、スコアリング商品・財務制限条項付無担保商品は、主要戦略商品
として、引き続き積極的な推進を図っていく。今後も顧客ニーズに合
うよう、導入状況をウオッチし、必要に応じて商品内容の改定を検討
していく。
包括根保証の新規取受は平成15年7月から廃止。既存包括根保証契約の
限度保証への切替については、18/3：27％⇒18/9：61.7％（＋
34.7％）と進展しており、良好取組事例の還元や支店長研修を実施
し、今後も継続フォローしていく。

富山

○中小企業の資金調達手法の多様化
・ 従来の直接金融にとどまることなく、様々な融資手法を取入れた新しい融資
商品への取組みを始め、そこで得られた知識やノウハウの蓄積を図る。
○財務諸表の精度が相対的に高い中小企業への融資の推進
・ 既存商品の商品性の向上や推進体制を見直すとともに、ローンレビューの徹
底による財務制限条項を活用した融資手法への取組みを行う。

○中小企業の資金調達手法の多様化
・ 中小企業金融公庫主導による CLO組成を検討する。
・ 純民間ベースの CLO発行時における、オリジネーターとしての
視点によるノウハウの蓄積を図る。
○財務諸表の精度が相対的に高い中小企業への融資の推進
・ 財務制限条項を活用した融資商品の開発・発売を検討する。
・ 商工団体との連携による無担保融資商品を開発・発売する。

・ 財務制限条項を活用したプロパー融資を実施した。
・県内8箇所の商工会議所・商工会と連携し「商工会議所メンバー
ズローン」、「商工会メンバーズローン」の取扱いを開始した。
・ 中小企業金融公庫主導による CLO組成に参加した。
・ 富山県法人会連合会と連携し「とやま法人会メンバーズ融資」
を発売した。

・ 財務制限条項を活用したプロパー融資の実績を基に、財務制限条項
を利用したプロパー融資の商品化に向けたノウハウの蓄積が必要であ
る。

北國

(1)担保・保証に過度に依存しない融資の推進
事業からのキャッシュフローを重視し、不動産担保・保証に過度に依存しない融
資の促進を図る。
(2)中小企業の資金調達手法の多様化
中小企業の資金調達手法の多様化等に向けた具体的取組策を推進する。

○ 不動産担保・保証に過度に依存しない融資を促進するための手
法の拡充
・ スコアリングモデルの一層の活用
○ 財務諸表の精度が相対的に高い中小企業に対する融資の推進
・ 財務諸表の精度が相対的に高い中小企業に対する制度融資の継
続推進

○ 担保・保証に過度に依存しない融資の推進
・ サポートファンド保証 ･･･23,476百万円／2,164件
・ スピード保証 ･･･116百万円／11件
・ 北國税理士紹介ローン ･･･40百万円／2件
・ 起業家支援融資 ･･･3百万円／2件
・ 創業者支援融資 ･･･561百万円／80件
・ 事業再生支援融資 ･･･112百万円／9件
・ 北國商工会議所提携ローン ･･･70百万円／3件
・ グッドパートナー ･･･17,249百万円／1,221件
・ 期間限定ファンド「トップライン」 ･･･67,530百万円／1,496件
○ 中小企業の資金調達手法の多様化
・ 銀行保証付私募債 ･･･5,750百万円／34件
・ 特定社債 ･･･2,410百万円／19件
・ 売掛債権担保付融資（協会保証） 198百万円／24件
・ 売掛債権一括信託 ･･･2件
・ 手形債権流動化 ･･･300百万円／1件
・ シンジケートローン組成 ･･･1,100百万円／2件

　引き続き、中小企業の資金調達の多様化に積極的に対応しながら、
担保・保証に過度に依存しない融資の推進に努めてまいります。

○財務制限条項を活用した担保・保証に過度に依存しない融資の推進
・コベナンツ型融資商品による担保・保証に依存しない融資の推進強化

・ コベナンツ型融資商品の内、＜ワイド＞型の取扱条件（対象
先、対象となる財務条件等）変更等による利用対象企業、推進機
会の拡大
・ 説明態勢の整備と並行し、融資促進に向けて営業店渉外担当者
向けの商品説明研修、営業店訪問指導を行う。

＜コベナンツ融資／当該期間中の取組実績＞
51件  2,302百万円  （H18/9末残＝2,080百万円）

・ 商品性の改訂
    17/3…融資期間の拡大    17/7…対象先条件拡大
・ コベナンツ事項の効果を確認。確認事項を整理し利用性を高める。
・ 毎月数件の取組実績が続き、営業店現場レベルでの浸透が見られ
る。
以上を通じて活動を推進。

○中小企業の資金調達手法の多様化等
・ スーパーＮＢＬ等により、財務諸表の精度が相対的に高い中小企業に対する
融資推進を行い、地域の中小企業向け金融の円滑化を図る。
・ 売掛債権一括信託等による資金調達手法の多様化を図る。

・ 「スーパーＮＢＬ」等の商品性拡充、顧客及び営業店渉外担当
者への商品内容の周知徹底により融資推進を図る。
・ 売掛債権一括信託の取扱を開始し、促進に向けて営業店渉外担
当者向けの商品説明研修、営業店訪問指導を行う。

＜スーパーＮＢＬ／当該期間中の取組実績＞
・262件 2,156 百万円  （H18/9末残＝2,163百万円）
＜新型手形レス｢売掛債権一括信託｣の導入＞
・福井県内２社、石川県内1社に導入（今期1社増加）
候補先4社に対し提案実施。

＜スーパーＮＢＬ＞
・ 優良先に対する推進態勢強化の必要あり。
・ 法人営業担当者会議にて情宣。
＜繁盛の種＞
・ 平成18年8月取扱い開始より順調な獲得推移。
無担保で、保証人は法人は代表者のみ、個人事業主は不要が幅広く受
け入れられている要因の一つ。
● 今後の課題
・ 女性行員の活用
・ 数多くの勉強会の開催
・ 地域中小企業への告知、ＰＲ
＜手形レス＞
・一括支払信託を中心にセールス
・営業店担当者との帯同訪問実施
●今後の課題
・一括ファクタリングから一括支払信託への移行

福井
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十六

・ ローンレビューや財務制限条項の活用方策を模索するとともに､とりわけスコ
アリングモデルによる格付の精緻化をすすめ､活用範囲の拡大を図る｡
・ 既存の包括根保証人､第三者保証人について､｢法改正の主旨｣を十分に理解した
上で見直しを進めていく｡

・　スモールビジネス層にはスコアリングを活用した商品の拡充を
行なう｡また､ミドルビジネス層以上には､格付時にクレジットライ
ンの設定を行なう｡
・ 民法改正に伴う｢根保証制度改正対応｣については､ﾌﾞﾛｯｸ説明会
を開催し､主旨を浸透させる｡
・ ｢根保証改正｣の具体的な対応は､引き続き｢根保証｣が必要と判断
した場合は､平成20年3月末までに｢限度根保証｣に変更する｡また､
第三者保証人については原則､特定債務保証にて対応するよう進め
る｡

・ 民法改正の趣旨を充分理解した上で､包括保証及び旧限度保証か
らの保証形態見直しを実施。
・ 岐阜県制度融資「無担保スピード資金｣、岐阜市制度融資「かん
たん無担保資金」を創設。
・ 格付査定時に個社別にクレジットラインを一部設定｡
・ コベナンツ付融資契約導入。
・ 外部保証会社の保証付きスコアリング商品をﾘﾘｰｽした｡
・ ベストパートナーズローン(プロパー)の融資金額を増額した｡
・ ベストパートナーズローンGにつき､除外業種の見直し､金額の見
直しを行った｡

・ 営業店あて配布した根保証制度改正に関する改正マニュアルにより､
包括保証及び旧限度保証からの保証形態見直しを円滑に進める｡
・ 格付自己査定システムよる格付査定時に､個社別クレジットラインの
設定を促進｡
・ コベナンツ付融資契約の実行。
・ ベストパートナーズローンシリーズの残高は､順調に増加を続けてお
り､担保･保証に依存しないスコアリング商品の活用が積極化している｡
・ 今後については､既存商品の商品性向上を引き続き進めるとともに､
新たな商品開発を検討していく｡あわせて､営業店への啓蒙と平成17年8
月に立ち上げたビジネスローンデスクでのダイレクトチャネル営業強
化などにより､販売力強化にも努める｡

静岡

(1) 取引先実態や将来キャッシュフローによる返済能力等を総合的に捉えた審査
方針を継続
(2) 取引先格付の早期実施を徹底するとともに、日常の取引先管理に注力、信用
リスク変化を把握し、悪化先に対する改善要請や経営支援を迅速に実施
(3) スコアリング審査システムを定着化、営業店審査のサポートツールとして活
用
(4) 取引先技術相談対応および行員の融資審査能力向上のため、顧問技術士増員
検討
<目標>
① 店長決裁扱、無担保、第三者保証不要｢しずぎんビジネスサポートローン｣期
間中実行400億円
② 無担保、第三者保証不要のローン信用保険付貸出ファンド｢しずぎんビジネス
ローンプライムパートナー｣期間中実行120億円

(1)保証受入れ方針の明確化
(2)バーゼルⅡ対応の新債務者格付制度への移行
(3)スコアリング審査システムの個別指導・講習会等開催、新商品
の拡充
(4)財務制限条項を付与した融資商品導入検討
(5)中低位格付先に対し「営業店指導審査役」など相談機能を活
用、実態把握や収益性を勘案し案件取上に前向きに取組
(6)小口貸出先に対し、収益性確保を前提とした融資営業推進
(7)無担保・第三者保証人不要の融資商品活用を推進
(8)適切なリスク管理を実施、健全な貸出資産を維持拡大

(1)根保証制度の改正を踏まえ、第三者保証は原則受け入れないこ
となど、保証受入に関する対応を明確化。
(2)バーゼルⅡに用いる新格付を債務者全先対象に判定し取引先の
信用リスクをより正確に捉えるよう、債務者格付制度の高度化を
実施するとともに、信用リスク量計測を開始。
(3)ミドルリスク層に対し、融資相談会等による案件発掘支援、月
次モニタリングなどを通じ、積極的な融資を推進。
(4)スコアリング審査システムや融資商品を創設・改定し、利便性
の向上に取組み。
＜目標に対する実績＞
・「しずぎんビジネスサポートローン」実行実績 2,679件／267億
円(18年度上半期迄目標達成率89.0%)
・「しずぎんビジネスローンプライムパートナー」実行実績 883件
／90億円（18年度上半期迄目標達成率100.0%）
・「しずぎんビジネスローンＯ」 1,432件／137億円（数値目標な
し）
　【参考：プロパー貸出金(一般中小企業)】
・18年度上半期貸出金平残実績　 16,920億円（前年同期比＋2,244
億円）

(1) 現状の分析と評価
・ 中小企業のミドルリスク層に対する貸出、プロパー貸出（中小企
業）ともに平残増加、担保・保証に過度に依存することなく、多様化
する個社別ニーズに積極的かつ柔軟に応じる融資推進態勢が定着化。
(2) 課題と対応方針
・保証受入明確化を踏まえ、担保・保証に過度に依存しない融資の推
進に引続き取組む。
・新格付を与信判断に利用、融資推進・取引先管理に活用するととも
に、精緻な信用リスク量を継続的に把握すべく、新格付モデルの検証
を行う。
・財務制限条項付融資につき、情報収集を継続し、導入の可否を見極
めていく
・ ABLへの取組みを通じ、取引先の事業への理解・資金調達手法の多
様化を支援する。
・19年10月の責任分担制度導入に向けた対応方針の決定・システム開
発を進めるとともに導入後の営業店の取組方法（採算管理等を含む）
を検討していく。

１．お客さまと同じ視点に立った「マーケット・インの発想」での、新 しい商
品・サービス開発による価値創造ビジネスの展開
２．「民法の一部を改正する法律」改正の趣旨を踏まえた、適切な限定根保証契
約の切替

１．自動審査･スコアリングモデル等で信用リスクを定量化した融
資商品の推進
２．イービジネスダイレクト支店（オンライン専業支店）におけ
る付加価値の高いビジネスローンサービスの提供
３．動産・債権譲渡担保融資の推進
４．格付自己査定システム（ＣＲＡＳ）を活用した債務者モニタ
リングの実施
５．地銀協信用リスク定量化システム（ＣＲＩＴＳ）ならびに日
本リスク・データ・バンク（ＲＤＢ社）を活用した信用リスク
データベースの蓄積
６．営業店指導の継続

１．ビジネスアップローンを積極的に推進
２．イービジネスダイレクト支店の専用商品を積極的に推進
３．動産・債権譲渡担保融資の推進
４．格付自己査定システム（ＣＲＡＳ）の活用
５．回収データベース（ＬＥＡＤＳ）の構築
６．審査部会議（全部店長研修）を実施
７．限定根保証契約の見直し、第三者保証の取扱い等について審
査部会議等による営業店指導の実施

１． 営業店における債務者モニタリングの主旨の理解や取組み強化の
ため継続研修・指導により、債務者の実態把握に関する能力向上を目
指す
２． ＬＥＡＤＳの稼動に伴う、融資管理部署や関連会社を含めた運用
の高度化
３． 知的財産権担保融資、ＡＢＬ等に対する研究の継続

○中小企業の資金調達手法の多様化等
１． 中小企業金融の円滑化に向けた取組みの推進
２． 中小企業の資金調達手法の多様化等に向けた取組みの推進
３． 地域集中リスクの軽減に向けた取組みの推進

１．事業価値に着目した知的財産権担保融資、動産・債権譲渡担
保融資、ノンリコースローン、プロジェクトファイナンス等の融
資手法の検討
２．ストラクチャードファイナンス等証券化の取組み検討（ＣＢ
Ｏ、ＣＬＯ、中小企業が保有する売掛債権等を活用した資産担保
証券の発行等）
３．無担保私募債（銀行保証付）の推進

１．ストラクチャードファイナンスの検討
２．静岡市、東京都など計７自治体の連携による「広域ＣＢＯ」
に参加し私募債を発行　３社 １億３千万円
３．無担保私募債(銀行保証付)の発行　２社　１億５千万円
４．シンジケートローンへの参画
（１）アレンジャーとして参画
     組成額１０億円　（うち当社５億円）
（２）融資団として参画
　　 当社融資分　２２件　　９，８８８百万円
５．ノン・リコースローンの実績
　　 実行額　　　　３件　  ２２，６０５百万円

１．シンジケートローン、ノン・リコースローンについては案件を吟
味しながら積極的に取組む

清水

・ 引き続き、私募債の取扱いを推進するとともに、シンジケートローン組成に
も積極的に取り組む。
・ お客さまのニーズや収益性を見極めた上で、上記以外の資金調達手法につい
て、個別に取扱いを検討する。

・ 私募債の取扱い。（19年3月までの目標20件）
・シンジケートローンの組成（アレンジャー）業務の推進。
（同 10件）
・ 地域ＣＬＯ等への取組みなどについては、継続的に検討する。

・ 平成18年度上期までの無担保私募債の取組累計件数17件、引受
額2,200百万円。
・ 東京都が主導し、みずほ銀行が中核金融機関となる広域 CBOへ
の静岡市の加入にともない、私募債発行業務支援・社債管理業務
の受託等を行う参加金融機関として参画。
・ シンジケートローンのアレンジャー業務開始。アレンジャーと
して6件9,400百万円のシンジケーションを実施。コ・アレン
ジャー分を含め、取扱は7件11,300百万円。

・ 私募債、シンジケートのアレンジャー業務の取扱を継続し、地元優
良企業の案件を積極的に取上げていきたい。特に、シンジケートロー
ンについては見込み先・利用可能先を本部サイドで作成し、営業店に
還元することで更なる組成を実現する

スルガ
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三重

・不動産担保・保証に過度に依存しない新しい融資手法を拡充する。
・「民法の一部を改正する法律」（平成16年法律第 147号）の施行に対応し既存
の包括根保証契約の見直しを進める。
・キャッシュフロー、事業の将来性等を重視した融資判断を行内に徹底する。

・新自己査定システム導入により、デフォルト率にマッチした格
付体系へ変更するとともに、ローンレビュー体制を強化する。
・無担保ビジネスローンについて、商品性を見直し、利便性を高
めとともに、より幅広い顧客に対応可能な新商品を検討する。
・財務制限条項を織り込んだ融資商品の開発を検討する。
・動産・債権譲渡担保融資等、事業価値に着目した担保活用を検
討する。
・包括根保証から限度付き保証への切り替えを推進する。

・事業性貸出取組時に、一定の場合を除き第三者保証人を徴求し
ない方針を明確化（18/4）
・包括根保証から限度付き保証へ早期切替に取組み
・無担保ビジネスローン４商品を取り扱い、積極的に推進
・業務統括部内に｢ビジネスセンター｣を設置（ 17/7）し、電話に
よる融資商品の案内を推進

・無担保ビジネスローン残高は順調に増加しており、今後も商品性の
見直しによる利便性向上を図る。
・包括根保証から限度付き保証への早期切替を促進していく。

百五

・データベースを活用した信用リスク管理の高度化へ継続的に取組むとともに、
債務者の実態を正確に把握し、企業の成長性、経営者の資質等に着目し、不動産
担保･保証に過度に依存しない融資を促進します。
・スコアリングモデルを活用した新商品の開発を行います。

・スコアリングモデルを活用した無担保・第三者保証不要の新商
品を開発します。
・担保・保証に過度に依存しない融資の推進について、営業店に
対する指導を継続します。
・地銀協が主催する信用リスク管理高度化プロジェクトに参加
し、共同データベースの整備・充実に協力します。
・債権流動化貸出の商品バリエーションを拡充します。
・知的財産、動産・債権譲渡担保融資について、その取組み手法
を研究します。

・無担保・第三者保証不要商品「百五ビジネスローン<まねき猫
>」を利用し、県内商工会議所および県内商工会と提携したほか、
県内法人会との提携を決定しました。また、1社あたりの利用限度
額を30百万円から50百万円へ引上げを行いました。
・三重県信用保証協会との提携商品では、一定の条件を充たすお
取引先には有担保枠で無担保のお借り入れを可能としたほか、保
証人を代表者1名のみで可とする取扱いとしました。
・債権流動化貸出の対象を追加し、バリエーションを拡大しまし
た。

・担保・保証に過度に依存しない融資の推進について、営業店に対す
る指導を継続します。
・信用リスクデータベースを有効活用します。
・財務診断レポートを活用した取引先とのコミュニケーション･リレー
ション強化に努めます。
・新たな融資手法についての研究を継続します。
・税理士紹介ローンの利用条件の緩和など、商品性見直しを行いま
す。

滋賀

・ノンリコースローンへの取り組みと体制整備を検討いたします。 ○シンジケートローンのアレンジメント業務への取り組みおよ
び、
ノンリコースローンへの取り組みと体制整備を行ないます。
・シンジケートローンの取り組みについては「アッセット落と
し」や
「目先のフィー稼ぎ」を目的にせず、相対貸出に主眼を置く中
で、債務者および当行にとって付加価値のある案件の取り組みを
行ないます。
・関連部との協議を行い、ノウハウの蓄積を含めた審査体系・体
制を構築してまいります。

・シンジケートローンのアレンジメント業務について、平成１７
年度
に４件、平成１８年度に１件引受を行ない実行いたしました。
政令指定都市以外の都道府県で単独で実施する本邦初の中小企業
向け自治体ＣＬＯである、「第２回コラボしがＣＬＯ」を実施い
たしました。
・当行は、平成１６年度に引き続き、アレンジャー兼オリジネー
タ
ーとして参加しました。（信用保証協会は90％の部分保証対応
で、第三者保証人不要、無担保で実施）

・シンジケートローンのアレンジメント業務は、ソリューション営業
としての体制が確立し、実績も上がっております。
・ノンリコースローンについては、審査体系・体制を整備した上で、
個別案件として取組みを検討いたします。

近畿大阪

・ 事業からのキャッシュフローを重視し、担保・保証に過度に依存しない融資
の促進を図っていく。

・ 担保・保証に過度に依存しない融資を促進するための手法の拡
充
・財務制限条項、スコアリングモデルの活用

・ 大阪府ポートフォリオ型融資を積極的に推進。
・ 17年8月に法人向けスコアリングモデル商品である「社長の味
方Ⅰ」及び「社長の味方Ⅱ」を導入。
・ 17年4月にミドルリスクミドルリターン型のプロパースコアリ
ングモデル商品「ビジネスローン『羅針盤』」を導入。
・ 17年12月に中小企業向けに「財務制限条項を活用した商品」を
導入。
・ 個人事業主の確定申告書のデータベース化を行い、18年8月よ
り個人事業主専用商品として、大阪府中小企業信用保証協会と提
携したスコアリングモデル商品を導入。

・ 17年度のスコアリングモデル商品の実行額は、実行目標 150億円に
対し352億円と、234.5%の達成率、18年度については実行目標300億円
に対し175億円、進捗率58％と順調に推移。

泉州

・担保・保証に過度に依存せず、キャッシュフローを重視し、企業の将来性や技
術力を的確に評価するための取組強化
・既存の包括保証契約の適切な見直しと、第三者保証は過度なものとならない与
信運営
・中小企業の資金調達手法の多様化に向けた取組の推進

①担保・保証に過度に依存しない融資の促進への手法の拡充
②既存の包括保証契約の適切な見直しと、第三者保証は過度なも
のとならない与信運営
・包括保証徴求先の「限度保証」「確定保証」への切替え
・第三者保証を原則受入れない与信運営
③中小企業の資金調達手法の多様化
・銀行保証付き私募債の推進
・知的財産権担保融資や動産・債権譲渡担保融資の融資手　　法
の研究・実用化
・地域ＣＬＯや、売掛債権担保付き融資への取組み

①・予兆管理先の対象先を見直し、モニタリング実施
（18年9月末時点99先/31,707百万円）
・「大阪府提携ポートフォリオ型融資制度」を17年5月より取扱い
開始（222件/7,834百万円）
・「大阪府成長性評価融資制度」を17年7月より取扱い開始（6件
/199百万円）
・和歌山県保証協会提携の第三者保証不要・負担金方式の新制度
を17年7月より取扱い開始（8件/230百万円）
・負担金方式の保証協会保証付き融資制度の推進（ 939件/22,560
百万円）
・財務制限条項付きシンジケートローンの推進（ 113件/17,190百
万円）
②・包括保証受入先に対して、保証受入れの必要性の見直し、及
び限度保証または確定保証への一斉切替えを17年9月より開始(19
年2月まで順次展開予定)
・“第三者保証については原則受入れない”方針を、再度営業店
向けに明示（17年9月）
③中小企業の資金調達手法の多様化
・銀行保証付私募債の推進（ 164件/22,070百万円）
・売掛債権担保融資制度の推進（ 134件/1,092百万円）

〔分析・評価〕
・担保・保証に過度に依存しない融資の推進として、各種制度を拡充
・包括保証受入先への一斉切替えをするにあたり、保証受入れの見直
しを実施し、保証に過度に依存しない与信運営を展開
・銀行保証付私募債等の積極展開により、資金調達の多様化へも対応
〔今後の課題〕
・引続き、大阪府との提携融資制度や、保証協会の部分保証や負担金
方式制度、財務制限条項付き融資制度、銀行保証　付私募債を積極的
に取組み
・包括保証受入先に対し、１９年２月までの限度保証または確定保証
への切替えに向けた一層の推進
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年9月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題
○担保・保証に過度に依存しない融資の推進
これまでと同様、担保・保証に過度に依存することはせず、技術力、経営者能
力、販売力、将来性等を評価した融資の取組。

・「＜池銀＞地域起こし応援・融資制度」における無担保・第三
者保証不要の融資を継続推進。
・１７年３月制定の「融資判断“目のつけどころ”チェック表」
を活用し、取引先をしっかり見直し、担保・保証へ過度に依存し
ない融資取組みを実施。

・担保・保証に過度に依存しない融資の推進を強化するため、Ｃ
Ｓ本部内の態勢整備実施。
・「ご新規・特別融資ファンド」や「ニュービジネスローン」な
ど、担保・保証に過度に依存せず、技術力、経営者能力、販売
力、将来性等を評価した融資を推進。
◆取扱実績：ご新規・特別融資ファンド　３０件　１,２０８百万
円
ニュービジネスローン　　　１１件　　 ２３８百万円

態勢整備や各種融資商品の推進等、実施スケジュールに沿った取組み
を進めており、計画は順調に進捗。
引続き、担保・保証に過度に依存することはせず、技術力、経営者能
力、販売力、将来性等を評価した融資の取組。

○中小企業の資金調達手法の多様化等
中小企業金融がより一層円滑に行われるよう、担保・保証にとらわれず、企業
ニーズに応じた新たなスキームの資金調達方法の検討・企画。

・従来型の売掛債権担保融資、私募債発行等に加え、シンジケー
トローンの組成、ノンリコースローン等、地元中小企業のニーズ
に合致した融資の取組。
・大阪府・大阪産業振興機構・金融機関が連携して実施する“無
担保・第三者保証人不要”の制度「＜池田＞大阪府提携・ポート
フォリオ型融資制度」の取組。
・当行と大阪産業振興機構が企業の「技術力」、「成長性」を評
価し、大阪府と連携して実施する「＜池銀＞成長性評価融資」の
取組。

・「＜池田＞大阪府提携・ポートフォリオ型融資制度」の取扱開
始（１７年５月）（取組実績　１３件　３１０百万円）。
・「＜池銀＞成長性評価融資」の取扱開始
（１７年６月）（取組実績　１３件　３５１百万円）。
・中小企業の資金調達手法の多様化等に対応するため、ＣＳ本部
の態勢整備（１７年７月）。

新商品および制度の取扱い開始や態勢の整備等、計画は順調に進捗。
引き続き、既存商品による資金ニーズへの対応とともに、新型融資商
品（無担保・無保証）の研究・開発の取組。

・中小企業の業績を的確に評価する取組みを強化することで、担保・保証に過度
に依存しない融資審査を拡充し、中小企業の資金ニーズに的確に対応できる態勢
を充実する。
【目標】
・ビジネスローン年間実行額 100億円

・業績や事業計画の調査分析を中心に、キャッシュフローを重視
した返済能力に重点を置いた審査を行う。
・第三者保証については、やむを得ないケースでの利用や債務者
側からの要請のある場合の利用に止め、債務者および保証人に過
度な負担を課すことのないよう対応し、適時検証を実施する。
・ビジネスローンの利用拡大を積極的に行うとともにビジネスセ
ンターの営業エリアを拡大し、よりスピーディーな融資対応を行
う。

・業績や事業計画の分析を基にした、キャッシュフロー重視、返
済能力に重点を置いた審査を行っている。
・債務保証については、改定された制度の趣旨を遵守し、適切か
つ取引先への説明を十分に行うことで適正な運用を行っている。
・ビジネスローンの主力商品｢ビジネスエールＲ｣の商品性を一部
改定。
　ビジネスローン実行額　計画期間中、1,423件・150億円
・商工会議所等との提携の拡大（奈良県内の全ての商工会議所・
商工会、大阪府下の商工会議所、名張、京都、宇治、橋本の各商
工会議所など１６カ所の商工会議所・商工会と提携を実施）
・ビジネスローンの専門チャネル「ビジネスセンター」の営業エ
リアの拡大

・担保・保証に過度に依存しない審査態勢は十分に浸透し、返済能力
の検討が中心となっており、業況・キャッシュフローを重視した審査
能力の向上を目指している。
・ビジネスローンについては、「無担保・第三者保証不要」、短期回
答という商品性が徐々に認知されてきている。今後、更なる利用拡大
を目指し、商品性の更なる改定、ＰＲの強化等に取組む。

○中小企業の資金調達手法の多様化等
・中小企業の資金調達の利便性が向上するよう、資金調達スキームの多様化や、
商品の多様化に取組む。

・中小企業の資金調達手法において、現在実施している債権譲渡
担保融資等に止まらず、知的財産権担保やノンリコースローンの
活用に向けて積極的に取組む。
・またリスクの軽減等には、財務諸表の精度が相対的に高い中小
企業に対しても、現在のＴＫＣ戦略経営者ローンの活用に止まら
ず、その他調達手法の迅速化、簡便化等も配慮した取組みを図
る。

・新手法や新商品の開発
シ･ローン単独主幹事案件組成…３件
一括決済システム契約…２件
ＡＢＬ実行…１件（リボルビング型融資枠設定：商工中金と協
調）
・日本政策投資銀行に対して同行の制度融資「環境格付融資」の
利用先を紹介。当行も協調融資を実施。
・その他、各種スキーム・商品の推進対象先に対する推進活動及
び資金調達手法の多様化に関する顧客ニーズの把握に努めた。

・シ･ローン単独主幹事案件の組成や一括決済システムの導入、ＡＢＬ
実行等、資金調達スキームの多様化や、商品の多様化に取組むこと
で、中小企業の資金調達の利便性向上を図った。
・貸出債権の証券化（ＣＬＯ）については、自治体や信用保証協会と
情報交換等を行っており、また、売掛債権の流動化については、現
在、顧客ニーズを調査中である。
・今後も中小企業の利便性向上等を考慮し、新たな資金調達手法や
新商品の開発に取組むとともに、審査の迅速化等の工夫にも取組んで
いく。

　担保・保証に過度に依存しないという融資取組み上の当行ポリシーの周知徹底
を図る。
格付の見直しルールやスコアリング活用等を中心に、貸出後の業況把握手法を整
備・充実させる。
　また、キャッシュフローを重視した視点からの審査やスコアリングモデル等を
活用した融資審査手法への取組み等により、担保・保証に依存しない形態の融資
商品を開発する。
【目標】
無担保・第三者保証不要の融資商品への取組みについては、１９年３月時点での
スコアリングモデルを活用した融資商品の取組額の目標を２１０億円以上とす
る。（経営強化計画に基づき、目標数値を変更）

・ローンレビューの充実
一定以上の信用リスクを有している先に対しては、年１回の格付
とは別に、中間レビューをルールづけるなど、融資先管理手法の
充実を図るため格付制度の運用面の見直しをおこなう。
・融資審査手法高度化・スコアリングモデル活用による商品開発
無担保・第三者保証不要の融資商品への取組みにあたって、
キャッシュフローを重視した審査モデルやスコアリングモデルを
活用し、既存のリテール向け融資商品の内容を見直し、推進す
る。

・格付・自己査定においては、随時見直しの要件を規程上明示し
ているほか、信用リスクに注意を要する先については、中間決算
月を基準とした中間レビューを実施
・融資対象層の拡大を図るため、外部保証機関と提携しスコアリ
ングモデルを活用した新たな無担保・第三者保証人不要の融資商
品をリリースし、期間中１４５億円の取組実績
・現行の無担保スコアリング商品の内容を見直し、内部格付を活
用した商品のリリースを検討
・新形態の融資手法への取組として、外部のリース会社と提携
し、平成１８年７月に機械担保融資の取り扱いを開始

・中間レビューにつき、実効性の高い運用確保に努める必要があると
認識
・無担保・第三者保証不要の融資商品を平成１７年１１月に追加する
とともに、既存の商品についても商工会議所との提携商品に活用する
など取扱拡大に向けた取組を実施
・より幅広い層への資金供給を実施すべく、従来の無担保スコアリン
グ商品の内容見直しにも着手し、平成１８年１０月より取扱を開始
・新形態の融資手法への取組として、リース会社と提携した動産担保
融資の取り扱いを開始、期間中の実績はなし

○ローン担保証券(地域ＣＬＯ)等の証券化等に関する積極的な取組み
ＣＬＯの取組みにあたっては、地公体等の地域ニーズが高いと判断される場合に
は、外部機関との連携も含め円滑に対応できるように、引き続き行内体制の整備
を図っていく。
売掛債権の買い取りについては、現在導入を検討しているＳＰＣを活用した顧客
債権流動化プログラムにて引き続き対応すると同時に、同プログラムを積極的に
顧客に案内していく中で、ＣＬＯも含めて、期間中に５０億円の取組みを目標と
する。
　銀行保証付私募債については、地域の取引先のニーズに応じて、継続的に提案
をおこなっていく中で、期間中に５０億円の受託を目標とする。

・ＣＬＯに関する政府系金融機関からの提案や勉強会に積極的に
関与
し、情報収集とノウハウの吸収に努める。同時に、地域ニーズに
即したＣＬＯに円滑に対応するため行内体制を整備
・顧客債権流動化プログラムについては、共同ＳＰＣ方式にて引
き続き検討をおこない、早期の導入を目指す
・銀行保証付私募債については、継続して積極的に提案活動をお
こなうとともに、適債基準の見直しについても再検討

・銀行保証付私募債については、平成１７年５月に適債基準を見
直したこと等により、期間中１３件・１７億円の取組実績
・ＣＬＯ及び顧客債権流動化については、外部機関から参加の要
請や業務提携の提案を受けて検討をおこなったが、顧客ニーズ等
も参加及び取扱開始には至っていない

・銀行保証付私募債については、平成１６年度実績（７件・７５０百
万円）と比べて取扱実績が伸びているものの、１８年１月以降は取扱
実績がないことから、再度適債基準の見直し等も検討
・ＣＬＯについては、貸出資産をオフバランス化しないシンセティッ
ク型を中心に検討、顧客ニーズも勘案のうえ取組みを判断
・顧客債権流動化については、引き続き外部機関等とリスク評価の問
題も含め協議、検討をおこない、導入済他行との情報交換も通じ、顧
客ニーズにあった方法での導入を検討

池田

南都

紀陽
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年9月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題
信用リスクデータベースの整備・充実を行い、行内格付の精度向上を図るととも
に、スコアリングモデルの活用により、担保・保証に過度に依存しない融資を推
進するための手法の拡充に取組む。

１．引き続き兵庫県信用保証協会、ＴＫＣ、オリックス株式会社
等と提携した担保・第三者保証人不要型ビジネスローンにより、
取引先企業への支援を強力に行う。また、既存商品の融資限度額
等貸出条件を見直すなどして、地域の取引先企業のニーズに対応
すべく商品開発を進める。
２．ＣＲＤ（中小企業信用リスク情報データベース）スコアリン
グモデルを活用した商品の開発を進めるとともに、財務制限条項
を有効活用した商品の開発を検討する。
３．売掛債権担保融資を積極的に活用するとともに、知的財産権
担保融資、動産・債権譲渡担保融資等の研究を深め、事業価値に
着目した支援体制の構築を図る。
４．地銀協と会員銀行とが共同開発した「信用リスク情報統合シ
ステム」を活用し、ポートフォリオの適正化に資するためのデー
タベースの構築を行い、審査業務の高度化や適正貸出金利の設定
基準を整備する。
５．「民法の一部を改正する法律」（平成１６年法律第１４７
号）の施行を踏まえ、既存の包括根保証契約について適切な見直
しを行う。

１．地域の取引先企業のニーズに対応するため、担保・第三者保
証人不要型のビジネスローンの融資条件を見直すなどして、積極
的に融資推進を行った。
なお、新たに取扱を開始した商品、融資条件を見直した商品等は
次のとおりである。
（１）「たんぎんビジネスローン『ベスト』」（近畿税理士会と
連携、17年6月取扱開始）
（２）兵庫県中小企業制度融資「地域金融支援保証制度」（兵庫
県および商工中金と連携、17年8月取扱開始）
（３）「たんぎん中小企業支援ローン『スーパータイムリー』」
（京都信用保証協会と提携、17年8月取扱開始）
（４）「たんぎん中小企業支援ローン『スーパーじんそく』」
（兵庫県信用保証協会と提携、17年9月取扱開始）（18年6月設備
資金を追加）
（５）「たんぎんビジネスローン『クイック』」（融資対象先の
拡大、17年10月改正）
（６）「事業先新規開拓サポートローン」（融資対象者の拡大、
17年10月改正）
２．地銀協が主催した「金融法務研究講座」へ参加し、知的財産
権担保融資、動産・債権譲渡担保融資等の研究を深めた。
３．「信用リスク情報統合システム」へのデータ蓄積を行った。
４．包括根保証契約の適切な見直しを行い、「与信取引に係る顧
客への説明規程」を改正した。
５．小規模・零細企業向けに兵庫県信用保証協会と提携した「ク
イックミニ」の取扱を開始した。（18年6月取扱開始）

地域の取引先企業のニーズに対応した商品開発については、概ね当初
の計画どおり進捗した。
行内格付の精度向上を図るとともに、スコアリングモデルの活用によ
り、担保・保証に過度に依存しない融資を推進するための手法の拡充
に取組む。

○中小企業の資金調達手法の多様化等
税理士、公認会計士等との連携を深め、財務内容の精度が相対的に高い中小企業
向け融資の拡充を図る。

ＴＫＣ近畿兵庫会との連携による「ＴＫＣ経営者支援ローン」へ
の積極対応を行うとともに、近畿税理士会と連携して、財務内容
の精度が相対的に高い中小企業向け融資の拡充を図る。

１．近畿税理士会との連携による「たんぎんビジネスローン『ベ
スト』」の取扱を17年6月に開始し、財務内容の精度が相対的に高
い中小企業向け融資の拡充を図った。
２．近畿税理士会支部役員会（大阪、神戸）へ参加し、会員（税
理士）との関係を密にした。
３．地銀協が主催した「資金調達手法の多様化に関する意見交換
会」および近畿経済産業局が主催した「新たな担保制度による資
金調達法『ＡＢＬ説明会』」へ参加し、資金調達方法の多様化に
ついての知識を深めた。

近畿税理士会との連携については、当初の計画どおり進捗した。
地域の商工会議所等との連携を密にして、引き続き財務内容の精度が
相対的に高い中小企業向け融資の拡充を図るとともに、これまでに取
得したノウハウの活用・実践により、資金調達方法の多様化への対応
を図る。

・スコアリングモデルを活用したスモールビジネスローンの充実・利用促進を図
り、推進計画中に発売累計を4,000件超とする。
・知的財産権担保融資等の活用について検討を行う。
・信用リスクデータベースの整備・拡充を図り、スコアリングモデルの更なる精
度向上を図る。

・顧客ニーズに合ったスコアリングモデル商品の充実・商品改
訂。
・知的財産権担保融資、債権譲渡担保融資等の活用検討。
・財務分析システムを更新（キャスターⅢ）し、信用リスクデー
タベースの充実とスコアリングモデルとの整合性を検証する。

・既存のスコアリング活用商品をお客さまのニーズに合った商品
性へ改訂。
・オリックス㈱と当行スコアリングモデルを共同活用した「活力
Ⅲ」を発売。
・営農者向けのスコアリング活用商品「活力Ⅲ」アグリ」を発
売。
･18年9月末のスコアリングモデル活用商品の販売累計：3,424件。
・キャスターⅢの導入に向け、システム会社と開発調整を実施。
運用開始は19年4月の予定。

・スコアリング活用商品については、既存商品性の改訂、新商品導入
により、販売累計は順調に推移。今後はスコアリング活用商品の更な
る利用促進を図るべく、商品性の見直し等について検討していく。
・知的財産権担保融資、動産・債権譲渡担保融資等については、引き
続き活用を検討していくとともに、ＡＢＬ等についても検討する。
・キャスターⅢについては、従来未登録であったＢＳ未作成の個人事
業主についてもデータ登録を行い信用リスクデータベースの充実を図
るとともに、スコアリングモデルとの整合性を検証していく。

○中小企業の資金調達手法の多様化等
・証券化事例を調査・研究していくとともに、マーケット状況に適した証券化案
件について検討。
・既存の資金提供スキームの取組みを強化し、顧客の資金ニーズに積極的に対応
する。

・政府系金融機関等と連携したＣＬＯの研究及び活用についての
検討。
・シンジケートローン、私募債、売掛債権担保融資等の積極的な
推進。
・ファクタリングスキームの推進。

・証券化：アレンジャーとして参加（3件）。
・シ・ローン：融資団として参加（5件 /4,660百万円）、アレン
ジャーとして組成（組成5件/3,880百万円、参加5件/2,041百万
円）。
・私募債：46件 /5,130百万円取組み。
・ファクタリング：既存ファクタリング締結先に納入業者2社参
加。
・CLO：政府系金融機関からの提案を受け、検討の結果見送りする
も、引続き他事例の調査を実施する。

・証券化、シ･ローンについては、アレンジャーとしてのノウハウ蓄積
に努めた。今後とも企業の資金調達ニーズに合った提案、参画を行っ
ていく。
・私募債については、今後、ＳＭＥ格付（中小企業格付）取得先につ
いても対象に含めるなど適債基準の見直しを行い、多様化する中小企
業の資金ニーズに応えていく。
・ＣＬＯについては、引き続き先進事例を調査していくとともに、地
元顧客ニーズに合った案件についての取組を検討する。

但馬

鳥取

n-isayama
63/141



銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年9月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題
○担保・保証に過度に依存しない融資の推進
・新商品の開発や既存商品の見直しにより、中小企業がより利用しやすい商品提
供を行ない、定着に向けた取組みを継続する
・無担保・無保証扱の制度融資残高の目標を 200億円とする

・スコアリングモデル等を活用する既存商品の見直し
・無担保・無保証の新商品の開発・販売
・提携先の事情で籍外保証を廃止していない既存商品の見直し
（医師会関係）
・中小企業向け各種融資商品の新販売チャネルとして中小企業
ローンセンターの設置
・適正な格付・自己査定の実施およびこれに基づく信用リスク
データの蓄積、付利基準の適用、案件審査
・貸金等根保証契約の新法適合契約内容への計画的更新

・無担保・無保証扱新商品の発売や既存商品の融資条件改定実
施。18年９月末の無担保・無保証扱の制度融資の融資残高は 166.6
億円となった
・医師会協力貯蓄制度融資について、保証人条件を変更し「籍外
保証」を廃止した
・中小企業ローンセンターを17年９月に鳥取市と米子市、11月に
松江市と出雲市に新設
・根保証契約について計画的な更新を実施
・付利基準の更新時期を年２回に変更

・ 無担保・無保証扱の主力融資商品は、スコアリングモデルを活用す
るなど簡便で迅速な対応が可能な内容としており、利用増加に繋がっ
ている。また信用保証協会や県制度融資の保証人徴求要件緩和にあわ
せ、今後更に商品ラインナップを整備し、利用促進を図る
・ 中小企業ローンセンター開設により、地域の中小企業者とのリレー
ション強化が図られている。引続き顧客利便性を向上すべく、情報提
供や融資提案などきめ細かなサービスを継続していく

○中小企業の資金調達手法の多様化等
以下の取組みを今後も継続する
・CLOプログラムへの参画
・知的財産権担保融資のノウハウ吸収と新規融資
・資産流動化業務の取扱開始

・沖縄金融特区 CLOプログラムへの参画
・日本政策投資銀行と連携した知的財産権担保融資の取組み
・住友信託銀行からノウハウの提供を受けた資産流動化商品の開
発
・ファクタリング、私募債の継続的取組み
・チェックリストを活用した新たな商品の検討

・中国税理士協同組合と提携し、チェックリストを活用した融資
商品「ビジネスクイックローン（税理パートナー）」の取扱を開
始
・当行で初めての知的財産権担保融資を実行
・私募債受託実績は、17年度通期17件 19.8億円、18年度上期18件
18.5億円
・資産流動化業務については、取引先医療機関の診療報酬債権の
流動化を18年７月より開始

・ CLOについては、取組実績のある中小公庫のスキームを利用した地
域CLOの取組みを計画中
・ キャッシュ･フロー･レンディング（売掛債権担保融資）の導入を検
討するも、中小企業側の事務処理が煩瑣のため見送り
・ 知的財産権担保融資取組みで吸収したノウハウを活用し引き続き推
進するとともに、中小企業の資金調達手法の拡充に向けた取組みを積
極的に行っていく

中国

・企業の将来性や技術力を的確に評価するための取組みを強化する方針です。
・また、「民法の一部を改正する法律」を踏まえ、既存の根保証契約について、
制度改正の趣旨を踏まえた適切な見直しを行うとともに、第三者保証の利用に当
たっては、過度なものとならない様な取上げを行う方針です。
・更に、ＣＤＡに関しても、引続き積極活用する方針です。

・企業の将来性や技術力を的確に評価するための取組みとして、
財務制限条項付融資等に関して、ニーズが発生した際に適切に対
応できる様、更なる態勢整備を進めます。
・また、「民法の一部を改正する法律」施行の対応と合わせて、
既存の根保証契約について、保証極度額の見直しを実施するとと
もに、第三者保証の利用に当たっては、過度なものとならない様
な取上げを行います。
・ＣＤＡに関しては、継続して追跡調査および分析を実施し、精
度の維持に努めると共に、引続き積極的な利用を推進します。

・「民法の一部を改正する法律」施行の対応と合わせて、当座貸
越  を中心に、適正な根保証契約極度額および当座貸越契約極度
額への変更を示達により徹底しました。
・平成１７年１１月、中小企業者向け資金需要への迅速対応と、
ＣＤＡの補完を目的とし、第三者保証人が不要な商品「ちゅうぎ
んビジネスサポート（ビズアップ）」の取扱を開始しました。

・「民法の一部を改正する法律」施行後３年以内に既往のすべての根
保証契約を順次更改する予定としており、その進捗状況管理を行って
いく予定です。
・ＣＤＡ案件については、審査対象先数、残高とも順調に推移中で
す。

不動産担保・保証に過度に依存しない融資を促進するための手法の拡充
○事業キャッシュフローの重視とローンレビューの徹底等により、企業の将来
性・技術力等、事業価値の的確な判断に基づく融資推進を徹底し、地元中小企業
を中心に円滑な資金供給を行う。

○スコアリングモデルを活用した無担保・第三者保証人不要の融
資商品の拡充と拡販
○知的財産権担保融資、動産・債権譲渡担保融資等の活用
○財務制限条項を織り込んだ融資契約の浸透
○ローンレビューの一層の徹底

○スコアリングを活用した融資商品の拡充と拡販
　・パートナーの商品内容改正（下限金利引下げ、徴求書類簡素
化等）及びスピードビジネスローンの商品拡充による拡販
 　→ パートナー　実績: 1,367件/62億円
 　→ スピードビジネスローン　実績 : 424件/10億円
○広島県信用保証協会の無担保・第三者保証人不要の保証制度
「スプレッド保証」を取扱開始
  → 実績:227件/9億円
○知的財産権担保、動産・債権譲渡担保等の活用
　・日本政策投資銀行との知的財産権担保融資に係る業務協力開
始
○財務制限条項を織り込んだ融資契約の多様化と浸透

○実施スケジュールに則り、スコアリングモデルを活用した無担保融
資商品の推進等により、担保・保証に過度に依存しない融資の推進に
ついては一定の成果が挙がっている。
○知的財産権担保、動産・債権譲渡担保等の活用など新たな手法の拡
充と、ローンレビューの高度化に向けた取り組みを強化する。

既存の包括根保証契約の適切な見直し
○個人の根保証の契約更改にあたっては、保証人等への説明義務遂行を徹底し、
十分に保証意思を確認した上で対応する。
○過度に保証に依存しない融資推進の観点から、保証人徴求基準の見直しを実施
する。

○平成17年度上期中に既存の包括根保証契約の更改を完了
○その他の根保証契約（約21千契約、保証人延べ約41千人）は、
今後3年間（平成17年度～19年度）の間で、更改スケジュールを明
確化し、計画的に契約更改
○保証人等への説明義務遂行の徹底、十分な保証意思確認を踏ま
えた契約更改の実施
○第三者保証の取得基準や保証限度額の設定方法など、保証人徴
求条件の見直し

○既存の包括根保証契約の契約更改を完了
○保証人徴求条件の見直し（第三者保証人の取扱明確化等）
○既存根保証契約の更改スケジュールに則り、「債務者が要注意
先及び破綻懸念先」、「第三者保証人が保証参加している正常
先」の契約更改について保証人死亡等の特殊要因を除いて完了
○保証人から保証債務残高の照会があった場合の対応方法を明確
化

○実施ｽｹｼﾞｭｰﾙに則り、根保証契約の更改は予定通り進捗している。
○計画的な契約更改実施のため、スケジュール管理を徹底する。

中小企業の資金調達方法の多様化
○アセットファイナンスについては、今後とも積極的に増強していくとともに、
動産の流動化等の新たなアセットファイナンススキームについても具体的な検討
を進めていく。
○流動化した顧客アセットを対象とした運用商品の組成・販売についても積極的
に対応していく。
○ＣＬＯ、ＣＢＯについては、顧客ニーズに沿った商品組成の可否について、継
続的に検討していく。

○アセットファイナンスに係る事務管理体制の確立と案件処理能
力の増強。
○行内研修、勉強会等の実施による営業店行員の啓発と顧客への
提案能力の強化。
○一括決済サービスの商品性拡充による取扱量の増強。
○動産、知的財産権等の流動化スキームについてのノウハウ確
立。
○アセットファイナンスの出口戦略としての信託受益権による販
売を開始。

○法人営業部内に独立した事務管理ラインを設け、相互牽制機能
を有した管理機能を確立。
○一括決済サービスの新システム導入（17年9月）。
○顧客アセットを対象とした流動化商品を組成し、信託受益権形
式での投資家向け販売を開始（17年9月）。
○行内におけるセミナー、勉強会、研修等を積極的に展開。

○アセットファイナンス（金銭債権・不動産）の新規取扱件数は、前
年比＋7件となった。
○一括決済サービスの新システム導入による管理機能強化及び新規取
扱量の増強を図り、前年比＋4件となった。
○一括決済サービスについては、取扱い基準を緩和し、新規取扱件数
の増加を図る。
○引き続き対象資産を広げた新たなファイナンス形態の導入を進めて
いく。

山陰合同
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年9月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題
・動産を利用した融資制度の取組みを行う
・財務制限条項等の ｺﾍﾞﾅﾝﾂ条項付融資枠の取扱いを実施する。

・第三者保証及び担保を不要とする ｽｺｱﾘﾝｸﾞを利用した商品の開発
及び改善
・財務制限条項等の ｺﾍﾞﾅﾝﾂ条項付融資にかかる約定書の検討・作
成

・動産を利用した融資制度について、18年4月に「やまぎん機械担
保ﾛｰﾝ」を取扱開始。18年9月までの契約は3件、57百万円。
・担保・保証に過度に依存しない融資手法として、 ｺﾍﾞﾅﾝﾂ条項付
融資枠（相対方式によるｺﾐｯﾄﾒﾝﾄﾗｲﾝ）の取扱開始（17年11月）。
17年度～18年上期までの取組件数は累計10件で金額は46億円（極
度額ﾍﾞｰｽ）。

・動産を利用した融資制度については、18年4月に「やまぎん機械担保
ﾛｰﾝ」を取扱開始。当初は17年度下期中導入予定であったが、商品内容
検討等に時間を要したため変更した。

○中小企業の資金調達手法の多様化等
・中小企業の資金調達手法の多様化等

・売掛債権、不動産流動化等取組による ﾉﾝﾘｺｰｽﾛｰﾝ推進強化 ・売掛債権流動化（ ﾉﾝﾘｺｰｽﾛｰﾝ）新規取組件数
　17年度：8件（うち、診療報酬債権流動化、ﾘｰｽ債権流動化、住
宅ﾛｰﾝ債権売買代金債権流動化各1件）、18年度上期：1件（手形債
権流動化）
・ﾀｰﾑﾛｰﾝ 型に加えｺﾐｯﾄﾒﾝﾄﾗｲﾝ型ｼﾝｼﾞｹｰﾄﾛｰﾝのｱﾚﾝｼﾞｬｰ業務およびｴｰ
ｼﾞｪﾝﾄ業務の取扱開始（17年11月）。17年度取組件数：2件（ﾀｰﾑﾛｰ
ﾝ型、ｺﾐｯﾄﾒﾝﾄﾗｲﾝ型各1件）、18年度上期取組件数：1件（ﾀｰﾑﾛｰﾝ
型）

・今後は、本部営業（営業店帯同訪問、案件発掘等）のさらなる強化
とともに、取組件数の増大へ対応するため事務管理体制の見直しを行
う。

阿波

融資支援システムによる信用格付・自己査定の精度向上により、一層の実態把握
に努め、ローンレビューを実施することにより、キャッシュフローおよび将来
性、技術力などを重視し、担保・保証に過度に依存しない融資スタンスを構築す
る。

１．融資支援システムによる信用格付・自己査定の精度向上を図
るとともに、ローンレビューを実施する。
２．根保証契約について、民法改正の趣旨を踏まえた適切な見直
しを実施する。
３．クレジットスコアリングモデルを信用リスク判定に活用した
商品を取扱する。
４．外部機関との提携による商品を取扱する。

１．スコアリング商品の商品性を一部見直し、対象先の拡大、利
用限度額の引上げ、期限の延長を行った。
２．従来のスコアリング商品に加えて、商工会議所との提携ロー
ンおよび外部保証機関との提携ローンを開始した。
３．平成18年9月末現在のスコアリング商品および外部保証提携商
品は1,370件197億円となった。
４．担保・保証に依存しない融資商品として、18年3月から19年3
月までの期間限定にて担保不要のプロパー商品の取扱を開始し
た。

１．融資支援システムを活用し信用格付の精度向上を図るとともに
ローンレビューを実施したが、今後も更なる精度向上を図るととも
に、ローンレビューを継続して実施する。
２．スコアリング商品を含め、担保・保証に依存しない融資商品の取
扱を新設、改定を行った。引き続き担保・保証に依存しない融資を積
極的に推進していく。

百十四

【担保・保証に過度に依存しない融資の推進】
・企業の将来性や技術力を的確に評価するための取り組みを強化。
・包括的根保証契約の適切な見直しを継続。
・信用格付制度をベースに、審査業務の高度化、ポートフォリオの適正化に努め
ます。
【中小企業の資金調達手法の多様化等】
・スコアリング商品を拡充。
・コベナンツ付融資、事業価値に着目した知的財産権担保融資、動産担保融資等
について調査・研究し、商品開発します。

・スコアリングモデルを更改し、外部保証を付けないスコアリン
グ商品を開発します。
・既存包括根保証を新保証書へ切り替えします。
・コベナンツ付融資商品、知的財産権担保融資、動産担保融資等
の調査・研究を行い、ノウハウを取得します。
・プロジェクトファイナンスのノウハウを取得し、態勢整備を行
います。

・17年5月、外部保証付スコアリング商品充実のため、新商品の販
売を開始しました。（18年9月末残高、40億円）
・17年7月、お客さまへの説明責任を踏まえ、保証書を「双務契
約」方式に改定しました。
・17年10月、外部保証付スコアリング商品のスコアリングモデル
を更改しました。
・18年上期、各地商工会議所との提携ビジネスローンを取扱開始
しました。
・債権・動産担保融資にかかる説明会へ参加するなど研究を進め
ました。

・概ね計画どおり進捗しています。
・動産担保融資・知的財産担保融資について引き続き調査・研究を進
め、実績につなげます。

伊予

　事業からのキャッシュフローを重視し、不動産担保・保証に過度に依存しない
融資の促進を図るため、信用リスク管理態勢の高度化や企業審査のさらなる精緻
化とクレジットポリシーの徹底など、企業の将来性や技術力を的確に評価するた
めの取組みを強化する。
　また、中小企業金融の円滑化等を図るため、既存商品の改定や新商品の開発・
推進など、中小企業の資金調達手法の多様化等に向けた取組み等を推進する。

○財務制限条項、スコアリングモデルを活用した商品の開発を検
討する。
○知的財産権担保融資、動産・債権譲渡担保融資等の導入を推進
する。
○「融資支援システム」を活用し、審査業務の高度化・効率化を
促進する。
○ノンリコースローン、プロジェクトファイナンスについて、審
査ノウハウ等の蓄積を推進する。
○営業店長の専決貸出権限を改定する。
○法人会、税理士会および信用保証協会との連携を強化し、無担
保・第三者保証人不要の提携商品の開発を推進する。
○商工会、商工会議所と連携した無担保・第三者保証人不要の提
携ローンの開発を推進する。
○フリーダイヤル「事業資金相談センター」を設置・活用する。

○動産・債権譲渡担保融資等について、地銀協研修への派遣等に
よる業務知識習得に努め、債権譲渡担保登記による貸出案件を2件
実行
○「融資支援システム」を平成17年12月に全面稼働。バージョン
アップを実施
○「クレジットポリシー」を改定し、ブロック別に営業店長向け
説明会を開催
○営業店長の専決貸出権限を改定
○平成17年4月、商工会議所との提携による無担保･第三者保証人
不要の新商品「商工会議所メンバーズビジネスローン」の取扱い
を開始。また、同年9月に「商工会メンバーズビジネスローン」の
取扱いを開始
○平成17年10月、法人会と税理士会との提携による「中小企業会
計チェックリスト」「書面添付制度」を活用した無担保ローン
「法人会･税理士会コラボレーションローン」の取扱いを開始。平
成18年5月、同ローンの金利優遇項目に「会計参与導入企業」を追
加
○平成17年10月、信用保証協会との提携による無担保当座貸越根
保証「いよぎんビジネスサポートローン『ファイト』」の取扱い
を開始
○平成17年11月、信用保証協会との提携によるリスク分担型損失
補填付新商品｢トライアングル500｣の取扱いを開始
○平成17年12月、独立行政法人情報処理推進機構（ＩＰＡ）と提
携した同機構債務保証付無担保融資商品「いよぎんＩＴ企業応援
ローン」の取扱いを開始
○平成17年6月、事業性貸出金受付チャネルの整備拡充を図るた
め、フリーダイヤル「事業資金相談センター」を設置（平成18年8
月、「個人サポートセンター」を「営業サポートセンター」に改
称）

○知的財産権担保融資や動産・債権譲渡担保融資の研究を進めて早期
導入を推進する。
○「融資支援システム」をバージョンアップし、同システムの有効活
用により審査業務の高度化・効率化・標準化および情報共有化を推進
する。
○会社法施行と同時に「法人会・税理士会コラボレーションローン」
に会計参与導入企業に対する優遇項目を設定しており、制度の普及を
含めて同ローンを推進する。

山口
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年9月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題

福岡

顧客ニーズに合わせたテーラーメードの融資対応の中で、担保・保証に過度に依
存しない新しい融資手法・融資商品や中小企業への多様な資金調達手法を構築
し、問題解決型営業の主力ツールとできるよう、実績とノウハウの蓄積を図る。

① 顧客の資産流動化（手形、売掛金、リース債権等）に対する新
スキームを構築する。
② 地域貢献ファンドを活用した、知財担保融資、創業期企業向け
投融資スキームを構築する。
③ 動産、債権を活用した融資商品の品揃え強化を図る。
④ 知的財産権を担保とした融資、企業の持つ技術力に対する「目
利き」を生かした融資手法の開発に着手する。
⑤ 財務制限条項の活用（商品、保証契約）を強化する。
⑥ 貸出後の業況把握の徹底とあわせ、担保・保証の基本的な考え
方を浸透させ、代表者保証なし融資の取組を検討する。
⑦ 無担保ビジネスローンのスコアリングモデルの精度向上を図る
とともに、商品の多様化を進め、効率的な販売体制を構築
⑧ 農業分野等、特化業種との情報交換・出向等を通じ、人材育成
と「目利き」能力の向上を図る。
⑨ 外部評価機関と連携を強化し、企業に対する「目利き」能力を
向上させる。
⑩ 財務ﾃﾞｰﾀ提供のｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞとなる融資商品の開発を検討。

≪債権流動化の本格展開≫
・ 債権流動化取組実績17件 109億円
≪無担保ビジネスローン、コベナンツ付融資≫
・ 無担保ビジネスローン用のスコアリングモデルおよび新スコア
リングモデルに合わせた商品の改訂を実施。販売体制の再構築の
一環として、法人ビジネスセンターに専用渉外担当者を配置。い
ずれも18年4月スタート。
・ ビジネスローン専門拠点との連携を強化。
・ コベナンツ付融資商品、ミドルリスク先向け無担保商品投入。
・ 18年9月、従来無担保ビジネスローンの対象となっていなかっ
た創業後2年未満の事業者に対する新商品を開発、販売開始。（九
州初の取組）
・ 18年9月より未取引先企業の情報収集に注力。営業店と法人ビ
ジネスセンターの連携によるリテール推進体制を強化。
≪動産・債権担保の本格展開≫
・ スキーム構築中。
≪知財担保融資、創業期企業向け投融資の取組み≫
・ 地域貢献ファンド創設（18年9月に第1号ファンド立ち上げ）
・ 知財権担保融資の対象案件の調査・分析。

≪無担保ビジネスローン、コベナンツつき融資≫
計画どおりに達成。顧客ニーズに沿って、引き続き商品改訂・販売強
化を行う。
≪債権流動化・動産・債権担保の本格展開≫
計画どおりに達成。
≪知財担保融資≫
実施スケジュールに沿って、計画どおりに進捗している。
知財担保融資の対象先、及び取組手法について検討。知財についての
評価、及び技術の目利きが困難であること等が課題。18年下半期は外
部機関と連携し具体的案件に取り組む。
≪農業分野等に対する具体的な融資取組み≫
ほぼ計画どおりに達成。動産担保融資等、新手法を交えた顧客ニーズ
対応が今後の課題。

筑邦

・担保・保証に過度に依存しない融資の推進に当っては、平成15年度以降実施し
てきた各種制度融資を、資金供給の円滑化の手段として、今後も継続して推進し
ます。
・財務制限条項の活用について、現時点ではシンジケートローンに見られるもの
の、その実効性については疑問も残るところであり、当行としては格付の変動基
準の一つとして、今後の検討課題の一つとします。
・動産・債権譲渡担保融資については、一部において活用しており今後一層の拡
大を図ります。
・知的財産権担保融資については、現時点で実績がないため、討議を深めて商品
化を目指します。

・当面は、当行の取引の大半を占める中小･零細企業および個人に
対する資金供給の円滑化を図るため、現在行っている各種制度の
拡大を推進します。
・比較的規模の大きいプロジェクト等については近隣地銀との協
調融資（既に実績あり）で取組むなどの体制も構築されてきてお
り、これらの枠組みを積極的に利用するなどして地域の大型プロ
ジェクトについても前向きに取り組んでいく方針です。

・15年度以降に取扱いを開始した、担保・保証に過度に依存しな
い融資の推進を積極的に行っています。また、売掛債権担保貸出
（保証協会付）の取扱いを開始しました。
・福岡、北九州、久留米、日田、大牟田、鳥栖の各商工会議所と
の提携ローンの取扱いを開始しました。
・債権譲度担保融資の取扱いを開始しました。
・シンジケートローンについては当行営業基盤内の企業、及び既
存取引先を主たる対象先として取組んでいます。
・１８年５月、ビジネスローンの商品見直しを行い、当行格付を
審査基準とした｢ちくぎんクイックロ-ン｣とＣＲＤを審査基準とし
た｢ちくぎんサポートローン(オリックス㈱保証付）｣の取扱いを開
始しました。9月までの取扱い実績としては、合わせて328件、
1,948百万円となりました。

・債権譲度担保融資については、お客さまの認知が不十分なことか
ら、今後、取扱いの拡大を図ります。
・近隣地銀との協調融資の枠組を主として利用し、大型プロジェクト
についても取組みを進めます。

西日本シティ

○中小企業の資金調達手法の多様化等
・ 中小企業金融の円滑化を図る観点から、シンジケートローン、不動産流動
化、金銭債権流動化、ノンリコースローン等新たな融資手法への取組みを促進
し、中小企業の資金調達手法の多様化ニーズに対応する。

・ シンジケートローン、ノンリコースローン等の取組み検討・案
件組成
・ SPC方式による資産流動化スキーム(金銭債権流動化、不動産流
動化)の検討・案件組成

・ シンジケートローンについては、リードアレンジャー又は共同
アレンジャーとして20件/ 507億円の組成を行った。(当行実行額
139億円)
・ 不動産ノンリコースローンについては、10件/ 774億円実行し
た。
・ 金銭債権流動化案件については、手形信託受益権購入3件/ 9億
円、ノンリコースローン7件/ 41億円実行した。
共同SPCに参加し、金銭債権流動化スキームの案件取組みが出来る
体制を整え、本格的に実行した。

・ 今後も中小企業を中心にシンジケートローンのアレンジャー案件の
獲得を目指すとともに大型案件の組成にも取組んでいく。
ノンリコースローンについては参加案件に加え、不動産流動化スキー
ムでの組成を行った。今後もアレンジャーとして地場企業の不動産流
動化スキーム組成実績を挙げることを目指す。
・ 金銭債権流動化スキームは共同 SPC参加に伴い、案件取組みが出来
る体制が整ったため、さらなる実績の積上げを図る。
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年9月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題
○ローンレビューの徹底や信用リスクデータの整備・充実を図ることなどで取引
先を的確に把握したうえで、新しい金融手法を拡充し担保・保証に過度に依存し
ない融資を推進する。

○包括根保証の見直しについての進捗状況を把握
○平成17年度中にローンレビューを、都度見直しの徹底により、
格付及び個別審査に反映
○平成17年度より、財務制限条項の活用、知的財産権担保融資、
動産・債権譲渡担保融資等の活用についての研究を本格化
○ＣＲＤ等のスコアリングモデルについては、その活用と精度の
向上、新商品の開発
○デフォルト率のデータ蓄積により、営業店長決裁権限における
総限度額や無担保額（信用額）の拡大を検討
○信用リスクデータ蓄積によるプライシングや経営情報資料等へ
の活用

○スコアリングモデルの活用については、法人を対象としたビジ
ネスローン商品については18年9月末時点で923件／融資残高59億6
千9百万円となっており順調に推移している。また、18年4月14日
より新たに個人事業主及び法人の双方に対応できるビジネスロー
ン（保証会社保証付）の取扱を開始し、18年9月末現在、209件／
融資残高14億47百万円の実績となっている。
提携商工会議所・商工会会員向け手数料優遇商品については18年9
月末現在10商工会議所2商工会との提携を行っており、更に18年8
月からは、佐賀県農用機械商業協同組合とも手数料優遇商品の提
携を行っている。
○動産・債権譲渡担保融資等の活用については、「流動資産一体
担保型融資」に関する地銀協研修への参加ならびに動産評価会社
への個別ヒアリング・勉強会の開催を行った。また、専門のコン
サルティング会社との業務提携を検討中である。
動産担保融資についてはリース会社と提携し、動産譲渡登記制度
も活用しながら、不動産を持たない中小企業等に対する融資を検
討、18年11月中を目処に「機械担保引取保証」制度の導入を予定
している。
○知的財産権担保融資については経済産業省（九州経済産業局）
主催のセミナーへの参加等情報収集に努めた。

○スコアリングモデルの活用については、ビジネスローン商品のデ
フォルトデータの蓄積ならびに分析を行い、格付評点の精度を上げて
いくこと及びデフォルトに耐えうる融資ボリュームの確保が課題であ
る。
○動産・債権譲渡担保融資、知的財産権担保融資、財務制限条項の
　活用については、ノウハウ取得及び具体化に向けての態勢整備を
行っていくことが課題であり、今後も引き続き情報収集等に努める。

○中小企業の資金調達手法の多様化等
・中小企業のニーズと新しい金融手法へ積極的に対応し、中小企業金融の円滑化
に繋がる取組を行う。

・ノンリコースローンについて、平成18年度上期までにスキーム
の検討
・債権流動化について、平成17年度下期までにスキームの導入
・プロジェクトファイナンス等について、実績あるアレンジャ－
との提携によるノウハウの蓄積
・一括決裁システムについて、平成18年度上期までに導入検討
・財務諸表の精度が高い企業への融資プログラムの整備・適用

・不動産流動化（ノンリコースローン）の勉強会実施
信託銀行等に講師依頼（17年4月11日、5月12日、8月24日）
・地銀協研修へ参加（審査第一部より1名）
「金融法務研究講座（担保・保証に過度に依存しない融資に関す
るコース）」（17年7月5日～7日）
・債権流動化スキームの検討および導入
・一括決済システムの研究
一括決済方式のうち一括支払信託方式について信託銀行と協議
中。一括ファクタリング方式についても、債権流動化スキームの
中で併せて検討していく。
・動産・債権譲渡担保融資等の活用については、動産評価会社へ
の個別ヒアリング・勉強会の開催を行った。また、専門のコンサ
ルティング会社との業務提携を検討中である。
動産担保融資についてはリース会社と提携し、動産譲渡登記制度
も活用しながら、不動産を持たない中小企業等に対する融資を検
討、18年11月中を目処に「機械担保引取保証」制度の導入を予定
している。

○ノンリコースローンについては取引先のニーズに応じて検討してい
くが、一般的にコーポレートローンとのスプレッド差が縮小傾向にあ
り、リスクに応じた金利確保ができるかどうかが課題である。
○地銀協等行外研修には積極的に参加し、新しい金融手法のノウハウ
蓄積に努める。
○債権流動化スキームについては、顧客ニーズを前提として対応して
いくが、地元企業のニーズとしては一括ファクタリングの要望もあ
り、併せて検討中である。なお、18年下期中には一括支払信託方式に
よる顧客の手形レスニーズに対応予定である。

十八

スコアリングを活用した融資の拡大 スコアリングを活用した融資の拡大 スコアリングを活用した外部保証つきのビジネスローン発売し推
進。

無担保・第三者保証人不要の事業性融資商品の残高は17年3月末比345
億円増加し、495億円となった。今後もお客さまのニーズに対応できる
よう商品内容の改定・充実を図り、融資の拡大を図っていく。

親和

・キャッシュフローを重視した融資の取組とローンレビューの徹底を強化してま
いります。
・民法改正に伴う包括根保証の廃止への適切な対応を実施してまいります。
・債権譲渡特例法の改正(１７年秋施行予定)に伴う動産担保等の適切な活用を行
い、中小企業金融の円滑化をめざします。

・審査にあたっては、資金繰表、試算表、ＣＦ計算書等の財務資
料添付を徹底します。
・ＣＲＤのスコアリングモデルを活用した「無担保・無保証」
「迅速審査」による融資制度の拡充を図ります。
・財務データを重視した効率的な審査による中小企業向け融資の
迅速な対応を可能にするため、本部集中部門として「法人ビジネ
スセンター」を設置いたします。

・ＣＲＤのスコアリングモデルを活用した「無担保・第三者保証
人なし・スピード回答」のビジネスローン「しんわクイックサ
ポートⅢ」を開発し、取扱を開始しました。
・三菱東京UＦＪ銀行と協調し「無担保・第三者保証人不要」に
て、中小企業資金ニーズに柔軟に対応できるローン「しんわジョ
イントローン」の取扱を１７年１０月より開始しました。
・１８年９月に、｢ビジネスローンプラザ佐世保｣の店舗開設を行
いました。

・しんわビジネスローンプラザは、今後、融資推進の専門チャネルと
して、小口既貸先に対するリテンションを強化し、融資顧客基盤の維
持拡大を目指してまいります。また、対象エリアも順次拡大してまい
ります。
18年下期には「ビジネスローンプラザ長崎」の開設も準備してまいり
ます。

佐賀
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年9月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題
1. 不動産担保や保証に過度に依存しない融資を促進するための手法を拡充しま
す。また、継続的取引に向け融資先の業況等を把握していきます。
2. 民法改正施行を踏まえ、既存の包括根保証契約（4,047先）の適切な見直しを
行うとともに、過度な第三者保証の利用とならないようにします。

1(1)融資支援システムを構築する中で、定性情報を加味した企業
審査の手法整備を図ります。
 (2)融資先の継続的なモニタリングの充実を図ります。
2.包括根保証契約の見直しを実施することにより、保証契約を法
改正に合致した保証への契約書への切替などに取組みます。

1(1)信用リスク管理の高度化、融資事務の効率化・堅確化を目的
に「融資支援システム」の設計、開発が完了し、18年5月「企業
    審査」を開始しました。顧客情報の整備、取組方針の決定が
行われ新しい業務プロセスが実現しました。
(2)「企業審査」により、債務者の定性面、財務面の実態把握が可
能となり、継続的なモニタリングが実施できるようになりまし
た。
   モニタリングの活用についてニュースなどで周知を図りまし
た。
 2.保証約定書や、保証契約の適切な説明について、通知やニュー
ス、集合研修、審査部トレーニーで徹底しました。包括根保証契
約の見直し対象先4,047件に対し、18年9月末現在で3,117件の切替
等が完了しました(進捗率77％)。

1.(1)「企業審査」の取組方針に基づき、12月開始予定の「案件審査」
と併せ活用と定着化を図り、継続的にモニタリングすることにより、
債務者の実態面での把握を深めていきます。
 （2）顧客情報の参照や業務の進捗管理などの機能をはじめモニタリ
ングの活用についてニュースなどで周知を図ります。
2. 法改正による保証契約の対応について周知徹底を継続し、契約の見
直しと切替を促進していきます。

1.地域金融機関として中小企業金融の円滑化等を図るため、新たな金融手法の導
入を行います。
2.財務諸表の精度が相対的に高い中小企業に対する融資を推進します。

1(1)中小企業金融公庫が組成する地域ＣＬＯへ大分県ＣＬＯとし
て参加し、地元中小企業に新たな資金調達の場を提供します。
    ※大分県ＣＬＯ募集社数　30社以上
 (2)県内企業向けシンジケートローンの取組体制を整備し、組成
に取組みます。
 (3)政府系金融機関や都銀等の先進行との連携により不動産流動
化、ノンリコースローンの取組みを検討します。
2.税理士会や商工会議所との提携商品の導入を行い、推進しま
す。
    ※提携商品の導入先10先

1(1)大分県が取組む「大分県ＣＬＯ」に参加し、貸出債権の証券
化（42社755百万円）を平成18年12月に実行しました。
 (2)県内企業に対しては初めて、単独でアレンジャー兼エージェ
ントとしてシンジケートローンを組成しました。
 (3) 野村證券をアドバイザリーとする九州大学ＰＦＩ事業におい
て新手法（流動化）によるＰＦＩ貸付人として取組みました。
2.「商工会議所メンバーズローン」を7商工会議所に導入しまし
た。
＊ 大分、日田、竹田、津久見、臼杵、宇佐、中津の各商工会議所
大分県商工会連合会と提携ローン契約を締結しました。

1.「大分県ＣＬＯ」については、管理回収業務を確実に遂行していく
とともに18年度の地域金融機関ＣＬＯへの参加を検討します。引続き
当行単独アレンジャーによる県内企業向けシンジケートローンの組成
に向けて、案件発掘を行います。
2.今後も県内各地の商工会議所との提携拡大を図ると共に、提携先会
員に対して積極的な利用を促していきます。

宮崎

１．既存商品の有効な活用により、一層の中小企業金融の円滑化を図っていく方
針。
２．財務制限条項の一般融資への導入を図り、ローンレビューを強化すると共
に、適正なプライシング運用の強化を図る。
３．企業の将来性や技術力を評価し、行内格付・自己査定へ取り込む仕組み作り
を目指す。

１．「無担保・第三者保証人不要」商品の有効活用を図る。
２．財務制限条項の一般融資導入を検討する。
３．企業価値の評価や将来キャッシュフローの判定を行ない、そ
れに基づいて信用格付ランクや自己査定の債務者区分を判定する
ための制度を構築する。

１．無担保・第三者保証人不要型商品が７商品と品揃えが整い、
推進体制を強化。
２．取引先経営改善支援の一環として、財務制限条項を付した新
規与信に取組んだ。
３．将来キャッシュフローやそれに基づく債務償還能力、及び代
表者を含めた一体の企業価値等の算定を行なうための「格付・自
己査定関係シート」を制定し自己査定での運用充実を図ってい
る。

１．商品の拡充及びチャネル設置については、計画通り実施。今後
は、「無担保・第三者保証人不要」となった県保証協会制度の活用も
含め、中小企業金融の円滑化に強力に取組む。
２．本シートの活用・定着化を図り、企業価値の評価や将来キャッ
シュフローを適切に評価し、取引先の実態把握に努める方針。

大分
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年9月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題
・既存の取組み、17年5月に稼動したマス審査層与信判断モデル（※）（以下、
与信判断モデルという）の活用により、担保・保証に過度に依存しない融資の推
進を継続・強化する。
・上位格付先に対しては、高付加価値金融サービス提供の一環として、企業間信
用を事業金融へ取り込む施策を研究・実施する。
・企業の将来性や技術力を的確に評価するための取組みとして、産学官ネット
ワークである「かぎんベンチャー支援システム」の活用、政府系金融機関等との
連携を継続する（前述１-(1)-①）。

・与信判断モデルの稼動・活用、既存商品のリニューアル等によ
る融資推進
・企業信用格付一定以上の取引先を抽出し、企業間信用を当行与
信に取り込む施策を研究・実施

・与信判断モデルによる実行 5,555件/342億円
・ビジネスサポートローンの限度額拡大、要件緩和実施（17年7
月）
実行358件/49億円
・ポートフォリオ分析に基づく貸出推進策「リレバン対応強化作
戦」
　実行944件/254億円
・「企業間信用シフト推進」への取組みを開始（17年8月）
　実行22件/28億円
・「リレバン対応強化作戦」の取組み強化を図るべく、資金調達
構造に改善の余地がある取引先に対する「借入構造適正化作戦
（通称：Dr.K作戦）」の取組みを開始（17年10月）
実行65件/41億円

・与信判断モデル開始後1年経過し、活用も定着化してきており、引続
き担保・保証に過度に依存しない融資を推進していく
・「企業間信用シフト推進」「 Dr.K作戦」についても、引続き推進し
ていく

○包括根保証契約に係る適切な見直しと第三者保証の適切な利用
・既存の包括根保証契約の見直しを実施する。
・第三者保証の利用においては、債務者の信用状況、格付重視で第三者保証に過
度に依存しないスタンスの定着化を図る

・既存の包括根保証契約見直し実施
・営業店長権限貸出規程に即した第三者保証の活用
・与信判断モデルの活用推進（前述１ -(4)-①）

・既存包括根保証契約の見直し実施（重点期間17年6月15日～11月
15日）
・第三者保証省略可能な与信判断モデルによる実行 5,555件/342億
円

・既存包括根保証契約の見直し重点期間を再度設定（18年10月23日～
19年2月20日）し、未対応先への対応を実施する
・与信判断モデルを活用した融資推進を継続・強化していく

○財務諸表の精度が相対的に高い中小企業に対する融資の推進
・既存取組みを継続しながら、南九州税理士会との提携も開始する  ことで、取
引先企業の財務諸表の精度向上、および財務諸表の精度が相対的に高い中小企業
者に対する融資の推進を行う。

・南九州税理士会との提携開始
・マス審査層与信判断モデルを活用し、「中小会社会計基準適用
に関するチェックリスト」あるいは「税理士法第３３条の２に規
定する添付書面」の提出を条件に金利優遇を実施

・既存の取組みの継続推進
①ビジネスサポートローンの限度額拡大・要件緩和実施（17年7
月）実行358件/49億円
②ビジネスローンバックアップ実行493件/49億円
・南九州税理士会との提携融資を取扱開始（17年6月）
実行22件/195百万円
・会員税理士への周知を図るため、鹿児島県下11支部及び宮崎県
連への情宣活動を実施（17年6月～8月）

・既存の取組みを継続推進するとともに、提携融資については、会員
税理士に対し、再度情宣活動を行うことで連携強化を図り、利用促進
へ繋げていく
・「会社法」施行に伴い、会計参与設置会社に対する融資対応の研
究、検討を引続き行っていく

○中小企業の資金調達手法の多様化等
・中小企業の資金調達手法の研究・取組みを継続実施し、中小企業金融の一層の
円滑化を図る。
・地域集中リスクの軽減を図るため、地域 CLOの取組みを研究する。

・既存手法の推進、ノンリコースローン等新手法の研究・実施
・地域CLOや中小企業が保有する売掛債権等を活用した資産担保証
券　の発行等の証券化等に関する取組み

・私募債引受11件 /3,250百万円
・医療機関債引受1件 /50百万円、診療報酬債権買取実施10先
・動産・債権譲渡担保融資 131件/4,220百万円
　うち売掛債権担保融資95件/1,407百万円
　うち動産(集合物譲渡)担保融資36件/2,813百万円
・地場企業向け ｼﾝｼﾞｹｰﾄﾛｰﾝ組成3件/31億円(当行参加額12億円)
・首都圏での新たな手法（ノンリコースローン等）による運用実
績
5件/4,391百万円
・事業証券化等新たな運用手法のノウハウ蓄積のため他金融機関
と積極的に意見交換を行った
・沖縄CLOは参加見送りとしたが、地域 CLOについては引続き中小
公庫との情報交換を行い参加検討中

・私募債引受、診療報酬債権買取、動産・債権譲渡担保融資について
は、一定の成果をあげ、引続き取組みを強化していく
・首都圏での新たな手法による運用も、今後地元取引先への提案に向
けて、ノウハウを蓄積していくために拡充していく

鹿児島
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年9月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題
1. スコアリングモデルを活用した中小企業および個人事業・零細企業向け融資
の推進・拡大に取り組む。
2. 事業価値に着目した融資手法の拡充・導入を検討する。

1. スコアリングモデルを活用した中小企業向け自動審査商品を推
進する。
2. 債権譲渡担保融資や財務制限条項付貸出等の新しい融資手法の
導入を検討する。
3. 新しい信用格付モデルを導入し、適正な与信判断に役立てる。
4. 地方銀行協会｢信用リスク情報統合システム｣を活用し、与信
ポートフォリオのモニタリング態勢を強化する。

1. 自動審査商品実績
（17年度）
(1)県信保提携自動審査ローン｢順風満帆｣
融資実行額：4,876百万円(387件)
(2)無担保無保証自動審査ローン｢ベストサポーター｣
融資実行額：7,776百万円(619件)
(3)無担保無保証融資全商品の17年度実行状況
上期　融資実行額：5,577（495件）
下期　融資実行額：7,831（604件）
合計　融資実行額：13,408百万円(1,099件)
2. 17年8月より自動審査商品｢ベストサポーター｣の融資金額の上
限を10百万円から50百万円に拡大した。
3. 17年8月より営業店長の無担保貸出権限を従来の最大30百万円
から100百万円へ70百万円拡大した。また、一般与信権限は、最大
100百万円から150百万円へ50百万円拡大した。
4. 17年12月14日より県信保提携自動審査商品｢順風満帆｣の上限金
額を30百万円から50百万円へ増額した。
5. 融資BPRの一環として、10百万円以内の小口融資の取り扱い
（通称：速実行10）を18年8月より開始した。
・18年度上期実績：融資実行額： 156百万円（60件）

1. 17年度は中小企業向け無担保無保証ローン商品は取扱件数、金額と
も順調に増加した(平成17年3月期比、件数+62件、+4,201百万円)。
2. 18年度上期は前期比で件数は41件の減少となったが、残高は589百
万円の増加となり順調に推移している。
3. ｢ベストサポーター｣と県信保提携自動審査商品｢順風満帆｣の融資上
限金額を50百万円へ増額したことにより、貸出実績は順調に推移し
た。
4. 自動審査システムを活用した融資商品については、デフォルト状況
の適正な把握に努め、商品の見直し等を図っていく。

中小企業金融の円滑化を図るべく、新たな金融手法の研究をさらに進めるととも
に、外部機関等との連携等によりノウハウの蓄積、高度化を図り、具体的な活用
を検討する。

1. ｢全国版CLO構想｣を実現させるべく、参加行、アレンジャー証
券等と連携を取りながら、CLO発行を進めていく。
2. PFI、シンジケートローンの組成、知的財産権担保融資、ノン
リコースローン、財務制限条項付貸出等の新手法の研究を進め、
導入を検討する。

1. 17年4月から沖縄税理士会との提携し、「中小会社会計基準適
用に関するチェックリスト」に基づく決算書を作成した取引先の
融資適用金利を優遇する取り扱いを開始した。
2. 比較的規模が大きく信用力のある企業層に対して、私募債の引
き受けを推進した(17年度実績：3件、700百万円)。
3. 18年3月に中小企業金融公庫と提携しCLOを発行した。
4. 18年3月に県内金融機関として初めてアレンジャーとしてシン
ジケートローンを組成した。
5. 18年3月30日に那覇商工会議所、沖縄商工会議所とビジネス
ローンの業務提携を締結し、4月から取り扱いを開始した。
6. 18年6月に宮古島商工会議所、浦添商工会議所とビジネスロー
ンの業務提携した。これにより県内全商工会議所・商工会との提
携となった。

1. 知的財産権担保融資、ノンリコースローン、財務制限条項付貸出等
について実績はないが、引き続き情報収集に取り組む。
2. 私募債については下期に適債基準（商品内容）を見直し、対象先の
拡大を図った。
3. ｢全国版CLO構想｣については、予定どおりの実績を計上した。
4. 沖縄税理士会との提携により「中小会社会計基準適用に関する
チェックリスト」に基づいた決算書作成先が融資を受ける場合に金利
優遇を適用する取り扱いを開始した。

沖縄

日本総研モデルを活用した既存商品の見直し及び新商品の開発に継続　活用す
る。

導入済みの日本総研モデルを検証し、全体的な信用リスクポート
フォリオ　を検証する。

日本総研スコアリングモデルを活用し、6月に既存ビジネスローン
保証協会提携｢クイックマン｣、｢ステップ・アップ｣を全面的にリ
ニューアルした。8月には新規開発した｢ドクターズローン｣既存開
業医バージョンにも活用、更に、18年1月には「ステップ・アッ
プ」を50百万円に増額し「クイックマン」を吸収、制度融資の統
合で幅のある制度に変更した。
17年度中のスコアリング商品実行額は2,610件で22,257百万円と
なった。
18年度上期の取組実績は1,134件12,631百万円と好調に推移してい
る。

既存の商品販売を継続すると共に、動産担保、新種提携、地域商工団
体との新規提携によるあっせん融資の拡大を図っていく。
特に上期に提携した商工会議所・商工会等との連携を強化し、地域商
工業者への経営相談・金融支援の強化が今後の課題となる。

＜参考＞担保・保証に過度に依存しない融資の促進および中小企業の資金調達手法の多様化に関する実績（64行計、平成18年上期）

①スコアリングモデルを活用した商品の実績 ４４，０７７件 ５０４，２８９百万円
②財務制限条項を活用した商品の実績 ７９７件 ６８，０６７百万円
③債権流動化、証券化への参画（ＣＬＯ、ＣＢＯを含む） ７３８件 ９９，４６９百万円

３，１８０件 ４２，０９８百万円
１，４４０件 １８６，０５９百万円
１０９件 １２７，１１１百万円

ＴＫＣとの連携による融資の実績 １９２件 １，９９５百万円
独自の新商品開発（ＴＫＣ関連以外）の実績 ４，０３１件 ３４，２８０百万円

④動産・債権担保融資の実績
⑤私募債の実績
⑥ノン・リコースローンの実績

琉球

⑦財務諸表の精度が相対的に高い中小企業に対する融資プログラムの整備
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(5)顧客への説明態勢の整備、相談苦情処理機能の強化
銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年9月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題

みちのく

顧客説明態勢に係る顧客に対する説明ツールの充実化及
び周辺事務の全般的見直しを図り、また、相談苦情処理
機能の強化に向けてモニタリングを実施して行く。

説明項目の多様化に関わる問題点を再度洗い出し、説明ツール、説
明マニュアル、周辺帳票等の整備、再編を検討する。
説明態勢の不備及び苦情処理機能の強化については、特に取引等の
適切性確保に向け、全店研修実施するとともに組織的な検証態勢を
整備する。

必要（提出）書類が一覧表示されるよう｢融資申込書｣を１８年１月に改定
し、融資申込時の説明態勢を整備。｢条件変更依頼書｣も新設し、条件変更が
必要な背景を的確に把握するよう行内態勢を整備。
取引等の適切性確保への取組みについて、１８年７月に全店の支店長及び融
資部門責任者向け説明会を実施。また、顧客説明不十分で苦情となったもの
は、コンプライアンス統括部で一元管理し、組織的管理体制を強化。

取引等の適切性確保への取り組みについては、短期プライムレートの引上げが行われたこ
ともあり、顧客説明態勢を整備して行く上で最重要課題であると考え、全店の支店長及び
融資部門責任者向けの説明会開催、相応の成果が得られたものと考える。
今後は、取引等の適切性確保への組織的な取り組みを強化するべく、その検証体制を検討
して行く。

東北

○説明態勢の整備
・説明レベルの向上および実効性の確保を図ることを取
組み方針とする。
○相談苦情処理機能の強化
・営業店の相談・苦情処理対応の向上および再発防止を
図ることを取組み方針とする。

○説明態勢の整備
・集合研修会を継続的に実施することにより、説明レベルの向上を
図る。
・行内検査時において、実効性が確保されているかの検証を行い、
問題点がある場合には本部関連部署が横断的にその把握・解決を検
討し、取組み強化を図る。
○相談苦情処理機能の強化
・集合研修会を継続的に実施することにより、営業店対応レベルの
向上を図る。
・苦情処理の実例集「まごころ」の行内還元を継続実施。
・相談・苦情処理対応の状況について外部機関との情報交換を行
う。年1回、前年度中の苦情実例を中心とした「苦情発生防止用店内
研修資料」を作成・配布し、各営業店にて店内研修会を継続実施す
る。

○説明態勢の整備
・行内検査を継続して実施。
・平成18年2月に与信取引に関する説明研修会を実施。
・平成18年5月に担保･保証意志の確認について研修会を実施。
○相談苦情処理機能の強化
・苦情処理の実例集「まごころ」を役員・本部・営業店に毎月還元
・平成17年8月29日開催の「岩手県地域金融円滑化会議」に出席し、相談・苦
情処理態勢について情報交換を行った。
・平成17年9月6日新入行員フォロー研修にて、苦情事例研究として研修を
行った。
・平成17年10月に「苦情発生防止用店内研修資料」（平成16年度分）を作
成・配布し、各営業店にて研修を実施。
・平成17年10月に反社会的勢力対策資料を配布。
・平成17年10月に業務課長研修で業務課長としての役割についての研修を実
施。
・平成18年3月16日開催の「岩手県地域金融円滑化会議」に出席し、相談・苦
情処理態勢について情報交換を行った。
・平成18年5月に業務課長研修で「苦情･トラブルの報告」として研修を実
施。
・営業店から仔細な苦情等も報告されているかの検証のため臨店を実施し
た。

○ 説明態勢の整備
・行内研修の実施により説明レベルの向上を図った。今後も継続的に研修を実施し、説明
態勢の整備を図る。
○　相談苦情処理機能の強化
・「まごころ」の還元、各種研修資料の発行、各種研修会の開催等を継続し、苦情等の関
心を高め、防止と適正処理の徹底を図った。
・「まごころ」については事例のみではなく、重要度ランクを設け表示することにより苦
情内容の意識の高揚に役立たせる。
・行内における相談苦情処理に対する認知は高まっており、取組の効果が出ていると認識
している。
・今後についても「まごころ」の発刊、研修資料の発行、各種研修会の開催、外部機関と
の交流を行う。

山形

１．根保証制度見直しにかかる民法の一部改正を踏まえ
た対応を行う。
２．説明に関するさらなるスキル向上を図り、説明態勢
を強化する。
３．苦情の未然防止、発生後の対応、原因等の分析によ
る再発防止という３つの観点から体制の強化を図る。

１．根保証制度見直しにかかる民法の一部改正を踏まえた説明時の
留意点等を整理する。
２．説明責任の履行、苦情・トラブル防止のため、研修等で指導を
継続し、各営業店でのより適切かつ十分な説明の実践を徹底する。
３．営業店における実効性をより高めるため、契約内容等について
の説明ツール等の見直しを検討する。
４．苦情事例のＣＳ向上委員会での協議、分析結果の営業店への還
元、研修等での活用により、苦情の削減、再発防止に努める。
５．苦情分析のデータベース化を進める。
６．「地域金融円滑化会議」への参加、「銀行よろず相談所」との
連携等により、情報収集を行い、体制の整備・強化に活用する。

１．根保証制度見直しについて、通達や本部ＦＡＱ等により周知・徹底を
図ったほか、全店融資課長説明会（17年12月）および行内研修（4回）を実施
し、適切かつ十分な説明の実践を指導した。
２．「契約内容の説明に関する確認書」、「契約内容の説明兼借入・保証・
担保提供意思確認記録書」等を制定（18年1月）し、説明ツールの充実を図る
とともに、通達や本部ＦＡＱ等で営業店への周知を図った。
３．融資謝絶時の説明態勢の整備を図るため、「融資謝絶案件記録表」を制
定（18年3月）し、記録を作成した。また、本部報告分を検証し、営業店に対
する指導を行うとともに、行内研修（融資業務研修）で周知徹底を図った。
４．「融資説明の手引き」を改定し、法改正対応（根保証制度見直し等）、
優越的地位の濫用防止、融資謝絶時の対応などに関する内容の充実を図っ
た。（18年9月）
５．行内ネットワークパソコンを活用した苦情のデータベース化を行い、効
率的な再発防止策を実施し、苦情の削減を図った。（18年4月）
６．利用者満足度アンケート調査によりお客さまの意見を収集し、改善を
図った。（18年4月～6月）
７．「地域金融円滑化会議」への参加（17年9月、18年3月･8月）や「銀行よ
ろず相談所」との情報交換等を実施した。

１．「融資説明の手引き」の改定（18年9月）で法改正対応（根保証制度見直し等）、優越
的地位の濫用防止、融資謝絶時の対応などに関する内容の充実を図った。
２．今後は、改定した「融資説明の手引き」を活用した行内研修や地区別勉強会等で、よ
り適切かつ十分な説明の実践を継続指導する。
３．苦情は減少しており、削減への取り組み効果が現われている。今後もお客さまの声を
経営改善に反映させ、ＣＳ向上を目指す。
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年9月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題
○顧客への説明態勢の整備
規定に従い、適合性の原則に則った、かつ契約内容に関
し十分に顧客の理解を得られる説明を行うことができた
か等、営業店における実効性を確保し、説明態勢の定着
化を図る。

(1) 説明責任の重要性を認識するため、「説明責任の徹底」を年度
経営方針において職員に指示。
(2) 債権書類現物検査時における、「確認書」徴求状況のチェック
体制の構築。
(3) 臨店事務指導役による臨店時の指導の継続。

(1) 債権書類現物検査時における「確認書」徴求状況のチェック態勢の構
築。
(2) 債権証書現物検査時において「確認書」作成状況をチェック。
(3) 臨店事務指導役による臨店指導実施（延べ280か店）。

(1) 事務指導役臨店時における顧客への「回答期限」の徹底と、「確認書」に基づく顧客
説明の重要性の再認識を図る。
(2) 説明責任の形骸化を防ぎ、引続き、説明責任の重要性を更に浸透させ、顧客への説明
態勢の強化を図る。
(3) 住宅ローン推進によるローン案件の増加を受け、ローンセンターへの臨店指導を開
始。今後も継続的に行う。

○相談苦情処理機能の強化
(1) 相談･苦情解決受付体制ならびにマニュアルに基づ
き、円滑な対応を実施する。また、相談や苦情の内容を
常に把握して、再発防止の更なる徹底を図る。
(2) 外部機関と連携し、相談･苦情解決体制を強化する。

(1) 作成を義務付けている苦情解決等記録簿の活用による、相談･苦
情の状況把握の徹底。
(2) コンプライアンス統括室「お客様相談室」による苦情の一元管
理。
(3) 融資案件等の受付にあたり、回答期限を明確化した対応の定着
化。
(4) 営業店･本部の苦情解決に向けた連携強化。
(5) 苦情の再発防止に向けた予防策・改善策の検討・立案の実施、
ならびに営業店へのフィードバックの実施。
(6)「銀行とりひき相談所」や「地域金融円滑化会議」等と積極的に
協力･連携し、迅速な苦情解決、ならびに再発防止に向けた相談･苦
情解決体制を強化。

(1) 毎月、相談･苦情の内容ならびに件数の把握と分析を行うとともに、苦情
解決ならびに改善連絡会議を実施。
(2) 毎月、営業店へ苦情事例フィードバックを行い、類似苦情発生状況の管
理を強化し、再発防止の徹底を図る。
(3) 「苦情事例集」を営業店へ配布。
(4) 「地域金融円滑化会議」への参加。（3回）
(5) 苦情対応研修の実施。（4回）
(6) 「回答期限設定」のお客さま向け公約ポスター掲示。

(1) 当初計画通り進捗。
(2) 18年度上期の苦情受付件数は415件。内、預金関係に起因するものが174件で全体の約
42%を占めた。また、銀行側に起因するものは229件で全体の約55％であった。
(3) 苦情の原因把握・分析・対策構築・実践という一元管理をシステム的に行い、再発を
防止するなど、ＣＳ向上を「営業推進の基軸」と明確に位置付けた取組みの実施。

第四

①顧客説明マニュアル等の内部規定の整備
②営業店における実効性の確保
③発生した苦情・トラブル等を適切に把握し、対応に問
題のあるケースは改善等の営業店指導を実施する。ま
た、全店に注意を喚起すべき事例等は、所管部から周知
徹底を図る

①顧客説明マニュアル等の内部規定の整備
ｱ．説明方法の明確化
ｲ．「重要事項説明マニュアル（融資取引編）」を必要に応じ改訂
②営業店における実効性の確保
ｱ．説明態勢の営業店への再徹底
ｲ．各種研修やブロック会議等において再徹底を実施
ｳ．「説明確認書」を必要に応じ改訂
ｴ．営業店における苦情・トラブル等の実態把握の強化と再発防止の
更なる徹底
③苦情の原因分析や説明態勢の検証等を行い、所管部に対して改善
案を提言する等、引続き再発防止に取組む
・与信取引を含めた苦情全般の迅速な解決・同種苦情の再発防止態
勢の継続

①｢重要事項説明マニュアル（融資取引編）｣の項目追加・改訂及び｢説明確認
書｣の見直し・改訂を実施。「借入申込書」の記入方法を変更し、契約書の無
い「手形借入」や「手形割引」の借入条件について顧客説明と確認を徹底。
また、全銀協申し合わせに基づき住宅ローン説明用冊子を制定
②地域金融円滑化会議への参加
③顧客からの苦情・要望等について、お客さまサービス室に全て報告する取
り扱いに変更。その後も報告書の改訂を随時実施し、苦情等の再発防止を徹
底・強化
③苦情再発防止小委員会の開催（18回）、融資苦情小委員会の開催（17回）

①②住宅ローン金利の仕組みの説明態勢や、「優越的地位の濫用」と誤認されかねない取
引を防止するための説明態勢と共に、営業店における苦情・トラブル等の実態把握の強化
と再発防止の更なる徹底を図った
③苦情・要望等の報告書にある「コンプライアンス違反の疑念あるもの」の項目から、申
出内容をより明確にするため「優越的地位の濫用についての苦情」の項目を独立させ徹底
③今後も、各委員会を通じて苦情の迅速な解決と共に、再発防止体制を継続する方針

北越

・ 顧客への説明態勢の整備、相談苦情処理機能の更なる
強化を図る。
・ 営業店での実効性を一層高める。
・ 苦情の分析・還元等により再発防止への取組みを強化
し、苦情発生件数の削減に取り組む。

・ 苦情への経営の関与強化のため、苦情内容の取締役会等への報告
を実施。
・ ＣＳ全行運動を実施、応対マナー、商品説明の強化を図る。
・ 与信取引に関して行内研修を通じ説明責任等への理解を広める。
・ 与信取引に関する本部臨店指導を強化し、実効性を高める。
・ 苦情事例集を引き続き発翰、苦情等実例の分析・還元を行う。
・ 苦情発生件数の多い営業店への本部臨店指導を強化し、削減の実
効性を高める。

・ 17/上期から苦情内容等を取締役会に報告開始
・ ＣＳ全行運動を実施（応対マナー、待ち時間短縮、商品説明強化）
・ ＣＳビデオ研修実施
・ 苦情事例集を毎月発翰（継続）
・ 本部臨店指導強化（与信取引説明責任の徹底、苦情不芳店への指導実施）

・ 顧客応対に関する苦情は減少傾向が見られ、ＣＳ全行運動の成果が出ている。
・ 18/下期もＣＳ全行運動により応対マナー、待ち時間短縮、商品説明強化を図り苦情件数
削減に努める。

１．取引先との相互理解を醸成するため、与信取引にお
ける説明態勢の充実を図る。
２．説明態勢について行内での検証・指導を実施し、そ
の定着を図る。

１．与信取引に係る各種契約書の内容について、行内での周知徹底
２．取引先への説明のポイントを明確にした「説明マニュアル」の
策定
３．営業店における対応状況の検証・指導

１．各種研修会議において、融資契約の法的根拠等について、徹底を図っ
た。
２．融資審査部指導役臨店、監査部検査、「融資案件謝絶報告書」等によ
り、営業店の対応状況を検証するとともに、指導を実施した。
３．融資取引に係る説明マニュアルを制定した。

   綿密な本部指導等により、営業店における説明態勢については、その定着が図られつつ
あるが、経験の浅い行員にも十分な理解が得られるよう、「融資取引に係る説明マニュア
ル」の浸透に取組んでいく。

１．苦情処理という域に止まらず、苦情発生原因をより
詳細に分析するとともに、再発防止の取組みを強化す
る。

１．苦情発生に至った原因について、苦情発生部署における原因分
析を詳細かつ多面的に行うよう徹底する。
１． 営業店に対する苦情事例の還元内容に「原因分析」、「問題
点」、「正しい対応」等を記載し改善を図る。

１．毎週水曜日の苦情・事務ミス検討会で、詳細かつ多面的
　な原因分析を行った。
２．営業店への苦情事例の還元方法を改善し、再発防止を強化した。苦情事
例を還元し、再発防止の実効性を高めるため、18年５月、補助ツールとし
て、苦情事例活用表を調製した。

１．詳細かつ多面的な原因分析に基づき、所管部署へ改善
　提案を行い、また苦情事例の還元内容の改善により、苦情の再発防止の徹底を図った。

足利

山梨中央
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年9月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題
○顧客説明マニュアル等の内部規程整備
・与信取引における顧客への適切な説明責任履行により
顧客と当行相互の意思疎通を円滑にし、より深い信頼関
係構築のため、顧客説明に関する内部規程を整備し、営
業店における現行説明態勢を向上、充実させていく。

・営業店の実態等を把握のうえ、適宜上記手引きの内容見直しや融
資規程等の改正等を行い、内部規程を整備する。
・内部規程等の見直し、改正内容等を、示達、会議等により、営業
店に徹底し、顧客説明態勢を整備する。

・不動産登記法および個人情報保護法改正に伴う保証人取扱方法の変更、担
保提供時の説明明確化のため意思確認記録表の改訂等実施（17年9月）
・別紙保証（根保証）契約の保証意思確認記録表の改訂実施に併せ、保証人
意思確認時の説明方法等の一部見直し実施（18年5月）
・「与信取引に係る顧客説明の手引き」の見直しに着手、見直し内容等検討
実施
・「顧客保護管理態勢」の観点から、監査部監査を受検

・顧客説明の手引き改正時期が遅れたため、18年下期の早期実施が課題
・個別保証契約の保証人意思確認記録表の改訂による保証契約の更なる説明態勢整備が課
題
・監査部監査結果を踏まえ、契約関係書類の早期交付等への対応策策定と実施が課題
・態勢整備とともに1－(5)－②の顧客説明に関する実効性検証結果を踏まえた適宜適切な
改善策の実施、手引き内容の見直し等が随時必要

○営業店における実効性の確保
・与信関連事案の一元管理の実現と実効性検証態勢を構
築する。
・検証結果に基づく改善策の実施により、営業店の顧客
説明態勢の実効性向上を図る。

・検査部による検証、臨店指導を通じた徹底を継続。
・オペレーショナルリスク情報収集・報告システムの構築と同シス
テムの活用により、実効性検証体制を構築、整備する。

・検査部検査、融資統括部臨店指導時に営業店での顧客説明義務履行状況、
苦情対応状況等を検証、指導。同検査、臨店指導結果報告から喫緊に対策が
必要な問題事象等は発生していない。
・オペレーショナルリスク（苦情、事故等）報告システム稼動（17年12月）
により与信関連事案の一元管理体制構築、同システムを利用し、本部内の
「コンプライアンス・オペレーショナルリスク管理作業部会」において苦情
状況の把握・分析・再発防止策の策定等を実施
・優越的地位の濫用防止における一斉点検を実施（18年3月）、特段の問題事
象等発生していない

・苦情、事故等報告システムの定着化、レベルアップおよび活用により営業店での実効性
の更なる検証と分析等が必要
・顧客説明義務履行状況、苦情対応状況等の検証態勢を維持するため、監査、臨店指導時
における検証、指導を継続

○苦情等実例の分析・還元
・苦情等を一元管理し、行内の情報共有化を図り、再発
防止・改善に取組む。

・行内LANを活用しお客さまの生の声、苦情等事例の情報を定例的に
還元
・苦情再発防止のための職場研修の実施

・行内LANを活用し、お客さまの生の声、苦情等事例の情報を定例的に全行へ
還元
・苦情等は1ヶ月分を集約して傾向、原因、特徴等を分析し、分析結果を毎月
経営陣へ報告するとともに、行内LANおよび通達（本部情報）で全行に情報発
信して還元
・苦情対応と再発防止について、地区支店長会議（17年度全地区13地区実
施、18年度上期8地区実施）および新任支店長研修（18年度上期1回実施）に
て徹底、また職場研修を3回（17年度2回、18年度上期1回）実施
・苦情の記録・報告方法を行内LAN（パソコン）を使用した方法に変更（17年
12月）
・苦情再発防止策について本部横断的に検討するため、苦情の分析を強化
し、オペレーショナルリスク管理作業部会にて再発防止策の検討、作成、実
施、検証を実施（18年度上期2回）

・苦情再発防止のための職場研修の実施により、営業店の意識向上が進んでおり、取組み
を継続していく。
・行内LANを活用し、お客さまの生の声、苦情等事例の情報を定例的に還元
・苦情等は1ヶ月分を集約して傾向、原因、特徴等を分析し、分析結果を毎月経営陣へ報告
するとともに、行内LANおよび通達（本部情報）で全行に情報発信して還元
・18年8月よりオペレーショナルリスク管理作業部会において本部横断的に再発防止策の検
討、作成、実施、検討を実施

北陸

・顧客説明マニュアル等の内部規定の整備と実効性確保
・苦情・トラブルの受付・迅速な処理および未然防止・
再発防止のための助言・指導の強化
・「地域金融円滑化会議」からの情報収集・分析や富山
県銀行協会との連携強化

・「顧客説明態勢マニュアル（与信取引）」の発刊
・研修や店内勉強会の実施による内容理解・意識浸透
・コンプライアンス統括部署・監査部署による説明態勢の遵守状況
チェック・指導
・苦情対応管理規定の制定
・実例を中心とした要因分析、対応策を検討し営業店への指導に活
用する。
・未然防止策・再発防止策として各種マニュアルの配置、事例集の
定期発刊、研修の実施
・「地域金融円滑化会議」への出席、富山県銀行協会との情報交換

・「地域金融円滑化会議」への出席・情報交換（3回）
・「苦情・トラブルの具体例と問題点」を発刊（3回）
・「苦情対応管理規定」を制定し、営業店からの報告体制を見直しするとと
もに、本部内報告体制の再整備を実施（17/9）
・「関係部連絡会」で苦情・トラブル受付状況の報告および改善策の検討
（17年8月より実施）
・苦情・トラブルの分類コードを見直し、要因分析を実施（18/3）
・「顧客説明態勢マニュアル（与信取引）」の発刊および改定（17/12、
18/6）
短期借入用申込書＜複写式＞の制定
資金使途別申込書の改定および取受の徹底
契約書説明資料の作成
契約書類写しの悉皆交付と受領確認の実施
・「顧客説明態勢マニュアルＱ＆Ａ（行員向け）」の発刊（18/2）

事故等記録簿の作成基準を明確化、本部への報告ルール見直しを行うとともに、注意喚起
通達や具体例集の出状等により、苦情処理体制は改善・整備された。さらに、18年8月より
週次で常務会へ苦情・トラブル受付状況を報告することとし、経営陣が主体的に関与する
体制とした。今後とも､本ルールの一層の徹底を図ることにより、重大な苦情・トラブルの
早期の把握、初期段階での解決および再発防止を図っていく。
また、18年9月の短期プライムレート改定に際しては、①説明責任の履行、②顧客との合
意、③優越的地位の濫用防止、④契約書面の交付、のポイントを徹底すべく、マニュアル
等を整備して営業店指導に努めている。

八十二
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年9月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題

北國

中小企業金融の円滑化や顧客保護の観点から、契約条件
等について、お客さまに適切かつ十分な説明を行うため
に、説明態勢の整備及び相談苦情処理機能の強化を図
る。

(1) 「クレジットポリシー」「融資取引に関する説明マニュアル」
の一層の定着
(2) 相談苦情処理態勢全般の見直しによる相談苦情処理の強化

○ 「クレジットポリシー」「融資取引に関する説明マニュアル」の一層の定
着
・ eラーニング教材「融資取引における顧客説明態勢」の追加公開
・　優越的地位の乱用に該当する行為がない様に行内示達を行い周知徹底
○ 相談苦情処理態勢全般の見直しによる相談苦情処理の強化
・ 「よろず相談所」の「お客さま相談所」への改組および増員
・ 「苦情・トラブル事例集」の公開
・ お客さま相談所長による営業店臨店開始

　営業店・本部が一体となった早期問題解決が可能となるよう、的確かつ迅速な行内報告
態勢を整備するなど、相談苦情処理機能の一層の強化を図ってまいります。

福井

・ 説明記録にかかる手続きの円滑化を図る。また、ロー
ンの「金利適用ルール」に関する説明を徹底する。
・ 「（行員向け）説明マニュアル」の充実を図る。ま
た、「（顧客向け）説明書」の拡充を図る。
・ 相談・苦情情報の分析・業務改善により、顧客満足度
の向上を図る。

・ 説明手続きにかかる手続の円滑化を図るための規定・書式等の改
定
・ ローンの「金利適用ルール」説明の徹底
・ 苦情報システムの集約化
・ 「苦情対策委員会」の設置
・ 苦情情報の活用、業務改善を図る

・ 融資関連契約書、書式の改定を実施。
・ お客さまご意見、情報のシステム化により、行内ＬＡＮによる顧客情報の
収集、管理態勢を開始した。
・ 役員及び本部関連部署が参加しての苦情処理態勢をさらに強化し、業務の
改善、ＣＳの向上、リスクの軽減を図ることを目的として、「苦情処理委員
会」の設置、開催。
・ 苦情事例の全部署への開示を実施し再発防止を徹底。

＜分析・評価＞
苦情処理、顧客満足に関する取組みについては、計画通りの進捗状況である。
＜課題＞
法人先に対する満足度アンケートの実施

静岡

(1) 引続き現行の苦情処理体制を維持するとともに、再
発防止に向けた啓蒙を推進
(2) ＣＳ意識の定着化
(3) 類似苦情の傾向と要因分析を行ない再発防止策を検
討
(4) 顧客への説明態勢をより一層整備

(1) 苦情事例の営業店還元を継続実施
(2) 類似苦情の傾向と要因分析の精度を高めるため、苦情分類項目
の見直しを実施
(3) 類似苦情の傾向と要因分析に基づき再発防止策を立案するとと
もにその後の苦情発生件数の推移等からそれら防止策の効果測定を
行い、必要に応じて更なる防止策を立案する体制を構築
(4) 包括的な説明マニュアルを作成するとともに内部監査による説
明態勢の実効性の検証を実施

(1) 苦情事例につき営業店への還元を継続実施。
(2) 苦情につき苦情対応記録簿を改定のうえ業務・商品別、原因別の分類項
目を細分化し、要因分析の精度向上を図り、再発防止策を34件実施。
(3) コンプライアンスオフィサーによる全店臨店を通じたモニタリング（17
年度全店臨店）及び営業店指導の実施、ならびに監査方針に基づく検査を実
施。

(1) 現状の分析と評価
・苦情事例の継続的な還元により、営業店と情報を共有化した。また再発防止策を34件実
施するとともに、苦情の分析を通じ再発防止策の実効性の検証を行った。
・コンプライアンスオフィサーによる臨店を通じ、営業店長への牽制機能を発揮し、苦情
処理態勢のモニタリング及び指導を実施するとともに、改善指導事項のフォローアップを
行ない改善状況及び定着化を確認し実効性の向上を図ることができた。
(2) 課題と対応方針
・「支店サポート部お客さまサービスグループ」を新たに設置し、関連部とも連携のう
え、苦情・要望等を商品企画を含むCS施策に直接反映させる取組みを行なっていく。
・18年11月より苦情報告をシステム化し、苦情の要因分析の精度をさらに高め、継続的に
再発防止策を立案、実施する。
・コンプライアンスオフィサーによる全店臨店を継続実施し、営業店における苦情処理態
勢のモニタリング及び改善指導を強化する。
・優越的地位濫用防止に向けたモニタリング態勢強化、「独占禁止法遵守の手引き」の改
定および周知徹底を図り、取引等の適切性確保を強化する。

スルガ

１．お客さまへの与信取引における説明態勢の維持強化
（集合研修実施により顧客説明マニュアル等内部規程遵
守を徹底）
２．社内管理プロセスの的確な運用ならびに全社員の問
題意識の共有化 による、利用者保護・利用者利便の向上
促進

１．顧客説明マニュアル等内部規程の拡充
２．相談苦情処理態勢の維持・強化
（１）イントラネットの「お客さまの声」「法人アラーム掲示板」
「コンプラアンス・メールマガジン」の運用強化
（２）ホームページ上の、お客さまからの苦情やお褒めの言葉、改
善事例掲載の継続実施
３．全社員向けのコンプライアンス研修、融資担当者向け勉強会
「法人融資実践講座」等の継続実施
４．「地域金融円滑化会議」での意見交換による相談苦情処理機能
の強化

１．ロールプレーイングによる窓口応対レベルの向上
２．与信取引における説明態勢の維持強化
３.証券・保険業務における説明態勢の維持強化
（１）証券外務員登録者向けの「証券コンプライアンス研修」および「商品
勉強会」を開催
（２）投信会社によるお客さま向け投信銘柄運用報告会を実施
（３）個人・法人融資先に対する投資信託の勧誘・販売基準制定
（４）高齢者の基準を厳格化
（５）換金時ならびに乗換取引時の説明態勢を強化

１．優越的な地位の濫用の防止を含む取引等の適切性確保への取組みについてはコンプラ
イアンス態勢のさらなる強化を実施
２．コンプライアンス研修、融資担当者・所属長向けの勉強会開催などにて優越的な地位
の濫用の防止を含む取引等の適切性確保への取組みについて周知徹底
３．投信販売先のうち、高齢者については各営業店支店長が定期的に面談するなど、顧客
への説明態勢について実効性を確保
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年9月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題

泉州

・顧客説明マニュアル等の内部規定の整備
・包括保証受入先に対する保証書切替え対応
・苦情等実例の分析・還元

①顧客説明マニュアル等の内部規定の整備
②包括保証受入先に対する保証書切替え対応
・包括保証受入先に対して、保証受入見直し及び限度保証又は確定
保証への順次切替え（19年2月まで順次展開）
③苦情等実例の分析・還元
・コンプライアンス委員会にて事例の検討・対応策を協議
・融資責任者会議等にて、苦情・トラブル事例を還元
・「苦情・トラブル解消塾」を開催し、その内容を本部・営業店に
水平展開

①顧客説明マニュアル等の内部規定の整備
・「融資規定」「事務取扱手続」「融資役席行動基準マニュアル」「与信に
関する顧客説明ルール」改定、「不動産担保評価マニュアル」制定
②包括保証受入先に対する保証書切替え対応
・包括保証受入先に対して、保証受入見直し及び限度保証または確定保証へ
の順次切替えを開始
・“第三者保証については原則受入れない”方針を営業店向けに再度明示
・保証受入れに関するQ&Aまとめ、営業店全店へ配布
③苦情等実例の分析・還元
・コンプライアンス委員会（毎月開催）にて、事例の検討・対応策を協議
・融資責任者会議等にて苦情・トラブル事例を還元、優越的地位の濫用禁止
について注意喚起、勉強会等を実施
・「苦情・トラブル解消塾」を開催し、その内容を本部・営業店に水平展開

〔分析・評価〕
・行内関連規定・マニュアルの整備完了、各種ツールも順次改定
・包括保証受入先に対する保証書切替えも順次対応中
・苦情等実例の検討・対応策を協議し、本部・営業店に水平展開
〔今後の課題〕
・各種法改正・制度変更等があった場合、各種規定・マニュアルへの反映、契約書関係の
一部見直し～保証協会の責任共有制度導入、株券電子化への対応
・包括保証先に対し、一斉切替えを順次対応
・苦情・トラブル事例について検討・対応策を協議し、その内容を本部・営業店へ水平展
開

○顧客説明マニュアル等の内部規程の整備
「顧客説明マニュアル」等の見直しを行うとともに、機
会教育を徹底する。

「顧客説明マニュアル」等を適時見直しするとともに、行内研修等
の機会教育を通じて、より強固な顧客説明態勢を構築する。

1．包括根保証契約の適切な見直しを行い、「顧客説明マニュアル」を改正し
た。
2．顧客説明態勢にかかる行内研修を実施し、機会教育を徹底した。

「顧客説明マニュアル」等は適時見直しを行っている。
より強固な顧客説明態勢を構築するため、行内研修・機会教育を徹底する。

○営業店における実効性の確保
「顧客説明マニュアル」等の見直しを行うとともに、機
会教育の徹底、内部監査の実施等により、その実効性を
確保する。

内部監査項目に説明状況のチェックを組入れ、実効性の確保に努め
る。

内部監査の検証項目に説明状況のチェックを組入れ、担当者へのヒアリング
を監査時に実施した。

引き続き機会教育の徹底、内部監査の実施等により、その実効性を確保する。

○苦情等実例の分析・還元
苦情等実例の分析・還元を定期的に行い、同様の苦情内
容の再発防止に努める。

１．発生した苦情事例や「銀行とりひき相談所」から還元される苦
情事例等に基づき、本部で勉強会資料を作成するとともに、定期的
に全部店へ還元し、同様の苦情内容の再発防止に努める。
２．お客さまからのご意見・ご要望の収集体制を整備するととも
に、苦情事例等の行内における共有化を図ることにより、サービス
改善・向上に努める。

１．苦情事例等に基づく勉強会資料を作成し、定期的に全部店へ還元した。
２．法令等遵守責任者を対象とした行内研修を実施した。
３．兵庫県地域金融円滑化会議に出席し、情報収集に努めた。
４．臨店指導により、営業店の苦情等処理態勢の向上を徹底した。

勉強会資料の活用と機会教育の実施により、苦情等実例の分析と発生防止に努めた。
引き続き、お客さまからのご意見・ご要望の収集体制を整備するとともに、苦情事例等の
行内における共有化を図ることにより、サービス改善・向上に努める。
顧客への説明態勢について、研修、内部監査等を通じ、実効性の確保に努める。

但馬
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年9月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題
○顧客への説明態勢の整備
・ 店頭での均質で分かり易い融資取引にかかる顧客説明
実施のため、各種契約内容の説明を本部作成で映像化
し、顧客・顧客利害関係人への映像による説明のための
視聴環境を店頭に設ける
・ 映像による説明の視聴後、行員が顧客等の不明点に絞
り詳細説明を行う説明方法への変更を図り、行員の説明
負担の軽減を図るとともに顧客等の理解度向上、説明の
実効性向上を図る
・映像による説明は、同一内容をホームページにも掲載
する

・融資取引に係る契約内容の説明をDVD（映像化・音声化）で製作す
る
・店頭に説明専用のDVDプレーヤーを設置し、顧客等に視聴頂く環境
を設ける
・DVD視聴後に不明な点がないかを確認し、行員はそれに絞って詳細
説明を加えるなど説明方法を変更し、マニュアル等に反映し、事務
取扱上の規則を明確にする
・顧客の利便性を確保するため、当行ホームページにも同じ映像を
掲載し、来店できない顧客等にも対応する

・ 17年11月に全店に165台のDVDプレーヤーを設置し、全店での説明映像視聴
環境を整備
・ 18年1月に消費者ローン、改定版住宅ローンの説明映像を全店配付すると
ともに、ホームページにも掲載
・ 18年3月には事業性資金用として銀行取引約定書他各種契約書条項の説明
用映像を全店配付
・ 住宅ローン新規顧客に対するアンケートを実施することとし、その内容検
討に着手
・ 行員が習得用の解説ビデオ作成を行うこととし、その内容検討に着手

・ 17年11月には全店に165台のDVDプレーヤーを設置し、全店での説明映像視聴環境を整
え、住宅ローン用・消費者ローン用・事業性資金用の説明映像を製作し、全店配付
・ ひとまず映像による説明体制を構築できたものと評価している
・ 消費者ローン用、事業性資金用の契約に関する顧客説明は汎用性のある説明映像である
ため、内容については顧客要望等を踏まえ、今後も必要に応じ、見直しを図る方針

○相談苦情処理機能の強化
・営業店に苦情内容の認識の徹底を図る
・各営業店から報告を受けた内容を精査し、全店に共通
の問題か特定店の問題か等を把握し対応していく
・苦情・要望に対する対応強化により、苦情の削減を図
る

・苦情対応マニュアルの改定
・苦情・要望記録票を改訂（新しい分類項目を設ける）し、苦情内
容について本部と営業店との認識を共有し、営業店・本部一体と
なった態勢整備に努め、苦情の削減を図る
・営業店においても、自店の苦情の内容、傾向を分析・対応し、同
様な苦情の発生防止を図る
・苦情分析を充実させ、３カ月毎に分析結果を営業店に還元。還元
資料をもとに営業店にて勉強会を実施し、実施報告を求める

・月次で分析を実施し、本部会議にて分析結果を報告
・「苦情対応マニュアル」「苦情・要望記録票」の改定実施
・「苦情・要望記録票」の役員回付基準を制定
・苦情内容を要約した一覧表を営業店へ毎月還元し、勉強会の実施を義務付
け
・苦情のポイントを絞った行内ニュース「今月のHot Voice！」「Attention,
please！」を発行
・接遇向上キャンペーン「スマイルNo.１」の実施（17年11月～12月）

・全体的に計画どおりに進捗している
・プロセス別の分析を検討

広島

○顧客との共通認識の醸成と相互理解の向上に向けた取
組みを徹底するなかで、説明態勢の一層の強化を図る。
○相談・苦情の原因分析に基づく再発防止策の実施と、
内部監査体制の強化により、営業店における実効性を高
める。

○「スマイル＆ハイクオリティ運動」の実施による、顧客満足度向
上に向けた取組強化
○「説明義務遂行マニュアル」の改正・「説明シート」の追加等に
よる説明すべきポイントの明確化と、取引関係の見直しや経営改善
指導場面における相互理解の向上等による説明態勢の強化
○相談・苦情事例の分析を踏まえた的確かつ迅速な再発防止策の徹
底と、説明義務遂行状況のチェックによる説明態勢の強化
○「地域金融円滑化会議」への参加により、構成メンバーとの情報
交換を活用した対応策の検討

○「好感度NO.1運動」を17年4月から「スマイル＆ハイクオリティ運動」に刷
新し、顧客満足度の一層の向上に取組んだ
○「説明義務遂行マニュアル」の改訂、「保証・担保提供意思確認書」「同
意思確認チェックシート」の様式改正等を実施
○お客様相談記録簿作成システムを導入（6月）し、苦情・相談内容分析を高
度化（分類項目の精緻化・データ化）
○徴求すべき保証人の要件、第三者からの担保・保証徴求時の取扱方法等を
明確化（11月）するとともに、「融資基本研修」を開催（2月）し、説明義務
遂行を徹底
○「地域金融円滑化会議」へ参加（9月、2月）し、相談・苦情対応・説明態
勢等に関する情報交換を実施
○取引等の適切性確保への取組みに関する検証を実施
○短期プライムレートの引き上げを想定し、説明会を開催（9月）のうえ説明
義務遂行を徹底
○苦情・トラブルにかかる本店部取扱要領を制定し、一元管理を強化

○説明態勢の整備・相談苦情処理機能の強化に向け、「説明責任ガイドライン」等を踏ま
えた各種規定・マニュアル等の整備は進展。
○より一層の説明態勢強化に向け、研修等の開催により説明態勢の強化・定着化を図る。

百十四

【顧客への説明態勢の整備】
・「与信取引における顧客説明の手引き（１７年３月制
定）」を営業店に浸透させます。
・融資支援システムによる顧客説明（交渉経緯）の記録
を定着化します。
・苦情等の再発防止のため、融資支援システムに記録さ
れた交渉経緯を分析し、随時「与信取引における顧客説
明の手引き」に反映します。
・融資謝絶時の取扱については、事務取扱規定に反映し
ます。
【相談苦情処理機能の強化】
・苦情の要因分析を徹底し、有効な再発防止策を実施・
検証します。

・融資支援システムに記録された交渉経緯を分析し、お客さまへの
説明が不十分な場合、再発防止のため手続を改定します。また、ト
ラブル事例等を分析し、営業店に還元します。
・監査部の営業店検査、階層別研修等を活用し、浸透に努めます。

・17年4月、融資謝絶時の交渉経緯の本部ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞを開始しました。
・17年7月、保証書を改訂しました。
・17年8月、苦情の要因を分析し、報告する体制を整備しました。
・17年8月、融資謝絶時の取扱を事務取扱規定に定めました。
・17年11月、与信関係の苦情要因を分析、再発防止を営業店に周知しまし
た。
・18年1月、ローンの否認・取下案件管理について取扱手続を明文化しまし
た。
・18年6月、苦情処理の一元管理部署として「お客さま相談センター」を設置
しました。
・18年7月、借入意思確認、写し交付の記録化とあわせて「意思確認チェック
表」を改定しました。
・18年8月、金利引上げ交渉時のQ&Aを策定・周知しました。

・ 概ね計画どおり進捗しています。
・ 「お客さま相談センター」がお客さまの苦情やご意見に対応し、商品・サービスの改善
に努めます。

山陰合同
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年9月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題

佐賀

説明責任ガイドラインを踏まえた顧客への説明態勢の整
備、相談苦情処理機能の強化
○「手引き」「通達」「集合研修」「通信講座」「苦情
等の分析・還元」などの行内態勢の定着と確立により、
行員への意識浸透、トラブル発生防止と共にお客様との
信頼関係強化を図る。

○平成17年度以降融資関連「集合研修」時に「融資説明義務の重要
性について」研修
○平成17年度以降通信講座「融資取引の説明に強くなる講座」を継
続実施
○関連部署（審査第一部、審査第二部、経営管理部、人事企画部）
の連携を継続
○苦情発生時はその要因を分析し、対応策を営業店に還元し、情報
を共有化並びに再発を防止

○通信講座「融資取引の説明に強くなる講座」を引き続き開講した。
○融資説明義務について集合研修時に周知した。
○実際の苦情事例に対して、再発防止の観点から原因分析を行い今後の対策
も含めて全店に示達すると同時に手引きに事例として追加掲載した。
○「苦情等事案記録簿」を毎月取りまとめ主な苦情(総件数42件)について
「苦情事例集」として事実関係と原因を調査し、問題点と対策を明確にして
各部室店に通達として事例開示した。
○「苦情事例ニュース」は、平成18年4月から内容をより充実したものとして
「苦情事例集」に集約した。
○「相談事例ニュース」は、総事例件数6件について通達した。
○関係各部への検討改善依頼　8件

○苦情事例等の分析と再発防止のため営業店への還元や、集合研修における融資説明義務
の周知も行っており、説明態勢の整備、相談苦情処理機能の強化を図っている。今後も以
上の行内体制を維持し、全行員へ意識を更に浸透させる。
○苦情等の分析・還元などの行内態勢の定着と確立により行員への意識浸透させる体制は
できている。また､お客さま相談室から関係各部への改善検討依頼はより小さな事項につい
ても要請し組織的対応は強化されつつあり今後ともトラブルの再発防止の観点から積極的
に関係各部と連携し改善強化を図る。

○顧客説明マニュアル等の内部規程の整備と営業店にお
ける実効性の確保
・営業店におけるさらなる実効性の確保を図るため、プ
ロセスチェックを含むチェック機能の強化を推進すると
ともに、営業店指導を実施する。

・債権書類の本部収納時における点検マニュアルの見直しと本部
チェック態勢の活用（点検結果の分析・還元）
・自店検査における検証項目の追加
・臨店検査時の重点検証事項洗出しと検証手法検討、検査マニュア
ル見直し、検査実施
・既存集合研修における関連カリキュラムの組入れ

・債権書類の本部収納時における点検マニュアルを平成17年9月に改定実施
（金融庁の監督指針や改正法に伴う融資事務取扱の改定ならびに営業店から
の照会事項を反映）
・本部収納時の点検結果から不備事項を還元し、継続的な指導を実施
・自店検査検証項目に顧客への説明態勢にかかる項目を追加し、運用中
・臨店検査時に使用する融資検査マニュアルの改定を実施
（18年3月）
・オフサイトモニタリング専担者を18年4月に監査部に配置し、KeyMan交渉履
歴を通して、顧客保護等管理態勢面についてモニタリングを継続的に実施
し、臨店検査で事実を確認している
・既存集合研修におけるカリキュラム組入れ実施6回（融資取引における顧客
の説明態勢・説明責任・債権書類作成事務等）
・コンプライアンス臨店指導において、融資取引における説明義務の
徹底状況を点検（46か店実施）
・営業店勉強会の教材資料「顧客との交渉時におけるコンプライアンス上の
留意点」（17年5月）、「不公正な取引方法について」を配付（18年2月）
・コンプライアンス担当者会議（全9回）において、優越的地位の濫用等独占
禁止法違反の防止について注意喚起。あわせて、「取引等の適切性確保への
取組み」については、「独占禁止法に係る一斉点検」（18年8月）を実施

・債権書類の本部収納時における点検マニュアルを会社法等の法改正および営業店からの
照会事項を反映し、改定予定
・引続き債権書類本部収納時における本部チェック態勢、集合研修を活用していく
・顧客への説明態勢の実効性確保のため、プロセスチェックを含む監査手法の見直しによ
りチェック機能をさらに強化していく
・営業店指導については、コンプライアンス集合研修、臨店指導、勉強会資料の配付を通
して継続的に実施し、更なる実効性の確保を図る

・現態勢を堅持し、苦情等実例の分析・還元を継続して
いく。

・既存の苦情・事務ミス対策協議会、苦情・事務ミス報告書データ
ベースを活用した実例の分析・還元

・苦情･事務ミス対策協議会の実施6回
・苦情･事務ミス対策協議会実施後、苦情等実例の行内への還元を実施

・今後も現態勢を堅持し、相談苦情処理機能の強化を図っていく

鹿児島
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(6) 人材の育成
銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年9月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題

みちのく

地域的な要因や業種的特性を考慮した上で企業の現状を把握
し、企業の将来性、技術力を的確に評価できる能力および経営
相談・支援能力の向上を図る。また、事業再生・中小企業金融
の円滑化を推進していく人材育成を図る。

①行内集合研修の実施
②地銀協集合研修への派遣
③自己啓発の奨励

①行内集合研修
企業取引にかかる研修を6講座7回開催、172名参加。
②外部研修派遣
地銀協派遣実績は、9講座18回21名派遣。
外部トレーニーは、3社3名派遣。
③自己啓発の奨励
リレバン関連通信講座受講実績は18講座201名受講

地域密着型金融を推進していくための人材育成については、３つの取組
（①集合研修実施、②行外研修派遣、③自己啓発の奨励）を柱として概ね
計画通りに進んでいる。平成１８年１０月以降については、前年度の取り
組みを継続し、当初計画のとおり３つの柱を中心に人材育成に積極的に取
り組んでいく。特に行外研修に積極的に行員を派遣し、実践力のある人材
育成を強化していく。

岩手

・ 企業の将来性や技術力を的確に評価できる能力（目利
き）、および経営支援の能力向上のために、行内研修を実践型
とし、より充実させるとともに、地銀協等で開催する行外研修
への派遣、通信講座の斡旋を行うほか、休日セミナーを開催す
る。また、行内で相応の「目利き」能力を有すると認めた行員
を「融資ＳＰ」(融資セールス・プロモーター)として認定して
いるが、この有資格者数の増加を図り、現場での実際の対応レ
ベルを向上させる。
＜平成１８年度までの目標＞
・ 行内研修受講者：２５０名
・ 地銀協等講座派遣者：２２名
・ 通信講座受講者：５００名
・ 休日セミナー受講者：２５０名（「目利き・中小企業支
援」関連１５０名、「企業再生」関連１００名）
・ 「融資ＳＰ」の有資格者数の増加…２５３名 (17/3)→３０
０名(19/3)

・ 行内研修の充実では、外部講師を活用するとともに
「目利き・経営支援能力の向上」に関するカリキュラムを
導入した研修を引続き実施するほか、渉外担当者を対象と
する経営支援に関するスキルアップのための研修会を開催
する。
・ 地銀協等講座派遣については、新アクションプログラ
ム対応講座に本部行員および営業店行員を可能な限り派遣
する。
・ 通信講座の受講については、前年度まで「目利き」
「中小企業支援スキル向上」「企業再生支援」を斡旋し基
礎知識の習得を図ったが、今年度からは、実践コースを中
心に斡旋し実践力の向上に努める。
・ 休日セミナーについては、これまでと同様、「目利
き・中小企業支援」「企業再生」に関連するセミナーを開
催する。

・ 「融資ＳＰ」の１８年９月末有資格者数は２７３名とな
る。
・ 「目利き」「経営支援」に関するカリキュラムを導入した
行内研修の受講累計実績（受講者数２３８名）
・地銀協が実施する「目利き」「経営支援」に関する講座へ
の派遣累計実績（派遣者数２１名）
・ 「目利き」「経営支援」に関する通信講座の受講累計実績
（受講者数４０５名）
・ 休日セミナーの受講累計実績（受講者数２４４名）
「目利き・中小企業支援」３セミナー開催、受講者数１９０
名
「企業再生」１セミナー開催、受講者数５４名

・「融資ＳＰ」有資格者は３００名の目標に対し２７３名となっている
が、資格認定要件一部未達者２８名および今年度研修受講者３３名に対し
研修会等を強化し、資格認定者を増加させていく方針である。
・行内・行外派遣研修および休日セミナーは、当初計画どおりに実施して
いる。
・通信講座については、受講者数目標５００名に対し４０５名となってい
るが、１８年下期の受講申込者数は１４８名であり、目標を上回る見込み
である。

東北

・ 行内中小企業診断士による集合研修にて、企業の将来性や
技術力を的確に評価できる人材を育成し、キャッシュフローを
重視した担保・保証に過度に依存しないスキルを更に向上させ
る。
・　担当者レベルの底上げを図るため、行内外研修への参加と
通信講座の推奨を行う。

○　企業の将来性、技術力を的確に評価できる（目利き）
人材の育成、経営支援の能力の向上
・ 目利き能力向上に資する研修を半期に１度開催する。
・ 融資トレーニーの継続により、審査能力の優れた人材
を養成する。
・ 地銀協集合研修への派遣により、担当者レベルの底上
げを図る。
・ 業種別審査能力の向上を図るため、地銀協通信講座の
受講を推奨する。

・ 中小企業大学校へ研修派遣　　　　　2名
・ 地銀協等外部研修への派遣　　　　　5名
・ 経営改善・事業再生実務研修の実施　28名
・ 融資トレーニーの実施　　　　　　　10名
・ 通信講座受講者　　　　　　　　　　 122名

外部研修への派遣は計画どおりに実施したが、行内研修については開催が
やや少ないものもあり、18年下期については計画的な開催を予定してい
る。
通信講座については、年間を通じて積極的に取り組んでいる。
引き続き、着実なレベルアップを進めていく。

山形

１．創業・新事業支援の実践的活用を促進するため研修を充実
する。
２．経営相談・支援のコンサルティング・ノウハウを高度化さ
せるため研修を充実する。
３．事業再生のノウハウの蓄積と共有化を目的に、関連する研
修への派遣継続と充実を行う。

１．地銀協等の行外研修を活用する。
２．行内研修の内容充実を図る。
３．外部講師による休日セミナーを実施する。
（既存３講座に加え新規講座を実施する。）
４．外部機関への人材派遣を行う。
５．営業店行員の本部担当者、外部コンサルタントとの帯
同訪問を積極的に行う。

１．経営相談・支援および事業再生に関する指導者育成に向
け、行外研修に派遣した。（21名）
２．創業・新事業支援や経営改善支援に関する内容を充実
し、行内研修を実施した。（9研修：233名）
（１）法人専担者研修および法人コース（38名）
（２）企業調査ⅠおよびⅡ（73名）
（３）やまぎん経営塾（47名）
（４）融資担当者および管理者研修（41名）
（５）融資特別および融資管理者研修（28名）
（６）業種別能力開発および企業支援室トレーニー（6名）
３．休日セミナーを実施した。（4講座：受講者159名）
（１）中小企業診断士養成講座（46名）
（２）経営指導のための会計講座（30名）
（３）FP１級セミナー（46名）
（４）最高財務責任者養成講座（37名）
４．経営相談等に関する実務担当者の育成を図った。（76
名）
（１）行外研修派遣他（68名）
（２）外部機関派遣（8名）
５．営業店行員と本部担当者・外部コンサルタントとの帯同
訪問を実施した。（延べ100ヵ店）

１． 実践力の向上を目的に、各種研修を実施する。
２． 実務担当者の育成に向けて本部担当者を派遣していた行外研修の対
象者を営業店担当者にも拡大した。また、公募制とし受講者の意識向上を
図った。
３． 企業支援室や営業企画部、および外部コンサルタント、中小企業診
断士との帯同訪問によりノウハウの蓄積が図られた。
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年9月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題

常陽

･外部講師等の活用により研修内容の充実を図っていく。
･専門的人材の育成機会として、外部研修等を積極的に活用し
ていく。
◎中小企業診断士・経営コンサルタント等高度なスキルを持つ
人材の育成：10名

・行内融資関連研修会等の内容見直し
・事業再生・中小企業金融の円滑化に関する内容を盛り込
む
・受講資格等の見直しを行い、受講機会の拡大を図る
・地方銀行協会主催の集合研修への本部行員等の派遣～指
導者育成
・指導者育成の位置付け
・中小企業支援の専門資格保有者の育成
・中小企業大学校、社会経済生産性本部への派遣
・中小企業診断士・経営 ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ等の資格者を10名程度養
成
・業務出向による業界特性習得者の育成
・自己啓発ポイント制度の導入
資格取得・通信講座受講をポイント化し、自己啓発や能力
開発に対する動機付けを強化する。

・法人営業主任研修会をはじめ法人営業関連研修会を3講座新
設したほか、融資関連研修会を目的別に再編し各研修会を開
講。
･地方銀行協会主催の4講座（中小企業経営支援講座等）に6名
の
 本部行員を派遣。
・中小企業支援の専門資格保有者は、17年度及び18年度上期
は新たに11名が資格取得(中小企業診断士8名・経営コンサル
タント3名）。
・業務出向による業界特性習得者の育成として、6名を異業種
へ派遣。
・自己啓発や能力開発の動機付として自己啓発ポイント制度
を導入。

・事業再生と中小企業金融の円滑化に関する行員のスキルは、着実に向上
しており、引き続き行内研修の内容の充実を図っていく。
・リーダー養成のための地方銀行協会集合研修への派遣や業界特性習得の
ための業務出向等、外部への派遣も計画通りに進捗。
・中小企業支援のための高度なスキルを持つ人材育成についても、数値目
標10名に対して、11名が当該資格取得し、目標達成済であるが、さらなる
取得促進を図っていく。

足利

(1) 行内研修のレベルアップを図り、「目利き」能力、経営支
援能力を有する人材の育成を強化する。
(2) 地銀協主催外部研修、外部トレーニーの派遣を通じ、事業
再生・中小企業金融の円滑化に向けた人材を育成する。
(3) 「目利き」能力・経営支援能力養成を目的とした、行内外
の研修（下期具体的取組策記載）に2年間で120名を派遣し、ソ
リューション営業手法の能力向上と習得知識の活用を図る。

(1) 行内研修「ソリューション営業講座」（外部講師）の
実施回数拡大。（年2回から年3回へ拡大）
(2) 行内研修「企業支援ソリューション講座」（外部講
師）の継続実施。
(3) 地銀協講座「営業店法人取引専担者講座」への派遣。
社会経済生産性本部への派遣。

(1) 「ソリューション営業講座」、受講者66名。
(2) 「ソリューション営業フォロー講座」、受講者39名。
(3) 「企業支援ソリューション講座」、受講者26名
(4) 「企業支援ソリューションフォロー講座」、受講者48名
(5) 地銀協主催「営業店法人取引専担者講座」、派遣者17
名。
(6) 社会経済生産性本部、派遣者3名。

(1) 修得した知識の実践活用とそのフォロー態勢の構築。
(2) 目的とスキルに則した研修の企画・実施。

第四

①創業･新事業支援機能等の強化
・中小企業の経営活動全般に対する適切な指導・助言を行える
専門家を育成する
②取引先企業に対する経営相談･支援機能の強化
・行外研修への派遣、経営改善能力養成研修を実施し、営業現
場での支援活動のレベルアップを図る
③事業再生に向けた積極的取組み
・各種行外研修等に派遣し、企業再生のための実務的な能力、
各種再生手法の習得等を図る

①創業･新事業支援機能等の強化
ｱ．外部出向
ｲ．外部研修への派遣
ｳ．行内研修の実施
②取引先企業に対する経営相談･支援機能の強化
ｱ．外部研修への派遣
ｲ．行内研修の実施
③事業再生に向けた積極的取組み
・地銀協主催の｢企業再生支援人材育成研修｣に派遣

①創業･新事業支援機能等の強化
・外部出向として、中小企業基盤整備機構に1名、若手行員を
取引先企業等に6名派遣
・外部研修への派遣として、本部専担者を中心に地銀協主催
「目利き研修」に14名派遣
・行内研修の実施として、法人営業研修を41名が受講
②取引先企業に対する経営相談･支援機能の強化
・外部研修への派遣として、地銀協主催の「中小企業支援ス
キル向上研修」に6名派遣
・行内研修として、経営改善能力養成リーダー研修を97名、
経営改善能力養成研修を287名が受講
③事業再生に向けた積極的取組み
・外部研修への派遣として、中小基盤整備機構の企業再生支
援研修へ2名、地銀協主催「企業再生支援人材育成研修」等に
5名、その他外部研修に2名派遣

・ 若手外部出向は継続予定。外部研修についても、異動者を中心に継続
派遣予定
・ 18年度は、17年度に経営相談･支援機能の強化を目的に開催してきた行
内研修に替え、取組情報の共有化と実践力の強化を目的とする「貸出資産
健全化会議」を開催している。上期に引き続き、下期も開催予定

北越

・ 企業の将来性、技術力を的確に評価する「目利き」能力、経
営支援能力の向上など人材育成に取り組む。
・ 行内研修については現行のカリキュラムを継続し行員のレベ
ルアップを図る。
・ 行外研修には、本部担当者のほか営業店行員の派遣も行い、
本部・営業店一体となった取組みを推進。
・ 関連する通信講座の受講を推奨するほか、中小企業診断士の
養成にも引き続き取り組む。

・ 行内研修の実施
目 利 き…法人担当者スキルアップ研修、融資ライセンス
研修
業種別目利き講座、企業調査セミナーなど
経営支援…企業経営改善支援研修など
・ 行外研修への派遣
地銀協「企業再生実務講座」「中小企業経営支援講座」な
ど
・ 中小企業診断士の養成
中小企業大学校への派遣、中小企業診断士養成講座の実施
など
・ 通信講座は、年２回定期的に受講を推奨。

・ 行内研修は経営改善支援研修など15講座21回を実施。
・ 行外研修は地銀協研修を中心に22講座へ35名を派遣。
・ 中小企業診断士は新たに5名が資格を取得。現在1名を大学
校に派遣。

・ 18年9月までに計画した各種施策は全て計画通りに実施。
・ 中小企業診断士の養成については成果を上げており、今後もさらなる養
成に努める。
・ 目利き、経営支援、事業再生ともに確実に行員のレベルアップが図られ
てきており、成果を上げている。
・ 今後も更に研修対象者の裾野を拡げ、能力向上を図る。
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年9月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題

山梨中央

１．企業の将来性・技術力を的確に評価することにより、中小
企業金融の円滑化を推進するため、「目利き」能力の向上を図
る。
２．取引先の事業再生に向けた取組みを強化するため、なお
一層、経営支援能力の充実を図る。

１．「融資エキスパート養成研修」を軸とする行内研修、
および行外への行員の派遣を継続実施するとともに、効果
的な人員配置により、行内のスキルアップに取組む。
２．主要な業種について、「目利き」のポイントを集約
し、実務上の活用に取組む。

１．「目利き」能力の向上・経営支援能力の充実を図るた
め、「融資エキスパート養成研修」を頂点とする以下の行内
研修に取り組んだ。
・平成１７年４月から平成１８年９月までに３回の「融資エ
キスパート養成研修」を実施した。（受講者計２４名）
・平成１７年度「融資審査部スタッフ制度」研修生２名を５
月から融資審査部に配属した。平成１８年度においても、２
名を同制度の研修生として融資審査部に配属した。
・「企業評価力養成研修会議」（２２名参加）、「支店長対
象融資研修会議」（７６名参加）、「役席対象融資研修会
議」（３回延べ２１９名参加）、「融資業務研修会議」（５
回延べ１４５名参加）、「法人渉外研修会議」（２回延べ６
３名参加）等の集合研修を実施した。
２．地銀協主催の「目利き」研修（２８名）、「中小企業支
援スキル向上」研修（２３名）、「企業再生支援人材育成」
研修（７名）、および中小企業大学校（２名）等、外部研修
への派遣を実施した。
３．効果的な人員配置を目的とする「融資関係人事情報交換
会」を実施した。
４．建設業および医療業界についての審査のポイントを策定
し、営業店に配付した。

  融資エキスパートを軸とする人材育成の基礎固めはできたものの、ＯＪ
Ｔの充実による裾野拡大が課題であり、融資エキスパートのフォローアッ
プ研修を通じて、態勢の充実に取組んでいく。
  また、融資担当者のスキルアップに向けたツールとして、引続き主要業
種の審査のポイントの策定に取組んでいく。

八十二

「目利き能力伸長」「中小企業支援スキルの伸長」「再生支援
スキルの伸長」の３テーマを中心に継続的に育成を図る。

対人対応力、目利き・中小企業支援スキル、再生支援スキ
ルの強化に向けた研修等の実施

・ 対人対応力：コミュニケーション基礎研修(２回)
・ 目利き能力、中小企業支援：法人営業トレーニー研修(３
回)、再生支援：経営改善支援実習（旧：業況悪化企業対応研
修）（３回）
・ 休日自主参加研修：46講座実施(参加者延べ 1,861名)
・ 地銀協研修（対応講座）に計15名派遣
・ 外部企業への出向、長期研修は18年10月1日現在26名

・ 集合研修、休日自主参加型研修ともに、予定通り実施。参加者も多
く、基礎知識の習得は進んだと認識。
・ 今後は知識を実践に展開することが課題であり、集合研修、休日自主
参加型研修をレベルアップしつつ継続実施していく。
・ 18年度下期は法人営業トレーニー（１回）、経営改善支援実習（旧：
業況悪化企業対応研修）（１回）ともにカリキュラムを拡充して実施予
定。休日自主参加研修は10講座程度実施予定。
18年度下期は地銀協研修（対応講座）へ5名派遣予定。他外部研修への派
遣、外部企業への出向も継続実施する。

北國

企業の将来性、技術力を的確に評価できる能力（「目利き」能
力）、経営支援の能力の向上など、事業再生・中小企業金融円
滑化に向けた人材を育成する。

○ 人材の育成と適切な人員配置による行内への浸透
・ 既存の行内研修・行外派遣体制の継続実施
・ アクションプログラム対応通信講座・参考図書の継続
推奨
・ 育成した人材の各エリアへの適切な人員配置

○ 行内研修
・ 17.5 「企業調査講習会」（みずほコーポレート銀行主
催）･･･15名受講
・ 17.6 「ソリューション営業研修（前半）」･･･19名受講
・ 17.8 「ソリューション営業研修（後半）」･･･19名受講
・ 17.8 自主参加型セミナー「事例に見る中小企業の市場創造
戦略」･･･145名参加
・ 17.11 「事業承継コンサルティング研修」･･･52名受講
・ 17.12 「ソリューション営業研修（前半）」･･･16名受講
・ 18.1 「法人新規開拓研修」の開催･･･30名受講
・ 18.2 「ソリューション営業研修（後半）」･･･16名受講
・ 18.6 「ソリュ－ション営業研修（前半）」･･･20名受講
・ 18.6 「事業承継コンサルティング研修」･･･27名受講
・ 18.6～9 「中小企業経営再生研修」･･･163名受講
○ 行外研修
・ 17.5 「事業承継トレーニー」（東京三菱銀行）･･･1名派遣
（1年間）
・ 17.6 「営業店役席者講座（企業取引研究コース）（地銀
協）･･･1名派遣
・ 17.7 「業種別企業経営研究講座」（地銀協）･･･1名派遣
・ 17.8 「中小企業経営支援講座」（地銀協）･･･1名派遣
・ 17.9 「企業調査講習会」（みずほコーポレート銀行）･･･1
名派遣
・ 17.10 中小企業大学校「中小企業診断士養成課程」･･･1名
派遣（1年間）
・ 17.10 「シンジケートローントレーニー」（みずほコーポ
レート銀行）･･･1名派遣（1年間）
・ 17.12 「業種別企業経営研究講座」（地銀協）･･･1名派遣
・ 18.5 「事業承継トレ－ニ－」（東京三菱銀行）への派
遣･･･
1名派遣（1年間）
・ 18.9 「企業調査講習会」（みずほコ－ポレ－ト銀行）への
派遣･･･営業店より1名派遣

　当初計画通りに進捗していますが、今後研修体制を継続実施し、目利き
能力のある人材をさらに行内に育成しながら、事業再生・中小企業金融の
円滑化に資するよう努めてまいります。
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年9月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題

福井

・渉外担当者が取引先とのリレーションを実行し、また中小企
業金融の円滑化に特化するための環境整備として、融資事務担
当者の育成を行い、全体的なレベルアップを図る。
・実践で活用できる「目利き」能力、事業再生、経営支援に向
けた行員の育成を図る。

・女性融資事務担当者の早期育成
女性事務職上位者８０名に対して、インターバル研修と実
践を行い、女性融資事務担当者として格付・自己査定業務
等の融資判断が必要な上級レベルで２０名、日常の融資業
務が可能な中級レベルで３０名を育成。合計５０名を営業
店にて実践させる。
・地場産業企業対象の行外研修への派遣（繊維・眼鏡・機
械金属　等）、行内研修の実施
福井産業支援センターによる地場産業企業対象の研修（業
界の動向から材料、製造、生産管理、営業企画までの一連
の流れを網羅する研修）に本部行員・営業店行員をバラン
スよく派遣し、業界企業を理解するともに、リレーション
強化と経営支援・事業再生に向けた人材の育成を図る。ま
た、目利き力向上・業界企業理解に繋がる行内研修を実施
する。

【行外研修への派遣】
①目利き力向上の行外研修派遣
各業種別の研修・セミナー10講座に17名を派遣。
②その他、行外研修派遣
経営支援・再生・階層別等24講座に35名を派遣。
③行内研修の実施
【女性融資事務担当者の早期育成】
①事務担当者・ＯＪＴＩの指名
当初26名指名。27名を追加し53名を指名。
②集合研修の実施

・行外研修、行外研修ともに、銀行目線だけではなく、異業種との交流や
外部専門機関講師など、研修参加者は企業の実態把握への新しい目線がつ
いてきている。
 研修へ派遣した職員については、人事企画チームと連携して、本部・営
業店の人事ローテーション等を考慮する必要がある。
・融資事務担当者育成について、日常業務基礎レベルには到達したが、判
断等の応用レベル習得には、渉外経験等顧客との交渉を数多く経験するこ
とが肝要である。
 本部としては各職員の習得状況を把握し、適切な集合研修の実施や営業
店に対して、ジョブローテーションの指導を行っていく必要がある。

スルガ

１．お客さまのニーズにお応えし長期的な視点でサービスを提
供するスキルの高い人材「ファイナンシャルコンシェルジュ」
を育成
２．研修、セミナーへの参加ならびに通信講座の受講等によ
り、事業再生・中小企業金融の円滑化に向けた人材を育成
（１）企業の将来性や技術力を的確に評価できる能力（「目利
き」能力）の向上
（２）経営支援能力の向上

１．社内融資勉強会「法人融資実践講座」開催
２．地銀協研修への派遣
３．慶應義塾大学ビジネススクールへの派遣
４．(財)企業経営研究所主催「スルガビジネススクールＭ
ＢＡ講座」への派遣
５．ＭＩＴ（マサチューセッツ工科大学）への派遣
６．しずおか産業創造機構への派遣
７．地銀協通信講座等の受講（①新アクションプログラム
総合コース②創業・新事業支援(目利き)コース③中小企業
再生コース等）
８．外部専門家、ターンアラウンド・スペシャリストとの
協働によるスキルアップ

１．法人融資実践講座の開催　全８回
２．地銀協研修への派遣(３１名)
３．慶応義塾大学ビジネススクールへの派遣（３名）
４．｢スルガビジネススクールＭＢＡ講座｣への派遣（７名）
５．ＭＩＴ（マサチューセッツ工科大学）スロ－ン経営大学
院への派遣（１名）
６．しずおか産業創造機構への派遣（２名）
７．地銀協におけるリレバン関連通信講座等の受講５６８
名）
８．経営品質協議会｢経営品質セルフアセッサー｣育成研修受
講（５９名)

１．人材育成については概ね計画通りに推移しており、今後も全社的な重
要課題として強化

清水

・企業だけでなく、業界や業種に精通し、お取引先と対等に話
ができる能力を持った行員の育成。
・中小企業診断士等の企業支援に有効な資格取得を推奨。
・支店マネジメントなどを学ばせる支店長研修の実施。

・外部出向者を講師とした研修の実施。
・お取引先をモデルとして事例研究を行い、企業理解を深
める研修(企業コンサルティング研修会)の実施。
・行員を育てる風土や目利きの実践等は、現場トップの意
識改革からという考えのもと、支店長を対象にマネジメン
ト能力の向上を目的とした研修を実施する。
・地銀協研修への派遣及び通信講座の斡旋を継続的に行
う。
・目利き養成講座受講者、延べ 1,000人を目標とする。
・ＩＳＯに基づいたトレーニー制度の実施。

・平成17年度上期中の目利き養成講座受講者 204人、下期中の
受講者449人、平成18年度上期中の受講者353人、延べ受講者
1,006人となる。
・中小企業診断士１名を養成するとともに、平成17年度下期
より中小企業大学校への派遣を実施。
・平成18年1月より外部講師を招き、支店長マネジメント研修
を3テーマ実施。また、平成18年8月からは営業力の強化を目
的とした3テーマ実施。
・平成18年2月に当行及び(株)清水地域経済研究センター共催
の「清水銀行経営セミナー」を開催。
・行内研修制度である「法人マーケットトレーニー」「審査
トレーニー」「ローントレーニー」を実施し、行員のスキル
アップに資する行内研修を実施。

・目利き養成講座受講者が累計で 1,006人と当初の目標を上回った。
・法人開拓・課題解決のためのバイブルとすべく、通信講座の受講を斡旋
していく。さらに、現場トップの支店長に対し、マーケティング手法習得
を目的としたマネジメント研修実施することで、その効果を高めていく。
・中小企業診断士等の中小企業支援に有効な資格取得を支援、行員のスキ
ルアップ強化をしていく。
・上期における研修のブラッシュアップを実施し、継続的意識強化を図
る。

三重

・基礎知識の定着に加え、専門性の高いスキルの習得に向けた
研修メニュー、研修機会の充実に取り組む。
・地域金融機関の行員に求められる”お客さまから信頼され、
ビジネスパートナーとして問題解決をサポートできる人材の育
成を目指す。
・研修受講人員目標　 19/3期　4,300人・日

・メガバンク企業調査部・審査部・法人営業部・海外支店
へのトレーニー派遣の実施。
・外部講師による研修プログラム充実、研修機会増加。
・通信講座、ｅラーニングの受講斡旋・勧奨。
・企業再生支援チームによる行内研修の実施。
・キャリアパスに沿った研修体制整備。

・メガバンクへのトレーニー派遣10名
・外部講師による研修を 109日開催、延べ1,776名受講
・地銀協研修「目利き・経営支援・事業再生」へ5名派遣
・企業再生支援チームによる行内研修を実施
・ＦＰ1級セミナー開催、地元大学大学院の経営セミナーへ6
名派遣
・研修延べ受講者　 18/3期 4,300人・日、 18/4～18/9　2,850
人・日

・新人から幹部職員まで幅広く、研修受講機会は拡大している。
・職員の基礎知識は確実に向上しており、より専門性の高いスキルの習得
を促進する。
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年9月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題

泉州

企業の将来性、技術力を的確に評価できる能力、経営支援の能
力向上など、事業再生・中小企業金融の円滑化に向けた人材の
育成

①センギンビジネススクール等の研修内容の整備・充実
②各種機能提供についての研修実施
③地銀協等、外部研修への参加
④各種勉強会・セミナー等の実施・参加
⑤通信講座の継続受講

①②各種研修の実施
・第４回センギンビジネススクール
・融資役席等を対象に審査部トレーニー
・融資業務室トレーニー
・融資推進機能習得研修
・事業承継上級研修
・融資推進セミナー
・新規塾の実施
・融資推進塾の実施
・外為推進トレーニーの実施
・外為推進担当者会議の実施
③地銀協主催「企業再生に関する研究会」に担当者派遣
④三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング等による行員向け
勉強会の実施
⑤アクションプログラム対応の通信講座の受講
(新アクションプログラム対応総合コース)
（業種別コース「医療・介護編」）
（業種別コース「中小建設　編」）

〔分析・評価〕
・中小企業支援スキルの向上を目的とした「融資推進機能習得研修」、
「事業承継」等の行内研修、「センギンビジネススクール」等の外部機関
を活用した研修、新アクションプログラム関連の通信講座受講奨励等、計
画通り実施
〔今後の課題〕
・新アクションプログラム関係の通信講座の受講継続
・各種行内研修の継続実施とブラッシュアップ
・地銀協研修への参加及び行内での水平展開の継続実施

紀陽

　経営相談・支援能力の向上および事業再生を目的とした研修
や自己啓発のサポートに積極的に取り組んでいく。その際、担
当者のスキルアップを図ることはもちろんであるが、事例を反
復して学ぶことにより、全体の問題意識の共有化とレベルアッ
プを図っていく。
　事業再生にかかる研修については、その対象を支店長や渉外
担当者に広げ、融資担当者まかせとすることなく、組織（営業
店）をあげての取組み体制を築く。
　また、外部人材の登用（キャリア採用）を実施することによ
り組織力を高めていく。

①行外トレーニーや地元企業への派遣等による実務能力の
向上
②行外研修への派遣によりスキルアップとマインドアップ
③法人対策研修や融資案件事例研修等の実践的な研修をと
おした人材育成
④Ｅラーニングを導入し研修頻度と対象者の拡大
⑤外部人材の登用

・株式公開支援業務習得を目的に証券会社へ１名、経営支援
を目的に地元企業へ１名を新たに派遣
・地域密着型金融推進に関する人材育成を目的として、地銀
協主催の集合研修に２０名を派遣
・企業の将来性や技術力を的確に評価できる人材育成のため
の研修の実施
　　法人対策研修（５日間、３１名）
　　融資基礎研修（３日間、４３名）
　　融資案件事例研修（２９名）
　　本部トレーニー（５日間、２７名）
　　支店長上海研修（５日間、８名）
・中小企業支援スキルの向上を目的とした研修の実施
　　経営改善支援研修（２４９名）
・キャリア採用した２名を融資部経営サポート室、ピクシス
営業部へ配置
・専門能力の向上を目的とした休日セミナーにのべ５７２名
が参加

・「企業再生」に関する人材育成について、融資部経営サポート室と連携
を図りつつ、計画通り研修を実施
・「目利き」「中小企業支援スキル向上」「企業再生支援人材育成」等を
目的とした行外研修への派遣を今後も積極的に実施
・専門知識の吸収やスキルアップを目的とした本部トレーニーや休日セミ
ナーを引き続き実施する。

但馬

行外研修、行内研修を通じて、事業再生・中小企業金融の円滑
化を推進していくための人材育成に努める。

行外研修等への参加、その受講者が中心となって実施する
行内研修、各種通信講座の受講等により、企業の将来性、
技術力を的確に評価できる能力（「目利き」能力）、経営
支援の能力の向上を図り、人材育成に努める。

１．目利き、経営支援、事業再生の分野の通信講座を受講さ
せた。
２．「新アクションプログラム対応総合コース」の通信講座
を受講させた。
３．業種別コースの３講座（旅館・ホテル編、医療・介護
編、中小企業編）とベーシックコースの２講座（創業・経営
支援、中小企業再生）を新たに開講し、受講させた。

地域密着型金融推進に関する通信講座を新たに採り入れ、通信講座を活用
した人材育成に努めた。
行外研修等へ積極参加して、その受講者が中心となった行内研修を実施す
る。

山陰合同

・継続的な行外研修への派遣、行内研修および通信講座により
コアとなる人材を育成するとともに、行内資格であるクレジッ
ト・オフィサーを認定し、より実践的で融資スキルの高い人材
を育成する
・行外研修…本部担当部署行員、営業店行員を地銀協研修に派
遣
・行内研修…営業店の融資役席、担当者を対象に実施
・クレジット・オフィサー…本部、ブロック店、市街地法人店
舗を中心に配属
・通信講座…対象を幅広く募集

・行外研修…地銀協「目利き研修」「中小企業支援スキル
向上研修」「企業再生支援人材育成研修」等に20名派遣
・ 行内研修…「目利き研修」「中小企業支援研修」「再
生支援研修」の実施
・クレジットオフィサー… 100名程度を認定し、主に本
部、ブロック店、市街地法人店舗を中心に配属し、実践で
の更なるスキルアップを図る
・通信講座…地銀協「創業・新事業（目利き）コース」
「中小企業再生コース」等の募集

・行外研修…地銀協研修へ16名派遣
・行内研修…「目利き研修」「中小企業支援研修」「再生支
援研修」に合計 90名参加
・クレジット･オフィサー… 131名認定
・通信講座…アクションプログラム対応の通信講座（15コー
ス）755名修了

・クレジット･オフィサーについては計画を上回るペースで認定 （計画80
名→実績131名）。その他はほぼ計画どおりに進捗している
・今後についても、実施スケジュールに沿った取組を行なう
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年9月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題

広島

○営業店行員については、インターバル研修により集中的に育
成する。
○本店部行員については、行外講習により、専門性の高いスキ
ルを習得させる。

○営業店行員の育成
　＜概要＞
 ・｢業種別企業掌握力強化研修｣（3日間－インターバル－
2日間）
 ・｢経営改善支援研修｣（2日間）
 両研修をセットとし、計７日間のインターバル研修とし
て実施
　＜育成対象者および人数、研修実施回数＞
 ・営業店の法人担当者でスキルアップが必要な行員 140名
を対象に、7回に分けて実施（平成17年10月以降）
  ＜研修内容＞
 ・事例研究により、企業の将来性・技術力を的確に評価
する手法や新
金融サービスの提供手法を習得
 ・実際の事例に基づき、経営課題の抽出手法および経営
改善策の構
築手法を習得
○本店部行員の育成
 ・地銀協が実施する研修プログラムの利用（8名派遣予
定）
 ・民間シンクタンク主催の研究会への参加（１名派遣）
○人材育成に繋がる企業派遣の実施

○営業店行員の育成
・｢業種別企業掌握力強化研修｣および｢経営改善支援｣を6回実
施し117名が受講
○本店部行員の育成
・民間シンクタンク主催｢ビジネスネットワーク研究会｣へ１
名派遣
・地銀協｢中小企業支援講座｣｢企業再生実務講座｣へ各3名派遣

○外部研修は計画通り実施
○行内研修は、当初計画では5回実施（受講者100名）を予定していたが集
中的育成の観点から回数を増やし、6回実施（受講者117名）
○今後とも研修については計画的に実施するなかで、関連部署との連携に
より、受講者の更なるステップアップを図る

四国

１．「目利き」、コンサルティング能力を備えた人材の育成
２．中小企業の経営実態について、経営全般にわたる判断がで
き、経営支援ができる能力の向上

１．「目利き」、コンサルティング能力を備えた人材の育
成
    人材育成のため、中小企業大学校、社会経済生産性本
部への派遣（年間4名程度）を継続するとともに、有資格
者等の活用を図る。
２．業種別やコンサルティング等の行内研修を体系的に実
施、また、地銀協等の行外研修に派遣（年間8名程度）や
通信講座等を活用し、中小企業の経営支援ができる能力の
向上に努める。

１．「目利き」、コンサルティング能力を備えた人材の育成
のため、中小企業大学校（3名）、社会経済生産性本部
（4名）に派遣
２．中小企業の経営全般にわたる判断ができる能力向上のた
め、「コンサルティング研修」、「業種別研修」等の行内研
修を実施（受講者141名）、企業の実態を把握する能力向上の
ため「中小企業経営の特性と実態把握」他３セミナーを斡旋
（受講者221名）
３．企業の目利き・経営支援・再生能力向上のため地銀協
「企業価値研究講座」他11講座に40名派遣、また、通信講座
を斡旋し304名修了

１．企業の経営ニーズを把握し、経営者の視点に立って課題・問題解決を
図れる人材育成のため、中小企業大学校・社会経済生産性本部への派遣を
継続、行内研修においても経営コンサルタント（社会経済生産性本部）に
よる「コンサルティング研修」や、業種別の特性を理解するため「業種別
研修」を実施、また、希望のテーマを受講できるようセミナーを斡旋
２．企業の経営支援能力向上のために、上記施策を継続的に実施し行員を
育成していくことが必要

西日本シティ

・ 企業の実態把握やキャッシュフローに着目した融資判断が
できる人材、新しい資金調達手法の提案・運用ができる人材
等、事業再生・中小企業金融の円滑化に資する人材を育成す
る。
・ 専門性の高い新業務分野（証券・生損保・ＩＴ・仕組金融
等）におけるより実践的なノウハウの習得のために、本部専門
スタッフを外部機関等（証券、都銀、関連業態等）へ派遣す
る。

・ 法人ソリューションマネージャー（以下ＳＭ）、ブ
ロックソリューションマネージャー（以下ＢＳＭ）、本部
直接渉外担当者等を対象にした育成カリキュラム（企業実
態把握、キャッシュフローに着目した融資判断に資する内
容）の策定・実施
・ 業界団体に要請されている「再生を促進し、かつ債権
保全を図るために必要な実務に則した研修等」への派遣等
・ 外部機関等（証券、都銀、関連業態等）への短期ト
レーニー等の実施

・ 企業実態把握、キャッシュフローに着目した融資判断に資
する研修・セミナーを実施した。　【 730名参加】
・ 業界団体に要請されている「再生を促進し、かつ債権保全
を図るために必要な実務に則した研修等」へ積極的な派遣を
行った。
◇業界団体（地銀協）主催の研修への派遣　【38名派遣】
◇医療経営セミナー等外部セミナーへの派遣　【19名派遣】
・ 外部機関（証券、都銀、関連業態等）への短期トレーニー
等を実施した。【10名派遣】

・ 企業の実態把握やキャッシュフローに着目した融資判断に資する行内
の研修・セミナーを前倒しで実施した結果、重点強化期間中の参加目標を
上回ったことは評価できる。（期間中550名の参加目標に対し、730名参加
済）
・ 外部機関への短期トレーニーについては、公募による人選を追加する
など、より積極的な派遣を行う。
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年9月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題

佐賀

・企業の将来性や技術力を的確に評価できる人材の育成を図
る。
・中小企業が抱える問題点や課題解決の方向性を見出すことに
より、経営改善指導及び支援への取組みができる人材の育成を
図る。
・業績不振企業の再建再生を主眼とし、事業や財務面での再構
築についての取組みができる人材の育成を図る。

・中小企業診断士養成のため、中小企業大学校へ行員を派
遣
・地方銀行協会主催集合研修へ行員を派遣
・企業経営支援研修・企業再生研修(行内研修)を実施
・中小企業診断士によるコンサルティング研修（行内研
修）を実施
・目利き研修(行内研修)を実施
・通信講座の履修を奨励

・中小企業診断士養成のため、中小企業大学校に1名を派遣。
(17年4月～18年3月)
・中小企業診断士合格のためのスクーリングに1名を派遣。
(17年10月～18年6月)
・地銀協主催集合研修｢業種別企業経営研究講座〔中堅・中小
不動産業編〕｣へ派遣。
・地銀協主催集合研修｢金融法務研究講座〔担保・保証に依存
しない融資に関する研究コース〕｣へ派遣。
・地銀協主催集合研修｢金融業務研究講座〔ビジネスマッチン
グ推進研究コース〕｣へ派遣。
・｢コンサルティング研修｣(行内研修：平成17年7月～12月)を
実施。
・関連会社佐銀ベンチャーキャピタルの社員及び起業家を講
師とする｢目利き研修｣(行内研修)の実施。
・外部講師、行外研修受講者等を講師とする｢企業経営支援研
修｣の実施。
・外部講師、行外研修受講者等を講師とする｢企業再生研修｣
の実施。
・通信講座については、｢経営支援スキルアップコース｣(地銀
協主催)他修了。
・その他地銀協主催集合研修へ派遣。
・その他外部講師、行外研修受講者等を講師とする研修の実
施。

・引き続き、｢目利き｣能力、経営支援の能力の向上など、事業再生、中小
企業金融の円滑化に向けた取組みを継続していく。

親和

・行内に「金融のプロ育成プロジェクト」を設置し、企業のラ
イフステージに応じた各種研修の実施等、育成施策を検討・実
施してまいります。
・大手行の審査ノウハウを人材育成に活用すべく、親密大手行
から人材を招聘いたします。

・法人営業・融資担当者を対象に、企業の実態把握手法の
習得を目的とした「法人営業プロフェッショナル研修」を
実施し、２年間で延２４０名の受講者数を目指します。
・支店長を対象とした審査トレーニーを実施し、２年間で
２０名の受講を目指します。
・平成１７年８月に親密大手行より部長クラスの人材を招
聘し、より高度な審査管理手法の習得と営業店行員の人材
育成を主体とした指導に取り組みます。

・行内研修については以下のとおりです。
「法人営業プロフェッショナル研修」　延１６４名（うち
「目利き」延６８名、「経営支援」延９６名）「審査トレー
ニー」　１６名
・審査部内に設置した「営業店臨店指導チーム」は、１７年
１１月より臨店指導を開始し１８年９月までに３４カ店で実
施しました。

・当初計画どおり研修実施および研修派遣を行い、人材の育成が図られま
した。引き続き「与信業務の出来る人材」の育成に向けた取組みを行って
まいります。
・営業店臨店指導チームは法人店舗を中心に１年間（１８年度下期まで）
で６０カ店程度を予定（１カ月３～４店程度）しております。
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銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～18年9月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題

肥後

１．企業の実態把握力に優れ、企業の将来性・技術力を的確に
評価できる能力（目利き能力）を持った行員の育成
２．情報収集・情報提供力を向上させ、企業の経営に関する相
談・アドバイスが実践できる行員の育成
３．企業の再建支援・指導ができる行員の育成

１．マクロ的・他地域の動向把握
（１）ビジネスネットワーク研究会へ参加（㈱日本総研と
の共同研究）
（２）海外市場動向視察［市場金融部上海駐在員事務所と
の連携］
２．地域産業・企業の目利き、経営支援への取組み
（１）㈱日本総研との連携による「法人渉外能力養成研
修」実施及び、研修参加者の活用（行内研修講師等）
（２）地域金融機関職員等研修(中小企業大学校主催)への
派遣
（３）その他（補完施策）
①行外研修への派遣（地銀協他）、②休日セミナーの実施
③中小企業診断士の育成支援、等の実施
３．企業再生への取組み
（１）企業派遣
（２）企業再生に係る研修・勉強会等の実施（行内専門部
署講師）
（３）融資第二部・外部業者等を活用したセミナーの企
画・実施
（４）専門家の育成の継続
４．マスレベル能力向上（セミナー、通信講座・検定試験
斡旋の継続）

１．マクロ的・他地域の動向把握への取組み
（１）ビジネスネットワーク研究会への参加（営業統括部よ
り2名）
（２）海外市場動向視察（上海へ20名派遣）
２．地域産業・企業の目利き、経営支援への取組み
（１）法人渉外能力養成研修の継続実施
［短期コース(6期12名、7期12名)、スペシャルコース2期16
名］
（２）渉外コース別研修「法人営業コース」の実施（受講
者：22名）
（３）行外研修への派遣（7名）及び地域金融機関職員等研修
（中小企業大学校主催）への派遣（派遣者9名）
３．企業再生への取組み
（１）企業派遣の実施。（派遣者4名）
（２）与信管理部特定支援チームによるブロック勉強会及び
研修実施
４．その他マスレベル施策
（１）セミナー実施（ ８コース　1,601名参加）
（２）通信講座斡旋（11コース　414名受講、既受講者3,122
名）
（３）検定試験斡旋（11コース　267名取得、既取得者2,353
名）
      ※内ＦＰ１級：18年度取得者1名（計58名）
５．専門家の育成
（１）中小企業診断士（既取得者19名）：試験対策スクール
斡旋
（２）弁護士：ロースクール卒業1名（現在、経営管理部へ配
属）
（３）不動産鑑定士（既取得者1名）：現在1名育成中
６．行内ロールプレイング大会実施（18年1月）

・リレーションシップバンキングの機能強化計画からの継続的取組みもあ
り、意識の高揚・知識の習得は進んでいる。また、実態把握能力の伸展に
よる支援・アドバイスの実践等、好事例に繋がっている。
・更に実際の行動面強化に向け、行内・外、セミナー等を組み合わせて、
各行員のレベルに応じた育成を行う。

鹿児島

・既存の各種研修を継続しながら、特に融資支援システムＫｅ
ｙＭａｎ、営業戦略サポートシステムＫｅｙＭａｎＳ３を活用
した事業再生・中小企業金融全般のスキル向上に注力する。
・あわせて、本部専担者が持つ目利き能力等各種スキルの営業
店へのさらなる浸透も図っていく。

・KeyMan 臨店サポートの強化
・既存集合研修への関連カリキュラム組入れ
・地域ごと・業種別勉強会と本部専担者同行によるOJT

・本部による臨店指導実施 269か店（審査能力向上、案件構築
サポート、ＫｅｙＭａｎ・ＫｅｙＭａｎＳ3活用、営業利益改
善活動）
・ＫｅｙＭａｎトレーニーの実施7名
・融資トレーニー、支店長融資トレーニーの実施67名
・業種別勉強会5回（農業2回、医業3回）実施
・営業支援部によるアグリクラスター・医業先訪問実施（計
881回）
・営業利益改善活動の集合研修へのカリキュラム組入れ実施4
回
・ＫｅｙＭａｎ・ＫｅｙＭａｎＳ3　　活用の集合研修へのカ
リキュラム組入れ実施4回

・計画通り実施
・臨店サポート等によって現場のスキル傾向を把握し、これを集合研修の
講義内容にも活用している
・今後も引続き行員の能力向上を図っていく

外部研修への参加・派遣 内部研修への参加 通信研修受講者数

①人材の育成 ８５３名 ２５，８１５名 １０，３２６名

<参考>人材の育成に関する実績値（６４行計、平成１８年度上期）
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(7) その他

銀  行 取組方針および目標 具体的取組策 17年４月～９月の進捗状況 進捗状況に対する分析・評価及び今後の課題

○地域の特性に応じた融資の促進
1. 地域特性に応じた態勢整備の強化審査、営業推進それぞれ
の部門における各業種別担当の連携を強化し（一方で牽制機能
は十分発揮しながら）、営業現場における案件発掘、営業担当
者の目利き能力の向上による営業力強化を図っていく方針。

１．農業向け貸出を強化する為の仕組み作り。
２．医業向けには、開業案件に対する積極的関わりと共
に、経営改善や後継者対策等の諸問題に対するコンサル
ティング機能を充実させる。
３．各業界団体へ向けた取組み強化（業種特性を活かした
商品開発等の共同検討）

１．営業統括部の業種別担当者を農業・医業ともに１名増員
し、審査部担当者と特殊案件への取組み方針・実績計数等を
中心とした情報交換会を毎月実施することにより連携強化を
図った。
２．地区別勉強会の実施や行内LANを活用した情報発信により
営業店のスキルアップを図った。また、医業コンサル会社2社
と業務提携し本部のコンサルティング機能を強化した。

１．関係部の連携は情報交換会等により強化され態勢整備は進展した。
２．外部専門機関との連携により本部におけるコンサルティング機能を強
化した。
３．営業店の目利き能力及び支援向上のために情報発信・帯同訪問を積極
的かつ継続的に実施する。

○システムインフラの整備
１．新収益管理システムとCRM（営業支援）システムは相互に
密接な関係があり、共通のシステムインフラ上で稼動し、デー
タ共有化等による有機的結合を実現する方針で取組んでいる。
２．特にＣＲＭシステムについては、営業力強化を目的として
顧客情報管理の高度化と店頭・渉外営業活動の支援ツールとし
てシステムを構築、稼動させる方針である。
（新収益管理システムについては２.（２）収益管理態勢の整
備と収益力の向上に記載）

１． 営業力強化に資するシステム構築に取組む。
実現範囲は①全顧客の定量、定性データの一元化②行動管
理③目標、実績管理④顧客別採算管理等

１．システムの要件定義、システム開発を実施（17年度中）
２．地区別に職員向けの説明会を実施（平成17年12月）
３．営業店試行（平成18年1月～）、問題点の分析・修正
４．本格稼動（平成18年4月～）

１．4月より、予定通り本格運用開始当初予定通り、下期中の営業店試行
を実施。
２．既存の取引先管理システム、紙ベースであった営業日報や案件管理等
を新システムに統合し効率化を実現。
３．今後の課題は、営業店の要望を取り入れることでより使いやすいシス
テムにすることと、収益管理指標の業績評価への適用であり、引き続きプ
ロジェクトで検討・検証を継続する。

宮崎
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